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論文要旨
　戦後の高度経済成長期を経て、日本では大量の公共施設ストックが整備され、経年とともに
修繕・建替の必要性が増加しており、加えて自治体の財政状況を考慮すると施設の総量を適正
にする必要がある。これら公共施設ストックを良質な状態で、適正な費用で更新していくため
にも、自治体内の施設に対して改修・建替・統廃合等の判断を適切に行っていく必要がある。
そのためには、単一施設のみの整備にとどまらない他施設との複合的な整備が重要となるが、
対象となる施設を取り巻く状況は老朽度・利用状況・立地条件など様々であり、自治体全体と
して総合的かつ長期的に整備方針を決定することが困難になっている。さらに、２０１４年に
は総務省からの「公共施設等総合管理計画の策定要請」により、各自治体が公共施設マネジメ
ントを行っていくことが急務となった。加えて、同年の国土交通省が発表した「まちづくりの
ためのＰＲＥ有効活用ガイドライン」では、持続可能な都市を実現し、健康・快適な生活を確
保するために、将来のまちの在り方を見据えた公共施設の再配置が求められている。以上のよ
うな認識から公共施設の総量適正化に関して、各自治体の状況にあった段階的・経時的な意思
決定が可能となるための必要データのあり方とその整備プロセスを構築することが喫緊の課題
であるといえる。
　本研究では、自治体の将来予測にもとづき、施設再配置を考慮した公共施設の段階的・経時
的な視点に立った公共施設の総量適正化プロセスの提示を目的とする。
本論文は５章により構成されている。
　第１章では、研究の背景と目的を示すとともに、用語の定義を行い、公共施設マネジメント
に関する既往研究を概観し、本研究の位置づけを明確化する。第２章では、これまでの既往研
究で取り上げられてきた公共施設マネジメントの評価方法を参考に、品質・機能・立地に着目
した公共施設群の新たな評価手法を構築する。まず「品質の評価」では、施設の耐震性・劣化
度で判断を行い、劣化度は、施設の棟ごとの工事履歴から外壁・内装・屋上防水・設備の改修
年度を把握することで算出を行った。次に「機能の評価」では、各施設での公共サービス（機能）
ごとに施設運営費用・利用状況を比較することで判断した。さらに「立地の評価」では、将来
的な人口変動・交通利便性から判断した。これらの３つの評価の関係性を分析し、公共施設の
段階的総量適正化を行うための施設活用方針を検討した。活用方針として、耐用年数を超過し
た後の施設活用方法も考慮した「長期的継続利用」「長期的複合化利用」「縮減的継続利用」「縮
減的複合化利用」「機能停止・移転」の５つを導き出した。
　第３章では、２章で提示した評価手法をもとに公共施設の段階的総量適正化を実現するため
のプロセスを構築する。プロセスの段階として、「準備段階」「削減目標面積の決定段階」「公
共施設の評価段階」「整備方法検討段階」「具体的計画段階」「実行段階」「検証段階」と提示す
ることで、公共施設のマネジメント業務を継続的に改善するＰＤＣＡサイクルを示した。特に、
「準備段階」では、公共施設の総量適正化に必要な情報を公開情報と全自治体が保有している
情報として整理を行っている。「削減目標面積の決定段階」では、将来的な財政規模及び、将
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来的な人口構成から、自治体の将来状況に応じた適切な施設量を算出した。「整備方法検討段
階」では、各公共サービスに必要となる条件に合わせて、地域ごとの削減施設を決定すること
で、施設再配置に資する検討方法を構築した。上記のように各段階における要点の整理を行い、
公共施設の総量適正化を行うためのプロセスを提示した。
　第４章では、２、３章で構築した公共施設の評価方法と施設総量適正化プロセスの検証を行っ
た。町田市における公共施設を対象に、施設の外壁、内装、屋上防水の状態を建基法１２条点
検の項目にもとづき現地調査を行い、劣化状況を比較することで品質の評価の妥当性を示した。
また、各施設の管理者に対する利用状況・立地状況に関するアンケート調査から、機能・立地
の評価の妥当性を示した。またケーススタディでは提示した施設総量適正化プロセスに沿って、
町田市の将来的な人口と財政予測、及び現状の施設ストック状況から施設総量削減策の計画を
行っている。
　これら町田市における検証から、各自治体が本研究で示したＰＤＣＡサイクルを継続的に繰
り返すことができれば、将来的な人口や財政などの状況変化に対応した施設再配置を考慮した
公共施設の総量適正化を実現する可能性が高くなることを示した。
　第５章では、本論文のまとめであり、各章の総括を行っている。
　以上、本論文では公共施設マネジメントにおける段階的・経時的なＰＤＣＡサイクルを提示
するとともに、施設再配置を考慮した公共施設の段階的総量適正化を行うための要件を導いた。
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第１章　序章
Introduction
　１－１　研究の背景
　１－２　研究の目的
　１－３　用語の定義
　１－４　既往関連研究
　１－５　論文の構成
図１－１　公共施設の内訳と全国自治体の公共施設の状況（全国営繕主管課長会議より作成）
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■公共施設の老朽化
　日本の公共施設は、人口増加による行政需要を背景に戦後から高度経済成長期にかけて大量
に整備されてきた。図１－１に日本の公共施設の内訳と地方公共団体の公共施設の状況を示
す。全国営繕主管課長会議による 2001 年の調査結果によると、公共施設ストックは国・地方
自治体・各種公共団体をあわせて約７億㎡である。そのうち都道府県の保有施設は約１億7,000 
万㎡、市区町村の保有施設は３億 7,000 万㎡であり、地方自治体は膨大な量の施設を抱えて
いるおり、また 2001 年時点で築 20 年以上を超える公共施設は半数以上となる。このことから
現時点には修繕・改修の必要が増加していると考えられる。これら膨大な量の施設を現状のま
ま維持するためには、老朽化に対する大規模改修、建替、施設を現状維持するための修繕など
を適切に実行する必要があり、自治体は膨大な整備費用の負担を強いられることになる。
■人口状況の変化と財政状況の悪化
　図１－２に示すように日本の人口の長期変化を見てみると、高度経済成長期である 1975 年
ごろまでは人口が増加しており若者の人口の割合が多いが、2004 年ごろをピークに人口減少
期に入り高齢者人口が増え若年人口が減っていくことがわかる。このことからまず、高齢化の
進行によって介護施設などの高齢者を支援するための施設のニーズが増える。また、就業年齢
人口の減少から女性の社会進出が進むと考えられるため、託児所などの子育て支援のための施
設が必要になってくると考えられる。一方で少子化の進行により、学校施設などのニーズは減
１－１　研究の背景
図１－２　日本の人口構成の変化（参考文献文11）より出展）
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少すると考えられる。このような公共施設のニーズは大きく変化すし、加えて全体としての人
口は減少傾向にあることから公共施設の総量を削減しながら、最適な公共サービスを提供する
必要がある。
　さらに、就労人口の減少と高齢者人口の増加から財政の収入源の減少と介護や医療への負担
が増加することから、全国自治体はますますの財政悪化が見込まれている。
　こうした人口減少・人口構成の変化と財政状況の悪化を踏まえると、財政状況の改善を考慮
し公共施設の総量を削減しながら最適な公共サービスを提供することが、全国の自治体には求
められている。
■施設再配置の必要性
　上記のような全国自治体が抱える問題から、2014 年に総務省からの「公共施設等総合管理
計画の策定要請」が発表され、人口変動と厳しい財政状況を踏まえ長期的な視点を持った公共
施設の更新・統廃合・長寿命化に関する総合的な管理計画をすることが要請されている。さら
に 2014 年に国土交通省から「まちづくりのためのＰＲＥ有効活用ガイドライン」が発表され、
「公共施設等総合管理計画の策定要請」をふまえ持続可能な都市を実現し、健康・快適な生活
を確保するために、将来のまちの在り方を見据えた公共施設の再配置を求めている。
　以上のような認識から全国の自治体において実行できるように、施設再配置を考慮した公共
施設の総量適正化のための必要データのあり方とその整備プロセスを構築することが喫緊の課
題であるといえる。
社会資本 民間資本
・道路、港湾、空港、鉄道、電信電話、
・上下水道、簡易水道、下水道　など
・公営住宅、公務員住宅、住宅公団賃貸住宅
・公立病院、社会福祉施設、児童福祉施設
・公立学校施設、社会教育施設、社会体育施設
・庁舎等の地方政府社会資本　など
・終末処理施設、ごみ処理施設　など
公共建物
プラント施設
公共資本 インフラ施設
図１－３　本研究における公共施設（内閣府政策統括間「日本の社会資本 2012」より作成）
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　自治体の人口変動や財政状況の変化といった将来予測にもとづき、施設再配置を考慮した段
階的・経時的な視点に立った公共施設の総量適正化プロセスの考え方を示すとともに、実際の
自治体を対象とした検証からその妥当性を明らかにすることを目的とする。以下のことを明ら
かにすることで本研究の目的の達成を試みる。
・公共施設を取り巻く状況を整理し、施設総量適正化を計画するための施設評価方法を探る
・全国の自治体が収集可能なデータを用いた公共施設の総量適正化のためのプロセスを探る
・構築した施設評価方法と施設総量適正化のためのプロセスの妥当性を明らかにする
　以下に、本章で用いられる用語の定義を示す。
【公共施設】
　社会資本の分類を図１－３に示す。公共施設は都市計画法や地方自治法などさまざまな形で
定義されているが、本研究では自治体が管理している「ハコモノ」のことを公共施設とし、図
中の赤で示された部分の公共施設を扱うこととしている。
１－２　研究の目的
１－３　用語の定義
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　本研究に関連のある既往研究から、本研究の位置づけを明確にする。
■公共施設マネジメントのプロセスに関する研究
・これからの地域公共施設整備－自己向上型地域公共施設ネットワークの創生を目指して－
　：地域公共施設ネットワーク再構築研究プロジェクトチーム　2008 年　首都大学東京　大
学院都市環境科学研究科　建築学域
　東京都多摩市を対象に 126 の公共施設をデータベース化し、施設配置、施設（貸室）利用特
性、施設の物理的特性、施設運営管理費、利用者需要等の分析を行い、包括的な公共施設サー
ビスネットワークの再構築を提案している。まとめとして、既存公共施設を機能・立地・建物
の３つの観点からとらえ直し、利用者ニーズや自治体の方針に適合する公共施設ネットワーク
システムを構築する必要性を提案している。
・地方自治体における資産戦略策定に関する研究－保有施設全体把握のための建物評価手法の
提案－
　：増川雄二　2011 年　早稲田大学創造理工学部大学院建築学修士論文
　先進的に公共施設マネジメントを取り組んでいた青森県を対象に、公共施設の総量適正化に
関する取り組みの実態を把握した上で、これまでの国交省営繕部の建物評価、公営住宅やマン
ションの建物評価方法を参考に、施設量適正化に必要となる建物評価手法の提案を目的として
いる。耐震性、劣化度や階高といった建物のハード面の評価、及び建物移転可能性や利用度と
いった建物のソフト面の評価を行うことで、公共施設の総量適正化に資する既存公共施設の活
用方針を導いている。
・公共施設総量適正化に関する研究－施設再配置計画作成プロセスの提案－
　：佐久間直哉　2012 年　早稲田大学創造理工学部大学院建築学修士論文
　2011 年に発表された「地方自治体における資産戦略策定に関する研究－保有施設全体把握
のための建物評価手法の提案－」を踏まえて、既存の総量適正化プロセスの分析を行い問題点
を把握した上で、新たな施設量適正化プロセスを提案することを目的としている。提案された
プロセスは、「施設性能評価」「削減対象施設の選定」「移転対象施設の選定」「計画の評価」か
らなる。施設性能の評価では、施設が複数の棟で構成されている公共施設があることを踏まえ
て、建物 1棟 1棟を評価し、それぞれの施設の延床面積に占める棟の延床面積の割合を按分し
て評価する考え方を示した。また、移転対象施設の選定では、削減対象となった施設の周辺（バッ
ファ１km）の公共施設の状況把握を行い集約可能性の検討を行う。集約可能であれば、削減対
１－４　既往関連研究
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象施設に集約することで施設再配置を実行する考え方を示した。
・公共施設の再整備手法に関する研究－施設の評価と整備方針の検証－
　：恒川淳基　2013 年　前橋工科大学大学院工学研究科建築学修士論文
　公共施設マネジメントのために必要とされている、施設の老朽化や利用実態などの情報収集
のための労力の問題点を指摘し、一般の自治体職員自らが実践可能な公共施設の整備プロセス
を提案することを目的している。ここでは、公共施設の建物の状態を把握するための劣化度を
施設の経年数と大規模修繕（外壁・内装を含む）を行った年度から算出する方法を提示した。
また、自治体全の状況把握（PHASE １）、全保有建物の実態把握（PHASE ２）、再整備対象建物
の実態把握（PHASE ３）、所有資産による再整備計画（PHASE ４）、近隣・民間自治体との連携（PHASE
５）として、各自治体のレベルに合わせて取り組まなければいけない段階を提示した。
■施設再配置に関するマニュアル
・まちづくりのための公的不動産（PRE）有効活用ガイドライン
　：国土交通省　平成 26 年 4 月
　人口減少、人口構成の変化、地方自治体の財政の悪化、公的不動産の老朽化、維持更新コス
トの増加を踏まえて施設の再配置を踏まえた公共施設の総量適正化を推進している。ここでは、
公共施設マネジメントを先進的に行ってきた自治体の取り組みを参考に、削減目標の設定方法・
施設再配置の検討方法の参考例を紹介している。
　以上より、公共施設マネジメントにおいて施設の評価方法整備プロセスを明らかにしたもの
は既往研究や自治体の施設白書などにその内容が多く存在する。しかし、施設の再配置を含め
た公共施設マネジメントを行っていくための段階的・経時的な視点に立った総量適正化のため
の方法論を研究した研究論文は見当たらない。このことから、施設の再配置を含めた段階的・
経時的な視点に立った総量適正化のための方法論を導き出すことは有用であると考える。
図１－４　本研究の論文構成
第１章　序章
第５章　終章
第２章　公共施設群の評価
・公共施設群の品質、機能、立地に対する評価
・３つの評価をもとにした経時的な公共施設の活用方針の検討
第３章　公共施設の段階的総量適正化プロセス
・公共施設総量適正化のための段階的整備プロセスの提示
第４章　公共施設の段階的総量適正化プロセスの検証
・公共施設群の品質、機能、立地に対する評価の検証
・町田市公共施設を対象とした公共施設の段階的総量適正化プロセスの検証
第１章　序章
-14-
　本研究の流れを図１－４に示す。
　第２章では、これまでの既往研究で取り上げられてきた公共施設マネジメントの評価方法を
参考に、品質・機能・立地に着目した公共施設群の新たな評価手法を構築する。これらの３つ
の評価の関係性を分析し、公共施設の段階的総量適正化を行うための施設活用方針を検討する。
　第３章では、２章で提示した評価手法をもとに公共施設の総量を段階的に適正化していくた
めのプロセスを構築する。各自治体で実現可能とするためプロセスの段階を分け、継続的に公
共施設マネジメント業務を向上させるＰＤＣＡサイクルを示した。また、自治体が事前に収集
している情報、及び公開データを用いて公共施設の総量適正化を実現できるように整理してい
る。　第４章では、２、３章で明らかにした公共施設の総量適正化のための施設評価方法とそ
のプロセスの検証を行う。具体的な自治体として町田市の公共施設を取り上げ、現地調査と施
設管理者を対象にしたアンケート調査により、各評価結果の検証を行っている。また、公共施
設の総量適正化を町田市全体で計画し、最終的な施設削減量を確認することでプロセスの妥当
性を明らかにしている。
　第５章は、まとめの章であり、各章のまとめと本研究の結論を述べている。
１－５　論文の構成
第２章　公共施設群の評価
Chapter 2 Evaluation of public facilities 
　２－１　本章の概要
　　２－１－１　本章の目的
　　２－１－２　調査方法
　２－２　品質に対する評価
　　２－２－１　耐震性に関する判定
　　２－２－２　劣化度に関する判定
　２－３　機能に対する評価
　　２－３－１　利用度に関する判定
　　２－３－２　施設運営費用に関する判定
　２－４　立地に対する評価
　　２－４－１　施設集約可能性に関する判定
　　２－４－２　交通利便性に関する判定
　２－５　評価にもとづいた施設の活用方針
　２－６　本章のまとめ
図２－１　公共施設の考え方
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２－１－１　本章の目的
　建物の劣化状況、利用者のニーズの変化、施設周辺の人口変動による立地条件の変化など公
共施設を取り巻く状況が複雑であるため、施設の今後の整備方法を決定することが難しくなっ
ている。本章ではこれらの施設を取り巻く状況の整理を行うことで、施設マネジメントに必要
なデータの集め方と施設評価方法を構築する。さらに、自治体職員が施設の総量適正化計画を
行う際の判断を簡易にするために、評価結果をもとにした施設活用方針を構築する。以上の施
設情報の整理、施設評価方法の構築、施設活用方針の構築が本章の目的となる。
２－１－２　調査方法
　本章は以下のような手順で調査を行っている。
①これまでの既往研究文 1) ～ 4) と既存の基準文 5)6) の知見を踏まえ、公共施設に対する評価基準
を「品質」・「機能」・「立地」３つに分け、評価の方法を構築している。さらに、図２－１に示
すように、公共施設の考え方を「施設」・「棟」・「機能」として、各評価項目に必要なデータと
その収集方法の整理を行っている。
②①で構築した評価結果をもとに、施設周辺の将来状況の予測を行い、現段階の施設活用方針
と施設耐用年数を超過した後の施設活用方針を検討することで、経時的な視点に立った施設活
用方針の構築を行う。
施設
棟 A
機能 A
機能 B
機能 C
棟 B
２－１　本章の概要
図２－２　品質評価における施設の考え方
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２－２　品質に対する評価
棟 A
機能 A
機能 B
機能 C
棟 B
施設施設
機能 A
機能 B
機能 C
棟 A 棟 B
■評価の概要
　品質評価では、建物の耐震性と外壁・内装・屋上防水・設備の状況から、継続利用に必要と
なる改修の度合を判断する。外壁・内装・屋上防水・設備の状況に関しては建物の劣化度とし
て判定を行っている。
■評価設定に利用した文献
　既往研究文 1) ～ 4) と既存の評価基準文 5）から品質に関する評価項目を抽出し評価方法を再構築
した。
■評価における施設の考え方
　公共施設は１棟から構成されるものから、複数棟から構成される施設もあり、施設の品質を
把握するためには棟ごとに状況を把握し整理する必要がある。図２－２に品質評価における施
設の考え方を示す。公共施設マネジメントを実行していくためには、施設として品質の状況が
どのようになっているのか評価する必要がある。ここでは施設の品質評価を行うため、図に示
すように棟ごとに情報整理を行い、施設としての評価を行う。
　品質に対する評価の判定内容は、次項から示していく。
表２－１　耐震性に関する判定（既往研究文1) より作成）
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評価項目 評価内容 評価方法
× 新耐震基準以前に建築
○ 新耐震基準以降に建築
× 無し
○ 有り
× Is値が0.6未満
○ Is値が0.6以上
評価基準
工事履歴
Is値 耐震性能を保有しているか 耐震診断
築年数 新耐震基準以前の建築か 建物台帳
耐震補強 耐震補強の有無
２－２－１　耐震性に関する判定
　施設を継続的に利用するかを判断するために、現状の施設が耐震性を有しているかを判断す
ることは重要な項目となる。評価項目、評価の基準については「地方自治体における資産戦略
策定に関する研究－保有施設全体把握のための建物評価手法の提案－」文 1) で整理されていた
耐震性に関する判定をもとに、本研究での評価項目として再整理を行った。耐震性に関する判
定内容を表２－１に示す。
　「築年数」では各棟の築年数から新耐震基準を満たしているかを棟ごとに確認する。
　「耐震補強」では各棟の耐震補強、耐震改修の有無を確認する。これまでに耐震補強、耐震
改修を実施している場合は耐震性を有しているとみなす。
　「Is 値」では耐震診断の結果から、地震に対して安全な構造であるかを確認する。Is 値は耐
震性能を表す指標のことで 0.6 以上の建物は地震による倒壊・崩壊の危険性が低いとされてい
る。このことから、一般の建築物が安全とさせる Is 値 0.6 を標準とし判定を行う。
　表に示した項目が未把握で耐震性の判定が行い施設に関しては、提示している全項目が重要
であるため、すべての項目の評価実施後に判断を行うことが望ましい。また、施設における棟
が１つでも耐震性無しと判断された場合は、施設としても耐震性無しと判断する。
２－２－２　劣化度に関する判定
　施設の継続的な利用を判断するために、現状の施設の劣化状況を判断しどの程度の改修を行
う必要があるかを判断する必要がある。既往研究文4) では施設の劣化状況（以降、劣化度と言う）
の簡易予測を行うため、施設の築年数と大規模改修（外装・内装を含む）を行った年度から劣
化度を算出する方法が構築されいる。一方で施設に関わる工事は、外壁・内装・屋上防水など
様々で、また各部位の改修周期・工事にかかる費用が異なるため、大規模改修を行った年数を
把握して算出する劣化度には誤差が生じている可能性がある。本研究では改修を行う部位を「外
壁」・「内装」・「屋上防水」・「設備」と分類し、新たな劣化度の算出方法を構築する。
図２－３　学校施設における外壁の経年ごとの改修費用（参考文献文5) より作成）
図２－４　学校施設における内装の経年ごとの改修費用（参考文献文5) より作成）
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外部更新費用
外部修繕費用
年数
　まず、参考文献文 5) より経年ごとの改修費用をもとに各部位の改修周期を設定する。公共施
設を対象に劣化度の判定を行っていくため、学校施設におけるの経年ごとの改修費用を参考に
している。また、想定される修繕パターンにおいて最も望ましい修繕を実施している Case1「す
べき＋望ましい＋事後保全」を用いた。
　図２－３は外壁における経年ごとの改修費用を示している。経年別にみると 11 ～ 15 年、26
～ 30 年、36 ～ 40 年、41 ～ 45 年において改修費用が大きくなっておりほとんどが 9000 円 /
㎡である。このことから、外壁の改修周期を 15 年と設定した。
　図２－４は内装における経年ごとの改修費用を示している。内装は内部雑・内部仕上・建具
の修繕、更新費用が示されている。経年別にみると26～30年おいて修繕費用が最も大きくなっ
ており、約25000円/㎡であった。また、10年おき程度に5000円/㎡の改修費用が掛かっていた。
10 年程度の間隔で小規模な改修と 30 年程度で大規模な改修が行われていたことから、内装の
改修周期を 20 年と設定した。
０
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10,000円/㎡
15,000円/㎡
20,000円/㎡
25,000円/㎡
30,000円/㎡
１～５ ６～10 11～15 16～20 21～25 26～30 31～35 36～40 41～45 46～50
内部雑更新費用
内部仕上更新費用
建具更新費用
内部雑修繕費用
内部仕上修繕費用
建具修繕費用
年数
図２－６　学校施設における設備の経年ごとの改修費用（参考文献文5) より作成）
図２－５　学校施設における屋上防水の経年ごとの改修費用（参考文献文5) より作成）
　以上から、各部位の改修周期を次のように設定した。「外壁」は 15 年、「内壁」・「屋上防水」・
「設備」は 20 年とした。劣化度の算出には、これらの設定周期の値を用いる。
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　図２－５は屋上防水における経年ごとの改修費用を示している。経年別にみると16～20年、
26 ～ 30 年、36 ～ 40 年、において改修費用が大きくなっておりほとんどが 5000 円 / ㎡前後で
ある。このことから、屋上防水の改修周期を 20 年と設定した。
　図２－６は設備における経年ごとの改修費用を示している。設備の改修では電気設備、機械
設備の改修費用を把握している。経年別にみると 16 ～ 20 年、26 ～ 30 年、36 ～ 40 年、にお
いて改修費用が大きくなっており 15000 ～ 20000 円 / ㎡の間であった。このことから、設備の
改修周期を 20 年と設定した。
表２－２　各部位の単位面積当たりの修繕費用（参考文献文5) より作成）
図２－７　劣化度の算出方法（参考文献文 4）5) より作成）
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劣化度の算出式 T : 耐用年数（50 年）
Tn : 経年
Te : 外壁改修を行った時点からの経年
（改修周期 15 年）
Ti : 内壁改修を行った時点からの経年
（改修周期 20 年）
※「建築物のライフサイクルコスト」建築保全センターより
Teq: 設備改修を行った時点からの経年
（改修周期 20 年）
Tr : 屋上防水を行った時点からの経年
（改修周期 20 年）
T
T
n +(    )×劣化度 = X
1
2
X=｛             ｝
1
9
Tr
20
+ +2 ××3 Te
15
Ti
20
Teq
20( )
+ ×
改修内容 面積当たり単価(円/㎡)
設備改修 96,438
内装改修 74,100
外壁改修 47,069
屋上防水改修 19,624
　表２－２に各部位の単位面積当たりの改修費用を示す。耐用年数を迎える 50 年までにかか
る改修費用の合計費用を単位面積換算で示している。面積あたりの単価が最も高いのは設備改
修で、96,433 円であり、次いで内装改修、外壁改修となる。劣化度の算出の構築においては、
改修費用の高いものに重みをおいて補正を行う。
　以上を踏まえ新たに構築した劣化度の算出方法を図２－７に示す。既往研究文 5）で提示され
ている劣化度の算出方法をもとに、新たに各部位ごとの改修状況を考慮した劣化度を構築した。
劣化度は、経年によって進んでいると推察され、外壁・内装・屋上防水・設備の各部位の改修
周期に対する改修実施年からの経年数の割合、及び耐用年数に対する経年数の割合を合わせて
100％になる算出式としている。各部位の改修周期は、前項で示した通り、外壁改修周期が 15
年、内壁改修周期が 20 年、設備改修周期が 20 年、屋上防水改修周期が 20 年としている。また、
各部位の改修における概算工事費をもとに重みづけを行っている。
　劣化度の算出式における改修周期と工事費による重みづけに関しては、各自治体の各部位の
工事履歴をもとに改修周期と工事費用を集計し、再検討することが望ましいと考えられる。
図２－８　品質評価の判定フロー
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※Is値は、耐震性能を表す指標。0.6以上の建物は地震による倒壊・崩壊の危険性が低いとされる。
品質に対する評価
耐震性の判定 劣化度の判定
Ｃ
Ｂ耐震補強
の有無 Is値
新耐震以前に建築
耐用年数以上
新耐震以降に建築
あり
なし
0.6以上
0.6未満
未診断
50％
未満50％
以上
劣化度START Ａ築年数
■評価の判定フロー
　図の２－８に品質に対する評価フローと評価結果を示す。まずフローに従って耐震性の判定
を行い、次に前項で示した劣化度の算出結果から判定を行う。劣化度は50％を閾値としている。
評価結果の内容は、以下のようになる。
Ａ：耐震性を満たしており、劣化度に関しても 50％未満であるため、継続的に建物を使用す
ることができる。
Ｂ：耐震性は満たしているが、劣化度が 50％以上であるため、継続的に建物を使用するには、
改修を実施する必要がある。
Ｃ：耐震性を満たしていない、もしくは耐用年数を超過しているため、継続的に建物を使用す
るには、大規模な改修を実施する必要がある。
図２－９　機能評価における施設の考え方
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２－３　機能に対する評価
施設
棟 A 棟 B
機能 A
機能 B
機能 C
棟 A
機能 A
機能 B
機能 C
棟 B
施設
■評価の概要
　機能評価では、住民に機能（公共サービス）を十分に提供しているか、及び適切な費用で機
能を運営できているかの判断を行う。
■評価設定に利用した文献　
　既存の評価基準文5) から機能に関する評価項目を抽出し評価方法を再構築した。
■評価における施設の考え方
　複数機能を提供する公共施設（複合施設）もあるため、施設に対して機能の評価を行うため
に、施設内の機能ごとに状況を把握する必要がある。図２－９に機能評価における施設の考え
方を示す。品質の評価の時と同様に、公共施設マネジメントを実行していくためには、施設と
して機能の状況がどのようになっているのかを評価する必要がある。ここでは施設の機能評価
を行うため、図に示すように機能ごとに情報整理を行い、施設としての評価を行う。
　機能に対する評価の判定内容は、次項から示していく。
表２－３　利用度に関する判定（参考文献 6）より作成）
表２－４　学校の設置基準面積（文部科学省の学校設置基準より作成）
生徒数 小学校設置基準面積（㎡） 中学校設置基準面積（㎡）
40人以下 500 600
41人以上480人以下 500＋5×（生徒数－40） 600＋6×（生徒数－40）
481人以上 2700＋3×（生徒数－480） 3240＋4×（生徒数－480）
15㎡/人未満×
15㎡/人以上○
学校設置基準未満×
学校設置基準を満たす○
稼働率50％未満×
稼働率50％以上○
計画を下回る利用状況
（実績/計画が1未満）×
○ 計画通りまたはそれ以上の利用状況（実績/計画が1以上）
事務庁舎 職員一人当りの床面積
学校 実際の床面積と学校設置基準による床面積の比
公の施設
（貸館系）
稼働率
年間のべ貸付部屋数÷（貸付対象部屋数×年間開館日数）
公の施設
（貸館系以外） 利用者数（実績）と利用者数（計画）の比
用途 評価内容 評価基準
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２－３－２　利用度に関する判定
　利用度の判定では、機能が余剰に供給されていないかを判断する。利用度が低い施設は、過
剰供給の可能性があるため他の機能との集約を検討する必要がある。参考文献 6）から作成し
た表２－３に示すように、施設の機能を事務庁舎・学校・貸館系の公の施設・貸館系以外の公
の施設に分類し利用度を判断している。公の施設とは、住民の福祉を増進する目的をもって住
民の利用に供するために自治体が設ける施設のことをいい、具体的には運動施設、コミュニティ
センター、図書館、美術館などをさす。
　「事務庁舎」は職員一人当たりの床面積で評価を行う。職員一人当たりの床面積が大きいほど、
余裕スペースが多く存在することになり、ワークスペースの見直しを検討する必要がある。
　「学校」は表２－４に示している文部科学省が定めている学校設置基準の校舎面積と実際の
校舎面積の比で評価を行う。
　「公の施設（貸館系）」とは、体育館や公民館などの部屋や空間を時間などで区切って貸すこ
とをサービスとする施設のことを指し、稼働率で評価を行う。稼働率については、年間の貸付
可能部屋数に占める年間貸付部屋数（実績）の割合で評価を行う。
　「公の施設（貸館系以外）」は図書館などがあげられ、一定の評価基準で利用度の把握を行う
ことが困難な施設である。実績と計画の比から評価を行う。
　可能であれば、同用途の施設（他自治体や民間も含む）とのベンチマーキングなどを行い、
個別に利用度評価を行うことが望まれ、毎年の利用状況の情報の積み重ねが重要となる。
表２－５　総務省の公共施設の用途分類
大分類 中分類 施設例
集会施設 市民ホール、コミュニティセンター
文化施設 市民文化センター
図書館 中央図書館、地域図書館
博物館等 博物館、美術館
スポーツ施設 市民体育館、市民プール
レクリエーション施設・観光施設 少年自然の家、観光センター
保養施設 保養施設
産業系施設 産業系施設 労働会館、産業文化センター
学校 小学校、中学校
その他教育施設 教育センター、給食センター
幼保・こども園 幼稚園、保育園
幼児・児童施設 児童館、放課後児童クラブ
高齢福祉施設 デイサービスセンター
障がい福祉施設 障がい者総合支援センター
児童福祉施設 児童養護施設
保健施設 保健所
その他社会保険施設 福祉会館
医療施設 医療施設 市民病院
庁舎等 市庁舎、支所
消防施設 消防署、分署
その他行政系施設 環境センター、清掃事務所
公営住宅 公営住宅 公営住宅
供給処理施設 供給処理施設 ごみ処理場、クリーンセンター
上水道施設 上水道施設 浄水処理場、配水場
下水道施設 下水道施設 下水処理施設
公園 公園 管理棟、倉庫、便所
その他 その他 駐車場、駐輪場、斎場、公衆便所
行政系施設
市民文化系施設
社会教育系施設
スポーツ・レクリエーション施設
学校教育系施設
子育て支援施設
保険・福祉施設
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２－３－２　施設運営費用に関する判定
　施設運営費用では、施設の機能が適切な費用で運営されているかを判断する。現状の公共施
設の用途分類は自治体によってさまざまで、用途ごとに施設の運営費用の比較をし、問題点を
発見できていないことが考えられる。ここでは、施設の機能を総務省で提示されている施設の
用途分類の中分類文 7）に分類し、用途ごとに施設運営費用の平均値を算出し、その平均値と各
施設の施設運営費用を比較することで評価を行った。総務省の公共施設の用途分類とその施設
の例は、表２－５に示している。また施設運営費用は、毎年、施設運営費用に関するデータを
積み上げていき、施設ごとの費用の変動も比較していくことも望ましいと考えられる。施設運
営費用に関しては、「総務省基準モデルの公会計」から抽出可能となる。「総務省基準モデルの
公会計」に関する説明は次項以降にしている。
表２－６　公会計モデル３方式の主要項目の比較
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項目 種類 開始時簿価 評価替
土地 固定資産税評価額を基礎とした評価
原則3年毎に
再評価
建物等
再調達価額から
減価償却累計額を
控除した額
毎年度減価償却
を行い、原則再
評価は行わない
機械
器具等
取得原価から減価
償却累計額を控除
した額
毎年度減価償却
を行い、原則再
評価は行わない
土地
（底地）
取得原価（不明の
場合は再調達価額）
原則再評価は
行わない
建物等
再調達価額から
減価償却累計額を
控除した額
毎年度減価償却
（直接資本消耗）
を行い、原則再
評価は行わない
帳簿価額と時価評
価の価額から販売
経費等を控除した
価額のいずれか
�ない方（低価法）
毎年度低価法
により評価替
事業用
資産
インフラ
資産
販売用土地等
※年度途中の取得は、原則として取得原価である
基準モデル 総務省方式改訂モデル 東京都
・貸借対照表
・行政コスト計算書
・純資産変動計算書
・資金収支計算書
・貸借対照表
・行政コスト計算書
・純資産変動計算書
・資金収支計算書
・貸借対照表
・行政コスト計算書
・正味財産変動計算書
・キャッシュ・フロー計算書
開始貸借対照表作成時に整備
その後、継続的に更新
段階的整備を想定
→売却可能資産、土地を優先
開始貸借対照表作成時に整備
その後、継続的に更新
官庁会計処置に基づくデータにより、発生
の都度または期末に一括して複式仕訳を
実施
決算統計データを活用し、期末に一
括して仕訳を実施
官庁会計の処理に連動して発生の
都度、複式仕訳を実施
有形固定資産
の評価基準
・公共資産……決算統計データか
ら取得原価を推計
・売却可能資産……売却可能価額
原則として取得原価
（棚卸資産については低価法を採
用）
行政コスト計算書に計上しない
（純資産変動計算書に計上）
行政コスト計算書に計上しない
（純資産変動計算書に計上）
行政コスト計算書に計上
行政コスト計算書に計上減価償却の
取扱い
事業用資産……行政コスト計算書に計上
インフラ資産…直接資本減耗として純資
産変動計算書に計上
行政コスト計算書に計上
（インフラ資産のうち、道路について
は取替法（更新会計）を採用）
財務書類の
体系
台帳整備
複式簿記
税収の取扱い
　財政の再建を目指して、地方自治体は財務書類を作成し公表しなければならないことを総務
省から義務付けれれている。総務省からは「総務省基準モデル」と「総務省改定モデル」の２
つの会計基準が提示されており、地方公共団体は原則として、そのどちらかに沿って作成・公
表しなければならない。また、総務省の２方式以外にも「東京都方式」などが独自に提案され
ている。表２－６に公開計モデル３方式の主要項目を比較したものを示す。全国の自治体の多
くは、簡易さから「総務省方式改定モデル」を採用しているが、「総務省基準モデル」・「東京
都方式」は財務諸表を各施設台帳をベースに作成するものであるため、自治体が保有する台帳
に遡れば、原理的に施設運営費用の値を抽出可能となる。
　また、今後の総務省の「今後の新地方向会計の推進に関する研究会」（2010 年 9 月 30 日）
においては、今後の公開計のあるべき姿について議論が進められ、財務書類の様式の統一と固
定資産台帳整備の義務化が打ち出された。これにより各自治体は施設台帳をベースに財務諸表
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図２－ 10　機能評価の判定フロー
機能に対する評価
利用度の判定 施設運営費用の判定
利用度 施設運営費用 Ａ
Ｃ
B(運営改善)
B(用途改善)
同用途の平均以上
一定レベル未満
START
施設運営費用
同用途の平均以上
同用途の平均未満
同用途の平均未満
一定レベル以上
■評価の判定フロー
　機能に対する評価結果は、前項で示した利用度、施設運営費用に関する判定にもとづき、図
２－ 10 のフローに従って行う。また、機能の評価結果は以下のようになる。
Ａ：利用状況・施設運営費用ともに良好であるため、機能を継続的に利用することが可能である。
Ｂ（運営直し）：利用状況は良好であるが、施設運営費用に問題があるため運営方法を見直し
て継続利用を検討する必要がある。
Ｂ（用途直し）：施設運営費用は良好であるが、利用状況に問題があるため複合化等を検討す
る必要がある。
Ｃ：利用状況・施設運営費用ともに良好でないため、継続的に利用するには大幅な改善が必要
である。
を作成する必要があることになる。これにより、機能評価項目の施設運営費用の抽出はどの自
治体においても可能になると考えられ、さらに施設台帳と財務諸表の連動することが公共施設
マネジメント業務をより効率化させることになる。
図２－ 11　立地評価における施設の考え方
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２－４　公共施設群の立地に対する評価
棟 A
機能 A
機能 B
機能 C
棟 B
施設
■評価の概要
　立地評価では、将来的な施設周辺の人口変動からみた施設集約の可能性、及び施設への交通
利便性から判断を行う。
■評価における施設の考え方
　図２－ 11 に立地評価における施設の考え方を示す。立地に関しては複数棟、複数機能で構
成されている施設も関係なく、施設全体で情報を整理し、評価を行っていく。
　立地に対する評価の判定内容は、次項から示していく。
表２－７　施設１km 圏内の考え方
図２－ 12　施設１km 圏内の考え方
人口増減 2050年における施設１km圏内の人口が増加傾向にあるか減少傾向にあるかを判断する
人口密度 2050年における施設１km圏内の人口密度と2050年時点での自治体の人口密度と比較する
評価基準
平均以上 ○
○
○
×平均未満
減少増加
人口密度
人口増減
施設集約可能性の判定
1km
1km 1km
施設
人口メッシュ
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２－４－１　施設集約可能性に関する判定
　施設集約可能性の判定では、　将来的な施設周辺の人口変動から、今後その立地に対して施
設集約をすることが有効かを判断する。図２－ 12 に施設１km 圏内の考え方を示す。表２－７
に示すように、施設からの距離１km 圏内の将来的な人口の状況から判断する。施設からの距
離１km 圏内の人口が将来的な人口密度未満且つ人口減少傾向である場合は施設集約可能性が
無いとし、それ以外であれば施設集約可能性が有るとしている。
　施設から距離１km 圏内の将来人口は、国立社会保障・人口問題研究所などから将来人口の
メッシュ―データを入手し、施設から１km の同心円上の人口密度を按分する形で算出を行っ
ている。
バス停 未満
○
○
○
×
以上
以上
未満
到達距離
到達距離
駅
交通利便性の判定
駅到達距離 自治体内全施設の駅までの到達距離を算出し、その平均値を閾値とする
バス停到達距離徒歩でバス停へ到達することから、徒歩圏域の400ｍを閾値とする
評価基準
表２－８　交通利便性の判定内容
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２－４－２　交通利便性に関する判定
　交通利便性に関する判定方法を表２－８に示す。交通利便性の判断では、その施設に公共交
通機関（バス・電車）でアクセスしやすいかどうかを判断する。ここでは、施設から駅・バス
停までの到達距離にもとづき、交通利便性の判定を行っている。駅到達距離は、全施設の駅到
達距離の平均値を閾値にとり、バス停到達距離は、バス停までの徒歩圏域 400 ｍを閾値として
設定した。バス到達距離と駅到達距離のどちらかが評価基準を満たしていなければ、交通利便
性がないと判断し、どちらかが評価基準以上であれば交通利便性があるとしている。
　車利用が多い自治体や鉄道に依存している自治体など、各自治体よって住民の交通機関の利
用形態に合わせて、交通利便性に関する判定方法を決定することが望ましいと考えられる。
図２－ 13　立地評価の判定フロー
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■評価の判定フロー
　立地に対する評価結果は、前項で示した施設集約可能性、交通利便性に関する判定にもとづ
き、図２－ 13 のフローに従って行う。
A：将来の施設 1km 圏内の人口密度が高く、人口も増加傾向にあることから、施設の集約が有
効と考えられる。継続利用や他の施設の移転受け入れ施設としての検討が見込まれる。
B：将来の施設 1km 圏内の人口密度が高いが人口も減少傾向にある、あるいは、施設 1km 圏内
の人口密度が低いが人口が増加傾向にあることから、施設の品質や機能の状況から継続利用、
あるいは移転・複合化の可能性を検討する必要がある。
C：将来の施設 1km 圏内の人口密度が低く、人口も減少傾向にあることから今後、維持改修し
て施設を延命させても、利用人口の減少が見込まれる。立地条件の良い場所、及び建物への移
転・複合化を検討する必要がある。
施設集約可能性の判定 交通利便性の判定
Ａ施設1km圏内
の人口密度
Ｂ施設1km圏内
の人口変動
駅・バス停
到達距離
自治体の平均以上
減少
増加
一定距離以上
一定距離未満
一定距離未満
自治体の平均未満
START
Ｃ駅・バス停
到達距離
一定距離以上
立地に対する評価
図２－ 14　施設の活用方針の検討方法
表２－９　施設活用方針の検討結果
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　次に、品質・機能・立地の３つの評価から公共施設総量適正化を計画する際の意思決定を簡
易にするための施設活用方針を決定していく。図２－ 14 には施設の経時的な活用方針の検討
方法と表２－９には評価結果と活用方針結果を示している。
２－５　評価に基づいた施設の活用方針
品質の評価 機能の評価 立地の評価 現時点での活用方針 ⇒
耐用年数超過時の
活用方針
A A A 維持 ⇒ 更新
A A B 維持 ⇒ 更新
A A C 維持 ⇒ 移転
A B（運営改善） A 維持運営改善 ⇒ 更新
A B（運営改善） B 維持運営改善 ⇒ 更新
A B（運営改善） C 維持運営改善 ⇒ 移転
A B（用途改善） A 複合化 ⇒ 更新
A B（用途改善） B 複合化 ⇒ 更新
A B（用途改善） C 複合化 ⇒ 移転
A C A 複合化 ⇒ 更新
A C B 複合化 ⇒ 更新
A C C 複合化 ⇒ 廃止
B A A 改修 ⇒ 更新
B A B 改修 ⇒ 更新
B A C 改修 ⇒ 移転
B B（運営改善） A 改修運営改善 ⇒ 更新
B B（運営改善） B 改修運営改善 ⇒ 更新
B B（運営改善） C 改修運営改善 ⇒ 移転
B B（用途改善） A 改修複合化 ⇒ 更新
B B（用途改善） B 改修複合化 ⇒ 更新
B B（用途改善） C 改修複合化 ⇒ 移転
B C A 改修複合化 ⇒ 更新
B C B 改修複合化 ⇒ 廃止
B C C 廃止 ⇒ -
C A A 建替 ⇒ 更新
C A B 建替 ⇒ 更新
C A C 移転 ⇒ -
C B（運営改善） A 建替運営改善 ⇒ 更新
C B（運営改善） B 建替運営改善 ⇒ 更新
C B（運営改善） C 移転 ⇒ -
C B（用途改善） A 建替複合化 ⇒ 更新
C B（用途改善） B 廃止 ⇒ -
C B（用途改善） C 廃止 ⇒ -
C C A 売却 ⇒ -
C C B 廃止 ⇒ -
C C C 廃止 ⇒ -
現在の活用方針 耐用年数超過後の活用方針将来的な状況
から判断
①② ③
から判断から判断
品質 将来的な状況× 機能 立地× 現在の活用方針 将来的な状況×
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　公共施設の状況を現状の施設の状況を評価した「品質の評価」、現状の施設の利用状況を評
価した「機能の評価」、及び将来の施設周辺の状況を評価「立地の評価」を用いることで、現
状の施設の活用方針と将来（耐用年数超過後）の施設の活用方針の検討を行うことが可能となっ
た。以下の手順に従って施設の現状の活用方針と耐用年数超過後の活用方針の検討を行う。
①将来的な施設を取り巻く状況を現状の利用者のニーズを反映している機能の評価と将来的な
施設周辺の状況を反映している立地の評価から判断を行う。
②予測した将来状況と今の施設の建物状況を反映した品質の評価結果から、現在の施設活用方
針の検討を行う。
③現在の活用方針を実行し将来的には建物状況の改善と利用者ニーズに適合した施設になった
と判断し、加えて①で判断した将来状況をもとに施設の耐用年数超過後の活用方針を検討した。
検討した施設の活用方法は次のようになる。
・維持、維持運営改善
　建物をそのまま維持する。運営状況が悪い場合は民間委託などの運営改善を検討する。
・改修、改修運営改善
　施設の品質向上のために改修を行うことを検討する。運営状況が悪い場合は民間委託などの
運営改善を検討する。
・建替、建替運営改善
　品質の評価が低いため建替を行うことを検討する。運営状況が悪い場合は民間委託などの運
営改善を検討する。
・複合化、改修複合化、建替複合化
　利用度が低いため他の施設との複合化を検討する。品質の状況から改修・建替を検討する。
・移転
　施設の機能を別の場所に移転する。
・廃止、売却
　建物を解体する。土地の立地条件が高い場合は、売却も検討する。
　上記までの細かく検討した施設の活用方針では、公共施設の総量適正化を計画するための意
思決定の際には、詳細に決定しすぎている。このことから決定された活用方針は、以下のよう
に分類を行った。分類した経時的な施設の活用方針を表２－ 10 に、活用方針を決定するため
のマトリクスを図２－ 15 に示す。総量適正化策を検討する際は、これらの活用方針を用いる。
①長期的継続利用
　施設の現在の状況がよいため、継続的な利用を行い、また将来的な状況もよいため、耐用年
数超過後は建替を検討する。
図２－ 15　施設活用方針の判定マトリクス
表２－９　施設の経時的な活用方針
Ｃ Ｂ(用) Ｂ(運) Ａ
Ｂ
Ｂ
Ａ
品質Ａ
立地
機能
長期的継続利用
縮減的継続利用
長期的継続利用
長期的継続利用
縮減的継続利用
長期的継続利用
長期的複合化利用
縮減的複合化利用
長期的複合化利用
長期的複合化利用
縮減的複合化利用
長期的複合化利用
長期的継続利用
縮減的継続利用
長期的継続利用
長期的継続利用
縮減的継続利用
長期的継続利用
長期的複合化利用
縮減的複合化利用
長期的複合化利用
長期的複合化利用
機能停止・移転
縮減的複合化利用
長期的継続利用
機能停止・移転
長期的継続利用
長期的継続利用
機能停止・移転
長期的継続利用
長期的複合化利用
機能停止・移転
機能停止・移転
機能停止・移転
機能停止・移転
機能停止・移転
維持・改修 更新長期的継続利用
縮減的複合化利用 複合化＋維持・改修
廃止
移転
機能停止・移転
廃止・売却
移転
縮減的継続利用
移転
廃止
維持・改修
活用方針 経時的な活用内容
長期的複合化利用 複合化＋維持・改修 更新
第２章　公共施設群の評価
-34-
②長期的複合化利用
　機能評価が良好でないことから複合化を行うが、将来的な状況がよいため、耐用年数超過後
は建替を検討する。
③縮減的継続利用
　施設の現在の状況がよいため、継続的な利用を行うが、将来的な状況が悪いため、耐用年数
超過後は廃止・移転を検討する。
④縮減的複合化利用
　機能評価が良好でないことから複合化を行い、一方で将来的な状況も悪いため、耐用年数超
過後は廃止・移転を検討する。
⑤機能停止・移転
　施設の現在の状況、将来的な状況が悪いため廃止・移転を検討する。
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　２章では、既往の研究と既存の評価基準から公共施設の整備に必要なデータを整理し、施設
評価方法を再構築した。さらに、それら評価の関係性から公共施設の経時的な視点に立った活
用方針を導き出した。
　まず、公共施設を取り巻く状況を品質・機能・立地と整理し、それぞれに対する評価方法を
構築した。品質の評価では、施設の耐震性と劣化度を判定し、各情報を棟ごとに整理を行うこ
とを示した。また、外壁・内装・屋上防水・設備の状況から劣化度を算出する方法を新たに構
築した。機能の評価では、施設の利用状況と運営費用から判定し、各情報を機能ごとに整理を
行うことを示した。立地の評価では、施設周辺の将来的な人口状況と交通利便性から判定し、
施設ごとに情報を整理することを示した。
　さらに、これらの評価結果をもとに現状の施設を取り巻く状況と将来の施設を取り巻く状況
を判断し、経時的な視点に立った公共施設の活用方針を導き出した。活用方針は、「長期的継
続利用」「長期的複合化利用」「縮減的継続利用」「縮減的複合化利用」「機能停止・移転」の５
つを導き出し、現時点での活用方針と施設耐用年数超過後の活用方針を検討可能になっている。
　３章では導き出した活用方針も含めた公共施設総量の適正化プロセスを構築する。４章では
構築したプロセスに沿って町田市を対象とした施設総量削減策計画のケーススタディを行う。
　
２－６　本章のまとめ
第３章　公共施設の段階的総量適正化のプロセス
Chapter 3  Phased process of public facilities total optimization
　３－１　本章の概要
　　３－１－１　本章の目的
　　３－１－２　調査方法
　３－２　公共施設の総量適正化プロセス
　３－３　段階的な公共施設の総量適正化プロセス
　３－４　本章のまとめ
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３－１－１　本章の目的
　多くの自治体では、公共施設の総量適正化を実現するための必要情報や方法論などを保有し
ていないため、各自治体で実現可能となるように段階的な施設総量適正化プロセスを構築する
必要がある。本章では、現状で収集可能なデータで実現できる施設総量適正化プロセスを構築
し、さらに継続的にマネジメント業務を向上させるプロセスを構築することを目的とする。さ
らに、施設再配置を考慮した検討方法を含めることで、施設総量の適正化と施設再配置の両方
を実現できるような方法論を導き出す。
３－１－２　調査方法
　本章は、以下のような手順で公共施設の段階的総量適正化プロセスの構築を行った。
①前の章で構築した施設評価方法と既存の公共施設マネジメントに関する研究文1)～ 4) をもとに
自治体が現状で収集可能な情報から検討可能な施設総量適正化プロセスの構築を行った。さら
に、施設個々の活用方法を検討し、地域としての複合的な計画を行い、最後に自治体全体とし
て施設整備方法を序列化することで施設再配置を考慮した検討方法を構築した。
②①で示した総量適正化プロセスは、現状で収集可能なデータを用いた施設削減策作成までの
プロセスであることから、施設マネジメント業務を段階的に向上させるプロセスとするために、
ＰＤＣＡサイクルにあてはまるように再整理した。また、各段階を次の段階に生かすために各
段階における要点の整理を行った。
３－１　本章の概要
図３－１　準備段階におけるプロセス
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（１）準備段階
　図３－１に準備段階におけるプロセスを示す。公共施設の総量適正化を実現していくために、
必要となるデータの収集、整理を行う。基本情報として、自治体の人口・財政状況に関するデー
タ、住所・竣工年・延床面積といった施設に関する情報を収集し、国立社会保障・人口問題研
究所が公開している情報から自治体の将来的な人口状況の情報を収集する。また、品質に関す
るデータとして、耐震性の状況、最近の外壁・内装・屋上防水・設備に対する工事履歴を把握
し、棟ごとに整理を行う。機能に関するデータとして、施設の利用状況、総務省基準モデルの
公会計から抽出した施設運営費用を機能ごとに整理する。立地に関する情報は、国土交通省が
国土数値情報として公開している将来推計人口メッシュデータ、駅・バス停までの距離を施設
ごとに整理を行う。
　表３－１に公共施設総量適正化に必要なデータ一覧をまとめている。これらのデータは各自
治体で収集可能なデータと国立社会保障・人口問題研究所などが公開しているの公開データと
して整理しており、どの自治体においても収集可能になっている。表中の赤部分は項目として
重複している個所を示している。
・自治体の人口変動に関するデータ
・自治体の財政状況に関するデータ
・街づくり方針の確認
・施設の基本情報（住所・竣工年・延床面積）
基本情報の集約
施設の品質に関する
データ収集
・耐震性の有無
・最近の工事履歴
施設の機能に関する
データ収集
・施設運営費用
・施設の利用状況
施設の立地に関する
データ収集
・将来的な人口メッシュデ ター
・交通機関までの距離
３－１　公共施設の総量適正化プロセス
表３－１　公共施設の総量適正化に必要となるデータ一覧
図３－２　削減目標面積の決定段階のプロセス
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（２）削減目標面積の決定段階
　自治体の財政状況に見合った施設総量までに削減していくため、将来的に公共施設に掛けら
れる費用に合わせて、施設総量の削減目標面積を決定していく。将来的に公共施設に関わる費
用（施設運営費用・維持更新費用）を推計し文 10)、現状として公共施設に掛けている費用との
不足分を削減目標とする。次に、公共サービスを保ちながら施設を削減するために、機能ごと
の削減量を決定する。まず、人口変動を考慮した適正な施設量を検討していく。現時点での住
民一人当たりの延べ床面積を適正な施設量として、各機能を利用する年齢区分の将来人口の増
減率を掛けて算出する。さらに、施設ごとの公共施設に関わる費用、及び施設総面積を考慮し
て、削減目標費用に到達するように機能ごとの施設の削減量を決定する。
機能ごとの削減目標面積の決定
将来的な財政状況の確認
施設に関わる費用から見た削減目標 人口変動から見た削減目標
データの
集め方 必要データ 収集方法
これまでの財政状況 自治体の統計
これまでの人口変動 自治体の統計
これまでの各年齢区分の人口変動 自治体の統計
将来的な人口変動 国立社会保障・人口問題研究所
将来的な各年齢区分の人口変動 国立社会保障・人口問題研究所
住所 自治体による把握
築年数 自治体による把握
延床面積 自治体による把握
棟ごとの築年数 自治体による把握
棟ごとの延床面積 自治体による把握
施設の機能 自治体による把握
施設の用途分類 総務省の用途分類
機能ごとの延床面積 自治体による把握
耐震補強の有無 自治体による把握
耐震診断結果 自治体による把握
棟ごとの築年数 施設の基本情報より
外壁・内装・屋上防水・設備
の最近の工事履歴 施設の工事履歴
棟ごとの築年数 施設の基本情報より
棟ごとの延床面積 施設の基本情報より
施設の利用状況 自治体による把握
機能ごとの延床面積 施設の基本情報より
施設の運営費用 総務省基準モデルの公会計
機能ごとの延床面積 施設の基本情報より
将来的な施設１km圏内の人口密度 国土数値情報
将来的な施設１km圏内の人口増減 国土数値情報
駅からの到達距離 実際の距離
バス停からの到達距離 実際の距離
機能ごと
棟ごと
施設ごと
自治体
として
施設ごと
交通利便性
の判定
施設集約可
能性立地評価
収集目的
自治体の基本情報
施設の基本情報
施設評価の
必要情報 利用度
の判定
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用
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図３－３　公共施設の評価段階におけるプロセス
図３－４　整備方法検討段階におけるプロセス
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（３）公共施設の評価段階
　図３－３に公共施設の評価段階におけるプロセスを示す。公共施設の評価段階では、今後の
施設の活用方法を効率的に決定するために、２章で示した施設評価を行い判定マトリクス（図
２－ 15）で各施設の活用方針を判定する。
判定マトリクスを用いた公共施設の活用方針の決定
品質の評価 立地の評価機能の評価
機能ごとに施設活用方法の検討
地域ごとの施設整備方法の決定
自治体全体から見た施設整備方法の序列化
建替・複合化施設の検討 廃止・移転施設の検討
（４）整備方法検討段階
　整備方法検討段階では、まず判定した活用方針をもとに、機能ごとに建替・複合化・廃止・
移転を行う施設を検討し、（２）で決定した機能ごとの削減目標面積まで整備方法を決定する。
次に、廃止・移転による住民提供サービスの低下を考慮するために、各地域における主要な機
能の状況、耐用年数、前段階で決定した活用方法うを示した「経時的地域実態マップ」を作成
し、他施設との複合的な整備方法の検討を行う。複合的な整備方法検討にあたっては、表３－
２に示す立地のタイプにより検討方法が異なるため留意する必要がある文 7)8)9)。各タイプの要
点は次のようになる。
　「立地限定型」はどこに立地しているかが必要条件となるため移転が困難な施設
　「単独施設型」・「拠点・支所型」は同機能が隣接しないように配置する必要がある施設
　「分散型」は自治体内にバランスよく配置する必要がある施設
となる。さらに、ここまでに検討してきた整備方法は自治体全体で見ると複数で、かつ整備期
間が重複することから、決定した施設整備方法を整備期間、及び整備に含まれる施設の劣化度
から再度序列化を行う。これにより、自治体全体としての長期的かつ経時的な施設再編方法を
決定する。
　特に、整備方法検討段階では、施設個別の活用方法を決定し、地域ごとに施設の整備方法を
計画、最後に自治体全体としての整備方法を決定するプロセスとすることで、施設再配置を考
慮した計画方法となっている。
図３－５　具体的計画段階・実行段階・検証段階におけるプロセス
表３－２　公共施設の機能と立地タイプ（参考文献文7)8)9) より作成）
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　図３－５に具体的計画段階・実行段階・検証段階におけるプロセスを示す。
（５）具体的計画段階
　（３）で序列化を行った優先的に実行が必要な整備計画から、具体的に計画を行う。経時的
地域実態マップでの検討で除外していた公共施設の位置関係を把握し、統合の可能性について
さらに検討する。また、周辺の民間施設の状況を確認し、テナントとしての使用の可否、整備
する施設への誘致可能性の有無を検討する。
（６）実行段階
　実行段階では優先順位の高い施設整備計画から計画を実際に行う。
（７）検証段階
　検証段階では実行した計画がどのような結果をもたらしたかの検証を行う。住民意見などを
踏まえて検証することが望ましいと考えられる。
　
計画の実行
実行した計画の評価
周辺の公共施設の移転・民間活用の検討
整備対象施設の周辺にある公共施設・民間施設の把握
機能 総務省の用途分類立地タイプ 施設の例
行政機能 行政系施設学校教育系施設拠点・支所型 市庁舎・出張所
集会機能 市民文化系施設分散型 コミュニティセンタ ・ー市民ホール
教育文化機能 社会教育系施設単独設置型 図書館・博物館
学校教育機能 学校教育系施設分散型 小学校・中学校
医療保健機能 医療施設保健・福祉施設単独設置型 市民病院・診療所・保健所
居住機能 公営住宅単独設置型 市営住宅
子育て支援機能 子育て支援施設分散型 幼稚園・保育園・児童クラブ
障がい者支援機能 保健・福祉施設分散型 障がい者センター
高齢者支援機能 保健・福祉施設分散型 デイサービス
環境機能 供給処理施設下水道施設単独設置型 クリーンセンター・下水施設
スポーツ
レクリエーション機能
スポーツ
レクリエーション施設
単独設置型
立地限定型
体育館・市民プール
青少年施設
消防機能 行政系施設分散型 消防署・消防倉庫
都市環境良化機能 公園分散型 公園
その他 その他－ 斎場・駐車場・駐輪場
図３－６　段階的な総量適正化プロセス
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　前節までで示した総量適正化プロセスは、現状で自治体が収集可能なデータを用いた総量削
減策の計画プロセスとなる。今後より適切な総量削減策を行っていくためには、継続的に施設
に関する情報などを収集し、将来状況に応じて総量削減策を見直していく必要がある。ここで
は、各自治体が最終目標の施設再配置と施設総量の最適化を実現するために、段階的に公共施
設マネジメントを向上させていくプロセスを示す。
　図３－６に段階的な総量適正化プロセスを示す。図中の各段階は、前節で示した段階に対応
している。今後、各自治体が公共施設マネジメントを行っていくためには、計画した施設総量
削減策と施設を利用している住民・自治体職員の意識を継続的に改善しながら進めていくこと
が重要となる。そのために、計画段階で、営繕課などの住民意見と施設状況を把握している組
織が、自治体全体の施設マネジメントを考慮した個々の施設整備について計画する必要がある。
また検証段階や次の計画に向けた段階でこれらの意見をフィードバックする必要がある。各自
治体は、提示したプロセスにそってサイクルを繰り返し公共施設の総量削減策と住民・自治体
職員の意識を段階的に改善していくことで、最終目標の施設総量削減と施設再配置を実現する
可能性が高くなると考えられる。
３－３　段階的な公共施設の総量適正化プロセス
実行段階
準備段階
公共施設
の評価段階
削減
目標面積
の決定段階
実行段階
具体的
計画段階
整備方法
検討段階
検証段階
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　３章では、２章で構築した施設評価方法と既往のマネジメント研究を踏まえ、段階的に
公共施設の総量適正化を実現するためのプロセスを構築した。提示した公共施設の段階的総量
適正化プロセスは、図３－７のように示される。
　本章ではまず、各自治体で収集可能なデータを用いた施設配置に資する総量適正化プロセス
を示した。さらに継続的に繰り返すサイクルを行うことで、施設総量削減策と住民・自治体職
員の意識改革を行う形での、公共施設マネジメント業務の向上させるプロセスとして整理した。
　４章では構築したプロセスに沿って施設総量削減策のケーススタディを行う。
図３－７　公共施設の段階的総量適正化プロセス
・自治体の人口変動に関するデータ
・自治体の財政状況に関するデータ
・街づくり方針の確認
・施設の基本情報（住所・竣工年・延床面積）
基本情報の集約
施設の品質に関する
データ収集
・耐震性の有無
・最近の工事履歴
施設の機能に関する
データ収集
・施設運営費用
・施設の利用状況
施設の立地に関する
データ収集
・将来的な人口メッシュデ ター
・交通機関までの距離
機能ごとの削減目標面積の決定
将来的な財政状況の確認
施設に関わる費用から見た削減目標 人口変動から見た削減目標
計画の実行
判定マトリクスを用いた公共施設の活用方針の決定
実行した計画の評価
機能ごとに施設活用方法の検討
地域ごとの施設整備方法の決定
自治体全体から見た施設整備方法の序列化
建替・複合化施設の検討 廃止・移転施設の検討
周辺の公共施設の移転・民間活用の検討
整備対象施設の周辺にある公共施設・民間施設の把握
品質の評価 立地の評価機能の評価
準備段階
削減目標面積
の決定段階
公共施設
の評価段階
具体的
計画段階
実行段階
検証段階
整備方法
検討段階
検証結果を反映
３－４　本章のまとめ
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　４－１　本章の概要
　　４－１－１　本章の目的
　　４－１－２　調査方法
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　４－３　町田市を対象としたケーススタディ
　　４－３－１　町田市の概要
　　４－３－２　公共施設の状況
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４－１－１　本章の目的
　本章では、２章で構築した施設評価の検証を行う。ここでは町田市の公共施設を対象に検証
を行うことで評価の妥当性を確認している。さらに、町田市を対象に施設総量削減策を計画し、
施設削減結果を確認することで、３章で構築した公共施設の総量適正化プロセスの妥当性を明
らかにする。これにより、３章で提示した段階的総量適正化プロセスを継続的に実行していく
ことで、最終目標となる施設総量適正化と施設再配置の実現可能性を示すことを目的とする。
４－１－２　調査方法
　
　本章は、以下のような手順で調査を行った。
①品質の評価の検証では、町田市の公共施設に対して劣化状況を現地調査を行い、２章で構築
した劣化度と実際の施設の劣化状況を比較することで検証を行った。
②機能・立地の評価の検証では、町田市の公共施設の管理者に対して、機能と立地に関するア
ンケート調査を行った。機能・立地の評価の判定項目に該当する質問項目を作成し、アンケー
トの回答結果と評価の判定結果を施設ごとに比較することで検証を行った。
③３章で構築した総量適正化プロセスの検証では、構築したプロセスに沿って町田市の公共施
設の総量削減策の計画を行った。最終的な施設総量の削減量を確認することで構築した総量適
正化プロセスの妥当性を明らかにした。
４－１　本章の概要
表４－１　劣化度調査の調査項目
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４－２－１　品質の評価の検証
■評価の検証方法　
　品質評価は、耐震性と劣化度により判定されているが、耐震性に関しては耐震補強や耐震診
断により、耐震性を満たしているかいないかが実証されていることから、検証においては劣化
度の妥当性の確認を行う。検証では町田市の公共施設を対象に、施設の劣化状況を現地調査に
より確認することで行った。２章で構築した劣化度は「外壁」・「内装」・「屋上防水」・「設備」
の工事履歴をもとに算出していることから、調査項目は建基法 12 条点検の項目を参考に、外壁・
内装・屋上防水の調査箇所を設定している。「設備」に関しては、現地の目視及び触診による
確認では状況を把握することが困難なものもあるため、本研究では除外し劣化度調査を行った。
　表４－ 1 に、建基法 12 条点検の評価項目を参考に作成した劣化度調査の調査項目を示す。
また、現地調査は複数人で行われたことから資料編に記載している劣化度調査マニュアルを作
成し、劣化状況確認の際の注意点を共有のうえ行った。調査項目の該当箇所に対しては、以下
を確認した。
・全体的劣化：調査施設に対して調査項目に該当する劣化箇所が３つ以上
・部分的劣化：調査施設に対して調査項目に該当する劣化箇所が２つ以内
・劣化箇所無し：調査施設に対して調査項目に該当する劣化箇所無し
・該当箇所無し：調査施設に対して調査項目に該当する場所無し
これらの調査項目の劣化状況から施設の劣化状況を判断し、２章で構築した劣化度と比較する。
比較方法については、次項で説明している。
部位
外壁躯体に異常はないか（構造別にひび割れ、欠損、錆等がないか）
外装仕上げ材に剥落等や著しい白華、ひび割れ、浮き、錆、変形等はないか
吹付け等の塗料仕上げ部分に浮き、剥落等はないか
目地、シーリング材にひび割れ等はないか
天井、壁、床の仕上げ材に浮き、たわみ、損傷、剥落等はないか
階段に歩行上支障があるひび割れ、腐食等や手すり、滑り止めに損傷はないか
室内躯体に異常はないか（天井・床・壁の劣化）
躯体が鉄骨造の場合は、耐火被覆の剥がれ等により鉄骨が露出していないか
防火設備（防火戸、シャッター、ダンパー等）の本体と枠に変形、損傷はないか
屋上床面に歩行上危険なひび割れ、反りや目地部の欠落や防水層等の膨れ等はないか
排水溝に著しいひび割れ、浮きやゴミ溜まり、植生等はないか
屋根ふき材に割れ、変形、腐食等がないか
屋上回りのﾊﾟﾗﾍﾟｯﾄの立ち上がり面や笠木に著しいひび割れ、白華や破損はないか
①
②
③
④
①
②
③
④
⑤
①
②
③
④
⑤ 屋上やバルコニーに設置された手摺り・タラップに腐食はないか
調査項目
屋
上
防
水
内
装
外
壁
４－２　施設評価の検証
表４－２　現地調査による劣化度指標の評価例
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劣化状況 点数 内容による
重み
該当箇所
全体的 10
部分的 6
無し 0 ○
全体的 10
部分的 6 ○
無し 0
全体的 10 ○
部分的 6
無し 0
全体的 10
部分的 6
無し 0 ○
全体的 10
部分的 6
無し 0 ○
全体的 10
部分的 6
無し 0 ○
全体的 10 ○
部分的 6
無し 0
全体的 10 ○
部分的 6
無し 0
全体的 10 ○
部分的 6
無し 0
全体的 10 ○
部分的 6
無し 0
全体的 10 ○
部分的 6
無し 0
全体的 10
部分的 6 ○
無し 0
全体的 10
部分的 6 ○
無し 0
全体的 10 ○
部分的 6
無し 0
外壁
内装
屋上防水
調査項目
0.75
0.75
0.75
0.75
0.5
0.5
④
⑤
1
1
1
1
1
1
1
1
③
④
⑤
①
②
③
①
②
③
④
①
②
点数合計 78
最大点数合計 120
点数合計/最大点数合計 65%
　妥当性を確認するため、各調査項目を点数化した劣化度指標を作成し、２章で構築した劣化
度との比較を行った。現地調査からの劣化度指標の算出は、以下の手順で行っている。劣化度
指標の算出例を表４－２に示す。
①表４－１に示す調査項目の劣化状況を「全体的劣化」・「部分的劣化」・「劣化箇所無し」の３
段階評価を行う。施設に調査個所が無い場合は「該当箇所無し」とし、点数化項目から除外する。
②各調査項目の点数化を行う。「全体的劣化」が 10 点、「部分的劣化」が６点「劣化箇所無し」
が０点とし、各点数に劣化内容による重みを掛けた点数を合計する。劣化内容による重みは、
躯体に影響がある劣化を１点、安全面に影響する劣化を 0.75 点、その他の劣化を 0.5 点とした。
③②から算出した点数を対象施設におけるの最大の点数（該当調査個所が全て「全体的劣化」）
を割った値を劣化度指標とする。
表４－３　現地調査の対象施設
表４－４　現地調査の結果と品質評価の結果の比較
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つくし野ｺﾐﾆﾃｨｾﾝﾀｰ
なるせ駅前市民ｾﾝﾀｰ
南市民ｾﾝﾀｰ
堺市民ｾﾝﾀｰ
ふれあいもみじ館
子どもｾﾝﾀｰばあん
南第一小学校
町田第五小学校
町田第三小学校
集会
集会・行政
集会・行政
集会・高齢者支援
行政・教育文化
高齢者支援
子育て支援
学校教育
学校教育
学校教育
機能施設名
32
18
27
31
40
15
48
47
48
築年数
施設概要
1003
2076
2117
2863
607
1338
6653
6041
5926
施設面積
（㎡）
２
４
８
７
９
３
１
６
５
事例番号
２ 部 全 － 全 全 無 部 － 部 全 全 － 全 無 70% 615年以上 620年以上 56% 14pt
４ 無 部 － 部 全 無 全 － 無 全 無 － 部 無 40% 15年以上 18 1818 62% -22pt
８ － 部 無 無 全 無 無 － 無 部 無 － 部 － 23% 53 48 38% -15pt
７ 無 部 － 部 全 無 全 － 無 無 無 無 無 無 26% 20年以上9 2 2 55% -29pt
９ 無 無 無 － 全 無 部 － － 無 無 － 無 無 18% 2 2 2 2 45% -27pt
３ 全 全 部 無 部 無 全 － 部 全 全 － 部 無 65% 215年以上 1515 43% 22pt
１ 全 全 全 全 全 無 全 － 無 全 全 － 全 無 77% 43 24 56% 21pt
６ 部 部 無 無 全 無 全 － 無 無 無 － 無 無 28% 2 2 2 2 52% -24pt
５ 部 無 無 無 全 無 全 － 部 無 全 － 無 無 36% 1 1 1 1 51% -14pt
外壁 内装 屋上防水 設備
各劣化度
の差事例番号 最近の改修からの経年数
品質に対する評価の結果現地調査の結果
劣化度劣化度屋上防水内装外壁 ③ ④ ⑤② ③ ④ ⑤ ① ②① ② ③ ④ ①
■評価の検証結果
　現地調査の対象施設を表４－３に、現地調査の結果と品質評価の結果を比較したものを表４
－４に示す。対象施設は、機能に偏りが出ないようにし経年も 18 年～ 48 年とばらつきが出る
ように選定している。前項で示したように現地調査結果から劣化度指標を作成し、２章２－１
の品質評価の劣化度と比較を行った。各劣化度の差を見ると最大でも 20pt 後半程度であるた
め、概ね一致している。最も現地調査における劣化度が高い南第一小学校では、工事履歴の外
壁・内装の改修内容が部分的であったため、現地では全体的な劣化が多く見られた。これによ
り、品質評価の劣化度と現地調査による劣化度指標に大きく差が生じたと考えられる。このこ
とから、今後は改修内容と工事規模を考慮して品質評価の劣化度を算出する必要がある。
表４－５　現地調査の結果と品質評価の結果の比較
表４－６　機能・立地評価の検証結果
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質問項目対応する評価
機能のためのスペースが十分あると思うか
機能を運営するための費用（人件費・物件費
・光熱水費等）が適正だと思うか
地域住民が利用しやすい位置に立地している
と思うか（地域住民が利用する施設に対して）
施設の周辺には、住宅地が多いと思うか
（地域住民が利用しない施設に対して）
バス・電車で利用しやすいと思うか
利用度の判定
施設運営費用
の判定
交通利便性の判定
施設集約可能性
の判定
機能
立地
解答番号 点数
1.そう思う
2.やや思う
3.あまり
　思わない
4.思わない
※但し、利用度の質問
　のみ点数逆転
100
75
50
25
点数 ○ ×
利用度の判定
○ ×
施設運営費用の判定
○ ×
施設集約可能性の判定
○ ×
交通利便性の判定
一致率 35% 56% 63% 61%
11% 67% 61% 52% 80% 29% 69% 53%
100
75
50
25
0
4
15
16
4
5
7
11
10
10
11
2
4
10
11
4
21
12
8
0
9
6
4
2
11
11
7
3
5
9
8
8
有効回答63施設
４－２－１　機能・立地の評価の検証
■評価の検証方法　
　機能・立地の評価の検証では、各評価の判定項目に対する施設管理者へのアンケート調査を
行い、解答を４段階で点数化し比較を行った。表４－５に機能・立地の評価のアンケート項目
と回答の点数化方法を示す。機能の評価では利用度・施設運営費用に関する質問をし、立地の
評価では施設集約可能性と交通利便性に関する質問を行っている。また機能に偏りが出ないよ
うに、町田市の公共施設 152 施設の管理者にアンケートを行った。そのうち有効回答を得られ
たのは 63 施設となり、これらの施設において検証を行っている。
■評価の検証結果　
　表４－６に機能・立地評価の検証結果を示す。表中の一致率は、点数が 100 点・75 点で判
定が「○」に該当する回答、50 点・25 点で判定が「×」に該当する回答を評価結果と検証結
果が一致しているとし、割合を算出している。利用度の判定を除いて、一致率 50% 以上の結果
が得られたことから、評価の概ねの妥当性を確認できた。また、利用度判定の「○」、及び施
設集約可能性判定の「×」では、それぞれ 11% と 29% と低い割合であったため、各評価での閾
値を再検討する必要がある。
図４－１　町田市の立地
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４－３－１　町田市の概要
■市の概要
　図４－１に町田市と周辺自治体との位置関係を示す。町田市は、東京都多摩地域の南部に位
置し、北側には八王子市、多摩市と接し、南側は大きく神奈川県に突出した形状をしており、
川崎市、横浜市、大和市及び相模原市と隣接している。都心部からは、南西に 30 ～ 40km の距
離に位置しており、東京都心と横浜市の中心部へのアクセスが容易である。
　現在では、人口は約 43 万人で、東京都内では東京 23 区を除く市町村で、八王子市に次いで
２番目に多い市となる。また、市の面積は 71.65km² で人口密度は 5,980 人 /km² となっており、
都内の 23 区を除く市町村で 19 番目（都内の全市区町村数は 39）に人口密度の高い市である。
0 5km 10km 20km
八王子市
多摩市
川崎市
横浜市
大和市
相模原市
４－３　総量削減策のケーススタディ
図４－２　年齢別人口構成
第４章　公共施設の段階的総量適正化プロセスの検証
-51-
0 5,000人 10,000人 15,000人 20,000人05,000人10,000人15,000人20,000人
0～ 4
5～ 9
10～14
15～19
20～24
25～29
30～34
35～39
40～44
45～49
50～54
55～59
60～64
65～69
70～74
75～79
80～84
85～89
90～94
95～99
100～
男
女年少人口
57,484 人
13％
生産年齢人口
263,927 人
62％
老年人口
105,003 人
25％
年齢
■人口状況
　図４－２は、2014（平成 26）年 10 月現在の住民基本台帳をもとに作成した年齢別人口構成
図である。町田市の総人口は 426,415 人で、その内訳は男性が 209,728 人、女性が 216,687 人
となっている。また、年齢人口別にみると、年少人口が 57,484 人で 13％、生産年齢人口が
263,927 人で 62％、老年人口が 105,003 で 25％となっており、構成としては釣鐘型の人口構
成となっている。特に、30 代前半～ 50 代後半にかけて人口が大きくなっていることから、今
後 20 年～ 30 年程度で、大幅な生産年齢人口の減少と老年人口の増加が予想される。
図４－３　人口推計
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年度と変動率 総人口 年少人口 生産年齢人口 老年人口
2014年 426,336人 57,569人 264,406人 104361人
2030年 435,266人 45,521人 265,401人 133115人
2050年 418,798人 42,398人 231,977人 144423人
変動率（2050年比） 98% 74% 88% 138%
0.0%
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450000人
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■将来的な人口状況
　　図４－３及び表４－７は、国立社会保障・人口問題研究所の ｢日本の市区町村別将来人口
（2013（平成 25）年 3 月 27 日の公表資料 )｣ を用いて 2050 年までの人口推移を算出した人口
変動のグラフと割合の表とななる。内訳は老年人口（65 歳以上の人口）、生産年齢人口（15-64
歳の人口）、年少人口（0-14 歳の人口）となっている。また、折れ線グラフは老年人口、生産
年齢人口、年少人口が町田市全体の人口に占める割合の推移を示したものになる。
　総人口としては、2020 年の 441,977 人をピークとして、緩やかな減少が見込まれており、
2050 年には 418,798 人と 2014 年現在の人口の 98％になると予想されている。年齢人口別にみ
ると、年少人口が 2014 年に比べ 74％まで減少し 42,398 人、生産年齢人口は 88％まで減少し
231,977 人となる。一方で、老年人口は 138％まで増加し 144,423 人となり、今後の高齢者に
向けた施設などの不足、及び学校などの年少者に向けた施設の余剰が生じることが予測される。
表４－７　人口変動割合
図４－４　2010 年における人口分布
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■将来的な人口分布
　図４－４と図４－５は、国交省が国土数値情報として公開している将来推計人口メッシュ
データをもとに作成した 2010 年と 2050 年における町田市の人口分布を示している。
　2010 年における人口分布をみると、町田市中央北部の丘陵地域と相原駅より西側の地域は、
人口が少ない地域になっている。ここは丘陵地になっており、豊かな緑が残る場所となってい
る。主要な駅である町田駅周辺の人口は特に大きくなっており、町田駅から鶴川駅に向けた沿
線の人口と町田駅より南側の地域は人口の多い傾向になっている。また、町田駅から相原駅ま
で町田市南側の行政区域に沿って、人口が多い傾向になっていることがわかる。
　2050 年における人口分布をみると、玉川学園前駅周辺での人口の減少（オレンジ→黄色）
が大きく見られ、多摩境駅、鶴川駅、町田駅、成瀬駅周辺の人口の集中が顕著になっていくこ
とが予想される。こうした人口の動きにより、既存の公共施設のサービスでは十分な住民サー
ビスを提供できなくなることが予測される。今後は、人口構成の変動に合わせた公共施設の再
配置を考慮し、公共施設の総量を適正化していくことが必要となる。
相原駅
多摩境駅
鶴川駅
玉川学園前駅
町田駅
成瀬駅
つくし野駅
すずかけ台駅
南町田駅
～3000人
3001～6000人
6001～9000人
9001人～
図４－６　財政状況の推移
図４－５　2050 年における人口分布
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■財政状況の推移
　図４－６は、町田市における 2004 年から 2012 年までにおける歳入と歳出の推移を示したも
ので、折れ線グラフは各年度の経常収支比率を示している。グラフは、各年度の歳入、歳出別
普通会計決算額から算出した。歳入及び歳出は 2004 年から 2011 年まで増加傾向にあり、2012
年度で一度減少していることがわかる。経常収支比率は、2006 年の 87％を境目に、その後上
昇傾向にあり、2012 年では 90％を超えている。このことから財政に大きな余裕がないことが
考えられ、公共施設整備等に投資する費用の捻出が難しいと言える。
図４－７　機能別延床面積の割合
図４－８　建築年代別延床面積
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４－３－２　公共施設の状況
■市の概要
　図４－７と図４－８は、それぞれ町田市が保有する全施設の機能別延床面積、及び築年別の
延床面積を示している。
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図４－９　公共施設にかかる維持更新費用（公共施設維持更新費用計算ソフトより作成）
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■公共施設にかかる維持更新費用
　　図４－９は、総務省が発表している公共施設等更新費用試算ソフトを用いて、今後の町田
市の公共施設における更新費用を算出した。今回の設定では、大規模改修周期を 30 年、建替
周期を 50 年として算出している。
　算出結果によると、今後、公共施設の量を保持しながら更新していくためには、１年間に約
105.7 億円の維持更新費用が必要となる。また、町田市における 2002 年から 2012 年までにお
ける維持更新の平均の実施費用は 73.8 億円であった。このため、維持更新費に関しては、毎
年約 31.9 億円の不足が予想され、単純試算として現在の延床面積の 30％を削減しなければ、
全施設の適切な維持更新を行えないことになる。
　学校教育機能である小学校・中学校の割合が半数を占めており、行政機能と環境機能を合わ
せると全体の約３分の２を占めている。また、築年次別に見ると 1960 年代後半～ 1980 年代後
半にかけて多くなっている。延床面積で見ると約 61％の施設面積が建築後 30 年以上経過して
おり、多くの施設が老朽化していることがわかる。
　都市環境良化機能と消防機能の延床面積が小さいが、これは公園における施設が管理棟など
小規模な施設であること、消防機能は防災倉庫などの小規模の防災施設が含まれることが関係
しており、築年数が不明の施設数も多いことから、適切に管理が行われていない可能性がある。
これらを踏まえると、効果的な公共施設マネジメントのために、規模が大きく適切な施設デー
タが収集しやすい施設を中心に、計画を行っていく必要がある。
図４－ 10　機能ごとの施設運営費用
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■公共施設の施設運営費用
　図４－ 10 及び図４－ 11 は、機能ごとの施設運営費用及び単位面積当たりの機能ごとの施設
運営費用を示している。これらは、2012 年度における町田市の財務諸表から施設ごとの施設
運営費用を抽出して算出している。算出には、町田市の公会計の行政コストを用い、施設の維
持更新費用に含まれる維持補修費・減価償却費を除いたものを施設運営費用としている。
　町田市における全公共施設運営費用は約 100 億円となっていた。前項で示したように維持更
新費用の平均が年間約 74 億円であったことから、施設運営費用も考慮した公共施設の総量適
正化が重要であることがわかる。割合としては、環境機能が 20％と最も多く、次に子育て支
援機能が 17％、次いで集会機能が 16％となっていた。
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総運営費用
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図４－ 11　機能ごとの単位面積当たりの施設運営費用
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　単位面積当たりの用途ごとの施設運営費用を見ると、子育て支援機能が最も多く、単位面積
当たりで８万円 /㎡近くかかっていることがわり、中でも人件費の割合が他施設に比べて、か
なり高くなっている。また、機能ごとの施設運営費用で９％であった学校教育機能（小学校・
中学校合わせて）は、単位面積当たりでみると、約 2300 円 / ㎡と低い値となっている。これは、
学校教育機能の施設面積が大きいが、面積当たりの施設運営費用が低いことが関係している。
　このように機能ごとに施設運営費用が大きく異なっていることから、同様の機能ごとで施設
運営費用を比較し適正な費用で施設運営がされているかを検討する必要がある。
図４－ 12　対象外施設と対象施設の延床面積の割合
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４－３－３　施設総量的削減策のケーススタディ
　ここからは、３章の図３－７に示した公共施設総量適正化プロセスに従って、町田市におけ
る施設総量削減策の計画を行っていく。
■調査対象施設
　施設情報が不足している施設・規模の小さい施設・公会計から施設運営費用が抽出できない
施設があるため、町田市の全公共施設（342 施設）を対象として公共施設総量適正化に向けた
施設マネジメントしていくことは現実的ではない。このことから以下の施設を施設マネジメン
トを検討する対象から除外した。
・500 ㎡以下の施設
・特殊施設
・人が滞在していない施設
　これらの施設に関しては、今後、施設状況を確認し適切な維持・更新を検討する必要がある
とした。また、対象外施設としては、駐車・駐輪・昇降施設、スポーツ広場管理棟、公園施設、
防災施設、その他の施設などがあげられる。
　図４－ 12 は、上記で示した対象外施設と対象となる施設の延床面積の割合を示している。
対象外施設は 190 施設で 8 万 3937 ㎡、対象施設は 152 施設で 89 万 2828 ㎡となる。対象施設
の延床面積が全体の 91％を占めていることから、対象施設のみの検討を行っても、今後の人
口変動と財政状況を踏まえた施設マネジメントを十分に可能である。
対象施設（152施設）
91%,89万2828㎡
対象外施設（190施設）
9%,8万3937㎡
総延床面積
97万9419㎡
(総施設数342)
図４－ 13　対象施設における機能別延床面積の割合
図４－ 14　対象施設における建築年代別延床面積
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　また、図４－ 13 と図４－ 14 は、それぞれ対象施設の機能別延床面積及び、築年別の延床面
積を示してる。対象施設に関しても、学校教育機能である小学校・中学校の割合が半数を占め
ており、次いで環境が 17％、行政機能が７％で、合わせると全体の３分の２以上を占めてい
ることになる。対象外施設の延床面積が少ないことから、前述した図４－７と図４－８で示し
た全公共施設のストック状況の構成と同様な構成となる。
図４－ 15　歳入の推計
図４－ 16　歳出の推計
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約 1319 億 約 1334 億 約 1288 億
０
200億円
400億円
600億円
800億円
1000億円
1200億円
1400億円
1600億円
過去５年平均 2030年 2050年
投資的経費
繰出金
投資・出資・貸付金
積立金
補助費等
維持補修費
物件費
公債費
扶助費
人件費
（１）削減目標の決定段階－将来的な財政状況の確認－
■歳入・歳出の将来予測
図４－ 15 と図４－ 16 は以下に示す算出方法をもとに算出した。町田市の過去５年（2008 年
～ 2012 年）の平均決算額と将来的な歳入・歳出の推計を示している。
　生産年齢人口の減少にから、主な歳入の地方税も同様に減少することになり、過去 5年間の
平均では、約 1371 億円であった歳入は 2030 年時点では約 1334 億円で３％の減少、2050 年時
点では約 1288 億で６％の減少が試算された。このことから、2030 年の歳入が過去５年平均の
歳出と同規模になり、2050 年での歳入は過去５年平均の歳出より、約 31 億円程度下回ること
が予測される。
※算出方法：
　参考文献文 10）で用いられていた算出方法をもとに算出している。主な歳入である地方税を生
産年齢人口の推計の増減に合わせて算出した。それ以外の歳入については、過去５年間の平均
を用いている。歳出に関しては推計された歳入の額に合わせて、調節する形で算出している。
約 1371 億 約 1334 億 約 1288 億
０
200億円
400億円
600億円
800億円
1000億円
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1600億円
過去５年平均 2030年 2050年
地方債
諸収入
繰越金
繰入金
寄附金
財産収入
都支出金
国庫支出金
手数料
使用料
分担金及び負担金
交通安全対策特別交付金
地方交付税
地方特例交付金
自動車取得税交付金
ゴルフ場利用税交付金
地方消費税交付金
株式等譲渡所得割交付金
配当割交付金
利子割交付金
地方譲与税
地方税
図４－ 17　公共施設に関わる費用の推計
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維持更新費用
施設運営費用
０
80億円
160億円
240億円
実際に必要となる費用（約 205 億）
2012年
約 174 億
約 100 億
約 74 億
2050年の
適正な施設費用
約 163 億
適正な
維持更新費用
削減後の
運営費用
2050年
約 163 億
約 94 億
約 69 億
約 42 億円の不足
※実際に必要となる維持更新費用は、公共施設更新費用試算ソフトより算出
■公共施設に関わる費用の推計
　町田市における 2012 年時点の公共施設にかけている費用と実際に必要な費用を算出したも
のを図４－ 17 に示している。実際にかかっている費用は、2012 年度の町田市公会計と工事履
歴を基に算出し、実際に必要となる費用では、前項で明らかにした適正な維持更新費用に変え
て算出している。
 　2012 年で、公共施設にかかる費用は約 174 億円で、維持更新費用が約 74 億円、施設運営
費用が約 100 億円となっており、施設運営費用が全体の半分以上を占めていることがわかる。
また、維持更新費用が現時点での投資額では不足しているため、実際に必要となる費用は、約
205 億円となる。
　されに将来的には歳入の減少に伴い、2050 年には約 155 億円まで減少すると推計される。
実際に必要となる費用と比較すると約 42 億円の不足が予測され、減少した規模に合わせて公
共施設の削減目標を決定する必要がある。また、現状の維持更新費用が不足していることを考
慮すると、施設量縮減時の適正な運営費用と維持更新費用を公共施設にかけられる費用の範囲
内で計画する必要がある。
※算出方法：
　参考文献文 10）で行われていた算出方法をもとに算出した。2012 年の施設運営費用を町田市
の公会計から算出し、維持更新費用は工事履歴をもとに 2012 年から過去 11 年分の平均値を用
いた。推計値は前項で明らかにした歳入の減少の割合と公共施設にかかる費用が比例して減少
すると仮定し、公共施設に関わる費用を算出ている。
表４－７　人口変動を考慮した機能ごとの削減目標面積
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現在の費用
（円）
行政機能
集会機能
教育文化機能
学校教育機能
医療保健機能
居住機能
子育て支援機能
障がい者支援機能
高齢者支援機能
環境機能
スポーツ・レクリエーション機能
消防機能
都市環境良化機能
その他
261,777,042
1,571,781,525
1,435,787,443
550,721,258
41,084,866
77,815,799
1,748,929,806
990,466,760
161,602,900
2,018,740,685
838,071,000
未把握
未把握
133,422
10,570,000,000
人口変動による
削減割合
98%
98%
98%
74%
98%
98%
74%
98%
138%
98%
98%
98%
98%
98%
88%
削減後費用
（円）
256,541,501
1,540,345,894
1,407,071,694
625,344,634
40,263,169
76,259,483
1,294,208,056
970,657,425
223,012,002
1,978,365,871
821,309,580
未把握
未把握
130,754
9,261,422,722
削減目標面積
（㎡）
-1261
-992
-489
-113538
-990
-700
-5623
-295
7914
-2963
-1020
-79
-307
-913
-121253維持更新費用（一部除く）
20,561,251,564 88% 18,494,932,785-121253合計
費用の項目
施設運営費用
（２）削減目標面積の決定段階－機能ごとの削減目標面積の決定－
■人口変動から見た削減目標
　人口変動を踏まえた機能ごとの施設削減結果を表４－７示す。人口変動を踏まえた削減目標
の検討では、目標設定を行う時点での各用途の延床面積を適正な施設量とする。将来の各用途
の延床面積は、施設の対象年齢の総人口に比例すると考え、各年齢人口の変動率をかけた面積
とした。人口変動を考慮した施設削減量は 121253 ㎡となり、2014 年時の総面積の 12％削減す
ることになる。一方で、削減後の公共施設に関わる費用は約 185 億円で前項で示した目標費用
の 163 億円に達していないことから、施設運営費用を考慮して削減面積を再検討する。
■施設に関わる費用から見た削減目標
　人口変動と施設運営費用を考慮した機能ごとの削減面積を決定したものを表４－８に示す。
表４－８　人口変動と施設運営費用を考慮した機能ごとの削減目標面積
現在の費用
（円）
行政機能
集会機能
教育文化機能
学校教育機能
医療保健機能
居住機能
子育て支援機能
障がい者支援機能
高齢者支援機能
環境機能
スポーツ・レクリエーション機能
消防機能
都市環境良化機能
その他
261,777,042
1,571,781,525
1,435,787,443
550,721,258
41,084,866
77,815,799
1,748,929,806
990,466,760
161,602,900
2,018,740,685
838,071,000
未把握
未把握
133,422
10,570,000,000
施設面積
削減割合
90%
70%
70%
70%
100%
90%
70%
100%
130%
90%
90%
100%
100%
90%
81%
削減後費用
（円）
235,599,338
1,100,247,067
1,005,051,210
385,504,881
41,084,866
70,034,219
1,224,250,864
990,466,760
210,083,770
1,816,866,617
754,263,900
未把握
未把握
120,080
8,544,023,205
削減目標面積
（㎡）
維持更新費用（一部除く）
20,561,251,564 81% 16,583,634,117
-6303
-14873
-7331
-82002
0
-3499
-6488
0
6248
-14813
-5099
0
0
-4563
-187727
-187727合計
費用の項目
施設運営費用
表４－９　教育文化機能における施設活用方法の決定結果
表４－ 10　行政機能における施設活用方法の決定結果
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（３）整備方法検討段階－機能ごとの施設活用方法の決定－
　２章で構築した施設の活用方針をもとに、施設個々の活用方法を検討する。前段階の（２）
で決定した機能ごとの削減目標面積に到達するまで、以下にしたがって施設の活用方法を決定
した。表４－９には、教育文化機能における活用方法の決定結果を示す。活用方法の決定の仕
方は次のように設定して行った。
①複合化：「長期的複合化利用」「縮減的複合化利用」の判定を受けた施設は、現段階で複合化
することが望ましいため、残存年が 20 年以上の施設は複合化を検討する。
②建替：「長期的継続利用」「長期的複合化利用」は、耐用年数超過後に更新をすることが望ま
しいため、残存年が 10 年以内の施設は建替を検討する。
③廃止・移転：「縮減的継続利用」「縮減的複合化利用」「機能停止・移転」は移転・廃止をす
ることが望ましいため、①②を満たさずこれらの活用方針の施設は移転・廃止を検討する。
　以下からは、教育文化機能の例で示したように、施設評価から得た活用方針をもとに各機能
の施設活用方法の決定結果を示している。
活用方法
②建替
③廃止・移転
③廃止・移転
－
①複合化
①複合化
①複合化
施設名
さるびあ図書館
博物館
町田市市民文学館
自由民権資料館
国際版画美術館
中央図書館
金森図書館
延床面積
1318
1410
2156
911
7840
5262
1500
竣工年
1972
1973
1978
1986
1986
1990
2000
劣化度
63%
76%
79%
67%
65%
63%
32%
残存年
8
9
14
22
22
26
36
活用方針
長期的複合化利用
縮減的複合化利用
長期的継続利用
縮減的継続利用
長期的複合化利用
長期的複合化利用
長期的複合化利用
施設名称 延床面積 竣工年 劣化度 活用方針 残存年 活用方法
教育センター 6910 1968 63% 縮減的複合化利用 4 移転・廃止
学校管理センター 8953 1976 62% 機能停止・移転 12 移転・廃止
木曽山崎コミュニティセンター 2105 1982 48% 縮減的複合化利用 18 移転・廃止
土木サービスセンター 2126 1991 57% 長期的複合化利用 27 複合化
南収集事務所 569 1999 53% 長期的複合化利用 35 複合化
水道事務所 2021 2000 49% 長期的複合化利用 36 複合化
市庁舎 41510 2012 7% 長期的継続利用 48
　施設運営費用と維持管理費用を効率的に削減するためには、施設面積と施設運営費用が大き
い施設を削減していく必要がある。これらを満たす施設は、集会機能・教育文化機能であった
ことから、これらの機能の削減割合を大きくして目標費用までの削減を図った。これにより総
面積としては 19% の削減を行うことで、公共施設に関わる費用は約 165 億円まで削減できる試
算となった。
表４－ 12　学校教育機能（中学校）における施設活用方法の決定結果
表４－ 11　集会機能における施設活用方法の決定結果
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施設名称 延床面積 竣工年 劣化度 活用方針 残存年 活用方法
町田第一中学校 9484 1962 65% 長期的継続利用 -2 建替
堺中学校 6783 1964 68% 長期的継続利用 0 建替
町田第三中学校 6250 1968 69% 長期的継続利用 4 建替
南中学校 9117 1968 59% 長期的継続利用 4 建替
薬師中学校 7332 1971 48% 縮減的複合化利用 7 移転・廃止
町田第二中学校 7696 1972 65% 長期的継続利用 8 建替
忠生中学校 10183 1973 60% 長期的継続利用 9 建替
鶴川第二中学校 8408 1973 56% 長期的継続利用 9 建替
南大谷中学校 7371 1975 52% 長期的継続利用 11
つくし野中学校 8809 1976 45% 長期的継続利用 12
成瀬台中学校 9366 1979 40% 長期的複合化利用 15
山崎中学校 7978 1980 48% 縮減的複合化利用 16 移転・廃止
真光寺中学校 7274 1980 47% 長期的複合化利用 16
南成瀬中学校 7764 1982 46% 縮減的継続利用 18 移転・廃止
武蔵岡中学校 4885 1983 54% 機能停止・移転 19 移転・廃止
木曽中学校 7486 1983 55% 縮減的複合化利用 19 移転・廃止
小山田中学校 7346 1984 55% 縮減的継続利用 20 移転・廃止
金井中学校 6433 1984 42% 縮減的継続利用 20 移転・廃止
鶴川中学校 12259 2001 31% 縮減的複合化利用 37 複合化
小山中学校 11364 2012 8% 長期的継続利用 48
施設名称 延床面積 竣工年 劣化度 活用方針 残存年 活用方法
成瀬コミュニティセンター 1929 1970 67% 長期的複合化利用 6 建替
玉川学園コミュニティセンター 595 1974 60% 長期的継続利用 10 建替
町田市民ホール 6651 1978 60% 長期的複合化利用 14
つくし野コミ二ティセンター 1003 1982 56% 長期的継続利用 18
堺市民センター 2863 1984 55% 縮減的複合化利用 20 移転・廃止
鶴川市民センター 2610 1985 50% 長期的継続利用 21
南市民センター 2117 1987 38% 長期的複合化利用 23 複合化
木曽森野コミュニティセンター 1000 1988 55% 長期的複合化利用 24 複合化
小山市民センター 2705 1996 42% 長期的複合化利用 32 複合化
なるせ駅前市民センター 2077 1996 62% 長期的継続利用 32
町田市民フォーラム 4418 1999 34% 長期的継続利用 35
忠生市営住宅集会所 612 2000 49% 長期的複合化利用 36 複合化
町田市文化交流ｾﾝﾀｰ 7866 2000 49% 長期的複合化利用 36 複合化
三輪コミュニティセンター 1503 2002 44% 縮減的複合化利用 38 複合化
生涯学習センター 2677 2002 29% 長期的複合化利用 38 複合化
鶴川緑の交流館 5954 2012 7% 長期的複合化利用 48 複合化
忠生市民センター 1443 2014 20% 機能停止・移転 50 移転・廃止
表４－ 13　学校教育機能（小学校）における施設活用方法の決定結果
表４－ 14　医療保健機能における施設活用方法の決定結果
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施設名称 延床面積 竣工年 劣化度 活用方針 残存年 活用方法
町田第二小学校 5072 1965 60% 長期的継続利用 1 建替
町田第六小学校 6365 1965 63% 長期的継続利用 1 建替
鶴川第一小学校 5366 1966 61% 縮減的継続利用 2 移転・廃止
町田第三小学校 5926 1966 51% 長期的継続利用 2 建替
南第一小学校 6653 1966 56% 長期的継続利用 2 建替
鶴川第三小学校 7821 1967 55% 長期的継続利用 3 建替
忠生小学校 7508 1967 55% 長期的継続利用 3 建替
町田第五小学校 6041 1967 52% 長期的継続利用 3 建替
南第四小学校 6332 1967 65% 長期的継続利用 3 建替
相原小学校 6908 1969 60% 長期的継続利用 5 建替
町田第一小学校 6295 1969 63% 長期的継続利用 5 建替
本町田東小学校 6459 1970 52% 縮減的複合化利用 6 移転・廃止
鶴川第四小学校 7449 1971 56% 長期的継続利用 7 建替
町田第四小学校 6266 1971 53% 長期的継続利用 7 建替
南第三小学校 5783 1971 48% 長期的継続利用 7 建替
つくし野小学校 4930 1972 52% 長期的継続利用 8 建替
鶴川第二小学校 7220 1973 53% 長期的継続利用 9 建替
藤の台小学校 6653 1973 50% 長期的継続利用 9 建替
南大谷小学校 6083 1973 55% 長期的継続利用 9 建替
忠生第三小学校 6357 1974 56% 長期的継続利用 10 建替
成瀬台小学校 7281 1975 57% 長期的継続利用 11
小山小学校 7267 1976 49% 長期的継続利用 12
小川小学校 6530 1976 48% 長期的継続利用 12
木曽境川小学校 6407 1977 44% 長期的継続利用 13
鶴間小学校 6011 1977 51% 長期的継続利用 13
金井小学校 6140 1978 42% 長期的継続利用 14
本町田小学校 6577 1978 63% 長期的継続利用 14
高ヶ坂小学校 5287 1978 45% 長期的継続利用 14
南第二小学校 6775 1978 51% 長期的継続利用 14
成瀬中央小学校 5770 1979 51% 長期的複合化利用 15
小山田小学校 5796 1980 47% 縮減的継続利用 16 移転・廃止
大蔵小学校 7272 1980 50% 長期的継続利用 16
七国山小学校 6926 1980 49% 縮減的継続利用 16 移転・廃止
山崎小学校 6109 1980 39% 縮減的継続利用 16 移転・廃止
南つくし野小学校 7155 1980 40% 長期的継続利用 16
南成瀬小学校 6932 1980 46% 長期的継続利用 16
三輪小学校 5751 1982 58% 縮減的継続利用 18 移転・廃止
大戸小学校 6229 1983 52% 縮減的複合化利用 19 移転・廃止
小山田南小学校 7701 1984 39% 縮減的継続利用 20 移転・廃止
小山ヶ丘小学校 9447 2006 22% 長期的継続利用 42
図師小学校 9038 2009 13% 長期的継続利用 45
小山中央小学校 10448 2010 12% 長期的継続利用 46
施設名称 延床面積 竣工年 劣化度 活用方針 残存年 活用方法
町田市保健所 1853 1974 66% 長期的複合化利用 10 建替
市民病院 47629 2000 31% 長期的継続利用 36
表４－ 15　居住機能における施設活用方法の決定結果
表４－ 16　高齢者支援機能における施設活用方法の決定結果
表４－ 17　子育て支援機能における施設活用方法の決定結果
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施設名称 延床面積 竣工年 劣化度 活用方針 残存年 活用方法
町田市せりがや会館 4065 1969 73% 長期的継続利用 5 建替
ふれあいもみじ館 607 1974 45% 長期的複合化利用 10 建替
ふれあいいちょう館 720 1978 47% 長期的複合化利用 14 建替
移転・廃止
移転・廃止
健康福祉会館 4429 1990 41% 長期的複合化利用 26 複合化
ふれあい桜館 2824 1994 59% 機能停止・移転 30
わくわくプラザ町田 1491 1994 36% 長期的複合化利用 30 複合化
本町田高齢者在宅サ ビースセンター 1000 2000 44% 長期的継続利用 36
玉川学園高齢者在宅サ ビースセンター 1383 2000 50% 長期的継続利用 36
デイサービス高ヶ坂 586 2002 42% 長期的継続利用 38
デイサービスあいはら 599 2006 32% 縮減的継続利用 42
施設名称 延床面積 竣工年 劣化度 活用方針 残存年 活用方法
木曽市営住宅4号棟 1146 1991 70% 長期的継続利用 27
森野市営住宅2号棟 1263 1991 70% 長期的継続利用 27
森野市営住宅3号棟 1509 1991 70% 長期的継続利用 27
森野市営住宅1号棟 1266 1992 65% 長期的継続利用 28
木曽市営住宅2号棟 898 1993 68% 長期的継続利用 29
木曽市営住宅3号棟 1084 1993 68% 長期的継続利用 29
金森市営住宅1号棟 1668 1996 50% 長期的継続利用 32
金森市営住宅2号棟 1778 1996 62% 長期的継続利用 32
金森市営住宅3号棟 2154 1996 61% 長期的継続利用 32
金森市営住宅4号棟 1651 1996 61% 長期的継続利用 32
金森市営住宅5号棟 1372 1996 61% 長期的継続利用 32
本町田市営住宅 1858 1998 56% 長期的継続利用 34
忠生市営住宅1号棟 3043 2000 50% 長期的継続利用 36
忠生市営住宅2号棟 3159 2000 50% 長期的継続利用 36
忠生市営住宅3号棟 3544 2000 49% 長期的継続利用 36
真光寺市営住宅1号棟 2157 2004 35% 縮減的継続利用 40 移転・廃止
真光寺市営住宅2号棟 2157 2004 35% 縮減的継続利用 40 移転・廃止
真光寺市営住宅3号棟 2888 2004 35% 縮減的継続利用 40 移転・廃止
施設名称 延床面積 竣工年 劣化度 活用方針 残存年 活用方法
こうさぎ保育園 694 1982 48% 長期的継続利用 18
町田保育園 723 1992 38% 長期的継続利用 28
子どもセンターばあん 1339 2000 43% 長期的複合化利用 36 複合化
金森保育園 829 2000 44% 長期的継続利用 36
森野3丁目保育園 706 2004 22% 長期的継続利用 40
子どもセンターつるっこ 1499 2006 32% 長期的複合化利用 42 複合化
子どもセンターぱお 1179 2010 18% 縮減的複合化利用 46 複合化
大蔵保育園 1083 2011 11% 長期的継続利用 47
山崎保育園 1204 2014 0% 長期的複合化利用 50 複合化
子どもセンターただＯＮ 1564 2014 4% 長期的複合化利用 50 複合化
表４－ 18　障がい者支援機能における施設活用方法の決定結果
表４－ 19　環境機能における施設活用方法の決定結果
表４－ 20　スポーツ・レクリエーション機能における施設活用方法の決定結果
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施設名称 延床面積 竣工年 劣化度 活用方針 残存年 活用方法
室内プール 8344 1988 38% 長期的継続利用 24
総合体育館 24767 1990 29% 長期的継続利用 26
大地沢青少年センター 4440 1991 51% 機能停止・移転 27
青少年施設ひなた村 2349 1993 67% 縮減的継続利用 29
サン町田旭体育館 7754 2001 46% 長期的複合化利用 37 複合化
施設名称 延床面積 竣工年 劣化度 活用方針 残存年 活用方法
成瀬クリーンセンター 89952 1975 79% 長期的継続利用 11
資源化施設（ビン･カン） 514 1980 82% 長期的継続利用 16
町田リサイクル文化センター 24448 1981 71% 長期的継続利用 17
リレーセンターみなみ 2374 1986 73% 長期的継続利用 22
排水浄化センター 607 1987 74% 長期的継続利用 23
鶴見川クリーンセンター 26445 1989 66% 縮減的継続利用 25 移転・廃止
鶴川ポンプ場 846 1990 71% 長期的継続利用 26
町田市剪定枝資源化センター 2948 2008 21% 縮減的継続利用 44 移転・廃止
施設名称 延床面積 竣工年 劣化度 活用方針 残存年 活用方法
町田市授産センター 1563 1981 45% 長期的継続利用 17 移転
すみれ会館 3618 1984 47% 長期的継続利用 20
町田ﾘｽ園 637 1988 57% 縮減的継続利用 24 移転・廃止
大賀藕絲館 1064 1990 56% 長期的継続利用 26
ひかり療育園 1532 1992 32% 長期的継続利用 28
わさびだ療育園 678 1998 33% 長期的継続利用 34
図４－ 18　分割した地域
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地区３
地区２
地区４
地区５
地区１
（４）整備方法検討段階－地域ごとの施設整備方法の決定－
■町田市の地域の分割
　ここでは、機能別に目標削減面積を満たすように決定した活用方針が、実際に実行可能かど
うかを経年別地域実態マップと立地状況を確認しながら、削減方法を決定していく。
　今回のケーススタディ対象の町田市では、中学校区ごとに分け検討を行う。全中学校地区で
同時に検討していくことは、施設数が多く不可能であるため、図４－ 18 のように地区を５つ
に分け、それぞれで検討を行っている。この分割方法は、自治体のまちづくり方針に沿って地
区を分割して検討することが望ましいと考えられる。また、住民意見と全公共施設を把握して
いる組織によって意思決定されることが望ましい。
■地域ごとの施設整備計画の検討方法
　前段階の「機能ごとの施設活用方法の検討」では、施設個々の活用方法を検討した。ここで
は、地域ごとに他の施設の状況も踏まえた複合的な整備計方法を決定する。地域ごとの公共施
設の機能の状況、施設の耐用年数、前段階で決定した施設活用方法を表示した「経時的地域実
態マップ」をもとに検討を行う。さらに、地図上で複合的に検討している施設の立地状況の確
認を行い、複合的な整備方法の決定をする。このことから、住民意見と全施設の状況を把握し
ていることが、より実現性の高い計画を行うために必要だと考える。
　本研究では、以下の手順で整備計画を決定していった。
・建替が検討されている施設は、その施設の耐用年数前後５年間に、他施設が耐用年数を迎え
る場合は、複合化建替を選択する。
・複合化が検討されている施設は、大規模改修が必要となる時期を経年後 30 年程度と設定し、
改修時において他施設との複合化を実施する整備方法を決定する。
・表３－２で示した立地タイプが分散型の機能は、施設の廃止・移転を行うと公共サービスが
低下する可能性があるため、地区内でのバランスを検討する必要がある。これらの施設は他施
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設との複合的な整備方法を決定する際は、施設同士が２km 以内にある場合は集約と判断する。
・それ以外の立地タイプの施設は中学校区を越えた複合化も計画を行う。
また、計画した整備方法の名前とその内容は次のようになっている。
・「複合化建替」は複数の施設を複合化させて新たに建替を計画している。
・「複合化改修」はある施設の大規模改修に合わせて、複数の施設の複合化を計画している。
・「拡大建替」は施設の規模を拡大して建替を計画している。
・「縮小建替」は施設の規模を縮小して建替を計画している。
・「廃止」は施設の廃止を計画している。
・「移転」は施設の移転を計画している。
これにより、他の施設の状況を考慮した単一及び、複合的な整備を計画できる。
　次項からは、地区１～地区５の施設整備方法の決定結果と計画の内容を示す。詳細な計画内
容については、地区１を用いて説明している。
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■地区１における検討
　地区１における経時的地域実態マップを表４－ 21 に、地区１における公共施設の状況を図
４－ 19 に示す。
・武蔵岡中学校区の武蔵岡中と大戸小が 2033 年に耐用年数を迎え、「移転・廃止」が検討され
ている。武蔵岡中と大戸小学校の学校教育機能と子育て支援機能は、この中学校区内のバラン
スを見ると残す必要があることから、地図上で２つの位置関係を確認しこれらの施設の「複合
化建替」を計画する。
・武蔵岡中学校区のデイサービス相原が 2055 年に「移転・廃止」が検討されている。高齢者
支援機能は、今後の老年人口の変化を踏まえると廃止することはできないため「拡大建替」を
計画する。
・堺中学校区の堺中が 2014 年に建替が検討されている。堺中学校区には学校教育機能（中学校）
を提供している施設は堺中のみで、耐用年数の前後５年に他の耐用年数を迎える施設がないた
め、「縮小建替」を計画する。
・堺中学校区の相原小が 2019 年に建替が検討されている。堺中学校区には学校教育機能（中
小学校）を提供している施設は相原小のみで、耐用年数の前後５年に他の耐用年数を迎える施
設がないため、「縮小建替」を検討する。
・堺中学校区の子どもセンターぱおは複合化が検討されている。複合化は大規模改修時に計画
することが望ましいと考えられるため、大規模改修時を経年後 30 年と設定しているため、こ
の時期に耐用年数を迎える他の施設は堺市民センターとこうさぎ保育園となる。堺市民セン
ターは「廃止移転」が検討されているが中学校区内の機能のバランスを見ると廃止することが
できないため、これらの施設の立地状況も近いことから「複合化建替」を計画する。
・小山田中学校区の土木サービスセンターは「複合化」が検討されている。大規模改修時に耐
用年数を迎える他施設は小山田センターとなり、立地も近いことから「複合化建替」を計画する。
・小山田中学校区の相原小が 2019 年に「建替」が検討されている。小山田中学校区には学校
教育機能（中小学校）を提供している施設は相原小のみで、耐用年数の前後５年に他の耐用年
数を迎える施設がないため、「縮小建替」を計画する。
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・小山田中学校区の小山田中と小山田南小が 2034 年に「移転・廃止」が検討されている。小
山田中学校区には学校教育機能（中小学校）を提供している施設は小山田中のみで、耐用年数
の前後５年に他の耐用年数を迎える施設はこれら２つの施設であるため、「複合化建替」を計
画する。
・小山田中学校区のふれあい桜間は 2044 年に「移転・廃止」が検討されている。ふれあい桜
間は高齢者機能で廃止することができないため、前後５年間に耐用年数を迎えるホームはるか
ぜ、大賀藕絲館、考古資料室を同時に整備する。これらの施設は、分散型の機能でないため立
地状況を考慮せず「複合化建替」を計画した。町田市民大学も耐用年数を迎えるが、市保有施
設でないため計画から外した。
　上記のような施設整備方法を地区１において検討を行い、全９つの施設整備方法を計画した。
経時的地域実態マップで中学校区ごとの機能の状況、施設の耐用年数、及び前段階で決定した
施設の活用方針を把握し、施設の立地状況を確認しながら複合的な整備方法を計画することで、
施設再配置に資する計画方法となっている。特にこの計画段階においては、地区の分割方法を
各自治体のまちづくりの方針に合わせ（地区ごとに重点的に整備する機能を考慮するなど）、
住民意見と全施設状況を把握した組織が計画を行うことで、より自治体の将来のまちのあり方
を見据えた計画が実行できると考える。
　次項以降は、地区１と同様な検討を行い、地区２～地区５における地域ごとの複合的な整備
方法を計画した結果を示している。これにより、全地区の 47 の施設整備方法の計画を行った。
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崎
図
書
館
学
校
管
理
ｾﾝ
ﾀｰ
忠
生
第
三
小
忠
生
中
わ
か
ば
保
育
園
教
育
ｾﾝ
ﾀｰ
町
田
第
三
中
忠
生
小
忠
生
小
複
合
施
設
分
散
型
の
機
能
行
：
行
政
機
能
集
：
集
会
機
能
教
：
教
育
文
化
機
能
学
：
学
校
教
育
機
能
ス
：
ス
ポ
ー
ツ
・
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
機
能
居
：
居
住
機
能
子
：
子
育
て
支
援
機
能
高
：
高
齢
者
支
援
機
能
障
：
障
が
い
者
支
援
機
能
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２
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４
地
区
５
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区
１
地
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３
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2
1
　
地
区
３
に
お
け
る
公
共
施
設
の
状
況
km
0
0.
5
1.
5
1
2
3
4
多
摩
境
駅
鶴
川
駅
玉
川
学
園
前
駅
町
田
駅
相
原
駅
長
期
的
継
続
利
用
長
期
的
複
合
化
利
用
縮
減
的
継
続
利
用
そ
の
他
縮
減
的
複
合
化
利
用
機
能
停
止
・
移
転
施
設
規
模 ～
20
00
㎡
20
01
㎡
～
50
00
㎡
50
01
㎡
～
80
00
㎡
80
01
㎡
～
忠
生
中
学
校
区
町
田
第
三
中
学
校
区
山
崎
中
学
校
区
木
曽
中
学
校
区忠
生
中
山
崎
中
木
曽
中
忠
生
小
図
師
小
山
崎
小
図
師
学
童 木
曽
学
童
本
町
田
小
七
国
山
小
本
町
田
学
童
七
国
山
学
童
町
田
第
三
中
木
曽
境
川
小
忠
生
第
三
小
水
道
事
務
所
室
内
ﾌﾟ
ｰﾙ
ﾆｰ
ｽﾞ
ｾﾝ
ﾀｰ
花
の
家
ひ
か
り
療
育
園
こ
こ
ろ
み
農
園
授
産
ｾﾝ
ﾀｰ
わ
か
ば
保
育
園
木
曽
境
川
学
童
ｺﾐ
ｾﾝ
忠
生
教
育
ｾﾝ
ﾀｰ
木
曽
住
宅
1,
2,
3,
4
号
棟
木
曽
住
宅
集
会
所
忠
生
住
宅
1
号
棟
忠
生
住
宅
1,
2,
3
号
棟
木
曽
山
崎
図
書
館
忠
生
住
宅
集
会
所
さ
か
い
が
わ
会
館
山
崎
団
地
集
会
所
本
町
田
高
齢
者
在
宅
山
崎
保
育
園
忠
生
市
民
ｾﾝ
ﾀｰ
木
曽
森
野
ｺﾐ
ｾﾝ
木
曽
山
崎
ｺﾐ
ｾﾝ
学
校
管
理
ｾﾝ
ﾀｰ
忠
生
市
民
農
園
管
理
棟
子
ど
も
ｾﾝ
ﾀｰ
た
だ
ON
木
曽
中
照
明
設
備
管
理
棟
山
崎
第
2ｽ
ﾎﾟ
ｰﾂ
広
場
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60
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20
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20
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20
20
20
19
20
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20
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20
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20
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地
区
４
薬
師
中
学
校
地
区
町
田
第
一
中
学
校
地
区
南
大
谷
中
学
校
地
区
町
田
第
二
中
学
校
地
区
行
集
教
学
子
高
ス
・
居
・
障
行
集
教
学
子
高
ス
・
居
・
障
行
集
教
学
子
高
ス
・
居
・
障
行
集
教
学
子
高
ス
・
居
・
障
表
４
－
2
4
　
地
区
４
に
お
け
る
経
時
的
地
域
実
態
マ
ッ
プ
町
田
第
一
中
町
田
第
二
小
町
田
第
六
小
町
田
第
三
小
町
田
第
五
小
町
田
第
一
小
せ
り
が
や
会
館
本
町
田
東
小
町
田
第
四
小
薬
師
中
さ
る
び
あ
図
書
館
町
田
第
二
中
博
物
館
藤
の
台
小
・
南
大
谷
小
玉
川
学
園
ｺﾐ
ｾﾝ
国
際
版
画
美
術
館
町
田
ﾘｽ
園
健
康
福
祉
会
館
中
央
図
書
館
わ
く
わ
く
ﾌﾟ
ﾗｻ
ﾞ
町
田
市
文
化
交
流
ｾﾝ
ﾀｰ
ｻﾝ
町
田
旭
体
育
館
生
涯
学
習
ｾﾝ
ﾀｰ
施
設
建
替
建
替
建
替
建
替
建
替
建
替
建
替
移
転
・
廃
止
建
替
移
転
・
廃
止
建
替
建
替
移
転
・
廃
止
建
替
建
替
複
合
化
移
転
・
廃
止
複
合
化
複
合
化
複
合
化
複
合
化
複
合
化
複
合
化
方
針
廃
止
複
合
化
建
替
複
合
化
建
替
複
合
化
建
替
複
合
化
建
替
複
合
化
建
替
複
合
化
建
替
縮
小
建
替
縮
小
建
替
複
合
化
改
修
複
合
化
改
修
す
み
れ
会
館
国
際
版
画
美
術
館
町
田
ﾘｽ
園
健
康
福
祉
会
館
藤
の
台
学
童
町
田
ﾀﾞ
ﾘｱ
園
成
瀬
鞍
掛
ｽﾎ
ﾟｰ
ﾂ広
場
中
央
図
書
館
森
野
住
宅
1,
2,
3号
棟
町
田
保
育
園
あ
お
ぞ
ら
会
館
青
少
年
施
設
ひ
な
た
村
わ
く
わ
く
ﾌﾟ
ﾗｻ
ﾞ
高
ヶ
坂
学
童
本
町
田
住
宅
集
会
所
本
町
田
住
宅
中
央
学
童
ﾃﾞ
ｲｻ
ｰﾋ
ﾞｽ
森
野
南
大
谷
子
ど
も
ｸﾗ
ﾌﾞ
ﾃﾞ
ｲｻ
ｰﾋ
ﾞｽ
南
大
谷
町
田
市
民
ﾌｫ
ｰﾗ
ﾑ
学
童
21
藤
の
台
球
場
管
理
棟
ｻﾝ
町
田
旭
体
育
館
森
野
学
童
生
涯
学
習
セ
ン
タ
ー
ﾃﾞ
ｲｻ
ｰﾋ
ﾞｽ
高
ヶ
坂
森
野
3丁
目
保
育
園
玉
川
学
園
こ
ろ
こ
ろ
児
高
ヶ
坂
け
や
き
学
童
本
町
田
遺
跡
休
憩
施
設
市
庁
舎
南
大
谷
学
童
玉
川
学
園
高
齢
者
在
宅
文
化
交
流
ｾﾝ
ﾀｰ
藤
の
台
ﾎｰ
ﾙ
町
田
市
民
ﾎｰ
ﾙ
市
民
文
学
館
高
ヶ
坂
小
ﾌｫ
ﾄｻ
ﾛﾝ
南
大
谷
中
玉
川
学
園
ｺﾐ
ｾﾝ
玉
川
学
園
ｺﾐ
ｾﾝ
博
物
館
藤
の
台
小
南
大
谷
小
さ
る
び
あ
図
書
館
町
田
第
二
中
町
田
第
四
小
薬
師
中
本
町
田
東
小
町
田
第
一
小
せ
り
が
や
会
館
町
田
第
五
小
町
田
第
二
小
町
田
第
六
小
町
田
第
三
小
町
田
第
三
小
町
田
第
一
中
複
合
施
設
分
散
型
の
機
能
行
：
行
政
機
能
集
：
集
会
機
能
教
：
教
育
文
化
機
能
学
：
学
校
教
育
機
能
ス
：
ス
ポ
ー
ツ
・
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
機
能
居
：
居
住
機
能
子
：
子
育
て
支
援
機
能
高
：
高
齢
者
支
援
機
能
障
：
障
が
い
者
支
援
機
能
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0
0.
5
1.
5
1
2
3
4
多
摩
境
駅
鶴
川
駅
玉
川
学
園
前
駅
町
田
駅
成
瀬
駅
つ
く
し
野
駅
長
期
的
継
続
利
用
長
期
的
複
合
化
利
用
縮
減
的
継
続
利
用
そ
の
他
縮
減
的
複
合
化
利
用
機
能
停
止
・
移
転
施
設
規
模 ～
20
00
㎡
20
01
㎡
～
50
00
㎡
50
01
㎡
～
80
00
㎡
80
01
㎡
～
薬
師
中
学
校
区
町
田
第
一
中
学
校
区
南
大
谷
中
学
校
区
町
田
第
二
中
学
校
区
薬
師
中 博
物
館
市
庁
舎
中
央
学
童
森
野
学
童
森
野
3
丁
目
保
育
園
学
童
21
南
大
谷
中
藤
の
台
小
南
大
谷
小
市
民
病
院
町
田
ﾘｽ
園
ﾌｫ
ﾄｻ
ﾛﾝ
井
口
ﾎｰ
ﾑ
す
み
れ
会
館
町
田
保
育
園
高
ヶ
坂
学
童
藤
の
台
学
童
南
大
谷
学
童
本
町
田
住
宅
集
会
場
本
町
田
住
宅
町
田
第
一
中
町
田
第
二
中
町
田
第
二
小
町
田
第
三
小
町
田
第
一
小
町
田
第
四
小
町
田
第
五
小 町
田
第
六
小
本
町
田
東
小
市
民
文
学
館
市
民
ﾌｫ
ｰﾗ
ﾑ
中
央
図
書
館
せり
がや
会館
健
康
福
祉
会
館
国
際
版
画
美
術
館
旧
永
井
家
住
宅
町
田
ﾀﾞ
ﾘｱ
園
森
野
住
宅
1,
2,
3
号
棟
ﾃﾞ
ｲｻ
ｰﾋ
ﾞｽ
森
野
町
田
市
役
所
さ
る
び
あ
図
書
館
市
民
ﾎｰ
ﾙ
藤
の
台
球
場
管
理
棟
藤
の
台
ﾎｰ
ﾙ
青
少
年
施
設
ひ
な
た
村
本
町
田
遺
跡
休
憩
施
設
ｻﾝ
町
田
旭
体
育
館
成
瀬
あ
お
ぞ
ら
会
館
生涯
学習
セン
ター
玉
川
学
園
ｺﾐ
ｾﾝ
わ
く
わ
く
ﾌﾟ
ﾗｻ
ﾞ
玉
川
学
園
高
齢
者
在
宅
南
大
谷
子
ど
も
ｸﾗ
ﾌﾞ
成
瀬
鞍
掛
ｽﾎ
ﾟｰ
ﾂ広
場
玉
川
学
園
こ
ろ
こ
ろ
児
童
館
町
田
市
文
化
交
流
ｾﾝ
ﾀｰ
高
ヶ
坂
小
高
ヶ
坂
け
や
き
学
童
ﾃﾞ
ｲｻ
ｰﾋ
ﾞｽ
高
ヶ
坂
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用
年
数
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過
年
度
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33
20
32
20
31
20
36
20
37
20
38
20
39
20
40
20
41
20
42
20
43
20
44
20
45
20
47
20
48
20
49
20
51
20
52
20
53
20
55
20
56
20
57
20
58
20
59
20
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20
61
20
62
20
63
20
64
20
54
20
50
20
46
20
35
20
34
20
30
20
29
20
28
20
27
20
26
20
25
20
24
20
23
20
22
20
21
20
20
20
19
20
18
20
17
20
14
20
15
20
16
つ
く
し
野
中
学
校
地
区
地
区
５
成
瀬
台
中
学
校
地
区
南
成
瀬
中
学
校
地
区
南
中
学
校
地
区
行
集
教
学
子
高
ス
・
居
・
障
行
集
教
学
子
高
ス
・
居
・
障
行
集
教
学
子
高
ス
・
居
・
障
行
集
教
学
子
高
ス
・
居
・
障
表
４
－
2
5
　
地
区
５
に
お
け
る
経
時
的
地
域
実
態
マ
ッ
プ
南
第
一
小
南
第
四
小
南
中
成
瀬
ｺﾐ
ｾﾝ
南
第
三
小
つ
く
し
野
小
ふ
れ
あ
い
も
み
じ
館
南
成
瀬
中
南
市
民
ｾﾝ
ﾀｰ
子
供
ｾﾝ
ﾀｰ
ば
あ
ん
南
収
集
事
務
所
・
金
森
図
書
館
施
設
建
替
建
替
建
替
建
替
建
替
建
替
建
替
移
転
・
廃
止
複
合
化
複
合
化
複
合
化
方
針
複
合
化
建
替
縮
小
建
替
複
合
化
建
替
複
合
化
建
替
複
合
化
建
替
南
成
瀬
中
つ
く
し
野
ｺﾐ
ｾﾝ
南
市
民
ｾﾝ
ﾀｰ
南
市
民
ｾﾝ
ﾀｰ
総
合
体
育
館
金
森
学
童
(旧
)
金
森
市
民
農
園
休
憩
室
わ
さ
び
だ
療
育
園
金
森
第
二
学
童
南
収
集
事
務
所
金
森
図
書
館
金
森
保
育
園
ｾﾝ
ﾀｰ
ば
あ
ん
南
成
瀬
東
ｽﾎ
ﾟｰ
ﾂ広
場
な
ん
な
る
学
童
ど
ろ
ん
子
学
童
南
つ
く
し
野
学
童
鶴
間
第
2
ｽﾎ
ﾟｰ
ﾂ広
場
つ
く
し
野
学
童
そ
よ
か
ぜ
学
童
金
森
学
童
ひ
ま
わ
り
学
童
な
る
せ
駅
前
市
民
ｾﾝ
ﾀｰ
な
る
せ
駅
前
市
民
ｾﾝ
ﾀｰ
金
森
住
宅
集
会
所
金
森
住
宅
1,2
,3,
4,5
号
棟
南
成
瀬
小
南
つ
く
し
野
小
成
瀬
中
央
小
成
瀬
中
央
小
成
瀬
台
中
小
川
農
事
ｾﾝ
ﾀｰ
南
第
二
小
鶴
間
小
成
瀬
台
小
成
瀬
台
小
小
川
小
小
川
小
つ
く
し
野
中
ふ
れ
あ
い
も
み
じ
館
南
第
三
小
つ
く
し
野
小
つ
く
し
野
小
成
瀬
ｺﾐ
ｾﾝ
南
中
南
第
四
小
南
第
一
小
複
合
施
設
分
散
型
の
機
能
行
：
行
政
機
能
集
：
集
会
機
能
教
：
教
育
文
化
機
能
学
：
学
校
教
育
機
能
ス
：
ス
ポ
ー
ツ
・
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
機
能
居
：
居
住
機
能
子
：
子
育
て
支
援
機
能
高
：
高
齢
者
支
援
機
能
障
：
障
が
い
者
支
援
機
能
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２
地
区
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地
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図
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3
　
地
区
５
に
お
け
る
公
共
施
設
の
状
況
km
0
0.
5
1.
5
1
2
3
4
鶴
川
駅
玉
川
学
園
前
駅
町
田
駅
成
瀬
駅
つ
く
し
野
駅
す
ず
か
け
台
駅
南
町
田
駅
長
期
的
継
続
利
用
長
期
的
複
合
化
利
用
縮
減
的
継
続
利
用
そ
の
他
縮
減
的
複
合
化
利
用
機
能
停
止
・
移
転
施
設
規
模 ～
20
00
㎡
20
01
㎡
～
50
00
㎡
50
01
㎡
～
80
00
㎡
80
01
㎡
～
南
中
学
校
区
南
成
瀬
中
学
校
区
つ
く
し
野
中
学
校
区
成
瀬
台
中
学
校
区
南
中
小
川
小
鶴
間
小
金
森
学
童
成
瀬
台
中
南
成
瀬
中
成
瀬
台
小
南
第
一
小
南
第
二
小
南
第
三
小
南
第
四
小
南
成
瀬
小
な
ん
な
る
学
童
総
合
体
育
館
金
森
保
育
園
つ
く
し
野
中
つ
く
し
野
小
つ
く
し
野
ｺﾐ
ｾﾝ
成
瀬
中
央
小
金
森
図
書
館
金
森
第
二
学
童
ど
ろ
ん
子
学
童
つ
く
し
野
学
童
そ
よ
か
ぜ
学
童
南
つ
く
し
野
小
成
瀬
ｺﾐ
ｾﾝ
南
収
集
事
務
所
わ
さ
び
だ
療
育
園
南
つ
く
し
野
学
童
金
森
学
童
(
旧
)
金
森
住
宅
1,
2,
3,
4,
5号
棟
金
森
住
宅
集
会
所
ふ
れ
あ
い
も
み
じ
館
南
市
民
ｾﾝ
ﾀｰ
鶴
間
ひ
ま
わ
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（５）町田市全体から見た施設整備方法の序列化
　前段階で決定した地区１～地区５までの施設整備方法を羅列し、町田市全体として序列化を
行う。地区ごとの施設整備方法と町田市全体で整備方法を序列化したものを表４－ 26 に示す。
本研究では以下のように序列化する方法を決定し、町田市全体としての施設整備計画を検討し
た。序列化の検討方法は、各自治体の状況に応じて計画することが望ましいと考えられる。
・同年度に３つ以上にならないように整備
・劣化度が高い施設を含む整備方法を優先
・実行不能な整備方法は次年度に繰り越し
　また、整備後の施設面積は整備を実行する機能面積に「削減目標面積の決定段階－機能ごと
の削減目標面積の決定－」において決定した機能ごとの削減割合（表４－８）の値を掛けて合
計した面積としている。
　2017 年を例に、序列化の方法を説明を行う。2017 年には、鶴川第三小の「①縮小建替」・忠
生小と教育センターの「②複合化建替」・町田第五小の「③縮小建替」の３つの施設整備方法
が重なっている。劣化度が高い施設を含む整備方法は「①縮小建替」と「②複合化建替」であ
ることから、この２つの整備方法を優先的に行う。この年度に計画できなかった「③縮小建替」
は、次の年度に繰り越している。
　「①縮小建替」は、鶴川第三小が学校教育機能で 70％の施設面積の削減であることから、整
備後は 5475 ㎡となる。「②複合化建替」は、忠生小が学校教育機能で 70％の施設面積の削減、
教育センターが行政機能で 90％の施設面積の削減であることから、整備後は 15471 ㎡となる。
　同様に他の年度に関しても序列化の検討を行っていく。これにより、各地区で重複していた
整備方法をどの時期に行うかを決定づけることが可能となり、地区１～地区５までで計画され
ていた全 47 の整備方法の序列化を計画できた。
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図４-24　施設整備結果のプロット
表４－ 27　施設の削減結果
第４章　公共施設の段階的総量適正化プロセスの検証
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施設規模
～ 2000 ㎡
2001 ㎡～ 5000 ㎡
5001 ㎡～ 8000 ㎡
8001 ㎡～
施設規模
削減・移転した施設
再整備した施設
それ以外の施設
km
0 1 2 3 4
施設総面積 施設数年度 施設運営費用 維持更新費用 公共施設に関わる費用
97万9419㎡ 342
29384万2164㎡
9,991,251,564円
9,226,129,064円
10,570,000,000円
9,088,758,225円
20,561,251,564円
18,314,887,290円
現時点
2055年
４－３－３　ケーススタディ結果
　
　本研究で提示したプロセスに沿って作成した公共施設総量削減策による施設削減結果を表４
－ 28 に、施設整備結果をプロットしたものを図４－ 25 に示す。各年度ごとの計画を実行する
と、2055 年時には、公共施設の総数は 293 となり、総面積が約 14 万㎡削減される結果となった。
公共施設に関わる費用は、約 183 億となり約 23 億円の削減が見込まれる結果となった。これ
により、削減目標面積決定段階で目標としていた 163 億円までには至らなかったが、多くの公
共施設の総量削減を計画することが可能となった。
　ここまでの総量削減策の計画は、各自治体が収集可能なデータで計画可能となっている。今
後自治体は、この総量削減策を第一歩としてより必要となるデータを継続的に収集し、将来状
況を確認しながら新たな総量削減策を定期的に作成して実行することが必要となる。
第４章　公共施設の段階的総量適正化プロセスの検証
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　本章では、２章３章で構築した公共施設の評価方法と総量適正化プロセスの妥当性の確認を
行った。
　品質評価の検証では、現地踏査による劣化状況と品質評価の劣化度を比較することで概ねの
妥当性を確認することができた。品質評価の劣化度は、「外壁」「内装」「屋上防水」「設備」の
工事履歴をもとに算出しており、この工事履歴の内容と規模を適正に分類できていないと劣化
状況が反映されていないことが確認できた。このことから、工事内容と規模を工事費用などか
ら適切に分類していく必要がある。
　機能・立地評価の検証では、施設管理者に対する施設の機能・立地に関するアンケート調査
を行い、その回答結果から概ねの一致を確認ができた。特に、利用度判定の「○」、及び施設
集約可能性判定の「×」では、それぞれの一致率が低かったことから機能・立地の評価のそれ
ぞれに対応する判定項目の閾値の再検討する必要がある。
　総量適正化プロセスの検証では、実際の町田市の公共施設を対象に施設総量削減策の計画を
行い、その削減量を確認することでプロセスの妥当性を明らかにした。また、施設整備方法検
討段階で、施設個々の活用方法を検討し、地域ごとの複合的な整備方法を計画、町田市全体と
して施設整備方法を序列化することで、施設再配置に資する総量適正化計画の実現を図ること
ができた。さらに、ケーススタディで計画した総量削減策は、各自治体が収集可能なデータを
用いていることから、どの自治体でも実現可能な計画とすることができた。
　２章で構築した施設評価と３章で構築した公共施設の総量適正化プロセスの妥当性を明らか
にした。これにより、３章のまとめで示した段階的総量適正化プロセスに沿って自治体が施設
マネジメントを行うことで、最終目標の施設量削減と施設再配置を実現する可能性が高くなる
ことを示した。
４－４　本章のまとめ
第５章　終章
Conclusion
　５－１　本研究の成果
　５－２　今後に向けて
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　本研究で得られた成果は、以下のようにまとめられる。
１. 品質・機能・立地の情報をそれぞれ棟・機能・施設ごとに整理し、経時的な視点に立った
評価方法を提案した。
　本研究の２章部分にあたる。公共施設を取り巻く状況を品質・機能・立地として整理を行い
評価する方法を構築した。品質の評価では耐震性・劣化度、機能の評価では利用度・施設運営
費用、立地の評価では施設集約可能性・交通利便性から判断を行う。さらに、現状で収集可能
なデータとして整理を行うことで全国の自治体で実現可能なものとした。また、各評価の関係
性をもとに施設の耐用年数超過後の活用方針も含めた施設活用方針を導いた。各自治体は、図
２－８、図２－ 10、図２－ 13 の評価フローに沿って施設を評価し、図２－ 15 の判定マトリ
クスを用いて施設活用方針を決定することで、総量削減策計画時の意思決定を行いやすくなる。
２. 経年数と外壁・内装・屋上防水・設備に対する最近の改修年を把握することで、公共施設
の劣化度を算出する方法を提案した。
　本研究の２章の品質評価の部分にあたる。既往研究の劣化度では把握しきれない部分がある
こと、建基法 12 条点検を用いた劣化度では定期的に点検を行っている自治体が少ないことを
考慮して、「外装」・「内装」・「屋上防水」・「設備」の最近の工事履歴を確認することで計算可
能な劣化度算出方法を構築した。
３. 施設評価をから得た活用方針をもとに施設個々の活用方法を検討し、地域ごとの複合的な
整備方法を計画、自治体全体から整備方法を序列化することで、施設再配置に資する検討方法
を構築した。
　本研究の３章の部分にあたる。特に、地域ごとの機能の状況、施設の耐用年数、施設評価を
もとにした施設の活用方法を表示した経時的地域実態マップを用いた検討方法を示した。これ
により、整備施設周辺の他の施設の状況を踏まえた施設整備方法を計画できる。さらに、経時
的地域実態マップの地域の分割方法などを各自治体のまちづくりの方針に合わせ、どのような
機能を中心的に整備を行うなども含めた検討が可能となっている。また、様々な施設を複合的
に検討していくため、より施設の状況と施設を利用している地域住民の意見を把握している組
織が、計画していくことが重要となる。
４. 現状で収集可能なデータを用いて、公共施設総量適正化の第一段階となる自治体全体での
整備を計画可能であることを示した。
５－１　本研究の成果
第５章　終章
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　３章で構築した総量適正化プロセスにもとづいて、４章での施設総量削減策のケーススタ
ディにおいて施設量削減が試算できたことから示した。自治体は、今の自治体状況と公共施設
の状況を把握するためにも施設総量削減策の第一案を作成し、今後のまちづくりと連携した総
量適正化方法を再検討していく必要がある。
５. 公共施設マネジメントを継続的に向上させていく、ＰＤＣＡサイクルに対応した段階的施
設総量適正化に至るプロセスを示した。
　本研究でもっとも明らかにすることが重要な内容である。２章で構築した施設評価と３章で
構築した公共施設の総量適正化プロセスの妥当性を明らかにすることで、３章のまとめで示し
た段階的総量適正化プロセス（図３－７）の妥当性があることを示した。今後、提示した段階
的総量適正化プロセスに沿って自治体が施設マネジメントを行うことで、最終目標の施設量削
減と施設再配置を実現する可能性が高くなるといえる。
第５章　終章
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　今後自治体が段階的総量適正化に向けて、公共施設マネジメント業務を向上させるにあたっ
ての要点を図５－１にまとめている。公共施設の再編計画を行っていくには、なによりも施設
を利用している住民と自治体内の職員の理解を得ながら推進していくことが重要であると考え
られる。そのためには、計画段階で営繕課などの住民意見と自治体内の全施設状況を把握して
いる組織が、自治体全体の公共施設マネジメントを考慮した個々の施設整備について計画する
ことが重要となる。さらに、検証段階での住民意見の確認等から、公共施設再編に対する住民
のもつ意識改革を行い、次の計画に向けた段階でこれらの意見を反映していく形での、継続的
な公共施設マネジメント業務が求められる。
　本研究のケーススタディで最終的に示した施設整備の検討方法は、全国の自治体で収集可能
な情報をもとに計画を行っている。そのため、どの自治体においても公共施設の総量適正化に
むけた第一段階の総量削減策を計画することができ、今後の公共施設の総量適正化に向けたマ
ネジメント業務をスタートしていくための一助になると考える。
５－２　今後に向けて
図５－１　段階的総量適正化に向けた要点
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角研 M1 として頑張ってください。
　小西純平君。小西くんとは研究内容が近いこともあり、研究に関して様々お話ししましたね。
本論提出間際で見せた研究をまとめる力は、本当に素晴らしいと思いました。来年は、研究室
が変わりますが修士課程として活躍されることを楽しみにしています。
　研究室外の学友にも励まされながら、この研究を進めることができました。
謝辞
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　吉川研の鈴木達也さん。研究室が違うのにパソコンのことや GIS のことについて教えていた
だき本当にありがとうございました。
　足立卓也君。忙しいときでも、GIS のことについて教えてくれてありがとう。社会人になっ
てもまたテニスをしよう。
　小林研の竹田寛治くん。部屋が隣ということもあって、よく遊びに行きました。竹田君との
休憩中の建築に関するおしゃべりがいつも刺激になっていました。ありがとう。
　鳥海研の近藤翔平くん。近藤君には梗概をチェックしてもらったりと、研究でもお世話にな
りました。近藤君との愉快な休憩があったからこそ楽しくここまで来れました。
　林史絵さん。修論提出近くになって、仲良くなれてうれしかったです。あたたのそのゆるい
雰囲気にいつも研究の疲れを癒されていました。ありがとうございます。
　プロ研の本橋正宏くん。エクセルマスターの本橋くん。マクロに関して手助けしてくれて本
当にありがとう。今後は、私の研究の後を引き継ぐ形になると思いますが、自治体の方とのや
り取りや他大学の学生と一緒に研究を進めることなど、本橋くんにとっての大きな経験になる
と思います。大いに頑張ってください。
　
　また、ここまで論文を書き上げることができたのも、町田市営繕部の方々と未来づくり研究
所の方々のご協力があったからこそです。本当にお世話になりました。特に、未来づくり研究
所の田中様と榎本様には、研究のやり取りを何度もさせていただきました。こちらの拙い説明
にも真摯に対応していただき、また現地調査の日程調整などにも対応していただき、存分に研
究に取り組むことができました。現地調査で営繕課の吉岡様、稲垣様、常盤様にご同行して頂
いたおりには、町田市の営繕課として公共施設の実態と研究に対する意見などを頂き大変参考
になりました。この論文は様々な自治体が今後、公共施設の総量適正化を取り組む際、参考に
なりうるように書かせていただきました。町田市の公共施設マネジメントを進めていくにあ
たって一助になれば幸いです。
　最後に、この研究でお世話になったすべての方々、すべてのご縁に感謝の意を表し、本論文
の締めくくりといたします。
平成 27 年 2 月 9 日
資料編
References
町田市の全施設データ
施設情報
通し
番号
施設
ID 施設名称 住所 lat long 中学校区 地区
施設竣工年
（代表棟） 敷地面積
施設延床
面積
施設周辺
人口密度
施設周辺
人口増減
バス停
到達距離
駅
到達距離 棟数
機能
数 用途形態
棟
ID 棟名称 総務省用途（大分類）
1 1 南収集事務所 町田市鶴間519－11　　　　　 35.517637 139.472187 南中学校地区 地区５ 1999 558 569 5975 100 227 139 1 1 単一 1 南収集事務所 行政系施設
2 2 教育センター 町田市木曽東3-1-3 35.559668 139.424111 木曽中学校地区 地区３ 1968 6910 9318 101 88 189 1 1 単一 1 教育センター 学校教育系施設
3 3 学校管理センター 町田市本町田2600-4 35.568895 139.438479 町田第三中学校地区 地区３ 1975 15592 8953 5843 78 185 225 1 1 単一 1 本町田中学校（学校施設管理センター） 行政系施設
4 4 土木サービスセンター 町田市下小山田町3267－4 35.585196 139.409142 小山田中学校地区 地区１ 1991 2322 2126 3919 103 128 286 1 1 単一 1 土木サービスセンター 行政系施設
5 5 水道事務所 町田市木曽東1－4－1　　　　 35.557767 139.430199 町田第三中学校地区 地区３ 2000 2075 2021 6656 91 288 192 1 1 単一 1 水道事務所 行政系施設
6 6 市庁舎 町田市森野2-2-22 35.546643 139.438475 町田第一中学校地区 地区４ 2012 15664 41510 9548 100 285 200 5 1 単一 1 町田市庁舎 行政系施設
7 7 木曽山崎コミュニティセンター 町田市山崎町2160－4 35.568579 139.436668 山崎中学校地区 地区３ 1982 2634 2105 5843 78 148 360 2 3 複合 1 木曽山崎コミュニティセンター（Ａ館） 行政系施設
8
9 2 木曽山崎コミュニティセンター（Ｂ館） 行政系施設
10 8 木曽森野コミュニティセンター 町田市木曽東1-2 35.555086 139.428532 町田第三中学校地区 地区３ 1988 1000 6656 91 121 163 1 1 単一 1 木曽森野コミュニティセンター 市民文化系施設
11 9 つくし野コミ二ティセンター 町田市つくし野2丁目26－5 35.527250 139.484673 つくし野中学校地区 地区５ 1982 531 1003 3512 82 106 275 1 1 単一 1 つくし野コミュニティセンター 市民文化系施設
12 10 町田市民フォーラム 町田市原町田4－9－8 35.541802 139.449816 町田第二中学校地区 地区４ 1999 5286 4418 7234 94 175 147 1 1 単一 1 町田市民フォーラム 市民文化系施設
13 11 成瀬コミュニティセンター 町田市成瀬2144番地 35.543484 139.472623 成瀬台中学校地区 地区５ 1970 5984 1929 8686 97 61 151 2 1 単一 1 成瀬コミュニティセンター（旧棟） 市民文化系施設
14 2 成瀬コミュニティセンター（ホール棟） 市民文化系施設
15 12 鶴川市民センター 町田市大蔵町1981－4 35.588828 139.467324 鶴川中学校地区 地区２ 1985 2564 2610 4733 96 66 43 2 2 複合 1 鶴川市民センター 行政系施設
16
17 13 なるせ駅前市民センター 町田市南成瀬1丁目2－5 35.536808 139.472939 南成瀬中学校地区 地区５ 1996 557．18（1 2077 6441 86 114 156 1 2 複合 1 なるせ駅前市民センター 行政系施設
18
19 14 南市民センター 町田市金森4-5-6 35.523767 139.466741 南中学校地区 地区５ 1987 1542 2117 5975 100 255 142 1 2 複合 1 南市民センター 行政系施設
20
21 15 小山市民センター 町田市小山町2507－1 35.597205 139.369043 小山中学校地区 地区１ 1995 2473 2705 7720 103 86 115 1 2 複合 1 小山市民センター 行政系施設
22
23 16 堺市民センター 町田市相原町795番地1 35.604321 139.333326 堺中学校地区 地区１ 1983 2654 2863 5287 97 73 242 1 4 複合 1 堺市民センター 行政系施設
24
25
26
27 17 三輪コミュニティセンター 町田市三輪緑山4-14-1　　 35.577134 139.493350 鶴川第二中学校地区 地区２ 2002 2000 1503 2094 76 541 212 1 3 複合 1 三輪コミュニティセンター 市民文化系施設
28 2 デイサービス三輪 保健・福祉施設
29 3 自転車置場 その他
30 18 忠生市民センター 町田市忠生3－14－2 35.578144 139.416389 忠生中学校地区 地区３ 2014 5549 1443 6654 97 292 160 1 2 複合 1 忠生市民センター 行政系施設
31
32 19 玉川学園コミュニティセンター 町田市玉川学園2－19－12 35.563733 139.462652 南大谷中学校地区 地区４ 1974 1021 595 6255 93 405 342 1 2 複合 1 玉川学園コミュニティセンター 市民文化系施設
33 2 玉川学園コミュニティセンター（増築棟） 市民文化系施設
34 20 藤の台ホール 町田市本町田3455－6　　　　 35.567790 139.449167 薬師中学校地区 地区４ 1980 457 164 - - - - 1 1 - 1 藤の台ホール 市民文化系施設
35 21 鶴川さるびあ会館 町田市鶴川5-5-12 35.594255 139.463754 真光寺中学校地区 地区２ 1993 314 313 - - - - 1 1 - 1 鶴川さるびあ会館 市民文化系施設
36 22 山崎団地集会所 町田市山崎町2011－4 35.569683 139.435580 山崎中学校地区 地区３ 2001 224280 95 - - - - 1 1 - 1 山崎団地集会所 市民文化系施設
37 23 さかいがわ会館 町田市木曽東2-10-2 35.560140 139.422172 木曽中学校地区 地区３ 2000 574 212 - - - - 1 1 - 1 さかいがわ会館 市民文化系施設
38 24 コミュニティセンター忠生 町田市忠生2-16-1 35.575920 139.423708 忠生中学校地区 地区３ 1986 398 397 - - - - 1 2 複合 1 コミュニティセンター忠生 市民文化系施設
39 2 忠生２丁目防災備蓄倉庫 行政系施設
40 25 上小山田センター 町田市上小山田町2616-2 35.594827 139.398362 小山田中学校地区 地区１ 1977 933 218 - - - - 1 1 - 1 上小山田センター 市民文化系施設
41 26 生涯学習センター 町田市原町田6-8-1 35.542959 139.447129 町田第二中学校地区 地区４ 2002 2677 9548 100 102 240 1 1 単一 1 生涯学習センター 市民文化系施設
42 27 町田市文化交流ｾﾝﾀｰ 町田市原町田4-1-14 35.540954 139.448107 町田第二中学校地区 地区４ 2000 1220 7866 7234 94 38 147 1 1 単一 1 町田市文化交流センター 市民文化系施設
43 28 町田市民ホール 町田市森野2-2-36 35.546343 139.439697 町田第一中学校地区 地区４ 1978 11451 6651 9548 100 89 202 1 1 単一 1 町田市民ホール 市民文化系施設
44 29 鶴川緑の交流館 町田市能ヶ谷1-2 35.582826 139.478885 鶴川第二中学校地区 地区２ 2012 2061 5954 2616 96 218 235 1 複合 1 鶴川緑の交流館 市民文化系施設
45 30 忠生市営住宅集会所 町田市忠生1－19－1 35.574722 139.421475 忠生中学校地区 地区３ 2000 5528.659（ 612 6095 91 151 284 1 2 複合 1 忠生市営住宅集会所 市民文化系施設
46
47 31 本町田市営住宅集会所 町田市本町田953 35.560522 139.447548 町田第一中学校地区 地区４ 1998 1900.22（他 200 - - - - 1 1 - 1 本町田市営住宅集会所 市民文化系施設
48 32 木曽市営住宅集会所 町田市木曽東3-2-8 35.559574 139.425583 町田第三中学校地区 地区３ 1993 267 146 - - - - 1 1 - 1 木曽市営住宅集会所 市民文化系施設
49 33 真光寺市営住宅集会所 町田市真光寺2－18－1 35.601878 139.470709 真光寺中学校地区 地区２ 2004 251 - - - - 1 1 - 1 真光寺市営住宅集会所 市民文化系施設
50 34 小川農事センター 町田市つくし野2-34-3 35.524855 139.479024 つくし野中学校地区 地区５ 1979 358 173 - - - - 1 1 - 1 小川農事センター 産業系施設
51 35 忠生市民農園管理棟 町田市木曽西2丁目2-6 35.567751 139.414420 木曽中学校地区 地区３ 1996 2402 32 - - - - 1 1 - 1 忠生市民農園管理棟 産業系施設
52 36 金森市民農園休憩室 町田市金森東2丁目1017 35.532586 139.462703 南中学校地区 地区５ 1995 2448 30 - - - - 1 1 - 1 金森市民農園休憩室 産業系施設
53 37 七国山ファーマーズセンター 町田市野津田町3497－1 35.581009 139.443383 鶴川中学校地区 地区２ 1993 1381 326 - - - - 1 1 - 1 七国山ファーマーズセンター 産業系施設
54 38 ふるさと農具館 町田市野津田町2288 35.582461 139.444025 鶴川中学校地区 地区２ 1992 1933 385 - - - - 3 1 - 1 ふるさと農具館（Ａ棟） 社会教育系施設
55 2 ふるさと農具館（Ｂ棟） 社会教育系施設
56 3 ふるさと農具館（Ｃ棟） 社会教育系施設
57 39 観光交流センター 町田市小野路町８８８−１ 35.598260 139.438558 鶴川中学校地区 地区２ 不明 475 - - - - 6 1 - 1 観光交流センター（主屋） スポーツ・レクリエーション系施設
58 2 観光交流センター（事務棟） スポーツ・レクリエーション系施設
59 3 観光交流センター（土蔵） スポーツ・レクリエーション系施設
60 4 観光交流センター（製茶場） スポーツ・レクリエーション系施設
61 5 観光交流センター（味噌蔵） スポーツ・レクリエーション系施設
62 6 観光交流センター（長屋門） スポーツ・レクリエーション系施設
63 40 考古資料室 町田市下小山田町4016 35.588912 139.410592 小山田中学校地区 地区１ 1991 2121 482 - - - - 1 1 - 1 考古資料室 社会教育系施設
64 41 本町田遺跡休憩施設 町田市本町田3455 35.567912 139.449042 薬師中学校地区 地区４ 2011 4460 65 - - - - 1 1 - 1 本町田遺跡休憩施設 社会教育系施設
65 42 博物館 町田市本町田3562 35.567351 139.451120 薬師中学校地区 地区４ 1973 4959 1410 5095 86 359 331 1 1 単一 1 博物館 社会教育系施設
66 43 国際版画美術館 町田市原町田4－28－1 35.544031 139.455101 町田第二中学校地区 地区４ 1986 117000 7840 9548 100 481 259 1 1 単一 1 国際版画美術館 社会教育系施設
67 44 金森図書館 町田市金森東3-5-1 35.533462 139.465895 南中学校地区 地区５ 1999 1500 7901 93 49 391 1 1 単一 1 金森図書館 社会教育系施設
68 45 中央図書館 町田市原町田3-2-9 35.540468 139.450323 町田第二中学校地区 地区４ 1990 5262 7234 94 141 276 1 1 単一 1 中央図書館 社会教育系施設
69 46 まちだ市民大学HATS陶芸スタジオ 町田市下小山田町4016 35.589623 139.410384 小山田中学校地区 地区１ 1993 1070 356 - - - - 1 1 - 1 まちだ市民大学ＨＡＴＳ陶芸スタジオ 社会教育系施設
70 47 木曽山崎図書館 町田市山崎町2160 35.568373 139.436721 山崎中学校地区 地区３ 1976 321 - - - - 1 1 - 1 木曽山崎図書館 社会教育系施設
71 48 さるびあ図書館 町田市中町2-13-23 35.551367 139.444132 町田第一中学校地区 地区４ 1972 5363 1318 6656 91 59 300 1 1 単一 1 さるびあ図書館 社会教育系施設
72 49 町田市フォトサロン 町田市野津田町3272 35.579942 139.448817 薬師中学校地区 地区４ 1975 117648 286 - - - - 1 1 - 1 町田市フォトサロン 社会教育系施設
73 50 旧荻野家住宅 町田市野津田町3270 35.577714 139.447514 薬師中学校地区 地区４ 不明 薬師池公園 124 - - - - 1 1 - 1 旧荻野家住宅 社会教育系施設
74 51 旧永井家住宅 町田市野津田町3270 35.577714 139.447514 薬師中学校地区 地区４ 不明 124 - - - - 1 1 - 1 旧永井家住宅 社会教育系施設
75 52 村野常右衛門邸 町田市小野路1256－1 35.599681 139.449663 鶴川中学校地区 地区２ 1998 野津田公園 250 - - - - 1 1 - 1 村野常右衛門邸 社会教育系施設
76 53 鶴川図書館 町田市鶴川6-7-1-101 35.590886 139.470154 鶴川第二中学校地区 地区２ 1979 182 - - - - 1 1 - 1 鶴川図書館 社会教育系施設
77 54 自由民権資料館 町田市野津田町897－1 35.588857 139.453299 鶴川中学校地区 地区２ 1986 2889 911 1639 73 155 41 2 1 単一 1 自由民権資料館 社会教育系施設
78 2 自由民権資料館（増築棟） 社会教育系施設
79 55 町田市市民文学館 町田市原町田4-16-17 35.542572 139.451406 町田第二中学校地区 地区４ 1978 996 2156 9548 100 213 135 2 1 単一 1 町田市市民文学館 社会教育系施設
80 56 町田市保健所 町田市中町２-１３-３ 35.551392 139.443463 町田第一中学校地区 地区４ 1974 2147 1853 6656 91 184 300 3 1 単一 1 町田市保健所 保健・福祉施設
81 2 町田市保健所 保健・福祉施設
82 57 病院建設室 町田市旭町2-2-18 35.556647 139.437335 町田第一中学校地区 地区４ 1974 1114 1267 - - - - 1 1 単一 1 病院建設室 その他
83 58 市民病院 町田市旭町2-15-41 35.557091 139.438702 町田第一中学校地区 地区４ 1999 15484 47629 6656 91 115 328 5 1 単一 1 市民病院（東棟） 医療施設
84 2 市民病院（エネルギーセンター棟） 医療施設
85 3 市民病院（ポンプ室棟） 医療施設
通し
番号
施設
ID 施設名称
1 1 南収集事務所
2 2 教育センター
3 3 学校管理センター
4 4 土木サービスセンター
5 5 水道事務所
6 6 市庁舎
7 7 木曽山崎コミュニティセンター
8
9
10 8 木曽森野コミュニティセンター
11 9 つくし野コミ二ティセンター
12 10 町田市民フォーラム
13 11 成瀬コミュニティセンター
14
15 12 鶴川市民センター
16
17 13 なるせ駅前市民センター
18
19 14 南市民センター
20
21 15 小山市民センター
22
23 16 堺市民センター
24
25
26
27 17 三輪コミュニティセンター
28
29
30 18 忠生市民センター
31
32 19 玉川学園コミュニティセンター
33
34 20 藤の台ホール
35 21 鶴川さるびあ会館
36 22 山崎団地集会所
37 23 さかいがわ会館
38 24 コミュニティセンター忠生
39
40 25 上小山田センター
41 26 生涯学習センター
42 27 町田市文化交流ｾﾝﾀｰ
43 28 町田市民ホール
44 29 鶴川緑の交流館
45 30 忠生市営住宅集会所
46
47 31 本町田市営住宅集会所
48 32 木曽市営住宅集会所
49 33 真光寺市営住宅集会所
50 34 小川農事センター
51 35 忠生市民農園管理棟
52 36 金森市民農園休憩室
53 37 七国山ファーマーズセンター
54 38 ふるさと農具館
55
56
57 39 観光交流センター
58
59
60
61
62
63 40 考古資料室
64 41 本町田遺跡休憩施設
65 42 博物館
66 43 国際版画美術館
67 44 金森図書館
68 45 中央図書館
69 46 まちだ市民大学HATS陶芸スタジオ
70 47 木曽山崎図書館
71 48 さるびあ図書館
72 49 町田市フォトサロン
73 50 旧荻野家住宅
74 51 旧永井家住宅
75 52 村野常右衛門邸
76 53 鶴川図書館
77 54 自由民権資料館
78
79 55 町田市市民文学館
80 56 町田市保健所
81
82 57 病院建設室
83 58 市民病院
84
85
総務省用途（中分類） 竣工年（年）
棟建築面
積（㎡）
棟延床面
積（㎡） 保有者 構造 構造サブ１ 構造サブ２ 階数 地下
最高の
高さ
耐震性
の有無 劣化度
機能
ID 機能名称 運営 都市機能
その他行政系施設 1999 569 市保有 2 あり 53% 1 南収集事務所 民間委託 行政機能
その他教育施設 1968 6910 市保有 あり 63% 1 教育センター 市（直営） 行政機能
庁舎等 1975 8953 市保有 RC S（体育館） 4階、2階（体育館） 19.1ｍ なし 62% 1 学校管理センター 市（直営） 行政機能
庁舎等 1991 819 2126 市保有 RC 3 13 あり 57% 1 土木サービスセンター 市（直営） 行政機能
庁舎等 2000 1028 2021 市保有 S 2 8 あり 49% 1 水道事務所 東京都 行政機能
庁舎等 2012 市保有 S・SRC・RC 10 1 2.560ｍ あり 7% 1 町田市庁舎 市（直営） 行政機能
庁舎等 1982 556 1587 市保有 RC 4 18 あり 48% 1 木曽山崎コミュニティセンター行政機能市（直営） 行政機能
2 ふれあいくぬぎ館 高齢者支援機能
庁舎等 1996 236 518 RC 3 15 あり - 3 木曽山崎コミュニティセンター集会機能 集会機能
集会施設 1988 一棟の一部 1000 市保有 RC 1 あり 55% 1 木曽森野コミュニティセンター 市（直営） 集会機能
集会施設 1982 414 1003 市保有 RC 2 1 11 あり 56% 1 つくし野コミュニティセンター 市（直営） 集会機能
集会施設 1999 4418保有＋テナ SRC 30 あり 34% 1 町田市民フォーラム 市（直営） 集会機能
集会施設 1970 390 1126 市保有 RC 3 11 建て替え 67% 1 成瀬コミュニティセンター 市（直営） 集会機能
集会施設 1987 833 803 RC 一部CB 2 11 あり -
庁舎等 1985 1412 2610 市保有 RC SRC 3 14 あり 50% 1 鶴川市民センター 市（直営） 集会機能
2 鶴川市民センター行政窓口 市（直営） 行政機能
庁舎等 1996 456 2077 市保有 S・RC 4 20 あり 62% 1 なるせ駅前市民センター 市（直営） 集会機能
2 なるせ駅前市民センター行政窓口 市（直営） 行政機能
庁舎等 1987 1104 2110 市保有 RC SRC 屋根一部CB 3 14 あり 38% 1 南市民センター 市（直営） 集会機能
2 南市民センター行政窓口 市（直営） 行政機能
庁舎等 1995 1208 2705 市保有 RC S 2 13 あり 42% 1 小山市民センター 市（直営） 集会機能
2 小山市民センター行政窓口 市（直営） 行政機能
庁舎等 1983 1262 2863 市保有 SRC 3 17 あり 55% 1 堺市民センター 市（直営） 集会機能
2 堺市民センター行政窓口 市（直営） 行政機能
3 堺図書館 教育文化機能
4 ふれあいけやき館 高齢者支援機能
集会施設 2002 798 1488 市保有 RC 2 10 あり 44% 1 三輪コミュニティセンター 市（直営） 集会機能
高齢者福祉施設 2002 - 298 - - - あり - 2 デイサービス三輪 高齢者支援機能
その他 2002 14 14 S 1 2 あり - 3 自転車置場 市（直営） その他
庁舎等 2014 1875 3950 市保有 RC 3 11.5ｍ 建て替え 20% 1 忠生市民センター 市（直営） 集会機能
2 忠生市民センター行政窓口 市（直営） 行政機能
集会施設 1974 144 348 市保有 RC S 2 13 あり 60% 1 玉川学園コミュニティセンター 市（直営） 集会機能
集会施設 1991 167 247 RC S 2 10 あり - 2 玉川学園コミュニティセンター行政窓口市（直営） 行政機能
集会施設 1980 164 164 - W 1 6 なし - 1 藤の台ホール - 集会機能
集会施設 1993 157 313 - S 2 あり - 1 鶴川さるびあ会館 - 集会機能
集会施設 2001 96 95 - S 1 5 あり - 1 山崎団地集会所 - 集会機能
集会施設 2000 258 212 - RC S 1 5 あり - 1 さかいがわ会館 - 集会機能
集会施設 1986 158 270 - RC 3 9 あり - 1 コミュニティセンター忠生 - 集会機能
その他行政系施設 1986 126 RC 3 あり - 2 忠生２丁目防災備蓄倉庫 消防機能
集会施設 1977 258 229 - RC 1 6 あり - 1 上小山田センター - 集会機能
集会施設 2002 2677 市保有 SRC 8 あり 29% 1 生涯学習センター 市（直営） 集会機能
集会施設 2000 7866 市保有 S SRC RC 7 あり 49% 1 町田市文化交流センター 民間委託 集会機能
集会施設 1978 6651 市保有 RC S 2 あり 60% 1 町田市民ホール 民間委託 集会機能
集会施設 2012 1627 5979 市保有 RC・CB 4 2 37-0252 あり 7% 1 鶴川緑の交流館 民間委託 集会機能
集会施設 2000 355 276 市保有 PC 1 1 9 あり 49% 1 忠生市営住宅集会所 民間委託 集会機能
2 デイサービス忠生 高齢者支援機能
集会施設 1998 113 200 - RC 2 10 あり - 1 本町田市営住宅集会所 - 集会機能
集会施設 1993 78 146 - RC 2 9 あり - 1 木曽市営住宅集会所 - 集会機能
集会施設 2004 266 251 - RC 1 4 あり - 1 真光寺市営住宅集会所 - 集会機能
産業系施設 1979 173 - Ｗ あり - 1 小川農事センター - 教育文化機能
産業系施設 1996 32 - S 一部CB 1 あり - 1 忠生市民農園管理棟 - 教育文化機能
産業系施設 1995 30 - W 1 あり - 1 金森市民農園休憩室 - 教育文化機能
産業系施設 1993 233 326 - W 2 8 あり - 1 七国山ファーマーズセンター - 教育文化機能
博物館等 1992 99 - W 1 あり - 1 ふるさと農具館 - 教育文化機能
博物館等 1992 152 W あり -
博物館等 1992 134 W 一部S あり -
レクリエーション施設・観光施設 不明 324 - W 2 #N/A - 1 観光交流センター - 教育文化機能
レクリエーション施設・観光施設 不明 23 W 1 #N/A -
レクリエーション施設・観光施設 不明 87 W 2 #N/A -
レクリエーション施設・観光施設 不明 25 W 1 #N/A -
レクリエーション施設・観光施設 不明 11 W 1 #N/A -
レクリエーション施設・観光施設 不明 6 W 1 #N/A -
博物館等 1991 374 482 - RC 2 あり - 1 考古資料室 - 教育文化機能
博物館等 2011 68 65 - S 1 3 あり - 1 本町田遺跡休憩施設 - 教育文化機能
博物館等 1973 933 1410 市保有 RC 2 1 9.85ｍ あり 70% 1 博物館 市（直営） 教育文化機能
博物館等 1986 2956 7840 市保有 RC S 3 18 あり 59% 1 国際版画美術館 市（直営） 教育文化機能
図書館 1999 1500 テナント RC 2 あり 30% 1 金森図書館 市（直営） 教育文化機能
図書館 1990 5262 市保有 SRC 8 あり 56% 1 中央図書館 市（直営） 教育文化機能
博物館等 1993 193 356 - W 2 8.9ｍ あり - 1 まちだ市民大学ＨＡＴＳ陶芸スタジオ - 教育文化機能
図書館 1976 321 - RC 2 耐震工事 - 1 木曽山崎図書館 - 教育文化機能
図書館 1972 1318 市保有 RC 2 あり 60% 1 さるびあ図書館 市（直営） 教育文化機能
博物館等 1975 286 - RC S 2 あり - 1 町田市フォトサロン - 教育文化機能
博物館等 不明 125 - あり - 1 旧荻野家住宅 - 教育文化機能
博物館等 不明 124 - あり - 1 旧永井家住宅 - 教育文化機能
博物館等 1998 250 - あり - 1 村野常右衛門邸 - 教育文化機能
図書館 1979 182 - RC URで対応 - 1 鶴川図書館 - 教育文化機能
博物館等 1986 185 151 市保有 RC 1 7 あり 61% 1 自由民権資料館 市（直営） 教育文化機能
博物館等 1996 435 760 RC 2 16 あり -
図書館 1978 576 2156 市保有 RC 3 あり 73% 1 町田市市民文学館 市（直営） 教育文化機能
保健施設 1974 670 1426 市保有 RC 3 1 12 あり 66% 1 町田市保健所 市（直営） 医療保健機能
保健施設 1997 195 376 CB 2 8 あり -
その他 1974 1267 市保有 ＲＣ 3 1 あり 87% 1 病院建設室 企業（病院が運 その他
医療施設 1999 2084 16575 公営企業 SRC 一部RC 9 1 38 あり 31% 1 市民病院 公営企業 医療保健機能
医療施設 1999 524 1211 RC 2 1 16 あり -
医療施設 1999 8 8 RC 1 あり -
棟情報
通し
番号
施設
ID 施設名称
1 1 南収集事務所
2 2 教育センター
3 3 学校管理センター
4 4 土木サービスセンター
5 5 水道事務所
6 6 市庁舎
7 7 木曽山崎コミュニティセンター
8
9
10 8 木曽森野コミュニティセンター
11 9 つくし野コミ二ティセンター
12 10 町田市民フォーラム
13 11 成瀬コミュニティセンター
14
15 12 鶴川市民センター
16
17 13 なるせ駅前市民センター
18
19 14 南市民センター
20
21 15 小山市民センター
22
23 16 堺市民センター
24
25
26
27 17 三輪コミュニティセンター
28
29
30 18 忠生市民センター
31
32 19 玉川学園コミュニティセンター
33
34 20 藤の台ホール
35 21 鶴川さるびあ会館
36 22 山崎団地集会所
37 23 さかいがわ会館
38 24 コミュニティセンター忠生
39
40 25 上小山田センター
41 26 生涯学習センター
42 27 町田市文化交流ｾﾝﾀｰ
43 28 町田市民ホール
44 29 鶴川緑の交流館
45 30 忠生市営住宅集会所
46
47 31 本町田市営住宅集会所
48 32 木曽市営住宅集会所
49 33 真光寺市営住宅集会所
50 34 小川農事センター
51 35 忠生市民農園管理棟
52 36 金森市民農園休憩室
53 37 七国山ファーマーズセンター
54 38 ふるさと農具館
55
56
57 39 観光交流センター
58
59
60
61
62
63 40 考古資料室
64 41 本町田遺跡休憩施設
65 42 博物館
66 43 国際版画美術館
67 44 金森図書館
68 45 中央図書館
69 46 まちだ市民大学HATS陶芸スタジオ
70 47 木曽山崎図書館
71 48 さるびあ図書館
72 49 町田市フォトサロン
73 50 旧荻野家住宅
74 51 旧永井家住宅
75 52 村野常右衛門邸
76 53 鶴川図書館
77 54 自由民権資料館
78
79 55 町田市市民文学館
80 56 町田市保健所
81
82 57 病院建設室
83 58 市民病院
84
85
機能の総務省用途（大分類） コスト用途 機能延床面積 利用者数
利用料金
収入 人件費 物件費
維持補修
費 扶助費 補助費等 繰出金
減価償却
費
不納欠損
引当金繰
入額
賞与引当
金繰入額
退職手当
引当金繰
入額
その他 委託料 施設運営費用
行政系施設 庁舎等 569 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5190473 5190473
学校教育系施設 庁舎等 6910 0 0 ######### 39450031 1465674 0 3611300 0 19216198 0 3700932 0 0 197651013
行政系施設 庁舎等 8953 0 0 0 0 0 0 0 0 23045617 0 0 0 0 0
行政系施設 庁舎等 2126 0 0 0 0 0 0 0 0 13078095 0 0 0 0 0
行政系施設 庁舎等 2021 0 0 0 0 0 0 0 0 9170368 0 0 0 0 4167556 4167556
行政系施設 庁舎等 41510 0 0 0 0 0 0 0 0 ######### 0 0 0 0 0
行政系施設 行政機能付集会施設 943.86 1 5344600 19151000 28892000 1671000 0 0 0 15405000 0 598000 6127000 0 54768000
保健・福祉施設 高齢者福祉施設 643 56676 13039000 5103000 0 0 319000 0 0 0 0 0 0 18461000
市民文化系施設 - 518 0
市民文化系施設 集会施設 1000 1 3814500 8468000 12878000 542000 0 0 0 0 0 180000 0 0 21526000
市民文化系施設 集会施設 1003 1 3614900 8468000 13047000 1165000 0 0 0 2709000 0 180000 0 0 21695000
市民文化系施設 集会施設 4418 1 8423400 14384000 ######### 6642000 0 36636000 0 49188000 0 354000 0 0 159525000
市民文化系施設 集会施設 1929 1 3453500 9376000 19511000 36000 0 0 0 9869000 0 180000 0 0 29067000
行政系施設 行政機能付集会施設 2610 1 5668400 ######### 30787000 2868000 0 0 0 13260000 0 4262000 0 0 143567000
行政系施設 - 0 0
行政系施設 行政機能付集会施設 2077 1 3726200 82124000 21792000 28504000 0 0 0 18216000 0 2845000 12902000 0 119663000
行政系施設 - 0 0
行政系施設 行政機能付集会施設 2110 1 4711500 61253000 25269000 1544000 0 0 0 12960000 0 1930000 21650000 0 110102000
行政系施設 - 0 0
行政系施設 行政機能付集会施設 2705 1 4667200 57910000 24912000 1806000 0 0 0 31105000 0 2077000 10856000 0 95755000
行政系施設 - 0 0
行政系施設 行政機能付集会施設 2074 0 3383500 58741000 39148000 5112000 0 0 0 16032000 0 2183000 4197000 0 104269000
行政系施設 - 0 0
社会教育系施設 図書館 430 57139000 6395000 0 0 0 0 0 0 1357000 2344000 0 67235000
保健・福祉施設 高齢者福祉施設 359 13007000 4542000 0 0 244000 0 0 0 0 0 0 17793000
市民文化系施設 集会施設 1488 1 2908500 9531000 15910000 344000 0 0 0 6191000 0 180000 0 0 25621000
保健・福祉施設 高齢者福祉施設 298 6324 0 0
その他 その他 14 0
行政系施設 行政機能付集会施設 1443 1 3166600 72611000 21710000 410000 0 0 0 6018000 0 2873000 18878000 0 116072000
行政系施設 - 0 0
市民文化系施設 行政機能付集会施設 595 1 2534300 16900000 11348000 298000 0 0 0 4657000 0 588000 8994000 0 37830000
行政系施設 - 0 0
市民文化系施設 集会施設 164 0
市民文化系施設 集会施設 313 0
市民文化系施設 集会施設 95 0
市民文化系施設 集会施設 212 0
市民文化系施設 集会施設 270 0
行政系施設 その他行政系施設 126 0
市民文化系施設 集会施設 229 0
市民文化系施設 集会施設 2677 176570 11381100 85223000 38281000 6778000 0 57960000 0 16688000 0 1495000 0 0 182959000
市民文化系施設 集会施設 7866 0 0 2535414 17432990 11153296 0 0 0 11949559 0 108951 0 0 20077355
市民文化系施設 集会施設 6651 249513 122868235 6771000 ######### 4256000 0 0 0 24600000 0 286000 2950000 0 158849000
市民文化系施設 集会施設 5954 31739 17932400 30091615 ######### 28714140 0 2284331 0 0 0 1270588 9199351 0 221849128
市民文化系施設 集会施設 276 0 0 425127 779781 734088 0 4183 0 2884920 0 18836 132538 0 1360465
保健・福祉施設 高齢者福祉施設 335 6723 0 0
市民文化系施設 集会施設 200 0 0 138885 254748 287080 0 1367 0 1313094 0 6153 43299 0 444453
市民文化系施設 集会施設 146 0 0 101174 185577 185184 0 996 0 1219727 0 4483 31542 0 323772
市民文化系施設 集会施設 251 0 0 174616 320286 236975 0 1718 0 1445729 0 7737 54438 0 558796
産業系施設 産業系施設 173 0
産業系施設 産業系施設 32 0
産業系施設 産業系施設 30 0
産業系施設 産業系施設 326 0
社会教育系施設 博物館等 385 0
スポーツ・レクリエーション系施設 産業系施設 475 0
社会教育系施設 博物館等 482 0
社会教育系施設 博物館等 65 0
社会教育系施設 博物館等 1410 9171 1434250 51015000 78621000 943000 0 645000 0 3050000 0 1735000 0 0 132016000
社会教育系施設 博物館等 7840 184707 40568535 ######### ######### 21754000 0 7243000 0 38547000 0 4828000 4037000 0 288399000
社会教育系施設 図書館 1500 0 0 69991000 23841000 13704000 0 0 0 0 0 1367000 2577000 0 97776000
社会教育系施設 図書館 5262 498700 0 ######### ######### 10758107 0 59422778 0 25464900 0 10494224 28117923 0 570946375
社会教育系施設 博物館等 356 0
社会教育系施設 図書館 321 0
社会教育系施設 図書館 1318 0 0 91046000 20591000 1097000 0 0 0 1887000 0 2171000 0 0 113808000
社会教育系施設 博物館等 286 0
社会教育系施設 博物館等 124 0
社会教育系施設 博物館等 124 0
社会教育系施設 博物館等 250 0
社会教育系施設 図書館 182 0
社会教育系施設 博物館等 911 5665 0 32964178 38459657 973665 0 928000 0 7390548 0 632233 0 0 72984068
社会教育系施設 図書館 2156 64773 2429000 47834000 40454000 1138000 0 2720000 0 13423000 0 1615000 0 0 92623000
保健・福祉施設 医療保健施設 1853 113203 0 4768629 21543250 1697850 0 162320 0 7375855 0 203198 2985757 0 29663154
その他 その他 1267 0
医療施設 医療保健施設 47629 456354 10688284 6057215 4656358 69373 0 0 0 1325040 (2989) 173042 269043 269043 11421712
機能情報
施設情報
通し
番号
施設
ID 施設名称 住所 lat long 中学校区 地区
施設竣工年
（代表棟） 敷地面積
施設延床
面積
施設周辺
人口密度
施設周辺
人口増減
バス停
到達距離
駅
到達距離 棟数
機能
数 用途形態
棟
ID 棟名称 総務省用途（大分類）
86 4 市民病院（南棟） 医療施設
87 5 市民病院（マニホールド棟） 医療施設
88 59 小山中央小学校 町田市小山ヶ丘3-7-1 35.602093 139.373273 小山中学校地区 地区１ 2010 30763 10448 6208 106 249 249 1 1 単一 1 小山中央小学校 学校教育系施設
89 60 小山ヶ丘小学校 町田市小山ヶ丘5-37 35.605159 139.354774 堺中学校地区 地区１ 2005 16404 9447 7720 103 105 254 1 1 単一 1 小山ヶ丘小学校 学校教育系施設
90 61 小山小学校 町田市小山町944 35.591978 139.377584 小山中学校地区 地区１ 1976 20716 7267 6208 106 460 0 1 1 単一 1 小山小学校 学校教育系施設
91 62 七国山小学校 町田市山崎町1314-2 35.576456 139.435288 山崎中学校地区 地区３ 1979 22772 6926 5322 73 41 311 1 1 単一 1 七国山小学校 学校教育系施設
92 63 小山田南小学校 町田市小山田桜台2-7 35.589095 139.400626 小山田中学校地区 地区１ 1984 17833 7701 5256 98 168 6 1 1 単一 1 小山田南小学校 学校教育系施設
93 64 山崎小学校 町田市忠生2-15-26 35.575958 139.425250 忠生中学校地区 地区３ 1980 16299 6109 3627 96 253 293 1 1 単一 1 山崎小学校 学校教育系施設
94 65 忠生第三小学校 町田市木曽東3-11-3 35.563357 139.425339 木曽中学校地区 地区３ 1974 13138 6357 9318 101 354 166 1 1 単一 1 忠生第三小学校 学校教育系施設
95 66 小山田小学校 町田市上小山田町614 35.597405 139.405773 小山田中学校地区 地区１ 1980 18617 5796 5287 94 140 65 1 1 単一 1 小山田小学校 学校教育系施設
96 67 三輪小学校 町田市三輪町330-1 35.577970 139.496386 鶴川第二中学校地区 地区２ 1982 13812 5751 1108 71 415 125 1 1 単一 1 三輪小学校 学校教育系施設
97 68 大蔵小学校 町田市大蔵町286 35.586726 139.468107 鶴川中学校地区 地区２ 1980 19223 7272 4733 96 360 43 1 1 単一 1 大蔵小学校 学校教育系施設
98 69 金井小学校 町田市金井町2612-183 35.570246 139.458279 金井中学校地区 地区２ 1978 16072 6140 5095 86 247 354 1 1 単一 1 金井小学校 学校教育系施設
99 70 図師小学校 町田市図師町239-19 35.584154 139.416783 忠生中学校地区 地区３ 2009 20542 9038 3919 103 449 289 1 1 単一 1 図師小学校 学校教育系施設
100 71 鶴川第三小学校 町田市鶴川6-5 35.590473 139.473382 鶴川第二中学校地区 地区２ 1967 19828 7821 6095 98 205 52 1 1 単一 1 鶴川第三小学校 学校教育系施設
101 72 鶴川第二小学校 町田市能ヶ谷七丁目24番1号 35.591874 139.481640 鶴川第二中学校地区 地区２ 1973 21571 7220 3785 100 29 80 1 1 単一 1 鶴川第二小学校 学校教育系施設
102 73 鶴川第一小学校 町田市野津田町1290 35.590955 139.457052 鶴川中学校地区 地区２ 1966 19362 5366 4733 96 311 41 1 1 単一 1 鶴川第一小学校 学校教育系施設
103 74 南つくし野小学校 町田市南つくし野2-4-8 35.515982 139.475504 つくし野中学校地区 地区５ 1980 14653 7155 5338 103 279 260 1 1 単一 1 南つくし野小学校 学校教育系施設
104 75 南成瀬小学校 町田市南成瀬3-6 35.539966 139.470431 南成瀬中学校地区 地区５ 1980 16228 6932 6441 86 423 151 1 1 単一 1 南成瀬小学校 学校教育系施設
105 76 成瀬中央小学校 町田市成瀬2-8 35.547002 139.476275 成瀬台中学校地区 地区５ 1979 16509 5770 8387 96 388 226 1 複合 1 成瀬中央小学校 学校教育系施設
106 2 成瀬中央あおぞら学童保育クラブ 子育て支援施設
107 77 高ヶ坂小学校 町田市高ヶ坂729 35.541443 139.462534 町田第二中学校地区 地区４ 1978 18639 5287 7234 94 179 136 1 1 単一 1 高ヶ坂小学校 学校教育系施設
108 78 鶴間小学校 町田市鶴間1083 35.505334 139.469196 つくし野中学校地区 地区５ 1977 19916 6011 5338 103 799 157 1 1 単一 1 鶴間小学校 学校教育系施設
109 79 南第四小学校 町田市金森東3-21-1 35.532959 139.466414 南中学校地区 地区５ 1967 15825 6332 4791 100 136 391 1 1 単一 1 南第四小学校 学校教育系施設
110 80 南第三小学校 町田市金森東1-2-1 35.536768 139.457603 南中学校地区 地区５ 1971 11063 5783 7234 94 192 131 1 1 単一 1 南第三小学校 学校教育系施設
111 81 南第二小学校 町田市成瀬4797 35.539267 139.477975 成瀬台中学校地区 地区５ 1978 16500 6775 6441 86 470 154 1 1 単一 1 南第二小学校 学校教育系施設
112 82 南第一小学校 町田市鶴間187 35.521792 139.467776 南中学校地区 地区５ 1966 13650 6653 5975 100 249 148 1 1 単一 1 南第一小学校 学校教育系施設
113 83 本町田小学校 町田市本町田2032 35.563365 139.436824 町田第三中学校地区 地区３ 1978 17509 6577 6792 86 113 296 1 1 単一 1 本町田小学校 学校教育系施設
114 84 本町田東小学校 町田市本町田3350 35.569779 139.444059 薬師中学校地区 地区４ 1970 16771 6459 5843 78 112 359 1 1 単一 1 本町田東小学校 学校教育系施設
115 85 南大谷小学校 町田市南大谷811-1 35.551795 139.463528 南大谷中学校地区 地区４ 1973 14099 6083 5960 86 192 307 1 1 単一 1 南大谷小学校 学校教育系施設
116 86 町田第六小学校 町田市南大谷1260 35.549359 139.460308 町田第二中学校地区 地区４ 1965 15702 6365 8686 97 415 303 1 1 単一 1 町田第六小学校 学校教育系施設
117 87 町田第五小学校 町田市玉川学園4-14-7 35.564791 139.456733 南大谷中学校地区 地区４ 1967 12426 6041 6255 93 0 348 1 1 単一 1 町田第五小学校 学校教育系施設
118 88 町田第四小学校 町田市森野2-21-28 35.549903 139.438249 町田第一中学校地区 地区４ 1971 15677 6266 9548 100 57 223 1 1 単一 1 町田第四小学校 学校教育系施設
119 89 町田第一小学校 町田市中町1-20-30 35.548331 139.445821 町田第一中学校地区 地区４ 1969 12570 6295 9548 100 133 336 1 1 単一 1 町田第一小学校 学校教育系施設
120 90 大戸小学校 町田市相原町3765-3 35.609498 139.303226 武蔵岡中学校地区 地区１ 1983 26738 6229 569 72 381 107 2 1 単一 1 大戸小学校 学校教育系施設
121 91 相原小学校 町田市相原町1673 35.606787 139.323560 堺中学校地区 地区１ 1969 13367 6908 5287 97 229 118 2 2 複合 1 相原小学校 学校教育系施設
123 92 木曽境川小学校 町田市木曽西1-9-1 35.565363 139.415192 木曽中学校地区 地区３ 1977 16780 6407 9318 101 549 170 2 2 複合 1 木曽境川小学校 学校教育系施設
124 2 木曽境川学童保育クラブ 子育て支援施設
125 93 忠生小学校 町田市忠生3-10-2 35.579191 139.417320 忠生中学校地区 地区３ 1967 14228 7508 6654 97 216 291 2 2 複合 1 忠生小学校 学校教育系施設
126 2 なかよし学童保育クラブ 子育て支援施設
127 94 成瀬台小学校 町田市成瀬台2-5-2 35.550485 139.477705 成瀬台中学校地区 地区５ 1975 16513 7281 5861 96 83 226 2 2 複合 1 成瀬台小学校 学校教育系施設
128 2 すまいる学童保育クラブ 子育て支援施設
129 95 小川小学校 町田市小川3-10-1 35.527047 139.470953 つくし野中学校地区 地区５ 1975 16076 6530 4791 100 192 271 2 2 複合 1 小川小学校 学校教育系施設
130 2 小川小わんぱく学童保育クラブ 子育て支援施設
131 96 つくし野小学校 町田市つくし野2-21-11 35.525731 139.481945 つくし野中学校地区 地区５ 1971 15197 4930 7901 93 193 273 2 2 複合 1 つくし野小学校 学校教育系施設
132 2 つくし野デイサービスセンター 保健・福祉施設
133 97 鶴川第四小学校 町田市鶴川3-22 35.593244 139.462926 真光寺中学校地区 地区２ 1971 19829 7449 4457 114 107 50 2 2 複合 1 鶴川第四小学校 学校教育系施設
134 2 デイサービス鶴川 保健・福祉施設
135 98 藤の台小学校 町田市金井町3040-15 35.572768 139.451814 薬師中学校地区 地区４ 1973 13322 6653 5095 86 203 312 2 2 複合 1 藤の台小学校 学校教育系施設
136 2 藤の台ポケット組学童保育クラブ 子育て支援施設
137 99 町田第三小学校 町田市本町田1212 35.564174 139.446048 町田第一中学校地区 地区４ 1966 13892 5926 7016 95 238 329 2 2 複合 1 町田第三小学校 学校教育系施設
138 2 竹ん子学童保育クラブ 子育て支援施設
139 100 町田第二小学校 町田市原町田4-26-40 35.545676 139.453553 町田第二中学校地区 地区４ 1965 9923 5072 9548 100 310 135 2 1 単一 1 町田第二小学校 学校教育系施設
140 101 小山中学校 町田市小山ヶ丘１－２－４ 35.595255 139.385958 小山中学校地区 地区１ 2012 11364 3051 101 277 23 1 1 単一 1 小山中学校 学校教育系施設
141 102 武蔵岡中学校 町田市相原町3865 35.609481 139.304534 武蔵岡中学校地区 地区１ 1983 29574 4885 569 72 442 107 1 2 複合 1 武蔵岡中学校 学校教育系施設
142 2 大戸のびっ子クラブ 子育て支援施設
143 103 堺中学校 町田市相原町752 35.604612 139.336718 堺中学校地区 地区１ 1964 14773 6783 5984 95 360 242 1 1 単一 1 堺中学校 学校教育系施設
144 104 小山田中学校 町田市小山田桜台1-12 35.587573 139.404306 小山田中学校地区 地区１ 1984 21274 7346 5256 98 301 15 1 1 単一 1 小山田中学校 学校教育系施設
145 105 木曽中学校 町田市木曽西2-4-9 35.568672 139.413287 木曽中学校地区 地区３ 1983 21599 7486 3627 96 369 169 1 1 単一 1 木曽中学校 学校教育系施設
146 106 山崎中学校 町田市山崎町1445 35.577655 139.432366 山崎中学校地区 地区３ 1979 22042 7978 3627 96 150 295 1 1 単一 1 山崎中学校 学校教育系施設
147 107 忠生中学校 町田市忠生3-14-1 35.577580 139.415634 忠生中学校地区 地区３ 1973 22021 10183 6654 97 199 160 1 1 単一 1 忠生中学校 学校教育系施設
148 108 真光寺中学校 町田市真光寺3-8-1 35.597624 139.464632 真光寺中学校地区 地区２ 1980 17940 7274 4457 114 317 53 1 1 単一 1 真光寺中学校 学校教育系施設
149 109 薬師中学校 町田市金井1-20-1 35.575934 139.449097 薬師中学校地区 地区４ 1971 20048 7332 4781 81 396 362 1 1 単一 1 薬師中学校 学校教育系施設
150 110 鶴川第二中学校 町田市鶴川6-4 35.589901 139.475073 鶴川第二中学校地区 地区２ 1973 16520 8408 6095 98 329 52 1 1 単一 1 鶴川第二中学校 学校教育系施設
151 111 鶴川中学校 町田市小野路町1905-1 35.593676 139.453782 鶴川中学校地区 地区２ 2001 19656 12259 1322 97 500 86 1 1 単一 1 鶴川中学校 学校教育系施設
152 112 南成瀬中学校 町田市南成瀬7-7-1 35.533846 139.481920 南成瀬中学校地区 地区５ 1982 19962 7764 3512 82 458 155 1 1 単一 1 南成瀬中学校 学校教育系施設
153 113 成瀬台中学校 町田市成瀬台2-5-1 35.550590 139.477072 成瀬台中学校地区 地区５ 1979 16502 9366 5861 96 302 208 1 1 単一 1 成瀬台中学校 学校教育系施設
154 114 つくし野中学校 町田市南つくし野2-14-2 35.518615 139.477117 つくし野中学校地区 地区５ 1975 16527 8809 5975 100 183 261 1 1 単一 1 つくし野中学校 学校教育系施設
155 115 町田第二中学校 町田市南大谷1327 35.549596 139.455447 町田第二中学校地区 地区４ 1972 17684 7696 8686 97 396 199 1 1 単一 1 町田第二中学校 学校教育系施設
156 116 南中学校 町田市金森1200 35.527078 139.462253 南中学校地区 地区５ 1968 24928 9117 5975 100 181 149 1 1 単一 1 南中学校 学校教育系施設
157 117 南大谷中学校 町田市南大谷985-1 35.550579 139.463661 南大谷中学校地区 地区４ 1975 19026 7371 8686 97 320 307 1 1 単一 1 南大谷中学校 学校教育系施設
158 118 町田第三中学校 町田市本町田1853 35.561510 139.432083 町田第三中学校地区 地区３ 1968 14196 6250 9318 101 285 297 1 1 単一 1 町田第三中学校 学校教育系施設
159 119 町田第一中学校 町田市中町1-27-5 35.551056 139.445932 町田第一中学校地区 地区４ 1962 15113 9484 6656 91 141 300 1 1 単一 1 町田第一中学校 学校教育系施設
160 120 金井中学校 町田市金井6-15-1 35.576410 139.462450 金井中学校地区 地区２ 1984 20323 6433 5419 79 530 310 1 1 単一 1 金井中学校 学校教育系施設
161 121 真光寺市営住宅3号棟 町田市真光寺2－18－1 35.600769 139.471578 真光寺中学校地区 地区２ 2004 2888 2545 92 524 94 1 1 単一 1 真光寺市営住宅３号棟 公営住宅
162 122 真光寺市営住宅2号棟 町田市真光寺2－18－1 35.601419 139.471648 真光寺中学校地区 地区２ 2004 2157 2545 92 1377 94 1 1 単一 1 真光寺市営住宅２号棟 公営住宅
163 123 真光寺市営住宅1号棟 町田市真光寺2－18－1 35.602368 139.470532 真光寺中学校地区 地区２ 2004 2157 2545 92 502 94 1 1 単一 1 真光寺市営住宅１号棟 公営住宅
164 124 忠生市営住宅共同物置棟 町田市忠生1－19－1 35.574707 139.421464 忠生中学校地区 地区３ 2000 157 60 - - - - 1 1 - 1 忠生市営住宅共同物置棟 公営住宅
165 125 森野市営住宅3号棟 町田市森野5－573－1 35.551440 139.433852 町田第一中学校地区 地区４ 1991 5864.25(他 1509 9548 100 218 198 1 1 単一 1 森野市営住宅３号棟 公営住宅
166 126 忠生市営住宅3号棟 町田市忠生1－19－1 35.574722 139.421475 忠生中学校地区 地区３ 2000 5528.659（ 3544 6095 91 151 284 1 1 単一 1 忠生市営住宅３号棟 公営住宅
167 127 忠生市営住宅2号棟 町田市忠生1－26－3 35.575078 139.420685 忠生中学校地区 地区３ 2000 3277.075（ 3159 6095 91 242 172 1 1 単一 1 忠生市営住宅２号棟 公営住宅
168 128 忠生市営住宅1号棟 町田市忠生1－26－3 35.575026 139.419956 忠生中学校地区 地区３ 2000 4016.01（1 3043 6095 91 174 172 1 1 単一 1 忠生市営住宅１号棟 公営住宅
169 129 木曽市営住宅4号棟 町田市木曽東1-38-5 35.559144 139.425789 町田第三中学校地区 地区３ 1991 1349 1146 9318 101 160 189 1 1 単一 1 木曽市営住宅４号棟 公営住宅
170 130 木曽市営住宅3号棟 町田市木曽東3-2-3 35.559947 139.425776 町田第三中学校地区 地区３ 1993 3210.25（他 1084 9318 101 229 189 1 1 単一 1 木曽市営住宅３号棟 公営住宅
171 131 本町田市営住宅 町田市本町田816-2 35.560118 139.447707 町田第一中学校地区 地区４ 1998 1900.22（他 1858 7016 95 83 308 1 1 単一 1 本町田市営住宅 公営住宅
通し
番号
施設
ID 施設名称
86
87
88 59 小山中央小学校
89 60 小山ヶ丘小学校
90 61 小山小学校
91 62 七国山小学校
92 63 小山田南小学校
93 64 山崎小学校
94 65 忠生第三小学校
95 66 小山田小学校
96 67 三輪小学校
97 68 大蔵小学校
98 69 金井小学校
99 70 図師小学校
100 71 鶴川第三小学校
101 72 鶴川第二小学校
102 73 鶴川第一小学校
103 74 南つくし野小学校
104 75 南成瀬小学校
105 76 成瀬中央小学校
106
107 77 高ヶ坂小学校
108 78 鶴間小学校
109 79 南第四小学校
110 80 南第三小学校
111 81 南第二小学校
112 82 南第一小学校
113 83 本町田小学校
114 84 本町田東小学校
115 85 南大谷小学校
116 86 町田第六小学校
117 87 町田第五小学校
118 88 町田第四小学校
119 89 町田第一小学校
120 90 大戸小学校
121 91 相原小学校
123 92 木曽境川小学校
124
125 93 忠生小学校
126
127 94 成瀬台小学校
128
129 95 小川小学校
130
131 96 つくし野小学校
132
133 97 鶴川第四小学校
134
135 98 藤の台小学校
136
137 99 町田第三小学校
138
139 100 町田第二小学校
140 101 小山中学校
141 102 武蔵岡中学校
142
143 103 堺中学校
144 104 小山田中学校
145 105 木曽中学校
146 106 山崎中学校
147 107 忠生中学校
148 108 真光寺中学校
149 109 薬師中学校
150 110 鶴川第二中学校
151 111 鶴川中学校
152 112 南成瀬中学校
153 113 成瀬台中学校
154 114 つくし野中学校
155 115 町田第二中学校
156 116 南中学校
157 117 南大谷中学校
158 118 町田第三中学校
159 119 町田第一中学校
160 120 金井中学校
161 121 真光寺市営住宅3号棟
162 122 真光寺市営住宅2号棟
163 123 真光寺市営住宅1号棟
164 124 忠生市営住宅共同物置棟
165 125 森野市営住宅3号棟
166 126 忠生市営住宅3号棟
167 127 忠生市営住宅2号棟
168 128 忠生市営住宅1号棟
169 129 木曽市営住宅4号棟
170 130 木曽市営住宅3号棟
171 131 本町田市営住宅
総務省用途（中分類） 竣工年（年）
棟建築面
積（㎡）
棟延床面
積（㎡） 保有者 構造 構造サブ１ 構造サブ２ 階数 地下
最高の
高さ
耐震性
の有無 劣化度
機能
ID 機能名称 運営 都市機能
棟情報
医療施設 2008 3012 25367 RC・SRC・S 10 1 あり -
医療施設 2008 17 17 RC 1 あり -
学校 2010 10448 市保有 RC 3 14.1m あり 12% 1 小山中央小学校 市（直営） 学校教育機能(小学校)
学校 2005 9447 市保有 RC 4 あり 22% 1 小山ヶ丘小学校 市（直営） 学校教育機能(小学校)
学校 1976 7267 市保有 RC CB(体育館） 3 　　　　12.15ｍ あり 49% 1 小山小学校 市（直営） 学校教育機能(小学校)
学校 1979 6926 市保有 RC CB（体育館） 3 12.2ｍ あり 49% 1 七国山小学校 市（直営） 学校教育機能(小学校)
学校 1984 7701 市保有 RC 3 11.6ｍ あり 39% 1 小山田南小学校 市（直営） 学校教育機能(小学校)
学校 1980 6109 市保有 RC CB（体育館） 4 15.25ｍ あり 39% 1 山崎小学校 市（直営） 学校教育機能(小学校)
学校 1974 6357 市保有 RC CB（体育館） 4 14.9ｍ あり 56% 1 忠生第三小学校 市（直営） 学校教育機能(小学校)
学校 1980 5796 市保有 RC 4 11.27ｍ あり 47% 1 小山田小学校 市（直営） 学校教育機能(小学校)
学校 1982 5751 市保有 RC CB（体育館） 3 11.9ｍ あり 58% 1 三輪小学校 市（直営） 学校教育機能(小学校)
学校 1980 7272 市保有 RC CB（体育館） 3 11.9ｍ あり 50% 1 大蔵小学校 市（直営） 学校教育機能(小学校)
学校 1978 6140 市保有 RC CB（体育館） 3 12m あり 42% 1 金井小学校 市（直営） 学校教育機能(小学校)
学校 2009 8204 市保有 RC 3 　　　P.H14.7ｍ あり 13% 1 図師小学校 市（直営） 学校教育機能(小学校)
学校 1967 7821 市保有 RC 4 15.4ｍ あり 55% 1 鶴川第三小学校 市（直営） 学校教育機能(小学校)
学校 1973 7220 市保有 RC CB（体育館） 4 14.82ｍ あり 53% 1 鶴川第二小学校 市（直営） 学校教育機能(小学校)
学校 1966 5366 市保有 RC CB(体育館） 3 11.45ｍ あり 61% 1 鶴川第一小学校 市（直営） 学校教育機能(小学校)
学校 1980 7155 市保有 RC CB（体育館） 3 11.5ｍ あり 40% 1 南つくし野小学校 市（直営） 学校教育機能(小学校)
学校 1980 6932 市保有 RC CB（体育館） 3 12.6ｍ あり 46% 1 南成瀬小学校 市（直営） 学校教育機能(小学校)
学校 1979 5508 市保有 RC CB（体育館） 3 15.65ｍ あり 51% 1 成瀬中央小学校 市（直営） 学校教育機能(小学校)
幼児・児童施設 2011 262 RC ３階(当該施設は　1階15.65ｍ あり - 2 成瀬中央あおぞら学童保育クラブ 子育て支援機能
学校 1978 5287 市保有 RC 3 11.45ｍ あり 45% 1 高ヶ坂小学校 市（直営） 学校教育機能(小学校)
学校 1977 6011 市保有 RC 4 15.7ｍ あり 51% 1 鶴間小学校 市（直営） 学校教育機能(小学校)
学校 1967 6332 市保有 RC 4 14.7ｍ あり 65% 1 南第四小学校 市（直営） 学校教育機能(小学校)
学校 1971 5783 市保有 RC 4 15.2ｍ あり 48% 1 南第三小学校 市（直営） 学校教育機能(小学校)
学校 1978 6775 市保有 RC 3 12ｍ あり 51% 1 南第二小学校 市（直営） 学校教育機能(小学校)
学校 1966 6653 市保有 RC 3 11.4ｍ あり 56% 1 南第一小学校 市（直営） 学校教育機能(小学校)
学校 1978 6577 市保有 RC 3 12ｍ あり 63% 1 本町田小学校 市（直営） 学校教育機能(小学校)
学校 1970 6459 市保有 RC 4 14.7ｍ あり 52% 1 本町田東小学校 市（直営） 学校教育機能(小学校)
学校 1973 6083 市保有 RC 4 14.45ｍ あり 55% 1 南大谷小学校 市（直営） 学校教育機能(小学校)
学校 1965 6365 市保有 RC 3 11.29ｍ あり 63% 1 町田第六小学校 市（直営） 学校教育機能(小学校)
学校 1967 6041 市保有 RC 3 11.31ｍ あり 52% 1 町田第五小学校 市（直営） 学校教育機能(小学校)
学校 1971 6266 市保有 RC 4 14.98m あり 53% 1 町田第四小学校 市（直営） 学校教育機能(小学校)
学校 1969 6295 市保有 RC 3階一部4階 15.5m あり 63% 1 町田第一小学校 市（直営） 学校教育機能(小学校)
学校 1983 6229 市保有 RC CB（体育館） 3 　　　　12ｍ　　 あり 52% 1 大戸小学校 市（直営） 学校教育機能(小学校)
学校 1969 6908 市保有 RC CB（体育館） 3 　　　　　11.4ｍ あり 60% 1 相原小学校 市（直営） 学校教育機能(小学校)
学校 1977 市保有 RC CB（体育館） 3 12.15ｍ あり 44% 1 木曽境川小学校 市（直営） 学校教育機能(小学校)
幼児・児童施設 2002 349 429 RC S 2 8 あり - 2 木曽境川学童保育クラブ 子育て支援機能
学校 1967 7305 市保有 RC CB（体育館） 3 14.7ｍ 未記述 55% 1 忠生小学校 市（直営） 学校教育機能(小学校)
幼児・児童施設 2004 203 あり - 2 なかよし学童保育クラブ 子育て支援機能
学校 1975 7153 市保有 RC 4 14.9ｍ あり 57% 1 成瀬台小学校 市（直営） 学校教育機能(小学校)
幼児・児童施設 2002 128 あり - 2 すまいる学童保育クラブ 子育て支援機能
学校 1975 6402 市保有 RC 4 14.42ｍ あり 48% 1 小川小学校 市（直営） 学校教育機能(小学校)
幼児・児童施設 1984 128 あり - 2 小川小わんぱく学童保育クラブ 子育て支援機能
学校 1971 4717 市保有 RC 4 11.71ｍ あり 52% 1 つくし野小学校 市（直営） 学校教育機能(小学校)
高齢者福祉施設 1998 213 あり - 2 つくし野デイサービスセンター 高齢者支援機能
学校 1971 7289 市保有 RC 4 14.83ｍ あり 56% 1 鶴川第四小学校 市（直営） 学校教育機能(小学校)
高齢者福祉施設 1999 160 あり - 2 デイサービス鶴川 高齢者支援機能
学校 1973 6533 市保有 RC 4 14.8ｍ あり 50% 1 藤の台小学校 市（直営） 学校教育機能(小学校)
幼児・児童施設 1993 120 あり - 2 藤の台ポケット組学童保育クラブ 子育て支援機能
学校 1966 5807 市保有 RC 4 14.98m あり 51% 1 町田第三小学校 市（直営） 学校教育機能(小学校)
幼児・児童施設 2000 119 あり - 2 竹ん子学童保育クラブ 子育て支援機能
学校 1965 5072 市保有 RC 3 11.4m あり 60% 1 町田第二小学校 市（直営） 学校教育機能(小学校)
学校 2012 市保有 あり 8% 1 小山中学校 市（直営） 学校教育機能（中学校）
学校 1983 4885 市保有 RC S（体育館） 3階、2階（体育館） 15.0ｍ あり 54% 1 武蔵岡中学校 市（直営） 学校教育機能（中学校）
幼児・児童施設 1993 あり - 2 大戸のびっ子クラブ 子育て支援機能
学校 1964 6783 市保有 RC 4階一部3階 16.45ｍ あり 68% 1 堺中学校 市（直営） 学校教育機能（中学校）
学校 1984 7346 市保有 RC S（体育館） S（校舎） 4階、2階（体育館） 18.4ｍ あり 55% 1 小山田中学校 市（直営） 学校教育機能（中学校）
学校 1983 7486 市保有 RC S（体育館） 4階、2階（体育館） 18.4ｍ あり 55% 1 木曽中学校 市（直営） 学校教育機能（中学校）
学校 1979 7978 市保有 RC S（体育館） 4階一部2階、2階（体18.15ｍ あり 48% 1 山崎中学校 市（直営） 学校教育機能（中学校）
学校 1973 10183 市保有 RC 4階、3階（体育館） 18.08ｍ あり 60% 1 忠生中学校 市（直営） 学校教育機能（中学校）
学校 1980 7274 市保有 RC 4階一部3階（体育館併18.7ｍ あり 47% 1 真光寺中学校 市（直営） 学校教育機能（中学校）
学校 1971 7332 市保有 RC 4階（体育館併設3階）17.7ｍ あり 48% 1 薬師中学校 市（直営） 学校教育機能（中学校）
学校 1973 8408 市保有 RC 4階（体育館併設2階）18.35ｍ あり 56% 1 鶴川第二中学校 市（直営） 学校教育機能（中学校）
学校 2001 12259 市保有 RC 3階一部4階（プール）24.62ｍ あり 31% 1 鶴川中学校 市（直営） 学校教育機能（中学校）
学校 1982 7764 市保有 RC 4階（体育館併設3階）18.6ｍ あり 46% 1 南成瀬中学校 市（直営） 学校教育機能（中学校）
学校 1979 9366 市保有 RC S（体育館） 4階一部2階、体育館2 19.9ｍ あり 40% 1 成瀬台中学校 市（直営） 学校教育機能（中学校）
学校 1975 8809 市保有 RC S（体育館） 4階一部3階、2階（体 18.1ｍ あり 45% 1 つくし野中学校 市（直営） 学校教育機能（中学校）
学校 1972 7696 市保有 RC S（体育館） 4階、2階（体育館） 18.6ｍ あり 65% 1 町田第二中学校 市（直営） 学校教育機能（中学校）
学校 1968 9117 市保有 RC 4階一部3階 19.6ｍ あり 59% 1 南中学校 市（直営） 学校教育機能（中学校）
学校 1975 7371 市保有 RC 4階（体育館併設2階）18.3ｍ あり 52% 1 南大谷中学校 市（直営） 学校教育機能（中学校）
学校 1968 6250 市保有 RC 4階一部3階（体育館併14.74ｍ あり 69% 1 町田第三中学校 市（直営） 学校教育機能（中学校）
学校 1962 9484 市保有 RC （障がい学級） 4階一部3階 18.13ｍ あり 65% 1 町田第一中学校 市（直営） 学校教育機能（中学校）
学校 1984 6433 市保有 RC S（体育館） 4階、2階（体育館） 18.4ｍ あり 42% 1 金井中学校 市（直営） 学校教育機能（中学校）
公営住宅 2004 689 2888 市保有 RC 5 15 あり 35% 1 真光寺市営住宅３号棟 民間委託 居住機能
公営住宅 2004 846 2157 市保有 RC 3 10 あり 35% 1 真光寺市営住宅２号棟 民間委託 居住機能
公営住宅 2004 846 2157 市保有 RC 3 10 あり 35% 1 真光寺市営住宅１号棟 民間委託 居住機能
公営住宅 2000 60 60 - PC 1 4 あり - 1 忠生市営住宅共同物置棟 - その他
公営住宅 1991 1509 市保有 RC 3 あり 70% 1 森野市営住宅３号棟 民間委託 居住機能
公営住宅 2000 683 3544 市保有 PC 7 あり 49% 1 忠生市営住宅３号棟 民間委託 居住機能
公営住宅 2000 866 3157 市保有 PC 5 14 あり 50% 1 忠生市営住宅２号棟 民間委託 居住機能
公営住宅 2000 842 3043 市保有 PC 5 15 あり 50% 1 忠生市営住宅１号棟 民間委託 居住機能
公営住宅 1991 420 1146 市保有 RC 3 10 あり 70% 1 木曽市営住宅４号棟 民間委託 居住機能
公営住宅 1993 383 1084 市保有 RC 3 10 あり 68% 1 木曽市営住宅３号棟 民間委託 居住機能
公営住宅 1998 765 1858 市保有 RC 3 10 あり 56% 1 本町田市営住宅 民間委託 居住機能
通し
番号
施設
ID 施設名称
86
87
88 59 小山中央小学校
89 60 小山ヶ丘小学校
90 61 小山小学校
91 62 七国山小学校
92 63 小山田南小学校
93 64 山崎小学校
94 65 忠生第三小学校
95 66 小山田小学校
96 67 三輪小学校
97 68 大蔵小学校
98 69 金井小学校
99 70 図師小学校
100 71 鶴川第三小学校
101 72 鶴川第二小学校
102 73 鶴川第一小学校
103 74 南つくし野小学校
104 75 南成瀬小学校
105 76 成瀬中央小学校
106
107 77 高ヶ坂小学校
108 78 鶴間小学校
109 79 南第四小学校
110 80 南第三小学校
111 81 南第二小学校
112 82 南第一小学校
113 83 本町田小学校
114 84 本町田東小学校
115 85 南大谷小学校
116 86 町田第六小学校
117 87 町田第五小学校
118 88 町田第四小学校
119 89 町田第一小学校
120 90 大戸小学校
121 91 相原小学校
123 92 木曽境川小学校
124
125 93 忠生小学校
126
127 94 成瀬台小学校
128
129 95 小川小学校
130
131 96 つくし野小学校
132
133 97 鶴川第四小学校
134
135 98 藤の台小学校
136
137 99 町田第三小学校
138
139 100 町田第二小学校
140 101 小山中学校
141 102 武蔵岡中学校
142
143 103 堺中学校
144 104 小山田中学校
145 105 木曽中学校
146 106 山崎中学校
147 107 忠生中学校
148 108 真光寺中学校
149 109 薬師中学校
150 110 鶴川第二中学校
151 111 鶴川中学校
152 112 南成瀬中学校
153 113 成瀬台中学校
154 114 つくし野中学校
155 115 町田第二中学校
156 116 南中学校
157 117 南大谷中学校
158 118 町田第三中学校
159 119 町田第一中学校
160 120 金井中学校
161 121 真光寺市営住宅3号棟
162 122 真光寺市営住宅2号棟
163 123 真光寺市営住宅1号棟
164 124 忠生市営住宅共同物置棟
165 125 森野市営住宅3号棟
166 126 忠生市営住宅3号棟
167 127 忠生市営住宅2号棟
168 128 忠生市営住宅1号棟
169 129 木曽市営住宅4号棟
170 130 木曽市営住宅3号棟
171 131 本町田市営住宅
機能の総務省用途（大分類） コスト用途 機能延床面積 利用者数
利用料金
収入 人件費 物件費
維持補修
費 扶助費 補助費等 繰出金
減価償却
費
不納欠損
引当金繰
入額
賞与引当
金繰入額
退職手当
引当金繰
入額
その他 委託料 施設運営費用
機能情報
学校教育系施設 小学校 10448 0 0 18387985 0 0 0 0 0 52546581 0 0 0 0 18387985
学校教育系施設 小学校 9447 0 0 13079172 0 428820 0 0 0 52832167 0 0 0 0 13079172
学校教育系施設 小学校 7267 0 0 14951772 0 769650 0 0 0 25664977 0 0 0 0 14951772
学校教育系施設 小学校 6926 0 0 3595781 0 22207500 0 0 0 23031004 0 0 0 0 3595781
学校教育系施設 小学校 7701 0 0 12084494 0 549150 0 0 0 31975646 0 0 0 0 12084494
学校教育系施設 小学校 6109 0 0 3653893 0 1124740 0 0 0 23523512 0 0 0 0 3653893
学校教育系施設 小学校 6357 0 0 7066787 0 474600 0 0 0 20574976 0 0 0 0 7066787
学校教育系施設 小学校 5796 0 0 12917343 0 27603870 0 0 0 17052989 0 0 0 0 12917343
学校教育系施設 小学校 5751 0 0 17312725 0 818790 0 0 0 30151668 0 0 0 0 17312725
学校教育系施設 小学校 7272 0 0 12558851 0 2776530 0 0 0 15618572 0 0 0 0 12558851
学校教育系施設 小学校 6140 0 0 12121716 0 2259075 0 0 0 21688893 0 0 0 0 12121716
学校教育系施設 小学校 9038 0 0 15925096 0 598500 0 0 0 47755370 0 0 0 0 15925096
学校教育系施設 小学校 7821 0 0 13047430 0 1353450 0 0 0 26740896 0 0 0 0 13047430
学校教育系施設 小学校 7220 0 0 9327036 0 1563030 0 0 0 15915538 0 0 0 0 9327036
学校教育系施設 小学校 5366 0 0 11957871 0 414750 0 0 0 9647126 0 0 0 0 11957871
学校教育系施設 小学校 7155 0 0 18971200 0 701400 0 0 0 28130027 0 0 0 0 18971200
学校教育系施設 小学校 6932 0 0 19123946 0 399420 0 0 0 25664304 0 0 0 0 19123946
学校教育系施設 小学校 5508 0 0 13601543 0 25756710 0 0 0 7309586 0 0 0 0 13601543
子育て支援施設 幼児・児童施設 262 290 14946058 14946058
学校教育系施設 小学校 5287 0 0 7188224 0 1026480 0 0 0 19445808 0 0 0 0 7188224
学校教育系施設 小学校 6011 0 0 17297046 0 931350 0 0 0 9262779 0 0 0 0 17297046
学校教育系施設 小学校 6332 0 0 11569331 0 1577520 0 0 0 12711469 0 0 0 0 11569331
学校教育系施設 小学校 5783 0 0 14697446 0 909720 0 0 0 35309821 0 0 0 0 14697446
学校教育系施設 小学校 6775 0 0 7131199 0 681240 0 0 0 19036877 0 0 0 0 7131199
学校教育系施設 小学校 6653 0 0 14687276 0 295050 0 0 0 13188230 0 0 0 0 14687276
学校教育系施設 小学校 6577 0 0 12470716 0 114030 0 0 0 24439267 0 0 0 0 12470716
学校教育系施設 小学校 6459 0 0 12463115 0 852600 0 0 0 11395302 0 0 0 0 12463115
学校教育系施設 小学校 6083 0 0 7272477 0 831900 0 0 0 27187376 0 0 0 0 7272477
学校教育系施設 小学校 6365 0 0 12350592 0 935550 0 0 0 15786794 0 0 0 0 12350592
学校教育系施設 小学校 6041 0 0 16839478 0 290850 0 0 0 36049450 0 0 0 0 16839478
学校教育系施設 小学校 6266 0 0 17313714 0 1324680 0 0 0 25517833 0 0 0 0 17313714
学校教育系施設 小学校 6295 0 0 17629295 0 297150 0 0 0 28066799 0 0 0 0 17629295
学校教育系施設 小学校 6229 0 0 9043281 0 1154580 0 0 0 30531618 0 0 0 0 9043281
学校教育系施設 小学校 6908 0 0 17655763 0 490770 0 0 0 22923783 0 0 0 0 17655763
学校教育系施設 小学校 6407 0 0 7238859 0 500955 0 0 0 23849291 0 0 0 0 7238859
子育て支援施設 幼児・児童施設 429 707 25477001 25477001
学校教育系施設 小学校 7305 0 0 17771149 0 556710 0 0 0 23048631 0 0 0 0 17771149
子育て支援施設 幼児・児童施設 203 1157 28382758 28382758
学校教育系施設 小学校 7153 0 0 12348960 0 1675800 0 0 0 27618530 0 0 0 0 12348960
子育て支援施設 幼児・児童施設 128 1093 24894412 24894412
学校教育系施設 小学校 6402 0 0 18105849 0 199500 0 0 0 23275889 0 0 0 0 18105849
子育て支援施設 幼児・児童施設 128 818 19164738 19164738
学校教育系施設 小学校 4717 0 0 11015892 0 359100 0 0 0 15112544 0 0 0 0 11015892
保健・福祉施設 高齢者福祉施設 213 4976 0 0
学校教育系施設 小学校 7289 0 0 16788428 0 982380 0 0 0 10370465 0 0 0 0 16788428
保健・福祉施設 高齢者福祉施設 160 4378 0 0
学校教育系施設 小学校 846 0 0 12568995 0 0 0 0 0 23953171 0 0 0 0 12568995
子育て支援施設 幼児・児童施設 120 614 18946460 18946460
学校教育系施設 小学校 5807 0 0 16891944 0 1478400 0 0 0 7685469 0 0 0 0 16891944
子育て支援施設 幼児・児童施設 119.00 771 19138805 19138805
学校教育系施設 小学校 5072 0 0 12697588 0 0 0 0 0 8941327 0 0 0 0 12697588
学校教育系施設 中学校 11364 0 0 17389722 0 970200 0 0 0 52839351 0 0 0 0 17389722
学校教育系施設 中学校 4642 0 0 12509323 0 830550 0 0 0 21272373 0 0 0 0 12509323
子育て支援施設 幼児・児童施設 243 348 14914574 14914574
学校教育系施設 中学校 6783 0 0 12917548 0 1547910 0 0 0 39462408 0 0 0 0 12917548
学校教育系施設 中学校 7346 0 0 11607269 0 332220 0 0 0 28497723 0 0 0 0 11607269
学校教育系施設 中学校 7486 0 0 7302373 0 2165100 0 0 0 24768219 0 0 0 0 7302373
学校教育系施設 中学校 7978 0 0 18403984 0 1142400 0 0 0 32947003 0 0 0 0 18403984
学校教育系施設 中学校 10183 0 0 18069890 0 2570400 0 0 0 57719792 0 0 0 0 18069890
学校教育系施設 中学校 7274 0 0 17775775 0 890400 0 0 0 21857363 0 0 0 0 17775775
学校教育系施設 中学校 7332 0 0 8966061 0 711900 0 0 0 40243741 0 0 0 0 8966061
学校教育系施設 中学校 8408 0 0 19429403 0 994140 0 0 0 24791457 0 0 0 0 19429403
学校教育系施設 中学校 12259 0 0 16509802 0 1158570 0 0 0 91300652 0 0 0 0 16509802
学校教育系施設 中学校 7764 0 0 16682954 0 0 0 0 0 23506231 0 0 0 0 16682954
学校教育系施設 中学校 9366 0 0 11548970 0 1317750 0 0 0 28490002 0 0 0 0 11548970
学校教育系施設 中学校 8809 0 0 17517362 0 453600 0 0 0 16983156 0 0 0 0 17517362
学校教育系施設 中学校 7696 0 0 12158552 0 835800 0 0 0 24936184 0 0 0 0 12158552
学校教育系施設 中学校 9117 0 0 12655956 0 1418550 0 0 0 61622707 0 0 0 0 12655956
学校教育系施設 中学校 7371 0 0 17756824 0 1514100 0 0 0 21486181 0 0 0 0 17756824
学校教育系施設 中学校 6250 0 0 11596548 0 1110900 0 0 0 18555340 0 0 0 0 11596548
学校教育系施設 中学校 9484 0 0 17322463 0 2803920 0 0 0 47233326 0 0 0 0 17322463
学校教育系施設 中学校 6433 0 0 16218279 0 1257900 0 0 0 22605379 0 0 0 0 16218279
公営住宅 公営住宅 2888 106 21214195 2007074 3681438 2723835 0 19750 0 9248380 0 88925 625727 0 6422914
公営住宅 公営住宅 2157 83 11818874 1499041 2749588 2034375 0 14751 0 6822028 0 66416 467342 0 4797139
公営住宅 公営住宅 2157 87 11154100 1499028 2749563 2034356 0 14750 0 6870318 0 66416 467338 0 4797094
公営住宅 その他 60 0 0 41693 76474 71993 0 410 0 399854 0 1847 12998 0 133422
公営住宅 公営住宅 1509 54 8320275 1048524 1923235 16489088 0 10317 0 4693691 0 46456 326889 0 3355420
公営住宅 公営住宅 3544 106 19868388 2462894 4517517 4252800 0 24235 0 15447910 0 109120 767834 0 7881600
公営住宅 公営住宅 3159 106 14061735 2195268 4026629 3790678 0 21601 0 14154811 0 97263 684399 0 7025161
公営住宅 公営住宅 3043 81 13437559 2114385 3878270 3651012 0 20806 0 15126843 0 93679 659182 0 6766321
公営住宅 公営住宅 1146 41 6372799 796415 1460808 1457714 0 7837 0 5325134 0 35286 248291 0 2548636
公営住宅 公営住宅 1084 29 3890500 753284 1381696 1378769 0 7412 0 4749531 0 33375 234844 0 2410611
公営住宅 公営住宅 1858 51 8362276 1291175 2368314 2741178 0 12705 0 8920422 0 57207 402538 0 4131939
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172 132 森野市営住宅2号棟 町田市森野5－573－1 35.551641 139.434043 町田第一中学校地区 地区４ 1991 5864.25(他 1263 9548 100 207 198 1 1 単一 1 森野市営住宅２号棟 公営住宅
173 133 森野市営住宅1号棟 町田市森野5－573－1 35.551794 139.434239 町田第一中学校地区 地区４ 1991 5864.25(他 1266 9548 100 318 198 1 1 単一 1 森野市営住宅１号棟 公営住宅
174 134 金森市営住宅集会所 町田市金森東3-7-6 35.530626 139.464761 南中学校地区 地区５ 1996 10045.5(他 300 - - - - 1 1 - 1 金森市営住宅集会所 公営住宅
175 135 金森市営住宅5号棟 町田市金森東3-7-5 35.529555 139.464039 南中学校地区 地区５ 1996 10045.5(他 1372 4791 100 133 130 1 1 単一 1 金森市営住宅５号棟 公営住宅
176 136 木曽市営住宅1号棟 町田市木曽東3-2-1 35.560356 139.425852 町田第三中学校地区 地区３ 1993 3210.25（他 397 - - - - 1 1 - 1 木曽市営住宅１号棟 公営住宅
177 137 金森市営住宅4号棟 町田市金森東3-7-4 35.530479 139.464198 南中学校地区 地区５ 1996 10045.5(他 1651 4791 100 269 130 1 1 単一 1 金森市営住宅４号棟 公営住宅
178 138 金森市営住宅3号棟 町田市金森東3-7-3 35.530321 139.464516 南中学校地区 地区５ 1996 10045.5(他 2154 4791 100 206 410 1 1 単一 1 金森市営住宅３号棟 公営住宅
179 139 金森市営住宅2号棟 町田市金森東3-7-2 35.531055 139.464913 南中学校地区 地区５ 1996 10045.5(他 1778 4791 100 294 410 1 1 単一 1 金森市営住宅２号棟 公営住宅
180 140 金森市営住宅1号棟 町田市金森東3-7-1 35.531287 139.464734 南中学校地区 地区５ 1996 10045.5(他 1668 4791 100 379 391 1 1 単一 1 金森市営住宅１号棟 公営住宅
181 141 木曽市営住宅2号棟 町田市木曽東3-2-2 35.560129 139.425732 町田第三中学校地区 地区３ 1993 3210.25（他 898 9318 101 236 189 1 1 単一 1 木曽市営住宅２号棟 公営住宅
182 142 そよかぜ学童保育クラブ 町田市成瀬4797番地 35.539267 139.477975 成瀬台中学校地区 地区５ 2012 502 232 - - - - 1 1 - 1 そよかぜ学童保育クラブ 子育て支援施設
183 143 小山中央学童保育クラブ 町田市小山ヶ丘3-7-1 35.602093 139.373273 小山中学校地区 地区１ 2010 30763 316 - - - - 1 1 - 1 小山中央学童保育クラブ 子育て支援施設
184 144 木曽境川学童保育クラブ 町田市木曽西　1-9-1 35.565363 139.415192 木曽中学校地区 地区３ 2002 191 - - - - 1 1 - 1 木曽境川学童保育クラブ 子育て支援施設
185 145 南大谷学童保育クラブ 町田市南大谷811番地1 35.551795 139.463528 南大谷中学校地区 地区４ 2013 303 245 - - - - 1 1 - 1 南大谷学童保育クラブ 子育て支援施設
186 146 学童21保育クラブ 町田市原町田　4-26-40 35.545676 139.453553 町田第二中学校地区 地区４ 2001 175 - - - - 1 1 - 1 学童２１保育クラブ 子育て支援施設
187 147 つくし野学童保育クラブ 町田市つくし野2-21-11 35.525731 139.481945 つくし野中学校地区 地区５ 2009 399 262 - - - - 1 1 - 1 つくし野学童保育クラブ 子育て支援施設
188 148 小山ヶ丘学童保育クラブ 町田市小山ケ丘5-37 35.605159 139.354774 堺中学校地区 地区１ 2005 661 408 - - - - 1 1 - 1 小山ヶ丘学童保育クラブ 子育て支援施設
189 149 小山学童保育クラブ 町田市小山町944 35.591978 139.377584 小山中学校地区 地区１ 2008 494 226 - - - - 1 1 - 1 小山学童保育クラブ 子育て支援施設
190 150 七国山学童保育クラブ 町田市山崎町1314-2 35.576456 139.435288 山崎中学校地区 地区３ 2004 837 293 - - - - 1 1 - 1 七国山学童保育クラブ 子育て支援施設
191 151 大蔵学童保育クラブ 町田市大蔵町286 35.586726 139.468107 鶴川中学校地区 地区２ 2000 295 - - - - 1 1 - 1 大蔵学童保育クラブ 子育て支援施設
192 152 金井学童保育クラブ 町田市金井町2612-183 35.570246 139.458279 金井中学校地区 地区２ 2008 902 238 - - - - 1 1 - 1 金井学童保育クラブ 子育て支援施設
193 153 鶴川第四学童保育クラブ 町田市鶴川3－228 35.593244 139.462926 真光寺中学校地区 地区２ 2003 899 264 - - - - 1 1 - 1 鶴川第四学童保育クラブ 子育て支援施設
194 154 鶴川学童保育クラブ 町田市鶴川6－5 35.590473 139.473382 鶴川第二中学校地区 地区２ 1992 407 141 - - - - 1 1 - 1 鶴川学童保育クラブ 子育て支援施設
195 155 鶴川第二学童保育クラブ 町田市能ヶ谷七丁目24番2号 35.592235 139.481926 鶴川第二中学校地区 地区２ 2007 943 232 - - - - 1 1 - 1 鶴川第二学童保育クラブ 子育て支援施設
196 156 なんなる学童保育クラブ 町田市南成瀬3－6 35.539966 139.470431 南成瀬中学校地区 地区５ 2003 714 260 - - - - 1 1 - 1 なんなる学童保育クラブ 子育て支援施設
197 157 鶴間ひまわり学童保育クラブ 町田市鶴間1083 35.505334 139.469196 つくし野中学校地区 地区５ 2004 599 179 - - - - 1 1 - 1 鶴間ひまわり学童保育クラブ 子育て支援施設
198 158 どろん子学童保育クラブ 町田市金森東3-22-24 35.533034 139.467206 南中学校地区 地区５ 2005 505 248 - - - - 1 1 - 1 どろん子学童保育クラブ 子育て支援施設
199 159 金森学童保育クラブ 町田市金森東1-443-3 35.530557 139.457231 南中学校地区 地区５ 2014 892 230 - - - - 1 1 - 1 金森学童保育クラブ 子育て支援施設
200 160 藤の台学童保育クラブ 町田市本町田3350 35.569779 139.444059 薬師中学校地区 地区４ 1990 16771 105 - - - - 1 1 - 1 藤の台学童保育クラブ 子育て支援施設
201 161 高ヶ坂学童保育クラブ 町田市南大谷1260 35.549359 139.460308 町田第二中学校地区 地区４ 1993 15757 137 - - - - 1 1 - 1 高ヶ坂学童保育クラブ 子育て支援施設
202 162 森野学童保育クラブ 町田市森野2-21-28 35.549903 139.438249 町田第一中学校地区 地区４ 2002 496 262 - - - - 1 1 - 1 森野学童保育クラブ 子育て支援施設
203 163 中央学童保育ｸﾗﾌﾞ 町田市中町1－20－30 35.548331 139.445821 町田第一中学校地区 地区４ 1999 12570 305 - - - - 1 1 - 1 中央学童保育クラブ 子育て支援施設
204 164 小山田学童保育クラブ 町田市上小山田町字5号610番 35.596594 139.406062 小山田中学校地区 地区１ 2006 580 199 - - - - 1 1 - 1 小山田学童保育クラブ 子育て支援施設
205 165 金森第二学童保育クラブ 町田市金森3-45-1 35.525413 139.462766 南中学校地区 地区５ 1998 200 - - - - 1 1 - 1 金森第二学童保育クラブ 子育て支援施設
206 166 金森学童保育クラブ（旧） 町田市金森7丁目777番地 35.530546 139.457137 南中学校地区 地区５ 1993 196 - - - - 1 1 - 1 金森学童保育クラブ 子育て支援施設
207 167 木曽学童保育クラブ 町田市木曽東3-11-3 35.563357 139.425339 木曽中学校地区 地区３ 2011 485 283 - - - - 1 1 - 1 木曽学童保育クラブ 子育て支援施設
208 168 図師学童保育クラブ 町田市図師町239-1 35.584154 139.416783 忠生中学校地区 地区３ 2008 288 - - - - 2 1 - 1 図師学童保育クラブ 子育て支援施設
209 2 図師学童保育クラブ 子育て支援施設
210 169 南大谷子どもクラブ 町田市南大谷264番地 35.553092 139.458197 南大谷中学校地区 地区４ 1999 352 - - - - 1 - 1 南大谷子どもクラブ 子育て支援施設
211 170 高ヶ坂けやき学童保育クラブ 町田市高ヶ坂729 35.541443 139.462534 町田第二中学校地区 地区４ 2009 1114 237 - - - - 1 - 1 高ヶ坂けやき学童保育クラブ 子育て支援施設
212 171 野津田学童保育クラブ 町田市野津田町1290 35.590955 139.457052 鶴川中学校地区 地区２ 2002 562 190 - - - - 1 - 1 野津田学童保育クラブ 子育て支援施設
213 172 本町田学童保育クラブ 町田市本町田2032 35.563365 139.436824 町田第三中学校地区 地区３ 2003 237 - - - - 1 - 1 本町田学童保育クラブ 子育て支援施設
214 173 南つくし野学童保育クラブ 町田市南つくし野2-17-2 35.517228 139.474986 つくし野中学校地区 地区５ 2006 800 227 - - - - 1 - 1 南つくし野学童保育クラブ 子育て支援施設
215 174 子どもセンターただＯＮ 町田市忠生1-11-1 35.574216 139.422020 忠生中学校地区 地区３ 2013 1699 1564 6095 91 74 284 1 1 単一 1 子どもセンターただＯＮ 子育て支援施設
216 175 子どもセンターばあん 町田市金森1700-9 35.523850 139.467079 南中学校地区 地区５ 1999 916 1339 5975 100 175 142 1 1 単一 1 子どもセンターばあん 子育て支援施設
217 176 子どもセンターぱお 町田市相原町2025-2 35.608306 139.321530 堺中学校地区 地区１ 2009 2203 1179 5287 97 431 118 1 1 単一 1 子どもセンターぱお 子育て支援施設
218 177 子どもセンターつるっこ 町田市大蔵町1913他 35.589825 139.465867 鶴川中学校地区 地区２ 2005 6895 1499 4733 96 170 36 1 1 単一 1 子どもセンターつるっこ 子育て支援施設
219 178 玉川学園ころころ児童館 町田市玉川学園3-35-45　 35.562986 139.459041 南大谷中学校地区 地区４ 2003 5609 729 6255 93 - - 1 1 単一 1 玉川学園ころころ児童館 子育て支援施設
220 2 玉川学園さくらんぼホール 市民文化系施設
221 179 森野3丁目保育園 町田市森野3-11-6 35.553422 139.435752 町田第一中学校地区 地区４ 2003 984 706 6656 91 284 232 1 1 単一 1 子ども家庭支援センター 子育て支援施設
222 180 山崎保育園(新） 町田市山崎1-2261-3 35.568306 139.427988 山崎中学校地区 地区３ 2014 2901 1204 6095 91 244 191 1 1 単一 1 山崎保育園（新） 子育て支援施設
223 181 町田保育園 町田市原町田6－26－15 35.544537 139.447812 町田第二中学校地区 地区４ 1992 806 723 9548 100 121 240 1 1 単一 1 町田保育園 子育て支援施設
224 182 わかば保育園 町田市本町田2591 35.567254 139.440371 町田第三中学校地区 地区３ 1973 2244 404 - - - - 1 1 - 1 わかば保育園 子育て支援施設
225 183 金森保育園 町田市金森東1-12-16 35.535089 139.459828 南中学校地区 地区５ 1999 2396 829 7234 94 130 132 1 1 単一 1 金森保育園 子育て支援施設
226 184 大蔵保育園 町田市大蔵町1984 35.588711 139.467988 鶴川中学校地区 地区２ 2011 1596 1083 4733 96 100 43 1 1 単一 1 大蔵保育園 子育て支援施設
227 185 こうさぎ保育園 町田市相原町792番地 35.604357 139.333743 堺中学校地区 地区１ 1982 1500 694 5287 97 39 242 1 1 単一 1 こうさぎ保育園 子育て支援施設
228 186 山崎保育園(旧） 町田市山崎町2130 35.571239 139.436093 山崎中学校地区 地区３ 1971 2037 385 - - - - 1 1 - 1 山崎保育園（旧） 子育て支援施設
229 187 すみれ会館 町田市中町2-13-14 35.551634 139.444416 町田第一中学校地区 地区４ 1983 2157 3618 6656 91 44 300 1 1 単一 1 すみれ会館 保健・福祉施設
230 188 町田市授産センター 町田市忠生3-6-22 35.577460 139.419097 忠生中学校地区 地区３ 1981 2000 1563 6654 97 106 292 1 1 単一 1 町田市授産センター 保健・福祉施設
231 189 大賀藕絲館 町田市下小山田町3267 35.585004 139.409159 小山田中学校地区 地区１ 1990 2348 1064 3919 103 42 286 1 1 単一 1 大賀藕絲館（本館） 保健・福祉施設
232 2 大賀藕絲館（煮熱小屋） 保健・福祉施設
233 3 大賀藕絲館（ポンプ小屋・倉庫） 保健・福祉施設
234 4 大賀藕絲館（倉庫） 保健・福祉施設
235 190 こころみ農園 町田市山崎町996 35.579844 139.441806 山崎中学校地区 地区３ 1988 1670 320 - - - - 1 1 - 1 こころみ農園 保健・福祉施設
236 191 町田ゆめ工房 町田市相原町2983-157 35.607948 139.313231 武蔵岡中学校地区 地区１ 1994 814 438 - - - - 1 1 - 1 町田ゆめ工房 保健・福祉施設
237 192 井口ホーム 町田市玉川学園5-2586-45 35.569935 139.460658 南大谷中学校地区 地区４ 1992年寄付 661 119 - - - - 1 1 - 1 井口ホーム 保健・福祉施設
238 193 わさびだ療育園 町田市金森東3-18-9 35.531065 139.465469 南中学校地区 地区５ 1997 1221 678 4791 100 324 410 1 1 単一 1 わさびだ療育園 保健・福祉施設
239 194 グループホームはるかぜ 町田市下小山田町4017-6 35.589326 139.410706 小山田中学校地区 地区１ 1990 439 153 - - - - 1 1 - 1 グループホームはるかぜ 保健・福祉施設
240 195 ひかり療育園 町田市忠生3-6-2 35.576867 139.418844 忠生中学校地区 地区３ 1991 3098 1532 6654 97 164 292 2 1 単一 1 ひかり療育園 保健・福祉施設
241 196 町田ダリア園 町田市山崎町1213-1 35.575881 139.440262 薬師中学校地区 地区４ 1990 3069 443 - - - - 2 1 - 1 町田ダリア園 保健・福祉施設
242 197 町田ﾘｽ園 町田市金井町733-1 35.578086 139.449764 薬師中学校地区 地区４ 1988 8549 637 4781 81 176 362 6 1 単一 1 町田リス園　作業棟（管理棟） 保健・福祉施設
243 2 町田リス園　売店・ゲート 保健・福祉施設
244 3 町田リス園　便所 保健・福祉施設
245 4 町田リス園　飼育場入口・寝小屋 保健・福祉施設
246 5 町田リス園　シェルター 保健・福祉施設
247 6 町田リス園　飼育・調教場 保健・福祉施設
248 198 ニーズセンター花の家 町田市下小山田町3160 35.586948 139.411903 忠生中学校地区 地区３ 1988 82,350.47㎡ 4159 3919 103 134 289 7 1 単一 1 ニーズセンター「花の家」（本館） 保健・福祉施設
249 2 ニーズセンター「花の家」（作業棟） 保健・福祉施設
250 3 ニーズセンター「花の家」（温室） 保健・福祉施設
251 4 ニーズセンター「花の家」（温室） 保健・福祉施設
252 5 ニーズセンター「花の家」（設備室・管理倉庫 保健・福祉施設
253 6 ニーズセンター「花の家」（渡り廊下） 保健・福祉施設
254 7 ニーズセンター「花の家」（ポンプ室） 保健・福祉施設
255 199 健康福祉会館 町田市原町田5-8-21 35.546023 139.449982 町田第二中学校地区 地区４ 1989 1817 4429 9548 100 55 221 1 2 複合 1 健康福祉会館（ふれあいもっこく館） 保健・福祉施設
256
通し
番号
施設
ID 施設名称
172 132 森野市営住宅2号棟
173 133 森野市営住宅1号棟
174 134 金森市営住宅集会所
175 135 金森市営住宅5号棟
176 136 木曽市営住宅1号棟
177 137 金森市営住宅4号棟
178 138 金森市営住宅3号棟
179 139 金森市営住宅2号棟
180 140 金森市営住宅1号棟
181 141 木曽市営住宅2号棟
182 142 そよかぜ学童保育クラブ
183 143 小山中央学童保育クラブ
184 144 木曽境川学童保育クラブ
185 145 南大谷学童保育クラブ
186 146 学童21保育クラブ
187 147 つくし野学童保育クラブ
188 148 小山ヶ丘学童保育クラブ
189 149 小山学童保育クラブ
190 150 七国山学童保育クラブ
191 151 大蔵学童保育クラブ
192 152 金井学童保育クラブ
193 153 鶴川第四学童保育クラブ
194 154 鶴川学童保育クラブ
195 155 鶴川第二学童保育クラブ
196 156 なんなる学童保育クラブ
197 157 鶴間ひまわり学童保育クラブ
198 158 どろん子学童保育クラブ
199 159 金森学童保育クラブ
200 160 藤の台学童保育クラブ
201 161 高ヶ坂学童保育クラブ
202 162 森野学童保育クラブ
203 163 中央学童保育ｸﾗﾌﾞ
204 164 小山田学童保育クラブ
205 165 金森第二学童保育クラブ
206 166 金森学童保育クラブ（旧）
207 167 木曽学童保育クラブ
208 168 図師学童保育クラブ
209
210 169 南大谷子どもクラブ
211 170 高ヶ坂けやき学童保育クラブ
212 171 野津田学童保育クラブ
213 172 本町田学童保育クラブ
214 173 南つくし野学童保育クラブ
215 174 子どもセンターただＯＮ
216 175 子どもセンターばあん
217 176 子どもセンターぱお
218 177 子どもセンターつるっこ
219 178 玉川学園ころころ児童館
220
221 179 森野3丁目保育園
222 180 山崎保育園(新）
223 181 町田保育園
224 182 わかば保育園
225 183 金森保育園
226 184 大蔵保育園
227 185 こうさぎ保育園
228 186 山崎保育園(旧）
229 187 すみれ会館
230 188 町田市授産センター
231 189 大賀藕絲館
232
233
234
235 190 こころみ農園
236 191 町田ゆめ工房
237 192 井口ホーム
238 193 わさびだ療育園
239 194 グループホームはるかぜ
240 195 ひかり療育園
241 196 町田ダリア園
242 197 町田ﾘｽ園
243
244
245
246
247
248 198 ニーズセンター花の家
249
250
251
252
253
254
255 199 健康福祉会館
256
総務省用途（中分類） 竣工年（年）
棟建築面
積（㎡）
棟延床面
積（㎡） 保有者 構造 構造サブ１ 構造サブ２ 階数 地下
最高の
高さ
耐震性
の有無 劣化度
機能
ID 機能名称 運営 都市機能
棟情報
公営住宅 1991 1263 市保有 RC 3 あり 70% 1 森野市営住宅２号棟 民間委託 居住機能
公営住宅 1991 1266 市保有 RC 3 あり 65% 1 森野市営住宅１号棟 民間委託 居住機能
公営住宅 1996 300 - RC 2 あり - 1 金森市営住宅集会所 - 集会機能
公営住宅 1996 1372 市保有 RC 4 あり 61% 1 金森市営住宅５号棟 民間委託 居住機能
公営住宅 1993 147 397 - RC 3 10 あり - 1 木曽市営住宅１号棟 - 居住機能
公営住宅 1996 1651 市保有 RC 4 あり 61% 1 金森市営住宅４号棟 民間委託 居住機能
公営住宅 1996 2154 市保有 RC 4 あり 61% 1 金森市営住宅３号棟 民間委託 居住機能
公営住宅 1996 1778 市保有 RC 4 あり 62% 1 金森市営住宅２号棟 民間委託 居住機能
公営住宅 1996 1668 市保有 RC 4 あり 50% 1 金森市営住宅１号棟 民間委託 居住機能
公営住宅 1993 290 898 市保有 RC 3 10 あり 68% 1 木曽市営住宅２号棟 民間委託 居住機能
幼児・児童施設 2012 238 232 - 軽量鉄骨造 1階 4ｍ あり - 1 そよかぜ学童保育クラブ - 子育て支援機能
幼児・児童施設 2010 10448 - RC 1 4.45m あり - 1 小山中央学童保育クラブ - 子育て支援機能
幼児・児童施設 2002 191 - RC 1 あり - 1 木曽境川学童保育クラブ - 子育て支援機能
幼児・児童施設 2013 138 245 - CB 2 7 あり - 1 南大谷学童保育クラブ - 子育て支援機能
幼児・児童施設 2001 175 - S 1 あり - 1 学童２１保育クラブ - 子育て支援機能
幼児・児童施設 2009 177 262 - SP 1 8 あり - 1 つくし野学童保育クラブ - 子育て支援機能
幼児・児童施設 2005 420 408 - SP 1 4 あり - 1 小山ヶ丘学童保育クラブ - 子育て支援機能
幼児・児童施設 2008 231 226 - SP 1 5 あり - 1 小山学童保育クラブ - 子育て支援機能
幼児・児童施設 2004 299 293 - SP 1 6 あり - 1 七国山学童保育クラブ - 子育て支援機能
幼児・児童施設 2000 298 295 - SP 1 5 あり - 1 大蔵学童保育クラブ - 子育て支援機能
幼児・児童施設 2008 246 238 - SP 1 5 あり - 1 金井学童保育クラブ - 子育て支援機能
幼児・児童施設 2003 264 264 - SP 1 6 あり - 1 鶴川第四学童保育クラブ - 子育て支援機能
幼児・児童施設 1992 149 141 - SP 1 4 あり - 1 鶴川学童保育クラブ - 子育て支援機能
幼児・児童施設 2007 237 232 - SP 1 5 あり - 1 鶴川第二学童保育クラブ - 子育て支援機能
幼児・児童施設 2003 270 260 - LGS 1 6 あり - 1 なんなる学童保育クラブ - 子育て支援機能
幼児・児童施設 2004 179 179 - SP 1 4 あり - 1 鶴間ひまわり学童保育クラブ - 子育て支援機能
幼児・児童施設 2005 254 248 - SP 1 6 あり - 1 どろん子学童保育クラブ - 子育て支援機能
幼児・児童施設 2014 230 - S 1 あり - 1 金森学童保育クラブ - 子育て支援機能
幼児・児童施設 1990 111 105 - SP 1 4 あり - 1 藤の台学童保育クラブ - 子育て支援機能
幼児・児童施設 1993 154 137 - SP 1 6 あり - 1 高ヶ坂学童保育クラブ - 子育て支援機能
幼児・児童施設 2002 268 262 - SP LGS 増築 1 6 あり - 1 森野学童保育クラブ - 子育て支援機能
幼児・児童施設 1999 315 305 - SP 1 6 あり - 1 中央学童保育クラブ - 子育て支援機能
幼児・児童施設 2006 204 199 - SP 1 5 あり - 1 小山田学童保育クラブ - 子育て支援機能
幼児・児童施設 1998 200 - SRC あり - 1 金森第二学童保育クラブ - 子育て支援機能
幼児・児童施設 1993 196 - RC 4 あり - 1 金森学童保育クラブ - 子育て支援機能
幼児・児童施設 2011 171 283 - S 2 8 あり - 1 木曽学童保育クラブ - 子育て支援機能
幼児・児童施設 2008 243 237 - RC 1 6 あり - 1 図師学童保育クラブ - 子育て支援機能
幼児・児童施設 2013 54 51 軽量S 1 4 あり -
幼児・児童施設 1999 352 - 2 あり - 1 南大谷子どもクラブ - 子育て支援機能
幼児・児童施設 2009 237 - SP 1 あり - 1 高ヶ坂けやき学童保育クラブ - 子育て支援機能
幼児・児童施設 2002 190 - SP 1 あり - 1 野津田学童保育クラブ - 子育て支援機能
幼児・児童施設 2003 237 - SP 1 あり - 1 本町田学童保育クラブ - 子育て支援機能
幼児・児童施設 2006 227 - SP 1 あり - 1 南つくし野学童保育クラブ - 子育て支援機能
幼児・児童施設 2013 806 1564 市保有 RC （プレイルーム屋根） 2 1 13.20ｍ あり 4% 1 子どもセンターただＯＮ 市（直営） 子育て支援機能
幼児・児童施設 1999 548 1339 市保有 RC 3 14 あり 43% 1 子どもセンターばあん 市（直営） 子育て支援機能
幼児・児童施設 2009 816 1179 市保有 RC 2 7 あり 18% 1 子どもセンターぱお 市（直営） 子育て支援機能
幼児・児童施設 2005 1024 1499 市保有 壁式RC（WRC） 3 10 あり 32% 1 子どもセンターつるっこ 市（直営） 子育て支援機能
幼児・児童施設 2003 779 439 都保有 RC 1 7 あり 39% 1 玉川学園ころころ児童館 民間委託 子育て支援機能
集会施設 2003 290 RC 1 7 あり -
幼保・子ども園 2003 394 706 市保有 S 2 10 あり 22% 1 森野3丁目保育園 民間委託 子育て支援機能
幼保・子ども園 2014 742 1204 市保有 RC S 2 あり 0% 1 山崎保育園（新） 市（直営） 子育て支援機能
幼保・子ども園 1992 457 723 市保有 RC 3 13 あり 38% 1 町田保育園 市（直営） 子育て支援機能
幼保・子ども園 1973 443 404 - RC 1 4 あり - 1 わかば保育園 - 子育て支援機能
幼保・子ども園 1999 534 829 市保有 RC 2 8 あり 44% 1 金森保育園 市（直営） 子育て支援機能
幼保・子ども園 2011 579 1083 市保有 RC 3 10 あり 11% 1 大蔵保育園 市（直営） 子育て支援機能
幼保・子ども園 1982 547 694 市保有 RC 2 10 あり 48% 1 こうさぎ保育園 市（直営） 子育て支援機能
幼保・子ども園 1971 385 - RC 1 未記述 - 1 山崎保育園（旧） - 子育て支援機能
障がい者福祉施設 1983 975 3618 市保有 RC 3 15 あり 47% 1 すみれ会館 市（直営） 障がい者支援機能
障がい者福祉施設 1981 1563 市保有 RC 2 あり 45% 1 町田市授産センター 民間委託 障がい者支援機能
障がい者福祉施設 1990 744 1017 市保有 RC 2 11 あり 56% 1 大賀藕絲館 民間委託 障がい者支援機能
障がい者福祉施設 1990 15 15 S 1 4 あり -
障がい者福祉施設 1990 ㎡・26.49㎡ 33 CB 1 2 あり -
障がい者福祉施設 2002 26 26 W 1 4 あり -
障がい者福祉施設 1988 209 320 - W 壁式RC 2 1 10 あり - 1 こころみ農園 - 障がい者支援機能
障がい者福祉施設 1994 240 438 - S 2 10 あり - 1 町田ゆめ工房 - 障がい者支援機能
障がい者福祉施設 1992年寄付 119 - W 1 あり - 1 井口ホーム - 障がい者支援機能
障がい者福祉施設 1997 291 678 市保有 RC 2 1 8 あり 33% 1 わさびだ療育園 民間委託 障がい者支援機能
障がい者福祉施設 1990 153 - W 2 あり - 1 グループホームはるかぜ - 障がい者支援機能
障がい者福祉施設 1991 1173 1532 市保有 RC 2 11 あり 32% 1 ひかり療育園 市（直営） 障がい者支援機能
障がい者福祉施設 1990 359 443 - RC 2 9 あり - 1 町田ダリア園 - 障がい者支援機能
障がい者福祉施設 1988 190 167 市保有 W 1 5 あり 57% 1 町田リス園 民間委託 障がい者支援機能
障がい者福祉施設 1988 202 178 S RC 1 6 あり -
障がい者福祉施設 1988 48 48 壁式RC 1 5 あり -
障がい者福祉施設 1988 99 99 壁式RC 1 3 あり -
障がい者福祉施設 1988 123 102 S 1 5 あり -
障がい者福祉施設 1995 43 43 S 1 4 あり -
障がい者福祉施設 1988 1941 2987 市保有 RC 3 17 あり 59% 1 ニーズセンター花の家 民間委託 障がい者支援機能
障がい者福祉施設 1988 259 224 RC 1 6 あり -
障がい者福祉施設 1988 180 180 S 1 4 あり -
障がい者福祉施設 1985 510 軽量Sアルミガラス造 1 あり -
障がい者福祉施設 1985 53 CB 1 あり -
障がい者福祉施設 1985 195 S 1 あり -
障がい者福祉施設 1994 11 11 RC 1 4 あり -
保健施設 1989 1061 4429 市保有 RC S 4 1 あり 41% 1 ふれあいもっこく館 市（直営） 高齢者支援機能
2 健康福祉会館 医療保健機能
通し
番号
施設
ID 施設名称
172 132 森野市営住宅2号棟
173 133 森野市営住宅1号棟
174 134 金森市営住宅集会所
175 135 金森市営住宅5号棟
176 136 木曽市営住宅1号棟
177 137 金森市営住宅4号棟
178 138 金森市営住宅3号棟
179 139 金森市営住宅2号棟
180 140 金森市営住宅1号棟
181 141 木曽市営住宅2号棟
182 142 そよかぜ学童保育クラブ
183 143 小山中央学童保育クラブ
184 144 木曽境川学童保育クラブ
185 145 南大谷学童保育クラブ
186 146 学童21保育クラブ
187 147 つくし野学童保育クラブ
188 148 小山ヶ丘学童保育クラブ
189 149 小山学童保育クラブ
190 150 七国山学童保育クラブ
191 151 大蔵学童保育クラブ
192 152 金井学童保育クラブ
193 153 鶴川第四学童保育クラブ
194 154 鶴川学童保育クラブ
195 155 鶴川第二学童保育クラブ
196 156 なんなる学童保育クラブ
197 157 鶴間ひまわり学童保育クラブ
198 158 どろん子学童保育クラブ
199 159 金森学童保育クラブ
200 160 藤の台学童保育クラブ
201 161 高ヶ坂学童保育クラブ
202 162 森野学童保育クラブ
203 163 中央学童保育ｸﾗﾌﾞ
204 164 小山田学童保育クラブ
205 165 金森第二学童保育クラブ
206 166 金森学童保育クラブ（旧）
207 167 木曽学童保育クラブ
208 168 図師学童保育クラブ
209
210 169 南大谷子どもクラブ
211 170 高ヶ坂けやき学童保育クラブ
212 171 野津田学童保育クラブ
213 172 本町田学童保育クラブ
214 173 南つくし野学童保育クラブ
215 174 子どもセンターただＯＮ
216 175 子どもセンターばあん
217 176 子どもセンターぱお
218 177 子どもセンターつるっこ
219 178 玉川学園ころころ児童館
220
221 179 森野3丁目保育園
222 180 山崎保育園(新）
223 181 町田保育園
224 182 わかば保育園
225 183 金森保育園
226 184 大蔵保育園
227 185 こうさぎ保育園
228 186 山崎保育園(旧）
229 187 すみれ会館
230 188 町田市授産センター
231 189 大賀藕絲館
232
233
234
235 190 こころみ農園
236 191 町田ゆめ工房
237 192 井口ホーム
238 193 わさびだ療育園
239 194 グループホームはるかぜ
240 195 ひかり療育園
241 196 町田ダリア園
242 197 町田ﾘｽ園
243
244
245
246
247
248 198 ニーズセンター花の家
249
250
251
252
253
254
255 199 健康福祉会館
256
機能の総務省用途（大分類） コスト用途 機能延床面積 利用者数
利用料金
収入 人件費 物件費
維持補修
費 扶助費 補助費等 繰出金
減価償却
費
不納欠損
引当金繰
入額
賞与引当
金繰入額
退職手当
引当金繰
入額
その他 委託料 施設運営費用
機能情報
公営住宅 公営住宅 1263 30 5586300 877389 1609334 13797822 0 8634 0 4014363 0 38873 273535 0 2807765
公営住宅 公営住宅 1266 40 7321203 879578 1613349 13832244 0 8655 0 4269642 0 38970 274218 0 2814770
公営住宅 集会施設 300 0 0 208603 382625 1288594 0 2053 0 2896809 0 9242 65034 0 667557
公営住宅 公営住宅 1372 47 12139982 953353 1748670 5889115 0 9381 0 6932079 0 42239 297218 0 3050861
公営住宅 公営住宅 397 10 1788800 275533 505392 504321 0 2711 0 1960621 0 12208 85901 0 881745
公営住宅 公営住宅 1651 54 10725700 1147301 2104414 7087182 0 11289 0 8372990 0 50832 357683 0 3671520
公営住宅 公営住宅 2154 59 9669187 1497061 2745956 9247744 0 14731 0 11142673 0 66328 466725 0 4790801
公営住宅 公営住宅 1778 53 8534275 1235662 2266489 7633010 0 12159 0 9244234 0 54747 385231 0 3954287
公営住宅 公営住宅 1668 58 7946000 1159218 2126273 7160797 0 11407 0 8536536 0 51360 361399 0 3709657
公営住宅 公営住宅 898 30 3868930 624210 1144945 1142520 0 6142 0 3823971 0 27656 194604 0 1997557
子育て支援施設 幼児・児童施設 232 0
子育て支援施設 幼児・児童施設 316 0
子育て支援施設 幼児・児童施設 191 0
子育て支援施設 幼児・児童施設 245 0
子育て支援施設 幼児・児童施設 175 0
子育て支援施設 幼児・児童施設 262 0
子育て支援施設 幼児・児童施設 408 0
子育て支援施設 幼児・児童施設 226 0
子育て支援施設 幼児・児童施設 293 0
子育て支援施設 幼児・児童施設 295 0
子育て支援施設 幼児・児童施設 238 0
子育て支援施設 幼児・児童施設 264 0
子育て支援施設 幼児・児童施設 141 0
子育て支援施設 幼児・児童施設 232 0
子育て支援施設 幼児・児童施設 260 0
子育て支援施設 幼児・児童施設 179 0
子育て支援施設 幼児・児童施設 248 0
子育て支援施設 幼児・児童施設 230 0
子育て支援施設 幼児・児童施設 105 0
子育て支援施設 幼児・児童施設 137 0
子育て支援施設 幼児・児童施設 262 0
子育て支援施設 幼児・児童施設 305 0
子育て支援施設 幼児・児童施設 199 0
子育て支援施設 幼児・児童施設 200 0
子育て支援施設 幼児・児童施設 196 0
子育て支援施設 幼児・児童施設 283 0
子育て支援施設 幼児・児童施設 288 0
子育て支援施設 幼児・児童施設 352 0
子育て支援施設 幼児・児童施設 237 0
子育て支援施設 幼児・児童施設 190 0
子育て支援施設 幼児・児童施設 237 0
子育て支援施設 幼児・児童施設 227 0
子育て支援施設 幼児・児童施設 1564 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
子育て支援施設 幼児・児童施設 1339 69896 0 41019000 16469000 1471000 0 243000 0 10096000 1507000 0 6688000 0 65926000
子育て支援施設 幼児・児童施設 1179 57779 0 37518000 17340000 249000 0 321000 0 9236000 0 1486000 7264000 0 63929000
子育て支援施設 幼児・児童施設 1499 83339 0 42537000 16520000 459000 0 371000 0 8032000 0 1514000 13265000 0 74207000
子育て支援施設 幼児・児童施設 729 35633 0 820000 40472000 0 0 0 0 0 34000 28000 0 0 41354000
子育て支援施設 幼保・子ども園 706 1185 23230380 ######### 48473000 1606000 0 271000 0 8834000 71000 5328000 17034000 0 220561000
子育て支援施設 幼保・子ども園 1204 1044 13801223 ######### 38314000 663000 0 224000 0 421000 34000 4933000 16077000 0 182768000
子育て支援施設 幼保・子ども園 723 1073 25227106 ######### 40658000 2716000 0 228000 0 8348000 66000 4848000 5376000 0 204080000
子育て支援施設 幼保・子ども園 404 0
子育て支援施設 幼保・子ども園 829 1198 24567742 ######### 56939000 1102000 0 288000 0 5612000 63000 5866000 4169000 0 229482000
子育て支援施設 幼保・子ども園 1083 1457 28102280 ######### 59130000 188000 0 311000 0 7812000 84000 6828000 27536000 0 285353000
子育て支援施設 幼保・子ども園 694 1059 0 ######### 36394000 966000 0 256000 0 3064000 48000 5941000 14623000 0 215405000
子育て支援施設 幼保・子ども園 385 0
保健・福祉施設 障がい者福祉施設 3618 956 0 ######### 73911000 11538000 0 671000 0 21266000 31000 8820000 25932000 0 360983000
保健・福祉施設 障がい者福祉施設 1563 71 0 1070000 ######### 400000 0 0 0 676000 0 3000 0 0 135203000
保健・福祉施設 障がい者福祉施設 1064 61 0 1489000 86516000 148000 0 0 0 8955000 0 62000 0 0 88067000
保健・福祉施設 障がい者福祉施設 320 0
保健・福祉施設 障がい者福祉施設 438 0
保健・福祉施設 障がい者福祉施設 119 0
保健・福祉施設 障がい者福祉施設 678 21 0 3288000 ######### 4453000 0 37440000 0 5446000 0 137000 2059000 0 164529000
保健・福祉施設 障がい者福祉施設 153 0
保健・福祉施設 障がい者福祉施設 1532 47 0 ######### 45641000 496000 0 1729000 0 12155000 0 5409000 13931000 0 211086000
保健・福祉施設 障がい者福祉施設 443 0
保健・福祉施設 障がい者福祉施設 637 20 0 1979000 4573000 0 0 0 0 5134000 0 69000 930000 0 7551000
保健・福祉施設 障がい者福祉施設 4159 0 0 0 0 0 0 0 0 19688925 0 0 0 0 23047760 23047760
保健・福祉施設 高齢者福祉施設 892 41663 0 11762000 4593000 89000 0 341000 0 0 0 0 0 0 16696000
医療施設 医療保健施設 3537 0
施設情報
通し
番号
施設
ID 施設名称 住所 lat long 中学校区 地区
施設竣工年
（代表棟） 敷地面積
施設延床
面積
施設周辺
人口密度
施設周辺
人口増減
バス停
到達距離
駅
到達距離 棟数
機能
数 用途形態
棟
ID 棟名称 総務省用途（大分類）
257 200 デイサービスあいはら 町田市相原町3174 35.606507 139.302096 武蔵岡中学校地区 地区１ 2005 1085 599 569 72 208 107 1 1 単一 1 デイサービスあいはら 保健・福祉施設
258 201 デイサービス高ヶ坂 町田市高ヶ坂870-1 35.539880 139.462139 町田第二中学校地区 地区４ 2002 742 586 7234 94 436 134 1 1 単一 1 デイサービス高ヶ坂 保健・福祉施設
259 202 本町田高齢者在宅サービスセンター 町田市本町田2101-1 35.560105 139.439440 町田第三中学校地区 地区３ 2000 3207 1000 6792 86 553 341 1 1 単一 1 本町田高齢者在宅サービスセンター 保健・福祉施設
260 203 成瀬あおぞら会館 町田市成瀬2229-2 35.543348 139.467113 町田第二中学校地区 地区４ 1992 518 402 - - - - 1 1 - 1 成瀬あおぞら会館 保健・福祉施設
261 204 デイサービス南大谷 町田市南大谷264 35.553092 139.458197 南大谷中学校地区 地区４ 1999 201 - - - - 1 1 - 1 デイサービス南大谷 保健・福祉施設
262 205 デイサービス榛名坂 町田市金井3丁目20-1 35.580114 139.459527 金井中学校地区 地区２ 2002 1285 310 - - - - 1 1 - 1 デイサービス榛名坂 保健・福祉施設
263 206 デイサービス森野 町田市森野5-28-1 35.550636 139.436908 町田第一中学校地区 地区４ 1999 13078 200 - - - - 1 1 - 1 デイサービス森野 保健・福祉施設
264 207 玉川学園高齢者在宅サービスセンター町田市玉川学園3-35-1 35.563360 139.458564 南大谷中学校地区 地区４ 2000 1743 1383 6255 93 20 349 1 1 単一 1 玉川学園高齢者在宅サービスセンター 保健・福祉施設
265 208 ふれあいもみじ館 町田市金森東3-17-14 35.530390 139.465248 南中学校地区 地区５ 1974 2146 607 4791 100 114 409 1 1 単一 1 ふれあいもみじ館 保健・福祉施設
266 209 ふれあい桜館 町田市下小山田町3580 35.585318 139.408142 小山田中学校地区 地区１ 1994 2906 2824 5256 98 169 286 1 1 単一 1 ふれあい桜館 保健・福祉施設
267 210 ふれあいいちょう館 町田市大蔵町1984-1 35.589020 139.468090 鶴川中学校地区 地区２ 1977 1882 720 4733 96 9 43 1 1 単一 1 ふれあいいちょう館 保健・福祉施設
268 211 町田市せりがや会館 町田市原町田4-24-6 35.544429 139.453090 町田第二中学校地区 地区４ 1969 2545 4065 9548 100 182 135 1 1 単一 1 町田市せりがや会館 保健・福祉施設
269 212 わくわくプラザ町田 町田市森野1-1-15 35.542542 139.442675 町田第一中学校地区 地区４ 1993 751 1491 9548 100 333 383 1 1 単一 1 わくわくプラザ町田 産業系施設
270 213 木曽福祉サービスセンター 町田市木曽東4-28-10 35.567340 139.426355 町田第三中学校地区 地区３ 1967 1274 388 - - - - 1 1 - 1 木曽福祉サービスセンター その他
271 214 リサイクル広場まちだ 町田市下小山田町3160 35.586948 139.411903 忠生中学校地区 地区３ 1998 238 - - - - 1 1 - 1 リサイクル広場まちだ その他
272 215 町田市剪定枝資源化センター 町田市小野路町3332 35.608935 139.442775 鶴川中学校地区 地区２ 2008 5586 2948 649 49 512 73 1 1 単一 1 町田市剪定枝資源化センター 供給処理施設
273 216 リレーセンターみなみ 町田市鶴間４６７−５ 35.518254 139.471737 南中学校地区 地区５ 1985 10241 2374 5245 88 287 139 1 1 単一 1 リレーセンターみなみ 供給処理施設
274 217 境川クリーンセンター 町田市木曽町205番地 35.555114 139.427232 町田第三中学校地区 1991 14,693.30 606 - - - - 2 1 単一 1 境川クリーンセンター（管理棟） 行政系施設
275 2 境川クリーンセンター（プラント施設） 供給処理施設
276 218 排水浄化センター 町田市下小山田町3267　　　　 35.585004 139.409159 小山田中学校地区 地区１ 1987 607 3919 103 42 286 3 1 単一 1 浄化センター（ブロアー室・電気機械室） 供給処理施設
277 2 浄化センター（排水貯留施設） 供給処理施設
278 3 働けバンク倉庫（浄化センター敷地内） その他
279 219 資源化施設（ビン･カン） 町田市下小山田町3267－3　　 35.585004 139.409159 小山田中学校地区 地区１ 1979 4151 514 3919 103 42 286 3 1 単一 1 資源化施設（カン選別施設） 供給処理施設
280 2 資源化施設（ビン選別施設） 供給処理施設
281 3 資源化施設（コンテナ洗浄機械室） 供給処理施設
282 220 町田リサイクル文化センター 町田市下小山田町3160番地 35.585004 139.409159 小山田中学校地区 地区１ 1981 82350 24448 3919 103 42 286 11 1 単一 1 町田リサイクル文化センター（本館：工場） 供給処理施設
283 2 町田リサイクル文化センター（本館：駐輪場） その他
284 3 町田リサイクル文化センター（本館：４号炉） 供給処理施設
285 4 町田リサイクル文化センター（煙突） 供給処理施設
286 5 町田リサイクル文化センター（計量棟Ａ） 供給処理施設
287 6 町田リサイクル文化センター（計量棟Ｂ） 供給処理施設
288 7 町田リサイクル文化センター（ガス補給所） 供給処理施設
289 8 町田リサイクル文化センター（洗車場Ａ） 供給処理施設
290 9 町田リサイクル文化センター（洗車場Ｂ） 供給処理施設
291 10 町田リサイクル文化センター（危険物貯蔵庫） 供給処理施設
292 11 町田リサイクル文化センター（廃棄物積替所） 供給処理施設
293 221 鶴川ポンプ場 町田市三輪町284-1 35.579823 139.496997 鶴川第二中学校地区 地区２ 1990 846 1108 71 148 125 1 1 単一 1 鶴川ポンプ場 下水道施設
294 222 鶴見川クリーンセンター 町田市三輪緑山1-1 35.569798 139.489456 鶴川第二中学校地区 地区２ 1989 201129 26445 4077 90 351 211 9 1 単一 1 鶴見川クリーンセンター（管理棟） 行政系施設
295 2 鶴見川クリーンセンター（水処理棟） 下水道施設
296 3 鶴見川クリーンセンター（汚泥処理棟） 下水道施設
297 4 鶴見川クリーンセンター（車庫） 下水道施設
298 5 鶴見川クリーンセンター（倉庫） 下水道施設
299 6 鶴見川クリーンセンター（砂ろ過棟） 下水道施設
300 7 鶴見川クリーンセンター（焼却炉棟） 下水道施設
301 8 鶴見川クリーンセンター（煙突） 下水道施設
302 9 鶴見川クリーンセンター（浴室） 下水道施設
303 223 成瀬クリーンセンター 町田市南成瀬八丁目1番地1 35.535240 139.483653 南成瀬中学校地区 地区５ 1975 52138 89952 6441 86 399 155 14 1 単一 1 成瀬クリーンセンター（本館･沈砂池棟） 下水道施設
304 2 成瀬クリーンセンター（増築事務所棟） 行政系施設
305 3 成瀬クリーンセンター（プレハブ会議室棟） 行政系施設
306 4 成瀬クリーンセンター（器材庫） 下水道施設
307 5 成瀬クリーンセンター（油庫） 下水道施設
308 6 成瀬クリーンセンター（１系初沈流入ゲート） 下水道施設
309 7 成瀬クリーンセンター（水処理棟１系） 下水道施設
310 8 成瀬クリーンセンター（水処理棟２系・屋上） 下水道施設
311 9 成瀬クリーンセンター（水処理棟３系） 下水道施設
312 10 成瀬クリーンセンター（電気棟） 下水道施設
313 11 成瀬クリーンセンター（汚泥処理棟） 下水道施設
314 12 成瀬クリーンセンター（汚泥焼却炉棟） 下水道施設
315 13 成瀬クリーンセンター（塩素滅菌棟） 下水道施設
316 14 南成瀬東町内会館 下水道施設
317 224 青少年施設ひなた村 町田市本町田2863 35.567757 139.445526 薬師中学校地区 地区４ 1993 67421 2349 5843 78 401 338 5 1 単一 1 青少年施設ひなた村（本館） スポーツ・レクリエーション系施設
318 2 青少年施設ひなた村（屋内運動場） スポーツ・レクリエーション系施設
319 3 青少年施設ひなた村（炊事場（１）） スポーツ・レクリエーション系施設
320 4 青少年施設ひなた村（炊事場（２）） スポーツ・レクリエーション系施設
321 5 青少年施設ひなた村（倉庫） スポーツ・レクリエーション系施設
322 225 町田市自然休暇村 長野県南佐久郡川上村秋山５ 35.937389 138.673877 長野県 地区外 1989 190400 2820 - - - - 6 1 - 1 町田市自然休暇村（本館） スポーツ・レクリエーション系施設
323 2 町田市自然休暇村（天体観測棟） スポーツ・レクリエーション系施設
324 3 町田市自然休暇村（キャビン） スポーツ・レクリエーション系施設
325 4 町田市自然休暇村　屋外炊事場 スポーツ・レクリエーション系施設
326 5 町田市自然休暇村　屋外トイレ スポーツ・レクリエーション系施設
327 6 町田市自然休暇村（別館） スポーツ・レクリエーション系施設
328 226 大地沢青少年センター 町田市相原町5307-2 35.612267 139.276570 武蔵岡中学校地区 地区１ 1991 277528 4440 137 87 1093 124 12 1 単一 1 大地沢青少年センター（本館集合宿泊棟） スポーツ・レクリエーション系施設
329 2 大地沢青少年センター（研修棟） スポーツ・レクリエーション系施設
330 3 大地沢青少年センター（屋外便所） スポーツ・レクリエーション系施設
331 4 大地沢青少年センター（屋外炊事場） スポーツ・レクリエーション系施設
332 5 大地沢青少年センター（キャビンＡ） スポーツ・レクリエーション系施設
333 6 大地沢青少年センター（キャビンＢ陶芸小屋）スポーツ・レクリエーション系施設
334 7 大地沢青少年センター（キャビンＢ－１・２）スポーツ・レクリエーション系施設
335 8 大地沢青少年センター（キャビンＢ－３） スポーツ・レクリエーション系施設
336 9 大地沢青少年センター（キャビンＢ－４） スポーツ・レクリエーション系施設
337 10 大地沢青少年センター（キャビンＢ－５） スポーツ・レクリエーション系施設
338 11 大地沢青少年センター（キャビンＢ－６） スポーツ・レクリエーション系施設
339 12 大地沢青少年センター（キャビンＢ－７） スポーツ・レクリエーション系施設
340 13 大地沢青少年センター（キャビンＢ－８） スポーツ・レクリエーション系施設
341 227 室内プール 町田市図師町199-1 35.586312 139.413808 忠生中学校地区 地区３ 1988 12090 8344 3919 103 25 289 1 1 単一 1 室内プール スポーツ・レクリエーション系施設
通し
番号
施設
ID 施設名称
257 200 デイサービスあいはら
258 201 デイサービス高ヶ坂
259 202 本町田高齢者在宅サービスセンター
260 203 成瀬あおぞら会館
261 204 デイサービス南大谷
262 205 デイサービス榛名坂
263 206 デイサービス森野
264 207 玉川学園高齢者在宅サービスセンター
265 208 ふれあいもみじ館
266 209 ふれあい桜館
267 210 ふれあいいちょう館
268 211 町田市せりがや会館
269 212 わくわくプラザ町田
270 213 木曽福祉サービスセンター
271 214 リサイクル広場まちだ
272 215 町田市剪定枝資源化センター
273 216 リレーセンターみなみ
274 217 境川クリーンセンター
275
276 218 排水浄化センター
277
278
279 219 資源化施設（ビン･カン）
280
281
282 220 町田リサイクル文化センター
283
284
285
286
287
288
289
290
291
292
293 221 鶴川ポンプ場
294 222 鶴見川クリーンセンター
295
296
297
298
299
300
301
302
303 223 成瀬クリーンセンター
304
305
306
307
308
309
310
311
312
313
314
315
316
317 224 青少年施設ひなた村
318
319
320
321
322 225 町田市自然休暇村
323
324
325
326
327
328 226 大地沢青少年センター
329
330
331
332
333
334
335
336
337
338
339
340
341 227 室内プール
総務省用途（中分類） 竣工年（年）
棟建築面
積（㎡）
棟延床面
積（㎡） 保有者 構造 構造サブ１ 構造サブ２ 階数 地下
最高の
高さ
耐震性
の有無 劣化度
機能
ID 機能名称 運営 都市機能
棟情報
高齢者福祉施設 2005 443 599 市保有 RC 2 10 あり 32% 1 デイサービスあいはら 民間委託 高齢者支援機能
高齢者福祉施設 2002 297 586 市保有 RC 2 8 あり 42% 1 デイサービス高ヶ坂 民間委託 高齢者支援機能
高齢者福祉施設 2000 699 1000 市保有 RC 2 8 あり 44% 1 本町田高齢者在宅サービスセンター 民間委託 高齢者支援機能
高齢者福祉施設 1992 252 402 - S 2 7 あり - 1 成瀬あおぞら会館 - 高齢者支援機能
高齢者福祉施設 1999 201 201 - SRC あり - 1 デイサービス南大谷 - 高齢者支援機能
高齢者福祉施設 2002 362 310 - S 1 7 あり - 1 デイサービス榛名坂 - 高齢者支援機能
高齢者福祉施設 1999 200 200 - RC 1 あり - 1 デイサービス森野 - 高齢者支援機能
高齢者福祉施設 2000 840 1383 市保有 RC 2 1 10 あり 50% 1 玉川学園高齢者在宅サービスセンター 民間委託 高齢者支援機能
高齢者福祉施設 1974 444 607 市保有 RC 2 8 あり 45% 1 ふれあいもみじ館 市（直営） 高齢者支援機能
高齢者福祉施設 1994 2824 市保有 RC 3 1 あり 59% 1 ふれあい桜館 民間委託 高齢者支援機能
高齢者福祉施設 1977 574 720 市保有 RC 2 あり 47% 1 ふれあいいちょう館 市（直営） 高齢者支援機能
高齢者福祉施設 1969 930 4065 市保有 RC 4 1 19 あり 73% 1 町田市せりがや会館 民間委託 高齢者支援機能
産業系施設 1993 447 1491 市保有 RC S 3 1 12 あり 36% 1 わくわくプラザ町田 民間委託 高齢者支援機能
その他 1967 388 388 - W 1 あり - 1 木曽福祉サービスセンター - その他
その他 1998 238 - Ｓ あり - 1 リサイクル広場まちだ - その他
供給処理施設 2008 2948 市保有 S・RC あり 21% 1 町田市剪定枝資源化センター 民間委託 環境機能
供給処理施設 1985 2374 市保有 1 あり 73% 1 リレーセンターみなみ 民間委託 環境機能
その他行政系施設 1991 606.49 市保有 RC あり - 1 境川クリーンセンター（管理棟） 市営 環境機能
供給処理施設 1991 606.49 RC -
供給処理施設 1987 264 市保有 2 なし 74% 1 浄化センター 民間委託 環境機能
供給処理施設 1981 117 RC なし -
その他 不明 226 1 なし -
供給処理施設 1979 242 市保有 2 なし 82% 1 資源化施設 民間委託 環境機能
供給処理施設 1979 237 なし -
供給処理施設 1979 35 なし -
供給処理施設 1981 21788 市保有 6 耐震工事 71% 1 町田リサイクル文化センター 市（直営） 環境機能
その他 1982 83 RC 1 あり -
供給処理施設 1994 2227 S RC 5 あり -
供給処理施設 1994 あり -
供給処理施設 1982 22 S 1 あり -
供給処理施設 1982 22 S 1 あり -
供給処理施設 1982 59 RC 1 あり -
供給処理施設 2005 60 S 1 あり -
供給処理施設 1982 100 S 1 あり -
供給処理施設 1984 36 CB 1 あり -
供給処理施設 2006 53 P 1 あり -
下水道施設 1990 市保有 未記述 71% 1 鶴川ポンプ場 市（直営） 環境機能
庁舎等 1989 12160 市保有 SRC 2 4 15 あり 66% 1 鶴見川クリーンセンター 市（直営） 環境機能
下水道施設 1989 6601 RC 1 1 8 あり -
下水道施設 1989 9.42㎡（増築部は7へ） S RC 3 1 21 あり -
下水道施設 1989 125 S 1 4 あり -
下水道施設 1989 36 CB 1 4 あり -
下水道施設 1989 611 RC 2 1 11 あり -
下水道施設 1990 1820 SRC 2 21 あり -
下水道施設 1990 52 RC 50 あり -
下水道施設 1994 23 S 1 4 あり -
下水道施設 1975 2536 9125 市保有 RC 4 18 耐震工事 79% 1 成瀬クリーンセンター 市（直営） 環境機能
庁舎等 1991 141 406 P 2 9 あり -
庁舎等 1994 116 116 P 1 あり -
下水道施設 1984 28 28 CB 1 3 あり -
下水道施設 1984 22 22 CB 1 3 あり -
下水道施設 1973 447 648 RC 1 あり -
下水道施設 1975 3471 5239 RC 1 2 13 あり -
下水道施設 1984 8996 14568 RC 2 2 12 あり -
下水道施設 1993 7014 9568 RC 2 2 13 あり -
下水道施設 1996 174 332 RC 2 10 あり -
下水道施設 1976 795 4255 RC 4 3 25 あり -
下水道施設 1977 1007 2424 RC 3 2 あり -
下水道施設 1999 96 96 RC 1 あり -
下水道施設 1995 62 112 S 2 7 あり -
レクリエーション施設・観光施設 1993 1115 1278 市保有 S 一部RC 16 あり 67% 1 青少年施設ひなた村 市（直営） スポーツ・レクリエーション機能
レクリエーション施設・観光施設 1993 729 954 S 一部RC 2 9 あり -
レクリエーション施設・観光施設 1993 55 W 1 あり -
レクリエーション施設・観光施設 1993 50 50 W 1 5 あり -
レクリエーション施設・観光施設 1993 13 13 W 一部RC 1 あり -
保養施設 1989 2391 - W RC S 2 9 あり - 1 町田市自然休暇村 - スポーツ・レクリエーション機能
レクリエーション施設・観光施設 1989 28 28 RC 1 12 あり -
レクリエーション施設・観光施設 1977 244 258 W 1 未記述 -
レクリエーション施設・観光施設 1977 50 50 W 1 5 未記述 -
レクリエーション施設・観光施設 1977 14 W 1 5 未記述 -
レクリエーション施設・観光施設 1989 78 RC 1 あり -
レクリエーション施設・観光施設 1991 3014 市保有 RC 3 あり 51% 1 大地沢青少年センター 市（直営） スポーツ・レクリエーション機能
レクリエーション施設・観光施設 1978 611 771 RC 2 11 あり -
レクリエーション施設・観光施設 1978 44 44 RC 1 4 未記述 -
レクリエーション施設・観光施設 1978 104 144 S 1 4 未記述 -
レクリエーション施設・観光施設 1985 146 210 W 1 7 解体 -
レクリエーション施設・観光施設 1999 184 176 W 1 6 あり -
レクリエーション施設・観光施設 1996 77 98 W 2 8 あり -
レクリエーション施設・観光施設 1997 15 15 W 1 5 あり -
レクリエーション施設・観光施設 1997 38 38 W 2 7 あり -
レクリエーション施設・観光施設 1997 44 36 W 1 6 あり -
レクリエーション施設・観光施設 1996 31 29 W 1 6 あり -
レクリエーション施設・観光施設 1998 28 27 W 1 6 あり -
レクリエーション施設・観光施設 1998 39 47 W 2 7 あり -
スポーツ施設 1988 5230 8344 市保有 RC 4 あり 38% 1 室内プール 民間委託 スポーツ・レクリエーション機能
通し
番号
施設
ID 施設名称
257 200 デイサービスあいはら
258 201 デイサービス高ヶ坂
259 202 本町田高齢者在宅サービスセンター
260 203 成瀬あおぞら会館
261 204 デイサービス南大谷
262 205 デイサービス榛名坂
263 206 デイサービス森野
264 207 玉川学園高齢者在宅サービスセンター
265 208 ふれあいもみじ館
266 209 ふれあい桜館
267 210 ふれあいいちょう館
268 211 町田市せりがや会館
269 212 わくわくプラザ町田
270 213 木曽福祉サービスセンター
271 214 リサイクル広場まちだ
272 215 町田市剪定枝資源化センター
273 216 リレーセンターみなみ
274 217 境川クリーンセンター
275
276 218 排水浄化センター
277
278
279 219 資源化施設（ビン･カン）
280
281
282 220 町田リサイクル文化センター
283
284
285
286
287
288
289
290
291
292
293 221 鶴川ポンプ場
294 222 鶴見川クリーンセンター
295
296
297
298
299
300
301
302
303 223 成瀬クリーンセンター
304
305
306
307
308
309
310
311
312
313
314
315
316
317 224 青少年施設ひなた村
318
319
320
321
322 225 町田市自然休暇村
323
324
325
326
327
328 226 大地沢青少年センター
329
330
331
332
333
334
335
336
337
338
339
340
341 227 室内プール
機能の総務省用途（大分類） コスト用途 機能延床面積 利用者数
利用料金
収入 人件費 物件費
維持補修
費 扶助費 補助費等 繰出金
減価償却
費
不納欠損
引当金繰
入額
賞与引当
金繰入額
退職手当
引当金繰
入額
その他 委託料 施設運営費用
機能情報
保健・福祉施設 高齢者福祉施設 599 0 0 0 0 0 0 0 0 3213394 0 0 0 0 0 0
保健・福祉施設 高齢者福祉施設 586 0 0 0 0 0 0 0 0 3412101 0 0 0 0 0 0
保健・福祉施設 高齢者福祉施設 1000 0 0 0 0 0 0 0 0 6522600 0 0 0 0 0 0
保健・福祉施設 高齢者福祉施設 402 0
保健・福祉施設 高齢者福祉施設 201 0
保健・福祉施設 高齢者福祉施設 310 0
保健・福祉施設 高齢者福祉施設 200 0
保健・福祉施設 高齢者福祉施設 1383 0 0 0 0 0 0 0 0 11666550 0 0 0 0 0 0
保健・福祉施設 高齢者福祉施設 607 23596 0 14146000 10293000 904000 0 406000 0 1567000 0 242000 0 0 25087000
保健・福祉施設 高齢者福祉施設 2824 40508 0 1269000 36673000 1128000 0 122000 0 30649000 0 50000 29000 0 38143000
保健・福祉施設 高齢者福祉施設 720 24579 0 12564000 10609000 341000 0 251000 0 1812000 0 242000 0 0 23666000
保健・福祉施設 高齢者福祉施設 4065 0 0 0 0 0 0 0 0 10935135 0 0 0 0 7818900 7818900
産業系施設 高齢者福祉施設 1491 23713 328600 236000 13692000 4799000 0 0 0 14787000 0 10000 0 0 13938000
その他 その他 388 0
その他 その他 238 0
供給処理施設 環境施設 2948 0 0 0 0 0 0 0 0 13823396 0 0 0 0 54789000 54789000
供給処理施設 環境施設 2374 0 0 22117000 18011000 332000 0 0 0 13332000 0 347000 0 0 40475000
行政系施設 環境施設 606 0 0 0 0 0 0 0 0 8428484 0 0 0 0
供給処理施設
供給処理施設 環境施設 607 0 0 0 0 0 0 0 0 4515477 0 0 0 0 ######### 126525000
供給処理施設 環境施設 514 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 ######### 413770685
供給処理施設 環境施設 24448 0 0 0 0 0 0 0 0 ######### 0 0 0 0 0
下水道施設 環境施設 846 0 0 0 0 0 0 0 0 5752684 0 0 0 0 0
行政系施設 庁舎等 26445 0 0 70292000 ######### 79640000 0 584000 0 ######### 0 2593000 0 0 541581000
下水道施設 環境施設 89952 0 0 ######### ######### ######### 0 1032000 0 ######### 0 4850000 23157000 0 841600000
スポーツ・レクリエーション系施設レクリエーション施設・観光施設 2349 84974 1926100 59442000 28152000 312000 0 1624000 0 48003000 0 1775000 1186000 0 92179000
スポーツ・レクリエーション系施設レクリエーション施設・観光施設 2820 10982 39861390 0 89716000 0 0 0 0 10987000 0 0 0 0 89716000
スポーツ・レクリエーション系施設レクリエーション施設・観光施設 4440 12942 10944630 49252000 52360000 13646000 0 10359000 0 41353000 0 1819000 0 0 113790000
スポーツ・レクリエーション系施設 スポーツ施設 8344 246833 43088350 3912000 ######### 16983000 0 0 0 60131000 0 152000 2102000 0 200885000
施設情報
通し
番号
施設
ID 施設名称 住所 lat long 中学校区 地区
施設竣工年
（代表棟） 敷地面積
施設延床
面積
施設周辺
人口密度
施設周辺
人口増減
バス停
到達距離
駅
到達距離 棟数
機能
数 用途形態
棟
ID 棟名称 総務省用途（大分類）
342 228 サン町田旭体育館 町田市旭町3－20－60 35.556867 139.447100 町田第一中学校地区 地区４ 2001 不明 7754 6991 93 58 301 1 1 単一 1 サン町田旭体育館 スポーツ・レクリエーション系施設
343 229 総合体育館 町田市南成瀬5-12 35.536017 139.479544 南成瀬中学校地区 地区５ 1990 19120 24767 6441 86 352 154 2 1 単一 1 総合体育館 スポーツ・レクリエーション系施設
344 2 総合体育館　駐車場棟 その他
352 237 成瀬鞍掛スポーツ広場 町田市成瀬2738 35.546585 139.468025 南大谷中学校地区 地区４ 1990 16201 4 - - - - 0 1 - 1 便所 スポーツ・レクリエーション系施設
354 239 鶴間第2スポーツ広場 町田市鶴間2-5-13 35.508753 139.467174 つくし野中学校地区 地区５ 2008 11583 3 - - - - 0 1 - 1 鶴間第２スポーツ広場便所 スポーツ・レクリエーション系施設
355 240 三輪みどり山球場 町田市三輪緑山1-24-1 35.572404 139.491962 鶴川第二中学校地区 地区２ 2003 12420 66 - - - - 0 1 - 1 三輪みどり山球場管理棟 スポーツ・レクリエーション系施設
356 241 金井スポーツ広場 町田市金井2-28-5 35.576234 139.457361 金井中学校地区 地区２ 1996 17000 13 - - - - 1 1 - 1 金井スポーツ広場 スポーツ・レクリエーション系施設
357 242 山崎第2スポーツ広場 町田市山崎町569-1 35.579127 139.428294 忠生中学校地区 地区３ 2008 14955 3 - - - - 1 1 - 1 山崎第２スポーツ広場便所 スポーツ・レクリエーション系施設
359 244 西田スポーツ広場 町田市金森6-39 35.521246 139.455860 南中学校地区 地区５ - 16950 22 - - - - 1 1 - 1 西田スポーツ広場 スポーツ・レクリエーション系施設
360 2 西田スポーツ広場　トイレ スポーツ・レクリエーション系施設
361 245 藤の台球場管理棟 町田市本町田3486 35.569968 139.447817 薬師中学校地区 地区４ 2001 67421 138 - - - - 1 1 - 1 藤の台球場管理棟 スポーツ・レクリエーション系施設
362 246 木曽中学校校庭照明設備管理棟 町田市木曽西2-4-9 35.568672 139.413287 木曽中学校地区 地区３ 1995 学校用地内 12 - - - - 1 1 - 1 木曽中学校校庭照明設備管理棟 スポーツ・レクリエーション系施設
363 247 南成瀬東スポーツ広場 町田市南成瀬8-1-1 35.535240 139.483653 南成瀬中学校地区 地区５ 2001 - 248 - - - - 1 1 - 1 南成瀬東スポーツ広場 スポーツ・レクリエーション系施設
364 2 町田下水処理場テニスコ－トクラブハウス スポーツ・レクリエーション系施設
366 249 市営原町田一丁目駐車場 町田市原町田一丁目6番21号 35.540479 139.447457 町田第二中学校地区 地区４ 1980 2383 6989 - - - - 1 1 - 1 市営原町田１丁目駐車場 その他
367 250 鶴川駅東側自転車駐車場管理棟 町田市能ヶ谷一丁目249-1外 35.584472 139.483951 鶴川第二中学校地区 地区２ 2010 110 11 - - - - 1 1 - 1 鶴川駅東側自転車駐車場管理棟 その他
370 253 相原駅東口自転車駐車場 町田市相原町1155-5 35.607309 139.331943 堺中学校地区 地区１ 1994 1066 - - - - 1 1 - 1 相原駅東口自転車駐車場 その他
371 254 木曽自転車等保管場所管理棟 町田市木曽町17-14 35.569973 139.414924 木曽中学校地区 地区３ 2007 2567 15 - - - - 1 1 - 1 木曽自転車等保管場所管理棟 その他
372 255 原町田4丁目自転車駐車場 町田市原町田4－1、151－1他 35.542583 139.449402 町田第二中学校地区 地区４ 2002 362 1050 - - - - 1 1 - 1 原町田４丁目自転車駐車場 その他
373 256 成瀬駅北口自転車駐車場 町田市南成瀬1-3-2他 35.535513 139.472884 南成瀬中学校地区 地区５ 1995 354 - - - - 1 1 - 1 成瀬駅北口自転車駐車場 その他
374 257 玉川学園2丁目自転車駐車場 町田市玉川学園2ー3904－12他 35.561211 139.461789 南大谷中学校地区 地区４ 1992 354 286 - - - - 1 1 - 1 玉川学園２丁目自転車駐車場 その他
375 258 町田ターミナルプラザ 町田市原町田3－1－4 35.540340 139.449465 町田第二中学校地区 地区４ 1983 3938 6549 - - - - 1 1 - 1 町田ターミナルプラザ その他
380 261 成瀬が丘商工センター 町田市成瀬が丘　2-1-8 35.534634 139.473672 南成瀬中学校地区 地区５ 1984 894 - - - - 1 - 1 成瀬が丘商工センター その他
381 262 南多摩斎場 町田市上小山田町2147 35.598243 139.386822 小山田中学校地区 地区１ 1975 22999 4539 - - - - 1 - 1 南多摩斎場　火葬棟 その他
382 2 南多摩斎場　待合棟 #N/A
383 3 南多摩斎場　渡り廊下他 #N/A
384 4 南多摩斎場　式場棟 #N/A
385 263 民間交番 町田市原町田6－13－14 35.544023 139.446887 町田第二中学校地区 地区４ 2004 （道路内許 12 - - - - 1 1 - 1 民間交番「セーフティボックスサルビア」 その他
386 264 戦没者合同慰霊塔 町田市忠生3-22-8 35.579455 139.414795 忠生中学校地区 地区３ 1971 709 22 - - - - 1 1 - 1 戦没者合同慰霊塔 その他
387 265 旧忠生第六小学校 町田市山崎町1298-1 35.575428 139.435554 山崎中学校地区 地区３ 1969 6916 - - - - 1 1 - 1 旧忠生第六小学校 その他
389 267 旧本町田西小学校 町田市本町田2591－3 35.567248 139.440312 町田第三中学校地区 地区３ 1973 17616 7681 - - - - 1 1 - 1 旧本町田西小学校 その他
391 269 町田駅前公衆トイレ 町田市原町田6-1-11 35.542320 139.445671 町田第二中学校地区 地区４ 1999 40 47 - - - - 1 1 - 1 町田駅前公衆トイレ その他
393 271 尾根緑道第1 町田市常盤町3434-2 35.586822 139.402501 小山田中学校地区 地区１ 不明 34 - - - - 1 1 - 1 尾根緑道第１ 公園
394 2 尾根緑道第１ 公園
395 272 能ヶ谷空と緑の森公園 町田市能ヶ谷町3036－3 35.587614 139.483231 鶴川第二中学校地区 地区２ 2004 28131 13 - - - - 1 1 - 1 能ヶ谷空と緑の森公園 公園
396 2 能ヶ谷空と緑の森公園　あずま屋 公園
397 273 尾根緑道第2 町田市小山ヶ丘2－4－1 35.587090 139.401485 小山田中学校地区 地区１ 不明 16 - - - - 1 1 - 1 尾根緑道第２ 公園
398 2 尾根緑道第２ 公園
399 274 芝生広場 付属棟(本庁跡地） 町田市中町1-20-23 35.548664 139.446373 町田第一中学校地区 地区４ 2013 7415 51 - - - - 2 1 - 1 芝生広場　付属棟 その他
400 275 町田木曽森野防災市民いこいの広場 町田市森野4－122 35.554982 139.433590 町田第一中学校地区 地区４ 不明 6 - - - - 2 1 - 1 町田木曽森野防災市民いこいの広場 公園
401 2 町田木曽森野防災市民いこいの広場　トイレ棟 公園
402 276 原町田わかば公園 町田市原町田6－27－3 35.545343 139.448357 町田第二中学校地区 地区４ 不明 1141 22 - - - - 2 1 - 1 原町田わかば公園 公園
403 2 原町田わかば公園　トイレ棟 公園
404 277 成瀬弁天橋公園 町田市成瀬2045 35.542968 139.469318 南成瀬中学校地区 地区５ 不明 3855 22 - - - - 2 1 - 1 成瀬弁天橋公園 公園
405 2 成瀬弁天橋公園　トイレ棟 公園
406 278 金森公園 町田市金森267 35.534519 139.453423 南中学校地区 地区５ 不明 2981 4 - - - - 2 1 - 1 金森公園 公園
407 2 金森公園　あずま屋 公園
408 279 つくし野セントラルパーク 町田市原町田6－803 35.520212 139.482250 つくし野中学校地区 地区５ 不明 17226 15 - - - - 2 1 - 1 つくし野セントラルパーク 公園
409 2 つくし野セントラルパーク　トイレ棟 公園
410 280 相原根岸せせらぎ公園 町田市相原町2894－2 35.604661 139.310796 武蔵岡中学校地区 地区１ 1999 1113 18 - - - - 2 1 - 1 相原根岸せせらぎ公園 公園
411 2 相原根岸せせらぎ公園　あずま屋 公園
412 281 三つ目山公園 町田市小山ヶ丘5－38 35.605795 139.352973 堺中学校地区 地区１ 不明 74727 15 - - - - 2 1 - 1 三ッ目山公園 公園
413 2 三ッ目山公園　トイレ棟 公園
414 282 小山上沼公園 町田市小山ヶ丘3－1－1 35.599143 139.379242 小山中学校地区 地区１ 2004 27987 15 - - - - 2 1 - 1 小山上沼公園 公園
415 2 小山上沼公園　トイレ棟 公園
416 283 みたけの杜公園 町田市小山町1339 35.597452 139.373758 小山中学校地区 地区１ 不明 3289 9 - - - - 2 1 - 1 みたけの杜公園 公園
417 2 みたけの社公園　あずま屋 公園
418 284 みたけ四季彩の丘公園 町田市小山町1312 35.599574 139.374358 小山中学校地区 地区１ 2007 28131 13 - - - - 2 1 - 1 みたけ四季彩の丘公園 公園
419 2 みたけ四季彩の丘公園　あずま屋 公園
420 285 三輪中央公園 町田市三輪緑山3－21 35.574399 139.488410 鶴川第二中学校地区 地区２ 1987 9282 33 - - - - 2 1 - 1 三輪中央公園　トイレ棟 公園
421 2 三輪中央公園　あずま屋 公園
422 286 恩廻公園 町田市三輪町539－72 35.576775 139.502659 鶴川第二中学校地区 地区２ 1984 1544 6 - - - - 2 1 - 1 恩廻公園　トイレ棟 公園
423 2 恩廻公園　あずま屋 公園
424 287 町田中央公園 町田市旭町3－20－60 35.556902 139.445883 町田第一中学校地区 地区４ 不明 32181 57 - - - - 3 1 - 1 町田中央公園 公園
425 2 町田中央公園　トイレ棟 公園
426 3 町田中央公園　テニスコート スポーツ・レクリエーション系施設
427 288 松葉公園 町田市高ヶ坂1043 35.536874 139.464795 南中学校地区 地区５ 不明 10679 26 - - - - 3 1 - 1 松葉公園 公園
428 2 松葉公園　トイレ棟 公園
429 3 松葉公園　あずま屋 公園
430 289 相原中央公園 町田市相原町2248 35.611636 139.320017 堺中学校地区 地区１ 2005 24626 356 - - - - 3 1 - 1 相原中央公園 公園
431 2 相原中央公園　管理事務所棟 公園
432 3 相原中央公園　トイレ棟 公園
433 4 相原中央公園　作業棟 公園
434 290 松葉谷戸公園 町田市高ヶ坂1076-2 35.535863 139.464218 南中学校地区 地区５ 2003 16 - - - - 3 1 - 1 松葉谷戸公園 公園
435 2 松葉谷戸公園　トイレ棟 公園
436 3 松葉谷戸公園　あずま屋 公園
437 291 小山白山公園 町田市小山ヶ丘5-4 35.602235 139.363897 小山中学校地区 地区１ 1997 23817 62 - - - - 3 1 - 1 小山白山公園 公園
438 2 小山白山公園　トイレ棟 公園
439 3 小山白山公園　あずま屋 公園
440 292 広袴公園 町田市広袴3－4－1 35.596002 139.475098 鶴川第二中学校地区 地区２ 2003 16237 16 - - - - 3 1 - 1 広袴公園 公園
441 2 広袴公園　トイレ棟 公園
442 3 広袴公園　展望デッキ 公園
443 293 沢谷戸自然公園 町田市三輪緑山4－1－18 35.578396 139.491424 鶴川第二中学校地区 地区２ 1997 31248 33 - - - - 3 1 - 1 沢谷戸自然公園 公園
444 2 沢谷戸自然公園　トイレ棟 公園
445 3 沢谷戸自然公園　あずま屋 公園
通し
番号
施設
ID 施設名称
342 228 サン町田旭体育館
343 229 総合体育館
344
352 237 成瀬鞍掛スポーツ広場
354 239 鶴間第2スポーツ広場
355 240 三輪みどり山球場
356 241 金井スポーツ広場
357 242 山崎第2スポーツ広場
359 244 西田スポーツ広場
360
361 245 藤の台球場管理棟
362 246 木曽中学校校庭照明設備管理棟
363 247 南成瀬東スポーツ広場
364
366 249 市営原町田一丁目駐車場
367 250 鶴川駅東側自転車駐車場管理棟
370 253 相原駅東口自転車駐車場
371 254 木曽自転車等保管場所管理棟
372 255 原町田4丁目自転車駐車場
373 256 成瀬駅北口自転車駐車場
374 257 玉川学園2丁目自転車駐車場
375 258 町田ターミナルプラザ
380 261 成瀬が丘商工センター
381 262 南多摩斎場
382
383
384
385 263 民間交番
386 264 戦没者合同慰霊塔
387 265 旧忠生第六小学校
389 267 旧本町田西小学校
391 269 町田駅前公衆トイレ
393 271 尾根緑道第1
394
395 272 能ヶ谷空と緑の森公園
396
397 273 尾根緑道第2
398
399 274 芝生広場 付属棟(本庁跡地）
400 275 町田木曽森野防災市民いこいの広場
401
402 276 原町田わかば公園
403
404 277 成瀬弁天橋公園
405
406 278 金森公園
407
408 279 つくし野セントラルパーク
409
410 280 相原根岸せせらぎ公園
411
412 281 三つ目山公園
413
414 282 小山上沼公園
415
416 283 みたけの杜公園
417
418 284 みたけ四季彩の丘公園
419
420 285 三輪中央公園
421
422 286 恩廻公園
423
424 287 町田中央公園
425
426
427 288 松葉公園
428
429
430 289 相原中央公園
431
432
433
434 290 松葉谷戸公園
435
436
437 291 小山白山公園
438
439
440 292 広袴公園
441
442
443 293 沢谷戸自然公園
444
445
総務省用途（中分類） 竣工年（年）
棟建築面
積（㎡）
棟延床面
積（㎡） 保有者 構造 構造サブ１ 構造サブ２ 階数 地下
最高の
高さ
耐震性
の有無 劣化度
機能
ID 機能名称 運営 都市機能
棟情報
レクリエーション施設・観光施設 2001 7754 市保有 1 あり 46% 1 サン町田旭体育館 市（直営） スポーツ・レクリエーション機能
スポーツ施設 1990 9093 20484 市保有 メインアリ （ーサブアリ Sー　（屋根部)メインアリーナＢ1、２Ｆ・サあり 29% 1 総合体育館 民間委託 スポーツ・レクリエーション機能
その他 1990 1297 4283 RC 3 あり -
スポーツ施設 1990 4 4 - S - - 1 2 あり - 1 便所 - スポーツ・レクリエーション機能
スポーツ施設 2008 3 3 - アルミ 1 あり - 1 鶴間第２スポーツ広場便所 - スポーツ・レクリエーション機能
スポーツ施設 2003 44 66 - Ｓ 2 7 あり - 1 三輪みどり山球場管理棟 - スポーツ・レクリエーション機能
スポーツ施設 1996 13 13 - サンドイッチパネル - 1 あり - 1 金井スポーツ広場 - スポーツ・レクリエーション機能
スポーツ施設 2008 5 3 - アルミ 1 あり - 1 山崎第２スポーツ広場便所 - スポーツ・レクリエーション機能
スポーツ施設 - - - - - - - あり - 1 西田スポーツ広場 - スポーツ・レクリエーション機能
スポーツ施設 2006 23 22 P（S) - 1 5 #N/A -
スポーツ施設 2001 140 138 - P 　一部RC 1 6 あり - 1 藤の台球場管理棟 - スポーツ・レクリエーション機能
スポーツ施設 1995 12 12 - Ｗ 1 4 あり - 1 木曽中学校校庭照明設備管理棟 - スポーツ・レクリエーション機能
スポーツ施設 2001 - - - - - - あり - 1 南成瀬東スポーツ広場 - スポーツ・レクリエーション機能
スポーツ施設 1998 - 248 S 1 5 あり -
その他 1980 1833 6989 - S 3 18 あり - 1 市営原町田１丁目駐車場 - その他
その他 2010 11 11 - SP 1 3 あり - 1 鶴川駅東側自転車駐車場管理棟 - その他
その他 1994 1066 - S 2 あり - 1 相原駅東口自転車駐車場 - その他
その他 2007 15 - 軽量S 1 あり - 1 木曽自転車等保管場所管理棟 - その他
その他 2002 1050 - S 一部RC 3 1 あり - 1 原町田４丁目自転車駐車場 - その他
その他 1995 354 - あり - 1 成瀬駅北口自転車駐車場 - その他
その他 1992 286 - S 一部RC 2 あり - 1 玉川学園２丁目自転車駐車場 - その他
その他 1983 6549 - S 6 1 あり - 1 町田ターミナルプラザ - その他
その他 1984 894 - Ｓ 3 あり - 1 成瀬が丘商工センター - その他
その他 1975 1639 1735 - RC 1 8 未記述 - 1 南多摩斎場　火葬棟 - その他
#N/A 1986 811 1380 RC 2 あり -
#N/A 築部 1996年 307 305 S 1 あり -
#N/A 1996 887 1118 RC 2 8 あり -
その他 2004 12 12 - 1 5 あり - 1 民間交番 - その他
その他 1971 22 22 - RC 1 15 なし - 1 戦没者合同慰霊塔 - その他
その他 1969 6916 - なし - 1 旧忠生第六小学校 - その他
その他 1973 7681 - なし - 1 旧本町田西小学校 - その他
その他 1999 47 - 2 あり - 1 町田駅前公衆トイレ - 都市環境良化機能
公園 不明 - あり - 1 尾根緑道第１ - 都市環境良化機能
公園 1993 34 P 1 あり -
公園 2004 13 13 - S 1 あり - 1 能ヶ谷空と緑の森公園 - 都市環境良化機能
公園 2004 13 13 S 1 あり -
公園 不明 - あり - 1 尾根緑道第２ - 都市環境良化機能
公園 2004 16 1 あり -
その他 2013 37 37 - S 1 3 あり - 1 芝生広場　付属棟 - 都市環境良化機能
公園 不明 - 未記述 - 1 町田木曽森野防災市民いこいの広場 - 都市環境良化機能
公園 2000 6 6 P 1 3 あり -
公園 不明 - 未記述 - 1 原町田わかば公園 - 都市環境良化機能
公園 1997 22 22 RC 1 4 あり -
公園 不明 - 未記述 - 1 成瀬弁天橋公園 - 都市環境良化機能
公園 2006 22 22 P 1 4 あり -
公園 不明 - 未記述 - 1 金森公園 - 都市環境良化機能
公園 2005 4 4 S 1 2 あり -
公園 不明 - 未記述 - 1 つくし野セントラルパーク - 都市環境良化機能
公園 2006 15 15 P 1 3 あり -
公園 1999 9 9 - あり - 1 相原根岸せせらぎ公園 - 都市環境良化機能
公園 1999 9 9 あり -
公園 不明 15 15 - RC 1 #N/A - 1 三ッ目山公園 - 都市環境良化機能
公園 2004 15 15 RC 1 あり -
公園 2004 - あり - 1 小山上沼公園 - 都市環境良化機能
公園 2004 15 15 1 あり -
公園 不明 - 未記述 - 1 みたけの杜公園 - 都市環境良化機能
公園 2007 9 S 1 あり -
公園 2007 9 - S あり - 1 みたけ四季彩の丘公園 - 都市環境良化機能
公園 2007 13 S あり -
公園 1987 15 15 - P 1 3 あり - 1 三輪中央公園　トイレ棟 - 都市環境良化機能
公園 1987 18 18 Ｗ 1 3 あり -
公園 1984 6 - SP 1 あり - 1 恩廻公園　トイレ棟 - 都市環境良化機能
公園 1984 RC 1 あり -
公園 不明 - 未記述 - 1 町田中央公園 - 都市環境良化機能
公園 1991 57 57 RC 1 4 あり -
スポーツ施設 不明 未記述 -
公園 不明 - 未記述 - 1 松葉公園 - 都市環境良化機能
公園 1989 6 6 S 1 3 あり -
公園 1989 9 20 W 1 3 あり -
公園 2005 - あり - 1 相原中央公園 - 都市環境良化機能
公園 2005 268 S 1 あり -
公園 2005 25 あり -
公園 2008 62 RC W 1 あり -
公園 2003 - あり - 1 松葉谷戸公園 - 都市環境良化機能
公園 2003 7 7 S 1 2 あり -
公園 2003 9 9 W 1 2 あり -
公園 1997 62 62 - あり - 1 小山白山公園 - 都市環境良化機能
公園 1997 42 42 P 1 あり -
公園 1997 20 20 S 1 あり -
公園 2003 - あり - 1 広袴公園 - 都市環境良化機能
公園 2003 16 1 あり -
公園 2003 あり -
公園 1997 33 33 - あり - 1 沢谷戸自然公園 - 都市環境良化機能
公園 1997 21 21 P 1 あり -
公園 1997 12 12 1 あり -
通し
番号
施設
ID 施設名称
342 228 サン町田旭体育館
343 229 総合体育館
344
352 237 成瀬鞍掛スポーツ広場
354 239 鶴間第2スポーツ広場
355 240 三輪みどり山球場
356 241 金井スポーツ広場
357 242 山崎第2スポーツ広場
359 244 西田スポーツ広場
360
361 245 藤の台球場管理棟
362 246 木曽中学校校庭照明設備管理棟
363 247 南成瀬東スポーツ広場
364
366 249 市営原町田一丁目駐車場
367 250 鶴川駅東側自転車駐車場管理棟
370 253 相原駅東口自転車駐車場
371 254 木曽自転車等保管場所管理棟
372 255 原町田4丁目自転車駐車場
373 256 成瀬駅北口自転車駐車場
374 257 玉川学園2丁目自転車駐車場
375 258 町田ターミナルプラザ
380 261 成瀬が丘商工センター
381 262 南多摩斎場
382
383
384
385 263 民間交番
386 264 戦没者合同慰霊塔
387 265 旧忠生第六小学校
389 267 旧本町田西小学校
391 269 町田駅前公衆トイレ
393 271 尾根緑道第1
394
395 272 能ヶ谷空と緑の森公園
396
397 273 尾根緑道第2
398
399 274 芝生広場 付属棟(本庁跡地）
400 275 町田木曽森野防災市民いこいの広場
401
402 276 原町田わかば公園
403
404 277 成瀬弁天橋公園
405
406 278 金森公園
407
408 279 つくし野セントラルパーク
409
410 280 相原根岸せせらぎ公園
411
412 281 三つ目山公園
413
414 282 小山上沼公園
415
416 283 みたけの杜公園
417
418 284 みたけ四季彩の丘公園
419
420 285 三輪中央公園
421
422 286 恩廻公園
423
424 287 町田中央公園
425
426
427 288 松葉公園
428
429
430 289 相原中央公園
431
432
433
434 290 松葉谷戸公園
435
436
437 291 小山白山公園
438
439
440 292 広袴公園
441
442
443 293 沢谷戸自然公園
444
445
機能の総務省用途（大分類） コスト用途 機能延床面積 利用者数
利用料金
収入 人件費 物件費
維持補修
費 扶助費 補助費等 繰出金
減価償却
費
不納欠損
引当金繰
入額
賞与引当
金繰入額
退職手当
引当金繰
入額
その他 委託料 施設運営費用
機能情報
スポーツ・レクリエーション系施設 スポーツ施設 7754 221320 87302000
スポーツ・レクリエーション系施設 スポーツ施設 24767 437450 56047696 4421000 ######### 43052000 0 10000 0 ######### 0 159000 555000 0 254199000
スポーツ・レクリエーション系施設 スポーツ施設 4 0
スポーツ・レクリエーション系施設 スポーツ施設 3 0
スポーツ・レクリエーション系施設 スポーツ施設 66 0
スポーツ・レクリエーション系施設 スポーツ施設 13 0
スポーツ・レクリエーション系施設 スポーツ施設 3 0
スポーツ・レクリエーション系施設 スポーツ施設 22 0
スポーツ・レクリエーション系施設 スポーツ施設 138 0
スポーツ・レクリエーション系施設 スポーツ施設 12 0
スポーツ・レクリエーション系施設 スポーツ施設 248 0
その他 その他 6989 0
その他 その他 11 0
その他 その他 1066 0
その他 その他 15 0
その他 その他 1050 0
その他 その他 354 0
その他 その他 286 0
その他 その他 6549 0
その他 その他 894 0
その他 その他 4539 0
その他 その他 12 0
その他 その他 22 0
その他 その他 6916 0
その他 その他 7681 0
その他 公園 47 0
公園 公園 34 0
公園 公園 13 0
公園 公園 16 0
その他 公園 51 0
公園 公園 6 0
公園 公園 22 0
公園 公園 22 0
公園 公園 4 0
公園 公園 15 0
公園 公園 18 0
公園 公園 15 0
公園 公園 15 0
公園 公園 9 0
公園 公園 13 0
公園 公園 33 0
公園 公園 6 0
公園 公園 7966 0
公園 公園 26 0
公園 公園 356 0
公園 公園 16 0
公園 公園 62 0
公園 公園 16 0
公園 公園 33 0
施設情報
通し
番号
施設
ID 施設名称 住所 lat long 中学校区 地区
施設竣工年
（代表棟） 敷地面積
施設延床
面積
施設周辺
人口密度
施設周辺
人口増減
バス停
到達距離
駅
到達距離 棟数
機能
数 用途形態
棟
ID 棟名称 総務省用途（大分類）
446 294 堂之坂公苑 町田市南成瀬5-8 35.536170 139.477192 南成瀬中学校地区 地区５ 不明 5444 71 - - - - 4 1 - 1 堂之坂公苑 公園
447 2 堂之坂公苑　便所・管理棟 公園
448 3 堂之坂公苑　あずま屋１ 公園
449 4 堂之坂公苑　あずま屋２ 公園
450 295 かしの木山自然公園 町田市原町田1-26 35.551364 139.466746 南大谷中学校地区 地区４ 不明 46796 319 - - - - 4 1 - 1 かしの木山自然公園 公園
451 2 かしの木山自然公園　管理棟 公園
452 3 かしの木山自然公園　トイレ棟 公園
453 4 かしの木山自然公園　あずま屋 公園
454 296 町田えびね苑 町田市本町田3132－1　　 35.572391 139.448509 薬師中学校地区 地区４ 1998 43534 72 - - - - 5 1 - 1 町田えびね苑 公園
455 2 町田えびね苑　管理棟 公園
456 3 町田えびね苑　料金所 公園
457 4 町田えびね苑　料金所 公園
458 5 町田えびね苑　倉庫 公園
459 297 芹ヶ谷公園 町田市原町田5－1679 35.547711 139.451857 町田第二中学校地区 地区４ 不明 110000 138 - - - - 7 1 - 1 芹ヶ谷公園 公園
460 2 芹ヶ谷公園　管理事務所棟 公園
461 3 芹ヶ谷公園　トイレ棟１ 公園
462 4 芹ヶ谷公園　トイレ棟２ 公園
463 5 芹ヶ谷公園　あずま屋１ 公園
464 6 芹ヶ谷公園　あずま屋２ 公園
465 7 芹ヶ谷ひだまり荘（義澤邸） 市民文化系施設
466 298 鶴間公園 町田市鶴間3-1-1 35.510293 139.468209 つくし野中学校地区 地区５ 1993 47769 207 - - - - 7 1 - 1 鶴間公園 公園
467 2 鶴間公園　管理事務所棟 公園
468 3 鶴間公園　トイレ棟１ 公園
469 4 鶴間公園　トイレ棟２ 公園
470 5 鶴間公園　あずま屋 公園
471 6 鶴間公園　テニスコート スポーツ・レクリエーション系施設
472 7 鶴間公園　運動広場 公園
473 299 真光寺公園 町田市真光寺2-2-1 35.607972 139.464691 真光寺中学校地区 地区２ 2004 37600 110 - - - - 7 1 - 1 真光寺公園 公園
474 2 真光寺公園　管理事務所棟 公園
475 3 真光寺公園　トイレ棟 公園
476 4 真光寺公園　あずま屋　見晴らしの家 公園
477 5 真光寺公園　あずま屋　街の家 公園
478 6 真光寺公園　あずま屋　谷の家 公園
479 7 真光寺公園　あずま屋　水の家 公園
480 300 町田ぼたん園 町田市野津田町2280外 35.582860 139.443933 鶴川中学校地区 地区２ 1994 47140 347 - - - - 9 1 - 1 町田ぼたん園　管理事務所 公園
481 2 町田ぼたん園　休憩所 公園
482 3 町田ぼたん園　案内棟 公園
483 4 町田ぼたん園　トイレ棟 公園
484 5 町田ぼたん園　あずま屋１ 公園
485 6 町田ぼたん園　あずま屋２ 公園
486 7 町田ぼたん園　あずま屋３ 公園
487 8 町田ぼたん園　あずま屋４ 公園
488 301 薬師池公園 町田市野津田町3270外 35.579625 139.447856 薬師中学校地区 地区４ 2000 102768 430 - - - - 13 1 - 1 薬師池公園　職員詰所 公園
489 2 薬師池公園　倉庫 公園
490 3 薬師池公園　水質浄化装置 公園
491 4 薬師池公園　水車小屋 公園
492 5 薬師池公園　茶屋 その他
493 6 薬師池公園　売店 その他
494 7 薬師池公園　男子便所棟 公園
495 8 薬師池公園　女子便所棟 公園
496 9 薬師堂　便所 公園
497 10 萬葉草花苑　案内所 公園
498 11 薬師池公園　あずま屋１ 公園
499 12 薬師池公園　あずま屋２ 公園
500 13 薬師池公園　あずま屋３ 公園
501 302 金井遊歩公園 町田市金井2－6 35.572865 139.454885 金井中学校地区 地区２ 不明 10931 20 - - - - 1 - 1 金井遊歩公園 公園
502 2 金井遊歩公園　あずま屋 公園
503 303 鶴川中央公園 町田市鶴川6－6 35.590938 139.471871 鶴川第二中学校地区 地区２ 不明 19720 68 - - - - 1 - 1 鶴川中央公園 公園
504 2 鶴川中央公園　トイレ棟 公園
505 3 鶴川中央公園　管理室・更衣室 公園
506 4 鶴川中央公園テニスコート スポーツ・レクリエーション系施設
507 304 成瀬駅北口駅前広場公共トイレ 町田市南成瀬１丁目１−５ 35.535467 139.473025 南成瀬中学校地区 地区５ 2013 37 - - - - 1 - 1 成瀬駅北口駅前広場公共トイレ その他
508 305 忠生公園 町田市忠生1－3－1 35.572822 139.422442 忠生中学校地区 地区３ 2013 76990 430 - - - - 1 - 1 芝生広場　付属棟 公園
509 2 忠生公園 公園
510 3 忠生がにやら自然館 公園
511 4 忠生公園　トイレ棟１ 公園
512 5 忠生公園　トイレ棟２ 公園
513 6 忠生ソフトボール場 スポーツ・レクリエーション系施設
514 306 小野路公園 町田市小野路町２０２３－１ 35.597609 139.453153 鶴川中学校地区 地区２ 不明 72638 3450 - - - - 1 - 1 小野路公園 公園
515 2 小野路野球場 スポーツ・レクリエーション系施設
516 3 小野路グランド スポーツ・レクリエーション系施設
517 4 小野路公園　クラブハウス スポーツ・レクリエーション系施設
518 5 小野路公園　倉庫 公園
519 6 小野路公園　倉庫 公園
520 7 小野路公園　トイレ棟 公園
521 8 小野路公園　ユニバーサルトイレ棟 公園
522 307 もみじ公園 町田市図師町614－10 35.582850 139.420105 忠生中学校地区 地区３ 不明 3697 9 - - - - 1 - 1 もみじ公園 公園
523 2 もみじ公園　あずま屋 公園
524 308 図師日影坂下公園 町田市図師町84－2 35.587314 139.417906 忠生中学校地区 地区３ 不明 37680 16 - - - - 1 - 1 図師日影坂下公園 公園
525 2 図師日影坂下公園　あずま屋 公園
526 309 小山田桜台ねむの木児童公園 町田市小山田桜台2－10－64 35.589506 139.397826 小山田中学校地区 地区１ 不明 1107 14 - - - - 1 - 1 小山田桜台ねむの木児童公園 公園
527 2 小山田桜台ねむの木児童公園　あずま屋 公園
528 310 谷戸池公園 町田市小山田桜台1－19－1 35.588698 139.401861 小山田中学校地区 地区１ 不明 24738 46 - - - - 1 - 1 谷戸池公園 公園
529 2 谷戸池公園　トイレ棟 公園
530 3 谷戸池公園　あずま屋 公園
通し
番号
施設
ID 施設名称
446 294 堂之坂公苑
447
448
449
450 295 かしの木山自然公園
451
452
453
454 296 町田えびね苑
455
456
457
458
459 297 芹ヶ谷公園
460
461
462
463
464
465
466 298 鶴間公園
467
468
469
470
471
472
473 299 真光寺公園
474
475
476
477
478
479
480 300 町田ぼたん園
481
482
483
484
485
486
487
488 301 薬師池公園
489
490
491
492
493
494
495
496
497
498
499
500
501 302 金井遊歩公園
502
503 303 鶴川中央公園
504
505
506
507 304 成瀬駅北口駅前広場公共トイレ
508 305 忠生公園
509
510
511
512
513
514 306 小野路公園
515
516
517
518
519
520
521
522 307 もみじ公園
523
524 308 図師日影坂下公園
525
526 309 小山田桜台ねむの木児童公園
527
528 310 谷戸池公園
529
530
総務省用途（中分類） 竣工年（年）
棟建築面
積（㎡）
棟延床面
積（㎡） 保有者 構造 構造サブ１ 構造サブ２ 階数 地下
最高の
高さ
耐震性
の有無 劣化度
機能
ID 機能名称 運営 都市機能
棟情報
公園 不明 - 未記述 - 1 堂之坂公苑 - 都市環境良化機能
公園 1990 50 50 RC W 1 4 あり -
公園 1989 9 9 W 1 4 あり -
公園 1990 12 12 W 1 3 あり -
公園 不明 - 未記述 - 1 かしの木山自然公園 - 都市環境良化機能
公園 1989 199 300 S 2 9 あり -
公園 1988 10 10 S 1 3 あり -
公園 1988 9 9 W 1 3 あり -
公園 1998 13 - W あり - 1 町田えびね苑 - 都市環境良化機能
公園 1988 13 W 1 あり -
公園 1989 5 S 1 あり -
公園 1989 5 S 1 あり -
公園 2005 50 P 1 あり -
公園 不明 - 未記述 - 1 芹ヶ谷公園 - 都市環境良化機能
公園 1988 32 32 S 1 3 あり -
公園 1981 24 28 S 1 4 あり -
公園 1988 22 22 S 1 3 あり -
公園 1988 9 34 W 1 3 あり -
公園 1988 6 22 W 1 3 あり -
集会施設 1975 196 W 2 7 あり -
公園 1993 - あり - 1 鶴間公園 - 都市環境良化機能
公園 1993 100 87 W 1 5 あり -
公園 1991 101 88 RC W 1 6 あり -
公園 1977 7 7 1 未記述 -
公園 1979 25 25 1 未記述 -
スポーツ施設 1996 あり -
公園 不明 未記述 -
公園 2004 - あり - 1 真光寺公園 - 都市環境良化機能
公園 1997 42 RC 1 あり -
公園 1997 20 S 1 あり -
公園 2004 12 1 あり -
公園 2004 12 1 あり -
公園 2004 12 1 あり -
公園 2004 12 1 あり -
公園 1994 75 72 - W 1 5 あり - 1 町田ぼたん園　管理事務所 - 都市環境良化機能
公園 1991 98 98 W 1 5 あり -
公園 1991 61 43 W 1 5 あり -
公園 1992 76 W RC 1 4 あり -
公園 1990 7 7 W 1 あり -
公園 1990 57 32 W 1 4 あり -
公園 1990 23 9 W 1 4 あり -
公園 1990 10 W 1 あり -
公園 2000 21 21 - SP 1 4 あり - 1 薬師池公園　職員詰所 - 都市環境良化機能
公園 2000 42 42 P S 1 4 あり -
公園 不明 177 177 RC あり -
公園 1975 20 20 W 1 3 未記述 -
その他 1982 51 40 W 1 あり -
その他 1982 17 17 W 1 あり -
公園 1988 32 30 W 1 5 あり -
公園 1988 48 45 W 1 5 あり -
公園 不明 9 9 W 1 未記述 -
公園 不明 5 5 W 1 未記述 -
公園 不明 7 7 RC 1 未記述 -
公園 不明 9 9 W 1 未記述 -
公園 不明 9 9 W 1 未記述 -
公園 不明 - 未記述 - 1 金井遊歩公園 - 都市環境良化機能
公園 1991 9 20 S W 1 3 あり -
公園 不明 - 未記述 - 1 鶴川中央公園 - 都市環境良化機能
公園 1968 14 14 S 1 3 あり -
公園 2006 53 S 1 5 あり -
スポーツ施設 不明 未記述 -
その他 2013 - RC 1 あり - 1 成瀬駅北口駅前広場公共トイレ - 都市環境良化機能
公園 2013 14 14 - S 1 3 あり - 1 芝生広場　付属棟 - 都市環境良化機能
公園 不明 未記述 -
公園 1997 393 S 1 あり -
公園 1997 16 16 S 1 3 あり -
公園 1990 21 21 S 1 あり -
スポーツ施設 不明 未記述 -
公園 不明 - 未記述 - 1 小野路公園 - 都市環境良化機能
スポーツ施設 2010 1238 2649 RC  一部S 2 14 あり -
スポーツ施設 不明 未記述 -
スポーツ施設 1990 517 644 RC 2 7 あり -
公園 1990 51 S 1 あり -
公園 1990 21 S 1 あり -
公園 2007 43 43 S 1 3 あり -
公園 2009 43 43 S 1 5 あり -
公園 不明 - 未記述 - 1 もみじ公園 - 都市環境良化機能
公園 1989 9 1 3 あり -
公園 不明 - 未記述 - 1 図師日影坂下公園 - 都市環境良化機能
公園 1996 7 16 1 3 あり -
公園 不明 - 未記述 - 1 小山田桜台ねむの木児童公園 - 都市環境良化機能
公園 1993 14 1 3 あり -
公園 不明 - 未記述 - 1 谷戸池公園 - 都市環境良化機能
公園 1985 22 S 1 3 あり -
公園 1985 24 1 3 あり -
通し
番号
施設
ID 施設名称
446 294 堂之坂公苑
447
448
449
450 295 かしの木山自然公園
451
452
453
454 296 町田えびね苑
455
456
457
458
459 297 芹ヶ谷公園
460
461
462
463
464
465
466 298 鶴間公園
467
468
469
470
471
472
473 299 真光寺公園
474
475
476
477
478
479
480 300 町田ぼたん園
481
482
483
484
485
486
487
488 301 薬師池公園
489
490
491
492
493
494
495
496
497
498
499
500
501 302 金井遊歩公園
502
503 303 鶴川中央公園
504
505
506
507 304 成瀬駅北口駅前広場公共トイレ
508 305 忠生公園
509
510
511
512
513
514 306 小野路公園
515
516
517
518
519
520
521
522 307 もみじ公園
523
524 308 図師日影坂下公園
525
526 309 小山田桜台ねむの木児童公園
527
528 310 谷戸池公園
529
530
機能の総務省用途（大分類） コスト用途 機能延床面積 利用者数
利用料金
収入 人件費 物件費
維持補修
費 扶助費 補助費等 繰出金
減価償却
費
不納欠損
引当金繰
入額
賞与引当
金繰入額
退職手当
引当金繰
入額
その他 委託料 施設運営費用
機能情報
公園 公園 71 0
公園 公園 319 0
公園 公園 72 0
公園 公園 138 0
公園 公園 207 0
公園 公園 110 0
公園 公園 347 0
公園 公園 430 0
公園 公園 20 0
公園 公園 68 0
その他 公園 37 0
公園 公園 430 0
公園 公園 3450 0
公園 公園 9 0
公園 公園 16 0
公園 公園 14 0
公園 公園 46 0
施設情報
通し
番号
施設
ID 施設名称 住所 lat long 中学校区 地区
施設竣工年
（代表棟） 敷地面積
施設延床
面積
施設周辺
人口密度
施設周辺
人口増減
バス停
到達距離
駅
到達距離 棟数
機能
数 用途形態
棟
ID 棟名称 総務省用途（大分類）
531 311 下小山田山王林公園 町田市下小山田町2805 35.592016 139.406897 小山田中学校地区 地区１ 不明 54 - - - - 1 - 1 下小山田山王林公園 公園
532 2 下小山田山王林公園　トイレ棟 公園
533 3 下小山田山王林公園　あずま屋１ 公園
534 4 下小山田山王林公園　あずま屋２ 公園
535 312 かたかごの森 町田市山崎町1706-1 35.573399 139.428624 忠生中学校地区 地区３ 不明 1153 37 - - - - 1 - 1 かたかごの森 公園
536 2 かたかごの森　管理棟 公園
537 313 木曽山崎公園 町田市本町田2533 35.565464 139.434072 町田第三中学校地区 地区３ 2007 23 - - - - 1 - 1 木曽山崎公園　トイレ棟 公園
538 314 山王塚公園 町田市薬師台3－3－20 35.582271 139.453952 薬師中学校地区 地区４ 不明 10852 20 - - - - 1 - 1 山王塚公園 公園
539 2 山王塚公園　トイレ棟 公園
540 3 山王塚公園　あずま屋 公園
541 315 原町田青空ひろば 町田市つくし野3－19 35.521606 139.481943 つくし野中学校地区 地区５ 不明 5243 24 - - - - 1 - 1 原町田青空ひろば 公園
542 2 原町田青空ひろば　トイレ棟 公園
543 316 能ヶ谷いずみ公園 町田市能ヶ谷町3023－7 35.588376 139.488895 鶴川第二中学校地区 地区２ 2004 7330 13 - - - - 1 - 1 能ヶ谷いずみ公園 公園
544 2 能ヶ谷いずみ公園　あずま屋 公園
545 317 野津田公園 町田市小野路町1255　　　　 35.593556 139.439720 鶴川中学校地区 地区２ 1987 567 - - - - 1 - 1 小野路屋敷　集会所 市民文化系施設
546 3 小野路屋敷　事務所 市民文化系施設
547 4 野津田公園　屋外便所 公園
548 5 野津田公園　屋外便所 公園
549 6 野津田公園　倉庫 公園
550 7 野津田公園　ユニバーサルトイレ 公園
551 8 野津田公園　ゲート 公園
552 9 野津田球場周辺日除 公園
554 319 第4分団第7部消防器具置場 町田市上小山田町字2582-2 35.593485 139.398614 小山田中学校地区 地区１ 2002 158 87 - - - - 1 1 - 1 第４分団第７部消防器具置場 行政系施設
555 320 第4分団第5部消防器具置場 町田市矢部町2692－13 35.578563 139.405351 忠生中学校地区 地区３ 2005 341 97 - - - - 1 1 - 1 第４分団第５部消防器具置場 行政系施設
556 321 第4分団第4部消防器具置場 町田市根岸町271－1 35.578038 139.409545 忠生中学校地区 地区３ 1994 274 76 - - - - 1 1 - 1 第４分団第４部消防器具置場 行政系施設
557 322 第4分団第3部消防器具置場 町田市木曽西4-7-35 35.566373 139.422639 木曽中学校地区 地区３ 1993 231 128 - - - - 1 1 - 1 第４分団第３部消防器具置場 行政系施設
558 323 第5分団第6部消防器具置場 町田市相原町3174 35.606507 139.302096 武蔵岡中学校地区 地区１ 1984 50 57 - - - - 1 1 - 1 第５分団第６部消防器具置場 行政系施設
559 324 第5分団第5部消防器具置場 町田市相原町2116 35.606557 139.319616 武蔵岡中学校地区 地区１ 1982 250 95 - - - - 1 1 - 1 第５分団第５部消防器具置場 行政系施設
560 325 第5分団第4部2小隊消防器具置場 町田市相原町45－1 35.605026 139.344064 堺中学校地区 地区１ 1995 518 227 - - - - 1 1 - 1 第５分団第４部２小隊消防器具置場 行政系施設
561 2 相原災害備蓄倉庫 行政系施設
562 326 第5分団第3部消防器具置場 町田市小山町3693-6 35.601976 139.352211 堺中学校地区 地区１ 1992 159 76 - - - - 1 1 - 1 第５分団第３部消防器具置場 行政系施設
563 327 第5分団第2部消防器具置場 町田市小山町1165-3 35.596524 139.381497 小山中学校地区 地区１ 2011 538 91 - - - - 1 1 - 1 第５分団第２部消防器具置場 行政系施設
564 328 第4分団第8部消防器具置場 町田市下小山田町2600－2 35.596897 139.408442 小山田中学校地区 地区１ 2004 250 95 - - - - 1 1 - 1 第４分団第８部消防器具置場 行政系施設
565 329 第3分団第8部消防器具置場 町田市鶴川1－14 35.587276 139.478046 鶴川第二中学校地区 地区２ 1995 234 80 - - - - 1 1 - 1 第３分団第８部消防器具置場 行政系施設
566 330 第3分団第7部消防器具置場 町田市広袴町662-3 35.594856 139.473618 鶴川第二中学校地区 地区２ 2002 135 92 - - - - 1 1 - 1 第３分団第７部消防器具置場 行政系施設
567 331 第3分団第6部消防器具置場 町田市真光寺町3－21－1 35.598499 139.469274 真光寺中学校地区 地区２ 2006 343 208 - - - - 1 1 - 1 第３分団第６部消防器具置場 行政系施設
568 2 鶴川災害備蓄倉庫 行政系施設
569 332 第3分団第4部消防器具置場 町田市金井町4－19－4 35.581879 139.472065 金井中学校地区 地区２ 1987 170 69 - - - - 1 1 - 1 第３分団第４部消防器具置場 行政系施設
570 333 第3分団第3部消防器具置場 町田市野津田町775番地 35.588599 139.447783 鶴川中学校地区 地区２ 1987 136 69 - - - - 1 1 - 1 第３分団第３部消防器具置場 行政系施設
571 334 第3分団第1部1小隊消防器具置場 町田市小野路町1596－9 35.596276 139.444153 鶴川中学校地区 地区２ 2001 199 119 - - - - 1 1 - 1 第３分団第１部消防器具置場 行政系施設
572 335 第2分団第8部消防器具置場 町田市高ヶ坂586－1 35.542182 139.460748 町田第二中学校地区 地区４ 1997 327 132 - - - - 1 1 - 1 第２分団第８部消防器具置場 行政系施設
573 336 第2分団第7部消防器具置場 町田市成瀬2105-3 35.543011 139.470225 南成瀬中学校地区 地区５ 2010 346 91 - - - - 1 1 - 1 第２分団第７部消防器具置場 行政系施設
574 337 つくし野災害備蓄倉庫 町田市つくし野2－35－1 35.524675 139.478239 つくし野中学校地区 地区５ 1986 394 200 - - - - 1 1 - 1 つくし野災害備蓄倉庫 行政系施設
575 338 第2分団第6部消防器具置場 町田市つくし野2－35－10 35.524625 139.478373 つくし野中学校地区 地区５ 1989 211 76 - - - - 1 1 - 1 第２分団第６部消防器具置場 行政系施設
576 339 第2分団第5部消防器具置場 町田市鶴間430－3 35.521217 139.469517 南中学校地区 地区５ 1987 132 69 - - - - 1 1 - 1 第２分団第５部消防器具置場 行政系施設
577 340 第2分団第4部消防器具置場 町田市金森2-18-33 35.533089 139.457842 南中学校地区 地区５ 1993 364 76 - - - - 1 1 - 1 第２分団第４部消防器具置場 行政系施設
578 341 第2分団第3部消防器具置場 町田市金森3-36-14 35.526562 139.459157 南中学校地区 地区５ 2003 160 95 - - - - 1 1 - 1 第２分団第３部消防器具置場 行政系施設
579 342 第4分団第1部消防器具置場 町田市図師町1772 35.581196 139.418744 忠生中学校地区 地区３ 1997 237 85 - - - - 1 1 - 1 第４分団第１部消防器具置場 行政系施設
580 343 第2分団第1部消防器具置場 町田市鶴間1343 35.504365 139.473284 つくし野中学校地区 地区５ 1986 91 68 - - - - 1 1 - 1 第２分団第１部消防器具置場 行政系施設
581 344 第1分団第5部消防器具置場 町田市玉川学園5－1－3 35.565258 139.462986 南大谷中学校地区 地区４ 2002 276 98 - - - - 1 1 - 1 第１分団第５部消防器具置場 行政系施設
582 345 第1分団第4部消防器具置場 町田市南大谷439 35.553545 139.460286 南大谷中学校地区 地区４ 1990 321 75 - - - - 1 1 - 1 第１分団第４部消防器具置場 行政系施設
583 346 第1分団第3部消防器具置場 町田市森野2－9－5 35.548659 139.437424 町田第一中学校地区 地区４ 2007 200 142 - - - - 1 1 - 1 第１分団第３部消防器具置場 行政系施設
584 347 第1分団第2部消防器具置場 町田市本町田2192－9 35.564046 139.443832 町田第一中学校地区 地区４ 1987 512 66 - - - - 1 1 - 1 第１分団第２部消防器具置場 行政系施設
585 348 第1分団第1部2小隊消防器具置場 町田市原町田6－21－5 35.543631 139.448173 町田第二中学校地区 地区４ 1988 86 175 - - - - 1 1 - 1 第１分団第１部２小隊消防器具置場 行政系施設
586 2 原町田６丁目若葉会館 行政系施設
587 349 第1分団第1部1小隊消防器具置場 町田市原町田3－4－3 35.540454 139.451384 町田第二中学校地区 地区４ 2008 167 158 - - - - 1 1 - 1 第１分団第１部１小隊消防器具置場 行政系施設
588 350 第5分団第4部1小隊消防器具置場 町田市相原町795－7 35.604390 139.333149 堺中学校地区 地区１ 1982 162 52 - - - - 1 1 - 1 第５分団第４部１小隊消防器具置場 行政系施設
589 351 第5分団第1部消防器具置場 町田市小山町627 35.591125 139.385194 小山中学校地区 地区１ 1987 173 68 - - - - 1 1 - 1 第５分団第１部消防器具置場 行政系施設
590 352 第3分団第10部消防器具置場 町田市三輪町817 35.579823 139.496997 鶴川第二中学校地区 地区２ 1977 93 41 - - - - 1 1 - 1 第３分団第１０部消防器具置場 行政系施設
591 353 忠生４丁目防災倉庫 町田市忠生4－24－1 35.579742 139.413376 忠生中学校地区 地区３ 1998 244 60 - - - - 1 1 - 1 忠生４丁目防災倉庫 行政系施設
592 354 第4分団第6部消防器具置場 町田市常盤町3269－1 35.585390 139.396657 小山田中学校地区 地区１ 1982 230 52 - - - - 1 1 - 1 第４分団第６部消防器具置場 行政系施設
593 355 第4分団第2部消防器具置場 町田市山崎町241－2 35.577422 139.428346 忠生中学校地区 地区３ 1987 116 69 - - - - 1 1 - 1 第４分団第２部消防器具置場 行政系施設
594 356 第3分団第9部消防器具置場 町田市三輪町1875-3 35.579823 139.496997 鶴川第二中学校地区 地区２ 1977 76 41 - - - - 1 1 - 1 第３分団第９部消防器具置場 行政系施設
595 357 第2分団第2部消防器具置場 町田市鶴間97-19 35.519125 139.464809 南中学校地区 地区５ 1989 262 75 - - - - 1 1 - 1 第２分団第２部消防器具置場 行政系施設
596 358 第3分団第5部消防器具置場 町田市大蔵町513-3 35.583348 139.468282 鶴川中学校地区 地区２ 1977 292 91 - - - - 2 1 - 1 第３分団第５部消防器具置場 行政系施設
597 2 ホース洗浄機置場 行政系施設
通し
番号
施設
ID 施設名称
531 311 下小山田山王林公園
532
533
534
535 312 かたかごの森
536
537 313 木曽山崎公園
538 314 山王塚公園
539
540
541 315 原町田青空ひろば
542
543 316 能ヶ谷いずみ公園
544
545 317 野津田公園
546
547
548
549
550
551
552
554 319 第4分団第7部消防器具置場
555 320 第4分団第5部消防器具置場
556 321 第4分団第4部消防器具置場
557 322 第4分団第3部消防器具置場
558 323 第5分団第6部消防器具置場
559 324 第5分団第5部消防器具置場
560 325 第5分団第4部2小隊消防器具置場
561
562 326 第5分団第3部消防器具置場
563 327 第5分団第2部消防器具置場
564 328 第4分団第8部消防器具置場
565 329 第3分団第8部消防器具置場
566 330 第3分団第7部消防器具置場
567 331 第3分団第6部消防器具置場
568
569 332 第3分団第4部消防器具置場
570 333 第3分団第3部消防器具置場
571 334 第3分団第1部1小隊消防器具置場
572 335 第2分団第8部消防器具置場
573 336 第2分団第7部消防器具置場
574 337 つくし野災害備蓄倉庫
575 338 第2分団第6部消防器具置場
576 339 第2分団第5部消防器具置場
577 340 第2分団第4部消防器具置場
578 341 第2分団第3部消防器具置場
579 342 第4分団第1部消防器具置場
580 343 第2分団第1部消防器具置場
581 344 第1分団第5部消防器具置場
582 345 第1分団第4部消防器具置場
583 346 第1分団第3部消防器具置場
584 347 第1分団第2部消防器具置場
585 348 第1分団第1部2小隊消防器具置場
586
587 349 第1分団第1部1小隊消防器具置場
588 350 第5分団第4部1小隊消防器具置場
589 351 第5分団第1部消防器具置場
590 352 第3分団第10部消防器具置場
591 353 忠生４丁目防災倉庫
592 354 第4分団第6部消防器具置場
593 355 第4分団第2部消防器具置場
594 356 第3分団第9部消防器具置場
595 357 第2分団第2部消防器具置場
596 358 第3分団第5部消防器具置場
597
総務省用途（中分類） 竣工年（年）
棟建築面
積（㎡）
棟延床面
積（㎡） 保有者 構造 構造サブ１ 構造サブ２ 階数 地下
最高の
高さ
耐震性
の有無 劣化度
機能
ID 機能名称 運営 都市機能
棟情報
公園 不明 - 未記述 - 1 下小山田山王林公園 - 都市環境良化機能
公園 1997 13 13 RC 1 3 あり -
公園 1988 21 21 1 4 あり -
公園 1988 20 20 1 4 あり -
公園 不明 - 未記述 - 1 かたかごの森 - 都市環境良化機能
公園 1998 37 W 1 あり -
公園 2007 23 - あり - 1 木曽山崎公園　トイレ棟 - 都市環境良化機能
公園 不明 - 未記述 - 1 山王塚公園 - 都市環境良化機能
公園 1985 6 P 1 3 あり -
公園 1985 14 S W 1 3 あり -
公園 不明 - 未記述 - 1 原町田青空ひろば - 都市環境良化機能
公園 1999 24 24 S 1 5 あり -
公園 2004 13 13 - S 1 あり - 1 能ヶ谷いずみ公園 - 都市環境良化機能
公園 2004 13 13 S 1 あり -
集会施設 1987 176 156 - Ｗ 1 あり - 1 小野路屋敷　集会所 - 都市環境良化機能
集会施設 1987 58 Ｗ 2 あり -
公園 1990 55 55 RC S 1 5 あり -
公園 1990 55 55 RC S 1 5 あり -
公園 1992 32 Ｐ S 1 あり -
公園 2009 41 41 軽量Ｓ 1 5 あり -
公園 2013 0 0 S 1 5 あり -
公園 2013 22 22 S 1 3 あり -
その他行政系施設 2002 47 87 - S 2 7 あり - 1 第４分団第７部消防器具置場 - 消防機能
その他行政系施設 2005 51 97 - S 階（防火水槽）RC 2 8 あり - 1 第４分団第５部消防器具置場 - 消防機能
その他行政系施設 1994 40 76 - W 2 6 あり - 1 第４分団第４部消防器具置場 - 消防機能
その他行政系施設 1993 69 128 - RC 2 8 あり - 1 第４分団第３部消防器具置場 - 消防機能
その他行政系施設 1984 32 57 - W 2 8 あり - 1 第５分団第６部消防器具置場 - 消防機能
その他行政系施設 1982 47 95 - S 階（防火水槽）RC 2 8 あり - 1 第５分団第５部消防器具置場 - 消防機能
その他行政系施設 1995 78 - S 2 7 あり - 1 第５分団第４部２小隊消防器具置場 - 消防機能
その他行政系施設 1995 149 S 2 7 あり -
その他行政系施設 1992 39 76 - W 2 8 あり - 1 第５分団第３部消防器具置場 - 消防機能
その他行政系施設 2011 47 91 - S （防火水槽,40t）RC 2 8 あり - 1 第５分団第２部消防器具置場 - 消防機能
その他行政系施設 2004 47 95 - S 2 9 あり - 1 第４分団第８部消防器具置場 - 消防機能
その他行政系施設 1995 41 80 - RC 2 9 あり - 1 第３分団第８部消防器具置場 - 消防機能
その他行政系施設 2002 46 92 - S 階（防火水槽）RC 2 8 あり - 1 第３分団第７部消防器具置場 - 消防機能
その他行政系施設 2006 95 - S 2 9 あり - 1 第３分団第６部消防器具置場 - 消防機能
その他行政系施設 2006 113 S 2 9 あり -
その他行政系施設 1987 36 69 - W 2 7 あり - 1 第３分団第４部消防器具置場 - 消防機能
その他行政系施設 1987 36 69 - W 2 7 あり - 1 第３分団第３部消防器具置場 - 消防機能
その他行政系施設 2001 75 119 - RC 2 8 あり - 1 第３分団第１部消防器具置場 - 消防機能
その他行政系施設 1997 72 132 - RC 2 8 あり - 1 第２分団第８部消防器具置場 - 消防機能
その他行政系施設 2010 47 91 - S 2 8 あり - 1 第２分団第７部消防器具置場 - 消防機能
その他行政系施設 1986 139 200 - RC 2 あり - 1 つくし野災害備蓄倉庫 - 消防機能
その他行政系施設 1989 39 76 - W 2 8 あり - 1 第２分団第６部消防器具置場 - 消防機能
その他行政系施設 1987 36 69 - W 2 8 あり - 1 第２分団第５部消防器具置場 - 消防機能
その他行政系施設 1993 39 76 - W 2 8 あり - 1 第２分団第４部消防器具置場 - 消防機能
その他行政系施設 2003 47 95 - S 2 8 あり - 1 第２分団第３部消防器具置場 - 消防機能
その他行政系施設 1997 47 85 - RC 2 8 あり - 1 第４分団第１部消防器具置場 - 消防機能
その他行政系施設 1986 35 68 - W 2 8 あり - 1 第２分団第１部消防器具置場 - 消防機能
その他行政系施設 2002 49 98 - SP 2 9 あり - 1 第１分団第５部消防器具置場 - 消防機能
その他行政系施設 1990 39 75 - W 2 8 あり - 1 第１分団第４部消防器具置場 - 消防機能
その他行政系施設 2007 50 142 - S 3 10 あり - 1 第１分団第３部消防器具置場 - 消防機能
その他行政系施設 1987 33 66 - W 2 8 あり - 1 第１分団第２部消防器具置場 - 消防機能
その他行政系施設 1988 58 117 - S 3 11 あり - 1 第１分団第１部２小隊消防器具置場 - 消防機能
その他行政系施設 1988 58 S 3 11 あり -
その他行政系施設 2008 80 158 - S 2 9 あり - 1 第１分団第１部１小隊消防器具置場 - 消防機能
その他行政系施設 1982 32 52 - W 2 7 あり - 1 第５分団第４部１小隊消防器具置場 - 消防機能
その他行政系施設 1987 36 68 - W 2 8 あり - 1 第５分団第１部消防器具置場 - 消防機能
その他行政系施設 1977 24 41 - W 2 未記述 - 1 第３分団第１０部消防器具置場 - 消防機能
その他行政系施設 1998 60 - P 1 あり - 1 忠生４丁目防災倉庫 - 消防機能
その他行政系施設 1982 52 - W 2 あり - 1 第４分団第６部消防器具置場 - 消防機能
その他行政系施設 1987 69 - W 2 あり - 1 第４分団第２部消防器具置場 - 消防機能
その他行政系施設 1977 41 - W 2 未記述 - 1 第３分団第９部消防器具置場 - 消防機能
その他行政系施設 1989 39 75 - W 2 7 あり - 1 第２分団第２部消防器具置場 - 消防機能
その他行政系施設 1977 47 91 - S 2 8 あり - 1 第３分団第５部消防器具置場 - 消防機能
その他行政系施設 不明 2 2 P 1 未記述 -
通し
番号
施設
ID 施設名称
531 311 下小山田山王林公園
532
533
534
535 312 かたかごの森
536
537 313 木曽山崎公園
538 314 山王塚公園
539
540
541 315 原町田青空ひろば
542
543 316 能ヶ谷いずみ公園
544
545 317 野津田公園
546
547
548
549
550
551
552
554 319 第4分団第7部消防器具置場
555 320 第4分団第5部消防器具置場
556 321 第4分団第4部消防器具置場
557 322 第4分団第3部消防器具置場
558 323 第5分団第6部消防器具置場
559 324 第5分団第5部消防器具置場
560 325 第5分団第4部2小隊消防器具置場
561
562 326 第5分団第3部消防器具置場
563 327 第5分団第2部消防器具置場
564 328 第4分団第8部消防器具置場
565 329 第3分団第8部消防器具置場
566 330 第3分団第7部消防器具置場
567 331 第3分団第6部消防器具置場
568
569 332 第3分団第4部消防器具置場
570 333 第3分団第3部消防器具置場
571 334 第3分団第1部1小隊消防器具置場
572 335 第2分団第8部消防器具置場
573 336 第2分団第7部消防器具置場
574 337 つくし野災害備蓄倉庫
575 338 第2分団第6部消防器具置場
576 339 第2分団第5部消防器具置場
577 340 第2分団第4部消防器具置場
578 341 第2分団第3部消防器具置場
579 342 第4分団第1部消防器具置場
580 343 第2分団第1部消防器具置場
581 344 第1分団第5部消防器具置場
582 345 第1分団第4部消防器具置場
583 346 第1分団第3部消防器具置場
584 347 第1分団第2部消防器具置場
585 348 第1分団第1部2小隊消防器具置場
586
587 349 第1分団第1部1小隊消防器具置場
588 350 第5分団第4部1小隊消防器具置場
589 351 第5分団第1部消防器具置場
590 352 第3分団第10部消防器具置場
591 353 忠生４丁目防災倉庫
592 354 第4分団第6部消防器具置場
593 355 第4分団第2部消防器具置場
594 356 第3分団第9部消防器具置場
595 357 第2分団第2部消防器具置場
596 358 第3分団第5部消防器具置場
597
機能の総務省用途（大分類） コスト用途 機能延床面積 利用者数
利用料金
収入 人件費 物件費
維持補修
費 扶助費 補助費等 繰出金
減価償却
費
不納欠損
引当金繰
入額
賞与引当
金繰入額
退職手当
引当金繰
入額
その他 委託料 施設運営費用
機能情報
公園 公園 54 0
公園 公園 37 0
公園 公園 23 0
公園 公園 20 0
公園 公園 24 0
公園 公園 13 0
市民文化系施設 公園 567 0
行政系施設 その他行政系施設 87 0
行政系施設 その他行政系施設 97 0
行政系施設 その他行政系施設 76 0
行政系施設 その他行政系施設 128 0
行政系施設 その他行政系施設 57 0
行政系施設 その他行政系施設 95 0
行政系施設 その他行政系施設 227 0
行政系施設 その他行政系施設 76 0
行政系施設 その他行政系施設 91 0
行政系施設 その他行政系施設 95 0
行政系施設 その他行政系施設 80 0
行政系施設 その他行政系施設 92 0
行政系施設 その他行政系施設 208 0
行政系施設 その他行政系施設 69 0
行政系施設 その他行政系施設 69 0
行政系施設 その他行政系施設 119 0
行政系施設 その他行政系施設 132 0
行政系施設 その他行政系施設 91 0
行政系施設 その他行政系施設 200 0
行政系施設 その他行政系施設 76 0
行政系施設 その他行政系施設 69 0
行政系施設 その他行政系施設 76 0
行政系施設 その他行政系施設 95 0
行政系施設 その他行政系施設 85 0
行政系施設 その他行政系施設 68 0
行政系施設 その他行政系施設 98 0
行政系施設 その他行政系施設 75 0
行政系施設 その他行政系施設 142 0
行政系施設 その他行政系施設 66 0
行政系施設 その他行政系施設 175 0
行政系施設 その他行政系施設 158 0
行政系施設 その他行政系施設 52 0
行政系施設 その他行政系施設 68 0
行政系施設 その他行政系施設 41 0
行政系施設 その他行政系施設 60 0
行政系施設 その他行政系施設 52 0
行政系施設 その他行政系施設 69 0
行政系施設 その他行政系施設 41 0
行政系施設 その他行政系施設 75 0
行政系施設 その他行政系施設 91 0
対象施設評価結果
施設名称 都市機能 立地タイプ
延床面積
（施設全
体）
竣工年
（年） 耐震性能 劣化度 利用率 運営費用判定 施設集約可能性 交通利便性 品質の評価 機能の評価 立地の評価 活用パターン
学校管理センター 行政機能 拠点・支所型 8953 1976 0 62% × ○ 無 有 C B（用途改善） C 機能停止・移転
こうさぎ保育園 子育て支援機能 分散型 694.33 1982 100 48% ○ × 無 有 A B（運営改善） B 長期的継続利用
さるびあ図書館 教育文化機能 分散型 1318.12 1972 100 60% × ○ 有 有 B B（用途改善） A 長期的複合化利用
すみれ会館 障がい者支援機能 分散型 3618.12 1984 100 47% ○ × 有 有 A B（運営改善） A 長期的継続利用
つくし野コミ二ティセンター 集会機能 分散型 1003.43 1982 100 56% ○ ○ 無 有 B A B 長期的継続利用
つくし野小学校 学校教育機能(小学校) 分散型 4930 1972 100 52% ○ × 有 有 B B（運営改善） A 長期的継続利用
つくし野中学校 学校教育機能（中学校） 分散型 8809 1976 100 45% ○ × 有 有 A B（運営改善） A 長期的継続利用
デイサービスあいはら 高齢者支援機能 分散型 599.19 2006 100 32% ○ ○ 無 有 A A C 縮減的継続利用
デイサービス高ヶ坂 高齢者支援機能 分散型 585.76 2002 100 42% ○ ○ 有 有 A A B 長期的継続利用
なるせ駅前市民センター 集会機能 拠点・支所型 2076.6 1996 100 62% ○ × 有 有 B B（運営改善） A 長期的継続利用
ひかり療育園 障がい者支援機能 分散型 1531.64 1992 100 32% ○ × 有 有 A B（運営改善） B 長期的継続利用
ふれあいいちょう館 高齢者支援機能 分散型 719.5 1978 100 47% × × 無 有 A C B 長期的複合化利用
ふれあいもみじ館 高齢者支援機能 分散型 607.42 1974 100 45% × × 有 有 A C A 長期的複合化利用
ふれあい桜館 高齢者支援機能 分散型 2823.77 1994 100 59% × × 無 有 B C C 機能停止・移転
生涯学習センター 集会機能 分散型 2676.85 2002 100 29% × × 有 有 A C A 長期的複合化利用
リレーセンターみなみ 環境機能 単独設置型 2373.74 1986 100 73% ○ × 無 有 B B（運営改善） B 長期的継続利用
わくわくプラザ町田 高齢者支援機能 分散型 1490.62 1994 100 36% × ○ 有 有 A B（用途改善） A 長期的複合化利用
わさびだ療育園 障がい者支援機能 分散型 678 1998 100 33% ○ × 有 有 A B（運営改善） A 長期的継続利用
教育センター 行政機能 拠点・支所型 6909.83 1968 100 63% × × 有 有 B C B 縮減的複合化利用
玉川学園高齢者在宅サービスセンター 高齢者支援機能 分散型 1383.3 2000 100 50% ○ ○ 有 有 A A A 長期的継続利用
玉川学園コミュニティセンター 集会機能 拠点・支所型 595.12 1974 100 60% ○ × 有 有 B B（運営改善） B 長期的継続利用
金井小学校 学校教育機能(小学校) 分散型 6140 1978 100 42% ○ × 無 有 A B（運営改善） B 長期的継続利用
金井中学校 学校教育機能（中学校） 分散型 6433 1984 100 42% ○ × 無 有 A B（運営改善） C 縮減的継続利用
金森市営住宅1号棟 居住機能 分散型 1668.23 1996 100 50% ○ ○ 有 有 A A A 長期的継続利用
金森市営住宅2号棟 居住機能 分散型 1778.24 1996 100 62% ○ ○ 有 有 B A A 長期的継続利用
金森市営住宅3号棟 居住機能 分散型 2154.42 1996 100 61% ○ ○ 有 有 B A A 長期的継続利用
金森市営住宅4号棟 居住機能 分散型 1651.08 1996 100 61% ○ ○ 有 有 B A A 長期的継続利用
金森市営住宅5号棟 居住機能 分散型 1371.97 1996 100 61% ○ ○ 有 有 B A A 長期的継続利用
金森図書館 教育文化機能 分散型 1499.5 2000 100 30% × ○ 有 有 A B（用途改善） A 長期的複合化利用
金森保育園 子育て支援機能 分散型 829.29 2000 100 44% ○ × 有 有 A B（運営改善） A 長期的継続利用
健康福祉会館 高齢者支援機能 分散型 4429.04 1990 100 41% × × 有 有 A C A 長期的複合化利用
高ヶ坂小学校 学校教育機能(小学校) 分散型 5287 1978 100 45% ○ ○ 有 有 A A A 長期的継続利用
国際版画美術館 教育文化機能 単独設置型 7840.29 1986 100 59% × ○ 有 有 B B（用途改善） B 長期的複合化利用
堺市民センター 集会機能 拠点・支所型 2863.28 1984 100 55% × × 無 有 B C B 縮減的複合化利用
堺中学校 学校教育機能（中学校） 分散型 6783 1964 100 68% ○ × 有 有 C B（運営改善） A 長期的継続利用
三輪コミュニティセンター 集会機能 分散型 1502.8 2002 100 44% × ○ 無 有 A B（用途改善） C 縮減的複合化利用
三輪小学校 学校教育機能(小学校) 分散型 5751 1982 100 58% ○ × 無 有 B B（運営改善） C 縮減的継続利用
山崎小学校 学校教育機能(小学校) 分散型 6109 1980 100 39% ○ ○ 無 有 A A C 縮減的継続利用
山崎中学校 学校教育機能（中学校） 分散型 7978 1980 100 48% × × 無 有 A C C 縮減的複合化利用
山崎保育園(新） 子育て支援機能 分散型 1204.01 2014 100 0% × ○ 有 有 A B（用途改善） B 長期的複合化利用
子どもセンターただＯＮ 子育て支援機能 分散型 1563.92 2014 100 4% × ○ 有 有 A B（用途改善） B 長期的複合化利用
子どもセンターつるっこ 子育て支援機能 分散型 1499.42 2006 100 32% × ○ 無 有 A B（用途改善） B 長期的複合化利用
子どもセンターばあん 子育て支援機能 分散型 1338.92 2000 100 43% × ○ 有 有 A B（用途改善） A 長期的複合化利用
子どもセンターぱお 子育て支援機能 分散型 1179.02 2010 100 18% × × 無 有 A C C 縮減的複合化利用
市庁舎 行政機能 拠点・支所型 41510.1 2012 100 7% ○ ○ 有 有 A A A 長期的継続利用
市民病院 医療保健機能 分散型 47629.43 2000 100 31% ○ ○ 有 有 A A A 長期的継続利用
資源化施設（ビン･カン） 環境機能 単独設置型 514.23 1980 0 82% ○ × 有 有 C B（運営改善） B 長期的継続利用
自由民権資料館 教育文化機能 立地限定型 911.15 1986 100 61% ○ × 無 有 B B（運営改善） C 縮減的継続利用
七国山小学校 学校教育機能(小学校) 分散型 6926 1980 100 49% ○ ○ 無 有 A A C 縮減的継続利用
室内プール スポーツ・レクリエーション機能 単独設置型 8344.07 1988 100 38% ○ × 有 有 A B（運営改善） B 長期的継続利用
小山ヶ丘小学校 学校教育機能(小学校) 分散型 9447 2006 100 22% ○ ○ 有 有 A A A 長期的継続利用
小山市民センター 集会機能 拠点・支所型 2705.46 1996 100 42% × ○ 有 有 A B（用途改善） A 長期的複合化利用
小山小学校 学校教育機能(小学校) 分散型 7267 1976 100 49% ○ × 有 有 A B（運営改善） B 長期的継続利用
小山中央小学校 学校教育機能(小学校) 分散型 10447.95 2010 100 12% ○ ○ 有 有 A A A 長期的継続利用
小山中学校 学校教育機能（中学校） 分散型 11364.06 2012 100 8% ○ ○ 有 有 A A B 長期的継続利用
小山田小学校 学校教育機能(小学校) 分散型 5796 1980 100 47% ○ × 無 有 A B（運営改善） C 縮減的継続利用
小山田中学校 学校教育機能（中学校） 分散型 7346 1984 100 55% ○ ○ 無 有 B A C 縮減的継続利用
小山田南小学校 学校教育機能(小学校) 分散型 7701 1984 100 39% ○ ○ 無 有 A A C 縮減的継続利用
小川小学校 学校教育機能(小学校) 分散型 6530 1976 100 48% ○ × 有 有 A B（運営改善） A 長期的継続利用
森野3丁目保育園 子育て支援機能 分散型 705.54 2004 100 22% ○ × 有 有 A B（運営改善） A 長期的継続利用
森野市営住宅1号棟 居住機能 分散型 1265.8 1992 100 65% ○ ○ 有 有 B A A 長期的継続利用
森野市営住宅2号棟 居住機能 分散型 1262.65 1991 100 70% ○ ○ 有 有 B A A 長期的継続利用
森野市営住宅3号棟 居住機能 分散型 1508.93 1991 100 70% ○ ○ 有 有 B A A 長期的継続利用
真光寺市営住宅1号棟 居住機能 分散型 2157.25 2004 100 35% ○ ○ 無 無 A A C 縮減的継続利用
真光寺市営住宅2号棟 居住機能 分散型 2157.27 2004 100 35% ○ ○ 無 無 A A C 縮減的継続利用
真光寺市営住宅3号棟 居住機能 分散型 2888.38 2004 100 35% ○ ○ 無 無 A A C 縮減的継続利用
真光寺中学校 学校教育機能（中学校） 分散型 7274 1980 100 47% × × 有 有 A C B 長期的複合化利用
図師小学校 学校教育機能(小学校) 分散型 9038 2009 100 13% ○ ○ 有 無 A A B 長期的継続利用
水道事務所 行政機能 拠点・支所型 2020.6 2000 100 49% × ○ 有 有 A B（用途改善） B 長期的複合化利用
成瀬クリーンセンター 環境機能 単独設置型 89951.67 1975 100 79% ○ ○ 有 有 B A A 長期的継続利用
成瀬コミュニティセンター 集会機能 分散型 1929.33 1970 42 67% × ○ 有 有 C B（用途改善） A 長期的複合化利用
成瀬台小学校 学校教育機能(小学校) 分散型 7281 1975 100 57% ○ × 有 有 B B（運営改善） A 長期的継続利用
成瀬台中学校 学校教育機能（中学校） 分散型 9366 1979 100 40% × ○ 有 有 A B（用途改善） A 長期的複合化利用
成瀬中央小学校 学校教育機能(小学校) 分散型 5770 1979 100 51% × × 有 有 B C A 長期的複合化利用
青少年施設ひなた村 スポーツ・レクリエーション機能 立地限定型 2348.98 1993 100 67% ○ × 無 無 B B（運営改善） C 縮減的継続利用
相原小学校 学校教育機能(小学校) 分散型 6908 1969 100 60% ○ × 無 有 B B（運営改善） B 長期的継続利用
総合体育館 スポーツ・レクリエーション機能 単独設置型 24766.6 1990 100 29% ○ ○ 有 有 A A A 長期的継続利用
大賀藕絲館 障がい者支援機能 分散型 1064.32 1990 100 56% ○ × 有 有 B B（運営改善） B 長期的継続利用
大戸小学校 学校教育機能(小学校) 分散型 6229 1983 100 52% × ○ 無 有 B B（用途改善） C 縮減的複合化利用
大蔵小学校 学校教育機能(小学校) 分散型 7272 1980 100 50% ○ ○ 無 有 B A B 長期的継続利用
施設名称 都市機能 立地タイプ
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（年） 耐震性能 劣化度 利用率 運営費用判定 施設集約可能性 交通利便性 品質の評価 機能の評価 立地の評価 活用パターン
大蔵保育園 子育て支援機能 分散型 1082.69 2011 100 11% ○ × 無 有 A B（運営改善） B 長期的継続利用
大地沢青少年センター スポーツ・レクリエーション機能 立地限定型 4440.49 1991 96 51% ○ ○ 無 無 C A C 機能停止・移転
中央図書館 教育文化機能 分散型 5262 1990 100 56% × × 有 有 B C A 長期的複合化利用
忠生市営住宅1号棟 居住機能 分散型 3042.81 2000 100 50% ○ ○ 有 有 A A B 長期的継続利用
忠生市営住宅2号棟 居住機能 分散型 3159.21 2000 100 50% ○ ○ 有 有 A A B 長期的継続利用
忠生市営住宅3号棟 居住機能 分散型 3544.35 2000 100 49% ○ ○ 有 有 A A B 長期的継続利用
忠生市営住宅集会所 集会機能 分散型 611.8 2000 100 49% × ○ 有 有 A B（用途改善） B 長期的複合化利用
忠生市民センター 集会機能 拠点・支所型 1442.8 2014 0 20% × × 有 有 C C B 機能停止・移転
忠生小学校 学校教育機能(小学校) 分散型 7508 1967 3 55% ○ × 有 有 C B（運営改善） B 長期的継続利用
忠生第三小学校 学校教育機能(小学校) 分散型 6357 1974 100 56% ○ ○ 有 有 B A B 長期的継続利用
忠生中学校 学校教育機能（中学校） 分散型 10183 1973 100 60% ○ ○ 有 有 B A B 長期的継続利用
町田リサイクル文化センター 環境機能 単独設置型 24448.48 1981 100 71% ○ ○ 有 有 B A B 長期的継続利用
町田ﾘｽ園 障がい者支援機能 分散型 637.13 1988 100 57% ○ ○ 無 有 B A C 縮減的継続利用
町田市せりがや会館 高齢者支援機能 分散型 4064.94 1969 100 73% ○ ○ 有 有 B A A 長期的継続利用
町田市市民文学館 教育文化機能 分散型 2156.27 1978 100 73% ○ ○ 有 有 B A A 長期的継続利用
町田市授産センター 障がい者支援機能 分散型 1562.85 1981 100 45% ○ × 有 有 A B（運営改善） B 長期的継続利用
町田市文化交流ｾﾝﾀｰ 集会機能 分散型 7866.37 2000 100 49% × ○ 有 有 A B（用途改善） A 長期的複合化利用
町田市保健所 医療保健機能 単独設置型 1853.378 1974 100 66% × × 有 有 B C A 長期的複合化利用
町田市民フォーラム 集会機能 分散型 4418.17 1999 100 34% ○ × 有 有 A B（運営改善） A 長期的継続利用
町田市民ホール 集会機能 分散型 6651.02 1978 100 60% × ○ 有 有 B B（用途改善） A 長期的複合化利用
町田市剪定枝資源化センター 環境機能 単独設置型 2948.46 2008 100 21% ○ × 無 無 A B（運営改善） C 縮減的継続利用
町田第一小学校 学校教育機能(小学校) 分散型 6295 1969 100 63% ○ × 有 有 B B（運営改善） A 長期的継続利用
町田第一中学校 学校教育機能（中学校） 分散型 9484 1962 100 65% ○ × 有 有 C B（運営改善） A 長期的継続利用
町田第五小学校 学校教育機能(小学校) 分散型 6041 1967 100 52% ○ × 有 有 B B（運営改善） A 長期的継続利用
町田第三小学校 学校教育機能(小学校) 分散型 5926 1966 100 51% ○ × 有 有 B B（運営改善） A 長期的継続利用
町田第三中学校 学校教育機能（中学校） 分散型 6250 1968 100 69% ○ × 有 有 B B（運営改善） B 長期的継続利用
町田第四小学校 学校教育機能(小学校) 分散型 6266 1971 100 53% ○ × 有 有 B B（運営改善） A 長期的継続利用
町田第二小学校 学校教育機能(小学校) 分散型 5072 1965 100 60% ○ × 有 有 B B（運営改善） A 長期的継続利用
町田第二中学校 学校教育機能（中学校） 分散型 7696 1972 100 65% ○ ○ 有 有 B A A 長期的継続利用
町田第六小学校 学校教育機能(小学校) 分散型 6365 1965 100 63% ○ ○ 有 有 B A B 長期的継続利用
町田保育園 子育て支援機能 分散型 723.42 1992 100 38% ○ × 有 有 A B（運営改善） A 長期的継続利用
鶴間小学校 学校教育機能(小学校) 分散型 6011 1977 100 51% ○ × 有 有 B B（運営改善） B 長期的継続利用
鶴見川クリーンセンター 環境機能 分散型 26444.65 1989 100 66% ○ × 無 有 B B（運営改善） C 縮減的継続利用
鶴川ポンプ場 環境機能 単独設置型 845.74 1990 0 71% ○ ○ 無 有 C A B 長期的継続利用
鶴川市民センター 集会機能 拠点・支所型 2609.96 1985 100 50% ○ × 無 有 B B（運営改善） B 長期的継続利用
鶴川第一小学校 学校教育機能(小学校) 分散型 5366 1966 100 61% ○ × 無 有 B B（運営改善） C 縮減的継続利用
鶴川第三小学校 学校教育機能(小学校) 分散型 7821 1967 100 55% ○ ○ 有 有 B A A 長期的継続利用
鶴川第四小学校 学校教育機能(小学校) 分散型 7449 1971 100 56% ○ × 有 有 B B（運営改善） B 長期的継続利用
鶴川第二小学校 学校教育機能(小学校) 分散型 7220 1973 100 53% ○ ○ 有 有 B A A 長期的継続利用
鶴川第二中学校 学校教育機能（中学校） 分散型 8408 1973 100 56% ○ × 有 有 B B（運営改善） A 長期的継続利用
鶴川中学校 学校教育機能（中学校） 分散型 12259 2001 100 31% × ○ 無 無 A B（用途改善） C 縮減的複合化利用
鶴川緑の交流館 集会機能 分散型 5953.97 2012 100 7% × × 無 有 A C B 長期的複合化利用
土木サービスセンター 行政機能 拠点・支所型 2126.08 1991 100 57% × ○ 有 有 B B（用途改善） B 長期的複合化利用
藤の台小学校 学校教育機能(小学校) 分散型 6653 1973 100 50% ○ × 無 有 B B（運営改善） B 長期的継続利用
南つくし野小学校 学校教育機能(小学校) 分散型 7155 1980 100 40% ○ × 有 有 A B（運営改善） A 長期的継続利用
南市民センター 集会機能 拠点・支所型 2117.3 1987 100 38% × ○ 有 有 A B（用途改善） A 長期的複合化利用
南収集事務所 行政機能 拠点・支所型 569.3 1999 100 53% × × 有 有 B C A 長期的複合化利用
南成瀬小学校 学校教育機能(小学校) 分散型 6932 1980 100 46% ○ × 有 有 A B（運営改善） B 長期的継続利用
南成瀬中学校 学校教育機能（中学校） 分散型 7764 1982 100 46% ○ × 無 有 A B（運営改善） C 縮減的継続利用
南大谷小学校 学校教育機能(小学校) 分散型 6083 1973 100 55% ○ ○ 有 有 B A A 長期的継続利用
南大谷中学校 学校教育機能（中学校） 分散型 7371 1975 100 52% ○ × 有 有 B B（運営改善） A 長期的継続利用
南第一小学校 学校教育機能(小学校) 分散型 6653 1966 100 56% ○ × 有 有 B B（運営改善） A 長期的継続利用
南第三小学校 学校教育機能(小学校) 分散型 5783 1971 100 48% ○ × 有 有 A B（運営改善） A 長期的継続利用
南第四小学校 学校教育機能(小学校) 分散型 6332 1967 100 65% ○ ○ 有 有 B A A 長期的継続利用
南第二小学校 学校教育機能(小学校) 分散型 6775 1978 100 51% ○ ○ 有 有 B A B 長期的継続利用
南中学校 学校教育機能（中学校） 分散型 9117 1968 100 59% ○ ○ 有 有 B A A 長期的継続利用
排水浄化センター 環境機能 単独設置型 606.94 1987 0 74% ○ × 有 有 C B（運営改善） B 長期的継続利用
博物館 教育文化機能 単独設置型 1410.27 1973 100 70% × × 無 有 B C B 縮減的複合化利用
武蔵岡中学校 学校教育機能（中学校） 分散型 4885 1983 100 54% × × 無 無 B C C 機能停止・移転
本町田高齢者在宅サービスセンター 高齢者支援機能 分散型 999.91 2000 100 44% ○ ○ 有 無 A A B 長期的継続利用
本町田市営住宅 居住機能 分散型 1858.13 1998 100 56% ○ ○ 有 有 B A A 長期的継続利用
本町田小学校 学校教育機能(小学校) 分散型 6577 1978 100 63% ○ ○ 有 有 B A B 長期的継続利用
本町田東小学校 学校教育機能(小学校) 分散型 6459 1970 100 52% × ○ 無 有 B B（用途改善） C 縮減的複合化利用
木曽境川小学校 学校教育機能(小学校) 分散型 6407 1977 100 44% ○ × 有 無 A B（運営改善） B 長期的継続利用
木曽山崎コミュニティセンター 行政機能 拠点・支所型 2104.67 1982 100 48% × × 無 有 A C C 縮減的複合化利用
木曽市営住宅2号棟 居住機能 分散型 898.3 1993 100 68% ○ ○ 有 有 B A B 長期的継続利用
木曽市営住宅3号棟 居住機能 分散型 1084.05 1993 100 68% ○ ○ 有 有 B A B 長期的継続利用
木曽市営住宅4号棟 居住機能 分散型 1146.12 1991 100 70% ○ ○ 有 有 B A B 長期的継続利用
木曽森野コミュニティセンター 集会機能 分散型 999.83 1988 100 55% × ○ 有 有 B B（用途改善） B 長期的複合化利用
木曽中学校 学校教育機能（中学校） 分散型 7486 1983 100 55% × ○ 無 有 B B（用途改善） C 縮減的複合化利用
薬師中学校 学校教育機能（中学校） 分散型 7332 1971 100 48% × ○ 無 有 A B（用途改善） C 縮減的複合化利用
サン町田旭体育館 スポーツ・レクリエーション機能 分散型 7754.31 2001 100 46% × ○ 有 有 A B（用途改善） A 長期的複合化利用
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大区分 中区分 小区分
ｱｽﾌｧﾙﾄ防水押えｺﾝｸﾘｰﾄ 4700
ｱｽﾌｧﾙﾄ露出防水 2800
合成高分子系ﾙｰﾌｨﾝｸﾞ防水 3300
その他 4300
小口･二丁掛ﾀｲﾙ 11900
ﾓｻﾞｲｸﾀｲﾙ 8300
その他 4900
ｶｰﾃﾝｳｫｰﾙ ｱﾙﾐ製ﾊﾟﾈﾙ 11700
ｱﾙﾐ製建具 13800
ｽﾃﾝﾚｽ製建具 4900
鋼製建具 12100
外部雑 一式 8800
ﾋﾞﾆﾙ床ﾀｲﾙ 1100
ﾋﾞﾆﾙ床ｼｰﾄ 5300
ﾀｲﾙｶｰﾍﾟｯﾄ 1700
ﾌﾛｰﾘﾝｸﾞ 6400
その他 10200
ﾋﾞﾆﾙｸﾛｽ 4400
ﾓﾙﾀﾙ塗EP 7500
ﾎﾞｰﾄﾞEP 7300
その他 6400
アルミ製建具 1200
鋼製建具 5400
鋼製軽量建具 13300
木製建具 2500
その他 15700
ﾛｯｸｳｰﾙ化粧吸音 4000
ﾋﾞﾆﾙｸﾛｽ＋下地 4200
その他 2800
内部雑 一式 33300
2050
9890
6790
690
460
2540
770
13500
840
換気
給排水衛生
消火
屋根
外壁
外部開口部
内部床
内壁
内部開口部
内部天井
避雷・屋外
改修内容
空調
面積当たり
単価
受変電
電力
通信・情報
通信・情報（防災）
区分
外部建築
内部建築
電気設備
外壁改修
屋上・屋根
防水改修
機械設備
設備改修
内装改修
各部位の建設コスト
現地調査関連資料
＜本日のスケジュール＞
　　つくし野コミュニティーセンターのみ、調査内容等を確認しながら行いたいので、全員で一緒に調査を
　行います。それ以降の施設に関しては、3つのチームに分けて、分担して調査を行いたいと思います。
　　・つくし野コミュニティセンター：全員で調査
　　・子どもセンターばあん：外壁・屋上チーム、1F チーム、2F・3F チーム
　　・南市民センター：外壁・屋上チーム、1F チーム、2F チーム
　　・ふれあいもみじ館：外壁チーム、内壁チーム、屋上チーム
＜調査の注意事項＞
　■調査の流れについて
　　１．劣化箇所の発見する
　　２．劣化箇所の写真撮影する
　　３．劣化個所を図面に○印などでマークし、写真撮影した時間を記載（後で写真と図面を一致させるため）
　　　　特に、劣化が特に劣化が激しい個所については、周辺状況も含めて動画の撮影もお願いいたします。
　　１～３の繰り返し
　　↓
　　４．劣化度チェックシートの箇所数に全体での該当項目の箇所数を記載する。
　　　　（正の字などで同時に記載して方がよいかもしれません）
　■劣化度調査シートの記入の仕方について
　　・非該当：項目に当てはまる、調査個所がない場合に記入してください。
　　・劣化箇所数：項目に当てはまる劣化箇所の数を記入してください。
　　・メモ欄：特記事項があれば、記載してください。
　　劣化度調査の項目に該当する箇所があっても、劣化している個所がない場合は、箇所数に「０」を記載
　してください。各項目の劣化状況の確認内容については、「点検マニュアル」に基づいて確認して下さい。
2014.12.19
町田市公共施設の現地調査
日時 時間 場所 所要時間 内容
9時00分～10時00分 つくし野コミュニティセンター 60分 劣化状況調査（外壁→内装→屋根）
10時00分～10時15分 車 15分 移動
10時15分～11時15分 子どもセンターばあん 60分 劣化状況調査（外壁→内装→屋根）
11時15分～11時20分 車 5分 移動
11時20分～12時20分 南市民センター 60分 劣化状況調査（外壁→内装→屋根）
12時20分～13時20分 飲食店など 60分 昼食
13時20分～13時30分 車 10分 移動
13時30分～14時30分 ふれあいもみじ館 60分 劣化状況調査（外壁→内装→屋根）
12月19日（金）
＜本日のスケジュール＞
　各施設について、特に劣化が進行している個所、利用者から問題を指摘されている個所などがありました
ら教えていただけたらと思います。
＜調査の注意事項＞
　■調査の流れについて
　　１．劣化箇所の発見する
　　２．劣化箇所の写真撮影する
　　３．劣化個所を図面に○印などでマークし、写真撮影した時間を記載（後で写真と図面を一致させるため）
　　　　特に、劣化が特に劣化が激しい個所については、周辺状況も含めて動画の撮影もお願いいたします。
　　１～３の繰り返し
　　↓
　　４．劣化度チェックシートの箇所数に全体での該当項目の箇所数を記載する。
　　　　（正の字などで同時に記載して方がよいかもしれません）
　■劣化度調査シートの記入の仕方について
　　・非該当：項目に当てはまる、調査個所がない場合に記入してください。
　　・劣化箇所数：項目に当てはまる劣化箇所の数を記入してください。
　　・メモ欄：特記事項があれば、記載してください。
　　劣化度調査の項目に該当する箇所があっても、劣化している個所がない場合は、箇所数に「０」を記載
　してください。各項目の劣化状況の確認内容については、「点検マニュアル」に基づいて確認して下さい。
2014.12.22
町田市公共施設の現地調査
日時 時間 場所 施設面積 竣工年 所要時間 内容
9時30分～10時30分 堺市民センター 2863㎡ 1983年 60分 劣化状況調査（外壁→内装→屋根）
電車 － － 90分 移動
12時00分～13時00分 なるせ駅前市民センター 2007㎡ 1996年 60分 劣化状況調査（外壁→内装→屋根）
12月22日（月）
＜本日のスケジュール＞
　　各施設について、特に劣化が進行している個所、利用者から問題を指摘されている個所などがありまし
たら教えていただけたらと思います。調査は、2つのチームに分けて、分担して調査を行いたいと思います。
　　・町田市立第三小学校：西棟チーム、東棟チーム
　　・町田市立第五小学校：西棟チーム、東棟チーム
　　・町田市立南第一小学校：外壁・屋上チーム、建物内部チーム
＜調査の注意事項＞
　■調査の流れについて
　　１．劣化箇所の発見する
　　２．劣化箇所の写真撮影する
　　３．劣化個所を図面に○印などでマークし、写真撮影した時間を記載（後で写真と図面を一致させるため）
　　　　特に、劣化が特に劣化が激しい個所については、周辺状況も含めて動画の撮影もお願いいたします。
　　１～３の繰り返し
　　↓
　　４．劣化度チェックシートの箇所数に全体での該当項目の箇所数を記載する。
　　　　（正の字などで同時に記載して方がよいかもしれません）
　■劣化度調査シートの記入の仕方について
　　・非該当：項目に当てはまる、調査個所がない場合に記入してください。
　　・劣化箇所数：項目に当てはまる劣化箇所の数を記入してください。
　　・メモ欄：特記事項があれば、記載してください。
　　劣化度調査の項目に該当する箇所があっても、劣化している個所がない場合は、箇所数に「０」を記載
　してください。各項目の劣化状況の確認内容については、「点検マニュアル」に基づいて確認して下さい。
2014.12.26
町田市公共施設の現地調査
日時 時間 場所 施設面積 竣工年 所要時間 内容
10時30分～11時30分 町田市立町田第三小学校 5926㎡ 1966年 60分 劣化状況調査（外壁→内装→屋根）
11時30分～11時40分 車 － － 10分 移動
11時40分～12時40分 町田市立町田第五小学校 6041㎡ 1967年 60分 劣化状況調査（外壁→内装→屋根）
12時40分～13時40分 飲食店など 60分 昼食
13時40分～14時00分 車 － － 20分 移動
14時00分～15時00分 町田市立南第一小学校 6653㎡ 1966年 60分 劣化状況調査（外壁→内装→屋根）
12月26日（金）
　鉄筋コンクリート造の場合：鉄筋露出や著
しい白華、ひび割れ、欠損等はありませんか。
　鉄骨造の場合：鋼材に錆による腐食等は
ありませんか。
　木造の場合：木材に著しい腐朽、損傷や虫
害又は緊結金物に錆による腐食等はありま
せんか。
　その他の構造：れんが、石、ブロック積み
に割れ、ずれ又は変位等や目地モルタルに著
しい欠落はありませんか。
　外装仕上げ材（タイル、モルタル、石、金
属系パネル、コンクリート系パネル）に剥落
等や著しい白華、ひび割れ、浮き等がありま
せんか。
①外壁（躯体）【目視】
②外装仕上材【目視・精密】
ひび割れ
鉄筋コンクリート造の壁
鉄筋コンクリート造の壁
白華
タイル
コンクリート系パネル
ひび割れ
ひび割れ・白華
　　１　外壁（１/２）
-１-
町田市公共施設の現地調査
各種点検マニュアル
　吹付け等の塗装仕上げ部分に浮きや剥落等
はありませんか。
塗装仕上げ部分にチョーキング、浮き、剥落
等がありませんか。
★塗装仕上げ部分を手で触って、著しいチョ
ーキングがないか確認してください。
　建物外壁の目地、シーリング材にひび割れ、
破断等はありませんか。
③塗装仕上げ【目視・触診】
④目地・シーリング材【目視】
吹付け塗装
チョーキング
浮き
吹付け塗装
目地
破断
目地
ひび割れ
タイル
金属系パネル
-2-
　　１　外壁（２/２）
町田市公共施設の現地調査
各種点検マニュアル
　浮き、たわみ、汚れ、損傷、剥離等はあり
ませんか。
　しみ等の漏水の痕跡はありませんか。
　歩行上支障があるあるひび割れ、錆による
腐食等がありませんか。
　手すりや滑り止めに損傷はありませんか。
①天井、壁、床（仕上げ材）【目視】
②階段【目視】
しみ
手すり
滑り止め踏み段
手すり
滑り止め踏み段
-３-
　　２　建物内部（１/３）
町田市公共施設の現地調査
各種点検マニュアル
　鉄筋コンクリート造の場合：鉄筋露出、著
しい白華、ひび割れ、浮き等はありませんか。
　鉄骨造の場合：鋼材に錆による腐食等は
ありませんか。
　木造の場合：木材に著しい腐朽、損傷、虫
害又は緊結金物に錆による腐食等はありま
せんか。
　その他の構造：れんが、石、ブロック積み
に割れ、ずれ又は変位等や目地モルタルに著
しい欠落はありませんか。
　鉄骨に吹き付けられている耐火被覆が剥が
れ等により鉄骨が露出していませんか。
（写真は屋外ではあるが耐火被覆の剥れた
状態）
③柱、梁、壁、床（躯体）【目視】
④耐火被覆（鉄骨造に限る）【目視】
鉄骨造躯体
鉄骨柱
鉄筋コンクリート造躯体
鉄筋コンクリート柱
鉄骨梁
鉄筋コンクリート床
耐火被覆
耐火被覆の剥がれ
-４-
　　２　建物内部（２/３）
町田市公共施設の現地調査
各種点検マニュアル
　防火戸、シャッター、ダンパー等に変形、
損傷はありませんか。
　防火性能を損なうおそれがある動作不良又
は亀裂その他の損傷、変形若しくは腐食等が
ありませんか。
⑥防火設備【目視】
シャッター
防火戸・扉
-５-
　　２　建物内部（３/３）
町田市公共施設の現地調査
各種点検マニュアル
　屋上床面に歩行上危険なひび割れ、反りが
ありませんか。また、目地部が欠落し、植生
していませんか。
　排水溝のモルタルに著しいひび割れ、浮き
等がありませんか。
　屋上に水のたまる場所や、仕上げ材・防水
層に膨れ・めくれはありませんか。
　排水溝、排水口及び目地部に土やゴミ溜ま
りや植生はありませんか。
★排水溝、排水口及び目地部のゴミや植生は
取り除いてください。
　屋根ふき材に割れ、変形はありませんか。
また、緊結金物に錆による腐食はありま
せんか。
①②防水材等【目視】
③屋根ふき材(金属板・瓦等)【目視】
目地
排水溝
植生
排水口
防水層の膨れ
屋根ふき材
アスファルト防水保護コンクリート仕上げ
シート防水
スレート屋根ふき材の剥れ
-６-
　　３　屋上・屋根（１/２）
町田市公共施設の現地調査
各種点検マニュアル
　屋上回りのパラペットの立ち上り面や笠木
に著しいに著しいひび割れ、破損はありませ
んか。
　立上り面がモルタルの場合は、著しい白華、
ひび割れがありませんか。
　金属笠木の場合は、錆による腐食、接合部
の緩みや変形がありませんか。
　笠木がコンクリートの場合は欠損し、鉄筋
が露出していませんか。
　屋上やバルコニーに設置された手すり、タ
ラップに錆による腐食、がたつきはありま
せんか。
錆による腐食：軽易なものは錆汁が出たり、
状態が重いものでは穴はあいていませんか。
がたつき：タラップ等が上下左右に動きませ
んか。
④立ち上り面・笠木【目視】
⑤手すり等の金物【目視、触診】
笠木
立ち上り
パラペット
鉄筋露出
立上り
笠木
手すり
タラップ
錆汁
-７-
　　３　屋上・屋根（２/２）
町田市公共施設の現地調査
各種点検マニュアル
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内
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形
、
損
傷
は
な
い
か
。
２
　
屋
上
・
屋
根
①
屋
上
床
面
に
歩
行
上
危
険
な
ひ
び
割
れ
、
反
り
や
目
地
部
の
欠
落
や
防
水
層
等
の
膨
れ
等
は
な
い
か
。
②
排
水
溝
に
著
し
い
ひ
び
割
れ
、
浮
き
や
ゴ
ミ
溜
ま
り
、
植
生
等
は
な
い
か
。
③
屋
根
ふ
き
材
に
割
れ
、
変
形
、
腐
食
（
著
し
い
錆
）
等
が
な
い
か
。
④
屋
上
回
り
の
ﾊﾟ
ﾗﾍ
ﾟｯ
ﾄの
立
ち
上
が
り
面
や
笠
木
（
ﾓﾙ
ﾀﾙ
、
金
属
）
に
著
し
い
ひ
び
割
れ
、
白
華
や
破
損
は
な
い
か
。
⑤
屋
上
や
バ
ル
コ
ニ
ー
に
設
置
さ
れ
た
手
摺
り
・
タ
ラ
ッ
プ
に
腐
食
（
著
し
い
錆
）
は
な
い
か
。
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工事履歴
各立面図と外壁の劣化箇所
劣化度の比較結果
各階平面図と劣化箇所
外壁の劣化状況
建物内部の劣化状況
屋上防水の劣化状況
施設概要 各部位の劣化状況
名称
竣工年
延床面積
機能
つくし野コミュニティセンター
1982 年
1003 ㎡
集会機能
外観写真
地階平面図
南側立面図
北側立面図
東側立面図
西側立面図
１階平面図 ２階平面図 屋上平面図
内観写真
開始年 終了年 工事件名 工事分類 金額
1981 1981 仮称小川つくし野センターガス本管工事 ¥402,624
1981 1981 仮称小川つくし野センターガス管取出し工事 ¥90,073
1981 1981 （仮称）小川つくし野センター新築工事 ¥301,680,000
1981 1981 （仮称）小川・つくし野センター新築電気工事 設備 ¥44,100,000
1981 1981 （仮称）小川・つくし野センター新築衛生工事 設備 ¥13,952,000
1982 1982 アンテナ工事 ¥190,000
2001 2001 空気調和設備改修工事 設備 ¥6,090,000
2002 2002 昇降機改修工事 ¥7,041,000
2004 2004 空気調和機器等改修工事 ¥45,109,050
2004 2004 空気調和機器等改修に伴う建築工事 ¥4,671,450
2004 2004 空気調和機器等改修に伴う電気設備工事 設備 ¥6,171,900
2007 2007 非常放送設備修繕 設備 ¥504,000
2007 2007 裏口自動ドア修繕 ¥268,800
2008 2008 便所改修工事 内装・設備 ¥998,550
2008 2008 非常用照明器具修繕 ¥267,750
外壁① 部分的 内装① 全体的 全体的 未実施
外壁② 全体的 内装② 無し 全体的 ６年
外壁③ － 内装③ 部分的 － ６年
外壁④ 全体的 内装④ － 全体的 未実施
内装⑤ 部分的
屋上防水①
屋上防水②
屋上防水③
屋上防水④
屋上防水⑤ 部分的
劣化度 70% ※劣化度の算出方法は本論を参照 劣化度 56%
　工事履歴による劣化度
最近の外壁改修を行ってからの経年数
最近の内装改修を行ってからの経年数
最近の設備改修を行ってからの経年数
最近の屋上防水改修を行ってからの経年数
　現地調査による劣化度
※劣化度の算出方法は本論
各項目は劣化度調査シートを参照
全体的に劣化
屋 a: 植生
内 j: 天井シミ
内 k: 内装はがれ
内 i: 床損傷
内 h: 幅木損傷
内 f: 天井シミ
内 c: 水漏れ内 a: 内装
内 b: 非常口損傷
内 d: 床ヒビ
内 e: 壁ヒビ
外 d: タイルはがれ
外 c: シーリング劣化
外 a: 柱ヒビ
外 b: 白華
内 g: タイルわれ
内 l: 扉変形
外 e: 外壁ひび
外 f: シーリングヒビ
外 c: シーリング劣化
内 i: 床損傷内 e: 壁ヒビ 内 f: 天井シミ
内 j: 天井シミ
外 d: タイルはがれ
屋 :排水溝に植生屋 a: 植生 屋 :パラペットの損傷
屋 :パラペットの損傷屋 :パラペットのヒビ
外 f: シーリングヒビ外 e: 外壁ひび外 a: 柱ヒビ
工事履歴
各立面図と外壁の劣化箇所
劣化度の比較結果
各階平面図と劣化箇所
外壁の劣化状況
内装の劣化状況
屋上防水の劣化状況
施設概要 各部位の劣化状況
名称
竣工年
延床面積
機能
南市民センター
1987 年
2117 ㎡
行政機能・集会機能
外観写真
地階平面図
南側立面図
北側立面図
東側立面図
西側立面図
１階平面図
２階平面図 屋根平面図屋上平面図
内観写真
外壁① 内装① 全体的 部分的 ３年
外壁② 内装② 無し 無し ５年
外壁③ 内装③ 無し － ４年
外壁④
－
部分的
無し
無し 内装④ － 部分的 ８年
内装⑤ 無し
屋上防水①
屋上防水②
屋上防水③
屋上防水④
屋上防水⑤ －
劣化度 23% ※劣化度の算出方法は本論を参照 劣化度 38%
　工事履歴による劣化度
最近の外壁改修を行ってからの経年数
最近の内装改修を行ってからの経年数
最近の設備改修を行ってからの経年数
最近の屋上防水改修を行ってからの経年数
　現地調査による劣化度
※劣化度の算出方法は本論
各項目は劣化度調査シートを参照
開始年 終了年 工事件名 工事分類 金額
1980 1980 町田市役所南支所玄関排水溝設置工事 ¥130,000
1985 1985 （仮称）南市民センター新築工事 ¥532,430,000
1985 1985 （仮称）南市民センター新築衛生設備工事 設備 ¥27,500,000
1985 1985 （仮称）南市民センター新築電気設備工事 設備 ¥87,500,000
1989 1989 電算システム導入関連施設改修工事（南支所建築） ¥11,536,000
1989 1989 電算システム導入関連施設改修工事（南支所電気） 設備 ¥5,481,600
1998 1998 受水槽・ポンプ・キュービクル更新工事
2006 2006 空気調和機械等改修工事 ¥45,400,950
2006 2006 外壁・屋上防水改修工事 外壁・屋上防水 ¥7,743,750
2008 2008 管理用間仕切り改修工事 ¥2,394,000
2009 2009 駐輪場柱タイル補修工事（緊急工事） ¥630,000
2009 2009 南市民センター授乳室設置工事 ¥1,449,000
2009 2009 非常照明バッテリー交換修繕 ¥728,700
2010 2010 南市民センター舞台吊物修繕 ¥913,500
2010 2010 みんなのトイレ改修工事 設備
内装
¥3,244,500
2010 2010 給水仕切弁等改修工事 設備 ¥185,850
2011 2011 南市民センター外壁等改修工事 外壁 ¥13,129,200
内 c: 天井破損
内 a: タイルヒビ
内 b: 天井雨漏り跡
内 d: 天井雨漏り跡
内 e: 内壁ヒビ
屋 a: 防水層ふくれ
屋 b: 防水層ふくれ
屋 c: 防水層ひび
外 a: シーリング劣化
屋 a: 防水層ふくれ 屋 b: 防水層ふくれ屋 c: 防水層ひび
外 a: シーリング劣化
内 e: 内壁ヒビ 内 c: 天井破損 内 d: 天井雨漏り跡
内 b: 天井雨漏り跡 内 a: タイルヒビ
内 a: 壁ヒビ
内ｂ:壁ヒビ
内ｃ:壁ヒビ
内ｄ:梁ヒビ
内 i: 柱ヒビ
内 h: ヒビ
内 f: 天井雨漏り跡
内 e: 壁ヒビ
内 g: 天井はがれ
屋 b: 排水溝つまり
屋 f: ヒビ、浮き
屋 e: 植生
屋 c: 排水溝つまり
屋 d: 防水層破れ
屋 a: 防水層おさえヒビ
外 b: 柱ヒビ
外 e: 壁ヒビ
外 k: 壁ヒビ
外 i: 壁ヒビ
外 h: 壁ヒビ
外 a: 剥がれ
外 c: 柱ヒビ 外 d: 壁ヒビ
外 l: 壁ヒビ
外 j: 壁ヒビ
外 f: 壁ヒビ
外 g: 鉄筋露出
外 j: 壁ヒビ外 g: 鉄筋露出 外 k: 壁ヒビ
外 e: 壁ヒビ
内 f: 天井雨漏り跡
内 e: 壁ヒビ
内 h: ヒビ内 g: 天井はがれ
屋 f: ヒビ、浮き
屋 a: 防水層おさえヒビ 屋 e: 植生屋 d: 防水層破れ
屋 f: ヒビ、浮き
外 d: 壁ヒビ外 b: 柱ヒビ
外 i: 壁ヒビ
屋 b: 排水溝つまり
内 a: 壁ヒビ 内ｃ:壁ヒビ
工事履歴
各立面図と外壁の劣化箇所
劣化度の比較結果
各階平面図と劣化箇所
外壁の劣化状況
内装の劣化状況
屋上防水の劣化状況
施設概要 各部位の劣化状況
名称
竣工年
延床面積
機能
子どもセンターばあん
1999 年
1339 ㎡
子育て支援機能
外観写真
南側立面図
北側立面図
東側立面図
西側立面図
１階平面図
３階平面図
２階平面図
屋上平面図
内観写真
開始年 終了年 工事件名 工事分類 金額
1997 1997 子どもセンター１号館新築工事 ¥315,000,000
1997 1997 子どもセンター１号館新築電気設備工事 設備 ¥70,140,000
1997 1997 子どもセンター１号館新築衛生設備工事 設備 ¥41,475,000
1997 1997 子どもセンター１号館新築空気調和設備工事 設備
内装
¥43,575,000
2007 2007 プレイルーム他改修工事 ¥3,339,000
2012 2012 子どもセンターばあん３階プレイルーム床塗り替え他修繕 ¥744,450
外壁① 内装① 全体的 未実施
外壁② 内装② 全体的 ２年前
外壁③ 内装③ － 未実施
外壁④
全体的
全体的
部分的
無し 内装④ 部分的 未実施
内装⑤
部分的
無し
全体的
－
無し
屋上防水①
屋上防水②
屋上防水③
屋上防水④
屋上防水⑤ 無し
劣化度 65% ※劣化度の算出方法は本論を参照 劣化度 43%
　工事履歴による劣化度
最近の外壁改修を行ってからの経年数
最近の内装改修を行ってからの経年数
最近の設備改修を行ってからの経年数
最近の屋上防水改修を行ってからの経年数
　現地調査による劣化度
※劣化度の算出方法は本論
各項目は劣化度調査シートを参照
内 d: 壁剥がれ
内 b: 壁ヒビ
内 c: 壁ヒビ
内 e: 壁ヒビ
内 a: 壁ヒビ
内 a: 壁ヒビ 内 b: 壁ヒビ 内 d: 壁剥がれ
外壁の様子 外壁の様子
屋上防水の様子屋上防水の様子
内 e: 壁ヒビ
工事履歴
各立面図と外壁の劣化箇所
劣化度の比較結果
各階平面図と劣化箇所
外壁の劣化状況
内装の劣化状況
屋上防水の劣化状況
施設概要 各部位の劣化状況
名称
竣工年
延床面積
機能
ふれあいもみじ館
1974 年
607 ㎡
高齢者支援機能
外観写真
南側立面図
北側立面図
東側立面図
西側立面図
１階平面図 ２階平面図
内観写真
開始年 終了年 工事件名 工事分類 金額
1974 1974 金森老人福祉センター新設工事 ¥75,400,000
1974 1974 金森老人福祉センター新設電気設備工事 設備 ¥1,810,000
1974 1974 金森老人福祉センター外構整備工事 ¥20,900,000
1974 1974 金森老人福祉センター外構整備電気設備工事 設備 ¥10,450,000
1974 1974 金森老人福祉センター間知ブロック擁壁工事 ¥170,000
1979 1979 機能回復訓練室増築工事 ¥975,000
1979 1979 高齢者事業団作業所建設工事 ¥1,200,000
1983 1983 金森老人福祉センター床カーペット改修工事 ¥1,550,000
1988 1988 町田市金森老人福祉ｾﾝﾀｰ汚水管改修工事 ¥4,000,000
1992 1992 金森老人福祉センター防水等改修工事 屋上防水 ¥43,273,390
1995 1995 金森老人福祉ｾﾝﾀｰ浴室ﾀｲﾙ貼替工事 ¥2,575,000
2000 2000 金森ふれあいもみじ館飛散防止フィルム貼工事 ¥771,750
2002 2002 ふれあいもみじ館（金森）屋上防水他改修工事 屋上防水 ¥6,678,000
2002 2002 ふれあいもみじ館バリアフリー化工事 ¥3,307,500
2005 2005 ふれあいもみじ館空調改修機械設備工事 設備 ¥15,158,850
2005 2005 ふれあいもみじ館空調改修電気設備工事 設備 ¥9,537,150
2005 2005 ふれあいもみじ館高圧電気設備修繕 設備 ¥2,142,000
2005 2005 ふれあいもみじ館揚水ポンプ取替修繕 ¥524,475
2009 2009 ふれあいもみじ館健康相談室改修工事 ¥672,000
2010 2010 ふれあいもみじ館耐震診断業務委託 ¥1,732,500
2011 2011 ふれあいもみじ館耐震補強他実施設計業務委託 ¥2,730,000
2012 2012 ふれあいもみじ館耐震補強及び改修工事 ¥13,356,000
2012 2012 ふれあいもみじ館耐震補強及び改修機械設備工事 設備
内装・外壁・屋上防水
¥7,428,750
外壁① 内装① 全体的 屋上防水① 無し ２年
外壁② 内装② 無し 屋上防水② 無し ２年
外壁③ 内装③ 部分的 屋上防水③ － ２年
外壁④
無し
無し
無し
－ 内装④ － 屋上防水④ 無し ２年
内装⑤ － 屋上防水⑤ 無し
劣化度 18% ※劣化度の算出方法は本論を参照 劣化度 45%
　工事履歴による劣化度
最近の外壁改修を行ってからの経年数
最近の内装改修を行ってからの経年数
最近の設備改修を行ってからの経年数
最近の屋上防水改修を行ってからの経年数
　現地調査による劣化度
※劣化度の算出方法は本論
各項目は劣化度調査シートを参照
外 a: 階段裏損傷 外 b: 壁ヒビ・シーリング破損
工事履歴
各立面図と外壁の劣化箇所
劣化度の比較結果
各階平面図と劣化箇所
外壁の劣化状況
内装の劣化状況
屋上防水の劣化状況
施設概要 各部位の劣化状況
名称
竣工年
延床面積
機能
堺市民センター
1983 年
2863 ㎡
行政機能・集会機能・教育文化機能・高齢者支援機能
外観写真
南側立面図
北側立面図
東側立面図
西側立面図
１階平面図 ２階平面図
３階平面図 屋上平面図
内観写真
外壁① 無し 内装① 全体的 無し ９年
外壁② 部分的 内装② 無し 無し 未実施
外壁③ － 内装③ 全体的 無し ２年
外壁④ 部分的 内装④ － 無し ２年
内装⑤ 無し
屋上防水①
屋上防水②
屋上防水③
屋上防水④
屋上防水⑤ 無し
劣化度 26% ※劣化度の算出方法は本論を参照 劣化度 55%
　工事履歴による劣化度
最近の外壁改修を行ってからの経年数
最近の内装改修を行ってからの経年数
最近の設備改修を行ってからの経年数
最近の屋上防水改修を行ってからの経年数
　現地調査による劣化度
※劣化度の算出方法は本論
各項目は劣化度調査シートを参照
開始年 終了年 工事件名 工事分類 金額
1980 1980 仮称堺市民センター用地地質調査委託 ¥1,600,000
1980 1980 （仮）堺市民センター用地分筆測量委託 ¥200,000
1980 1980 （仮）堺市民センター用地隣接河川及び都道調査測量委託 ¥320,000
1980 1980 （仮）堺市民センター用地確定及び計画河川の調査測量委託 ¥1,330,000
1981 1982 （仮称）堺市民センター新築工事 ¥656,750,000
1981 1982 （仮称）堺市民センター新築電気設備工事 設備 ¥94,742,000
1981 1982 （仮称）堺市民センター新築衛生設備工事 設備 ¥302,640,000
1982 1982 (仮称)堺市民センター建設に伴うテレビ電波障害防除アンテナの移設工事 ¥280,000
1986 1986 堺市民ｾﾝﾀｰ近隣電波障害設備増設工事 設備 ¥300,000
1988 1988 堺市民ｾﾝﾀｰ地下室岩綿撤去工事 ¥3,990,000
1989 1989 電算システム導入関連施設改修工事（堺支所建築） ¥7,673,500
1989 1989 電算システム導入関連施設改修工事（堺支所電気） 設備 ¥5,479,600
1993 1993 堺市民センター外壁等改修工事 外壁 ¥82,676,040
2003 2003 堺市民センター駐車場整備工事 ¥24,886,050
2003 2004 堺市民センター外部改修工事 外壁 ¥24,541,650
2005 2005 堺市民センター外壁雨漏り補修工事 外壁・屋上防水 ¥1,319,850
2005 2005 堺市民センター冷却塔オーバーホール ¥2,940,000
2005 2005 堺市民センター外構不具合等改修工事 ¥1,764,000
2007 2007 排煙オペレーター他改修工事 ¥2,068,500
2007 2007 浴室他照明器具改修工事 ¥365,400
2007 2007 機械設備改修工事 設備 ¥90,310,500
2008 2008 火災報知機他改修工事 ¥2,149,350
2008 2008 自動ドア改修工事 ¥259,980
2008 2008 堺市民センター会議室等鍵修繕（1年目） ¥908,250
2009 2009 堺市民センター及びこうさぎ保育園公共下水接続工事 ¥3,465,000
2009 2009 堺市民センター内ふれあいけやき館カーペット張替工事 ¥609,000
2009 2009 堺市民センター階段手すり新設及び駐車場等改修工事 ¥912,450
2009 2009 堺市民センター会議室等鍵修繕（２年目） ¥997,500
2009 2009 非常用照明リレー交換修繕 ¥33,600
2009 2009 堺市民センター浴室系統配管漏水修繕 屋上防水 ¥1,134,000
2010 2010 エレベーター更新工事 ¥19,845,000
2011 2011 堺市民センター床タイル張替修繕 ¥1,387,050
2011 2011 ふれあいけやき館浴室ドア取替修繕 ¥535,500
2012 2012 堺図書館網戸設置工事 ¥359,940
2012 2012 ふれあいけやき館男子浴室漏水修繕 設備・屋上防水 ¥782,250
内 a: 壁・床ヒビ
内 a: 壁・床ヒビ
内 g: 壁ヒビ
内 g: 壁ヒビ
内 e: 壁ヒビ
内 d: 壁ヒビ
内 d: 壁ヒビ
内 c: 壁ヒビ
内 c: 壁ヒビ
内 b: 壁ヒビ
内 l: 壁ヒビ
内 m: 梁ヒビ
内 f: 壁ヒビ
内 h: 雨漏り跡
内 k: 床ヒビ
内 k: 床ヒビ
内 j: 壁ヒビ
内 i: 雨漏り跡
外 b: 壁ヒビ・シーリング破損
外 d: 壁ヒビ・シーリング破損
外 c: サッシの隙間
外 a: 階段裏損傷
内 h: 雨漏り跡
内 a: 雨漏り
内 h: 雨漏り
内 g: 壁ヒビ
内 i: 床ヒビ
内 d: 天井雨漏り跡
内 b: 雨漏り
内 c: 壁ヒビ
内 e: 壁ヒビ
内 e: ボード割れ
内 g: 壁剥がれ
内 f: 剥がれ
内 f: 壁ヒビ
屋 a: 防水層おさえ割れ
屋 d: 防水層おさえ割れ
屋 b: パラペットヒビ
屋 c: 防水層おさえ割れ
外 c: タイル浮き
外 a: シーリング劣化
外 b: シーリング劣化
外 d: タイル浮き
屋 a: 防水層おさえ割れ
屋 b: パラペットヒビ屋 c: 防水層おさえ割れ屋 d: 防水層おさえ割れ
内 i: 床ヒビ
内 a: 雨漏り内 f: 剥がれ内 h: 雨漏り
内 f: 壁ヒビ 内 g: 壁ヒビ
外 a: シーリング劣化 外 c: タイル浮き
工事履歴
各立面図と外壁の劣化箇所
劣化度の比較結果
各階平面図と劣化箇所
外壁の劣化状況
内装の劣化状況
vvvv の劣化状況
施設概要 各部位の劣化状況
名称
竣工年
延床面積
機能
なるせ駅前市民センター
1996 年
2077 ㎡
行政機能・集会機能
外観写真
地階平面図
南側立面図 北側立面図東側立面図 西側立面図
１階平面図
３階平面図 ４階平面図
２階平面図
屋上平面図
内観写真
　工事履歴による劣化度　現地調査による劣化度
外壁① 無し 内装① 全体的 全体的 未実施
外壁② 部分的 内装② 無し 無し 未実施
外壁③ － 内装③ 全体的 － 未実施
外壁④ 部分的 内装④ － 部分的 未実施
内装⑤ 無し
屋上防水①
屋上防水②
屋上防水③
屋上防水④
屋上防水⑤ 無し
劣化度 40% ※劣化度の算出方法は本論を参照 劣化度 62%
最近の外壁改修を行ってからの経年数
最近の内装改修を行ってからの経年数
最近の設備改修を行ってからの経年数
最近の屋上防水改修を行ってからの経年数
※劣化度の算出方法は本論
各項目は劣化度調査シートを参照
開始年 終了年 工事件名 工事分類 金額
1994 1995 （仮称）成瀬駅前センター新築工事 ¥653,977,900
1994 1995 （仮称）成瀬駅前センター新築電気設備工事 設備 ¥129,553,400
1994 1995 （仮称）成瀬駅前センター新築衛生設備工事 設備 ¥41,357,590
1994 1995 （仮称）成瀬駅前センター新築空気調和設備工事 設備 ¥85,907,150
1998 1998 成瀬駅前市民センターステージ反響壁設置工事 ¥840,000
2008 2008 冷温水機ミスト用フィルタ枠交換工事 ¥210,000
2009 2009 非常照明バッテリー及び器具交換修繕 ¥1,239,000
2012 2012 吸収式冷温水機更新工事 ¥25,189,500
2012 2012 多目的ホール照明器具改修工事 ¥1,764,000
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2000 2000 屋外灯他増設工事 ¥287,700
2001 2001 消防設備改修工事 設備 ¥146,700
2001 2001 普通教室他照明器具改修工事（ＰＣＢ） ¥987,000
2001 2001 プロパンガス設備改修工事 設備 ¥66,885
2001 2001 六角校舎ベランダ手摺他塗装工事 ¥2,835,000
2001 2001 学校管理用パソコン整備他に伴う電源工事 ¥210,000
2001 2001 金網柵張替塗装工事 ¥1,344,000
2001 2001 六角校舎屋上トップライト部シーリング打替工事 ¥109,200
2001 2001 施設遊具改修等工事 ¥259,411
2001 2001 ランチルーム他天井改装工事 内装 ¥430,500
2001 2001 プール循環機設備改修工事 設備 ¥171,818
2001 2001 校庭改修等工事 ¥167,916
2001 2002 非常通報設備設置工事 設備 ¥269,062
2001 2002 プール附属棟外屋根塗替及び体育倉庫外壁防水工事 外壁・屋上防水 ¥1,481,550
2001 2002 校庭スピーカー他改修工事 ¥1,362,900
2001 2002 消防設備改修工事 設備 ¥194,250
2001 2002 パソコン教室整備工事 ¥4,659,900
2001 2002 パソコン教室整備電気設備工事 設備 ¥7,029,750
2002 2002 パソコン教室整備空気調和設備工事 設備 ¥4,144,350
2002 2002 六角校舎便所床防滑工事 設備 ¥546,000
2002 2002 第二音楽室等床貼替工事 ¥808,500
2002 2002 パソコン教室スピーカー配線改修工事 ¥98,700
2002 2002 プールオーバーブロー補修工事 ¥130,200
2002 2002 高架水槽オーバーフロー管改修工事 ¥48,300
2002 2003 給食棟給水設備改修工事 設備 ¥3,181,500
2002 2003 消防設備改修工事 設備 ¥171,818
2003 2003 遊具整備工事 ¥296,870
2003 2003 職員休憩室設置工事 ¥4,200,000
2003 2003 施設耐震補強機械設備工事 設備 ¥501,900
2003 2003 施設耐震補強工事 ¥46,651,500
2003 2003 施設耐震補強電気設備工事 設備 ¥2,100,000
2003 2004 黒板張替工事 ¥732,900
2003 2003 受変電設備内開閉器他改修工事 設備 ¥159,600
2004 2004 中央校舎便所改修及び体育館渡り廊下サッシ設置工事 内装・設備 ¥4,089,380
2004 2004 プール循環濾過機改修工事 ¥73,500
2004 2004 プール槽塗装等改修工事 ¥1,753,500
2004 2004 ごみ置場周辺整備工事 ¥299,250
2004 2004 非常階段塗替工事 ¥544,950
2004 2004 遊具維持工事 ¥331,625
2005 2005 １階普通教室照明器具改修他工事 ¥298,200
2005 2005 障がい便所温水シャワー設置工事 設備 ¥299,775
2005 2005 プール附属棟絶縁不良改修工事 ¥144,900
2005 2005 校舎外壁モルタル落下防止工事 外壁 ¥2,521,050
2005 2005 校舎棟西側通路舗装工事 ¥399,000
2005 2005 非常放送設備バッテリー取替修繕 設備 ¥116,550
2005 2005 校庭内バスケットボード設置工事 ¥312,900
2005 2005 図工室換気扇設置工事 ¥199,500
2005 2006 便所改修工事 設備 ¥2,394,000
2006 2006 音楽室空調機設置工事 設備 ¥3,234,000
2006 2006 遊具整備工事 ¥1,163,190
2006 2006 防犯カメラ設置工事 ¥1,485,683
2006 2006 普通教室他照明器具改修工事 ¥1,046,850
2006 2006 校舎手摺他塗装工事 ¥1,102,500
2007 2007 テレビアンテナ取替修繕 ¥121,800
2007 2007 火災報知器他取替修繕 ¥57,120
2007 2007 職員室リーラーコンセント設置工事 ¥394,800
2007 2007 家庭科室湯沸かし器改修工事 ¥399,000
2007 2007 体育館便所汚水ポンプ取替修繕 設備 ¥336,000
2007 2007 家庭科室リーラーコンセント他設置工事 ¥352,800
2007 2007 職員室屋上雨漏り防止工事 屋上防水 ¥240,450
2007 2007 プール循環濾過機修繕 ¥119,595
2007 2007 非常放送設備スピーカー切替ボックス取替工事 設備 ¥394,800
2007 2007 揚水管切替バルブ他修繕 ¥399,000
2008 2008 玄関・昇降口建具改修工事 内装 ¥1,785,000
2008 2008 北校舎１階壁・３階便所前廊下部雨漏り改修工事 設備・屋上防水 ¥395,640
2008 2008 六角校舎便所換気扇設置工事 内装・設備 ¥396,900
2008 2008 給食室オーブン設備配管接続工事 設備 ¥386,400
2008 2008 学級増に伴う照明器具改修工事 ¥316,575
2008 2008 特別普通教室棟屋外階段、バルコニー手摺等塗替工事 ¥1,764,000
2008 2008 六角校舎及び東校舎階段手摺設置工事 ¥368,340
2009 2009 プール槽改修工事 ¥4,378,500
2009 2009 地上波デジタル受信設備改修工事 設備 ¥22,059,450
2010 2010 図書室空調機設置工事 設備 ¥2,682,750
2010 2010 校舎3階救助袋取替 ¥785,400
2010 2010 普通教室他照明器具改修 ¥1,786,050
2010 2010 特別支援教育支援員配置教室整備 内装 ¥1,606,500
2010 2010 六画校舎屋上雨漏り防止（防水工事） 屋上防水 ¥7,602,000
2010 2010 プール流量計設置工事 ¥262,500
2011 2011 ﾌﾟｰﾙ濾過配管改修 ¥2,045,400
2011 2011 5-2棟外壁ｸﾗｯｸ等改修 外壁 ¥6,961,500
2012 2012 火災報知機綜合盤改修工事 ¥2,213,400
2012 2012 外2校普通教室等空気調和設備設置工事 設備 ¥126,462,000
2012 2012 火災受信盤改修工事 ¥1,386,000
2012 2012 給食室部品更新に伴う電源設置工事 ¥232,050
工事履歴
各立面図と外壁の劣化箇所
※正確な立面図がないため、平面図に外壁の劣化箇所を記載
劣化度の比較結果
各階平面図と劣化箇所
外壁の劣化状況
内装の劣化状況
屋上防水の劣化状況
施設概要 各部位の劣化状況
名称
竣工年
延床面積
機能
南第一小学校
1966 年
6653 ㎡
学校教育機能
外観写真 内観写真
　工事履歴による劣化度　現地調査による劣化度
外壁① 全体的 内装① 全体的 全体的 ３年
外壁② 全体的 内装② 無し 全体的 ４年
外壁③ 全体的 内装③ 全体的 － ２年
外壁④ 全体的 内装④ － 全体的 ４年
内装⑤ 全体的
屋上防水①
屋上防水②
屋上防水③
屋上防水④
屋上防水⑤ 無し
劣化度 77% ※劣化度の算出方法は本論を参照 劣化度 56%
最近の外壁改修を行ってからの経年数
最近の内装改修を行ってからの経年数
最近の設備改修を行ってからの経年数
最近の屋上防水改修を行ってからの経年数
※劣化度の算出方法は本論
各項目は劣化度調査シートを参照
開始年 終了年 工事件名 工事分類 金額
1995 1995 身障者便所改修工事 設備 ¥1,648,000
1995 1995 校舎改造衛生設備工事（１年度） 設備 ¥23,690,000
1995 1995 校舎改造工事（１年度） ¥113,300,000
1995 1995 校舎改造電気設備工事（１年度） 設備 ¥8,446,000
1995 1995 体育館照明器具改修工事 ¥6,386,000
1995 1995 漏水改修工事 屋上防水 ¥2,235,100
1996 1996 石油倉庫移設工事 ¥1,854 0
屋 a: パラペットヒビ
屋 b: 植生 屋 e: ヒビ・植生
屋 d: 排水溝つまり
屋 g: 目地劣化
屋 f: 防水層おさえ割れ
屋上防水改修済み
屋 c: 植生
内 a: 壁ヒビ
内 h: 壁ヒビ
内 i: 壁ヒビ
内 g: 壁ヒビ
内 p: 壁ヒビ
内 r: 壁ヒビ
内 t: 壁ヒビ
内 u: 柱・壁ヒビ
内 v: 雨漏り跡
内 s: 壁剥がれ
内 q: 梁ヒビ
内 j: 梁ヒビ
内 d: 天井浮き
内 e: 雨漏り跡
内 f: 雨漏り
内 k: 雨漏り跡
内 m: 雨漏り跡
内 l: 壁ヒビ
内 o: 壁ヒビ
内 n: 床ヒビ
内 b: 柱ヒビ
内 c: 壁ヒビ
外 j: 外壁ヒビ
外 a: 外壁ヒビ
外 h: 外壁ヒビ
外 a: 外壁雨漏り
外 c: 外壁穴
外 b: 外壁ヒビ
外 f: 外壁ヒビ
外 e: 外壁剥落
外 g: 外壁ヒビ
外 i: 外壁ヒビ
外 d: 外壁ヒビ
内 q: 梁ヒビ
内 m: 雨漏り跡
内 n: 床ヒビ 内 v: 雨漏り跡
屋 c: 植生 屋 f: 防水層おさえ割れ
屋 b: 植生屋 g: 目地劣化屋 e: ヒビ・植生
屋 a: パラペットヒビ
内 i: 壁ヒビ内 h: 壁ヒビ
外 b: 外壁ヒビ 外 e: 外壁剥落 外 f: 外壁ヒビ
外 h: 外壁ヒビ 外 a: 外壁ヒビ 外 a: 外壁雨漏り
2000 2000 屋外灯他増設工事 ¥287,700
2001 2001 消防設備改修工事 設備 ¥146,700
2001 2001 普通教室他照明器具改修工事（ＰＣＢ） ¥987,000
2001 2001 プロパンガス設備改修工事 設備 ¥66,885
2001 2001 六角校舎ベランダ手摺他塗装工事 ¥2,835,000
2001 2001 学校管理用パソコン整備他に伴う電源工事 ¥210,000
2001 2001 金網柵張替塗装工事 ¥1,344,000
2001 2001 六角校舎屋上トップライト部シーリング打替工事 ¥109,200
2001 2001 施設遊具改修等工事 ¥259,411
2001 2001 ランチルーム他天井改装工事 内装 ¥430,500
2001 2001 プール循環機設備改修工事 設備 ¥171,818
2001 2001 校庭改修等工事 ¥167,916
2001 2002 非常通報設備設置工事 設備 ¥269,062
2001 2002 プール附属棟外屋根塗替及び体育倉庫外壁防水工事 外壁・屋上防水 ¥1,481,550
2001 2002 校庭スピーカー他改修工事 ¥1,362,900
2001 2002 消防設備改修工事 設備 ¥194,250
2001 2002 パソコン教室整備工事 ¥4,659,900
2001 2002 パソコン教室整備電気設備工事 設備 ¥7,029,750
2002 2002 パソコン教室整備空気調和設備工事 設備 ¥4,144,350
2002 2002 六角校舎便所床防滑工事 設備 ¥546,000
2002 2002 第二音楽室等床貼替工事 ¥808,500
2002 2002 パソコン教室スピーカー配線改修工事 ¥98,700
2002 2002 プールオーバーブロー補修工事 ¥130,200
2002 2002 高架水槽オーバーフロー管改修工事 ¥48,300
2002 2003 給食棟給水設備改修工事 設備 ¥3,181,500
2002 2003 消防設備改修工事 設備 ¥171,818
2003 2003 遊具整備工事 ¥296,870
2003 2003 職員休憩室設置工事 ¥4,200,000
2003 2003 施設耐震補強機械設備工事 設備 ¥501,900
2003 2003 施設耐震補強工事 ¥46,651,500
2003 2003 施設耐震補強電気設備工事 設備 ¥2,100,000
2003 2004 黒板張替工事 ¥732,900
2003 2003 受変電設備内開閉器他改修工事 設備 ¥159,600
2004 2004 中央校舎便所改修及び体育館渡り廊下サッシ設置工事 内装・設備 ¥4,089,380
2004 2004 プール循環濾過機改修工事 ¥73,500
2004 2004 プール槽塗装等改修工事 ¥1,753,500
2004 2004 ごみ置場周辺整備工事 ¥299,250
2004 2004 非常階段塗替工事 ¥544,950
2004 2004 遊具維持工事 ¥331,625
2005 2005 １階普通教室照明器具改修他工事 ¥298,200
2005 2005 障がい便所温水シャワー設置工事 設備 ¥299,775
2005 2005 プール附属棟絶縁不良改修工事 ¥144,900
2005 2005 校舎外壁モルタル落下防止工事 外壁 ¥2,521,050
2005 2005 校舎棟西側通路舗装工事 ¥399,000
2005 2005 非常放送設備バッテリー取替修繕 設備 ¥116,550
2005 2005 校庭内バスケットボード設置工事 ¥312,900
2005 2005 図工室換気扇設置工事 ¥199,500
2005 2006 便所改修工事 設備 ¥2,394,000
2006 2006 音楽室空調機設置工事 設備 ¥3,234,000
2006 2006 遊具整備工事 ¥1,163,190
2006 2006 防犯カメラ設置工事 ¥1,485,683
2006 2006 普通教室他照明器具改修工事 ¥1,046,850
2006 2006 校舎手摺他塗装工事 ¥1,102,500
2007 2007 テレビアンテナ取替修繕 ¥121,800
2007 2007 火災報知器他取替修繕 ¥57,120
2007 2007 職員室リーラーコンセント設置工事 ¥394,800
2007 2007 家庭科室湯沸かし器改修工事 ¥399,000
2007 2007 体育館便所汚水ポンプ取替修繕 設備 ¥336,000
2007 2007 家庭科室リーラーコンセント他設置工事 ¥352,800
2007 2007 職員室屋上雨漏り防止工事 屋上防水 ¥240,450
2007 2007 プール循環濾過機修繕 ¥119,595
2007 2007 非常放送設備スピーカー切替ボックス取替工事 設備 ¥394,800
2007 2007 揚水管切替バルブ他修繕 ¥399,000
2008 2008 玄関・昇降口建具改修工事 内装 ¥1,785,000
2008 2008 北校舎１階壁・３階便所前廊下部雨漏り改修工事 設備・屋上防水 ¥395,640
2008 2008 六角校舎便所換気扇設置工事 内装・設備 ¥396,900
2008 2008 給食室オーブン設備配管接続工事 設備 ¥386,400
2008 2008 学級増に伴う照明器具改修工事 ¥316,575
2008 2008 特別普通教室棟屋外階段、バルコニー手摺等塗替工事 ¥1,764,000
2008 2008 六角校舎及び東校舎階段手摺設置工事 ¥368,340
2009 2009 プール槽改修工事 ¥4,378,500
2009 2009 地上波デジタル受信設備改修工事 設備 ¥22,059,450
2010 2010 図書室空調機設置工事 設備 ¥2,682,750
2010 2010 校舎3階救助袋取替 ¥785,400
2010 2010 普通教室他照明器具改修 ¥1,786,050
2010 2010 特別支援教育支援員配置教室整備 内装 ¥1,606,500
2010 2010 六画校舎屋上雨漏り防止（防水工事） 屋上防水 ¥7,602,000
2010 2010 プール流量計設置工事 ¥262,500
2011 2011 ﾌﾟｰﾙ濾過配管改修 ¥2,045,400
2011 2011 5-2棟外壁ｸﾗｯｸ等改修 外壁 ¥6,961,500
2012 2012 火災報知機綜合盤改修工事 ¥2,213,400
2012 2012 外2校普通教室等空気調和設備設置工事 設備 ¥126,462,000
2012 2012 火災受信盤改修工事 ¥1,386,000
2012 2012 給食室部品更新に伴う電源設置工事 ¥232,050
開始年 終了年 工事件名 工事分類 金額
1995 1995 身障者便所改修工事 設備 ¥1,648,000
1995 1995 校舎改造衛生設備工事（１年度） 設備 ¥23,690,000
1995 1995 校舎改造工事（１年度） ¥113,300,000
1995 1995 校舎改造電気設備工事（１年度） 設備 ¥8,446,000
1995 1995 体育館照明器具改修工事 ¥6,386,000
1995 1995 漏水改修工事 屋上防水 ¥2,235,100
1996 1996 石油倉庫移設工事 ¥1,854 0
工事履歴
各立面図と外壁の劣化箇所
劣化度の比較結果
各階平面図と劣化箇所
外壁の劣化状況
内装の劣化状況
屋上防水の劣化状況
施設概要 各部位の劣化状況
名称
竣工年
延床面積
機能
町田第五小学校
1967 年
6041 ㎡
学校教育機能
外観写真 内観写真
　工事履歴による劣化度　現地調査による劣化度
外壁① 部分的 内装① 全体的 無し ３年
外壁② 部分的 内装② 無し 無し 未実施
外壁③ 無し 内装③ 全体的 － ４年
外壁④ 無し 内装④ － 無し ８年
内装⑤ 無し
屋上防水①
屋上防水②
屋上防水③
屋上防水④
屋上防水⑤ 無し
劣化度 28% ※劣化度の算出方法は本論を参照 劣化度 52%
最近の外壁改修を行ってからの経年数
最近の内装改修を行ってからの経年数
最近の設備改修を行ってからの経年数
最近の屋上防水改修を行ってからの経年数
※劣化度の算出方法は本論
各項目は劣化度調査シートを参照
東棟南側立面図
東棟北側立面図
東棟東側立面図
東棟西側立面図
西棟南側立面図
西棟北側立面図
西棟東側立面図
西棟西側立面図
１階平面図
３階平面図
２階平面図
屋上平面図
2000 2000 施設耐震補強電気設備工事 設備 ¥4,200,000
2000 2000 電話設備修繕 設備 ¥227,850
2000 2000 非常放送バッテリー改修工事 ¥210,000
2000 2001 家庭科室給湯器他改修工事 ¥451,500
2001 2001 消防設備改修工事 設備 ¥146,700
2001 2001 学校管理用パソコン整備他に伴う電源工事 ¥187,090
2001 2001 昇降口外流し排水管改修工事 ¥70,560
2001 2001 職員室他照明器具改修工事（ＰＣＢ） ¥1,102,500
2001 2001 施設遊具改修等工事 ¥259,411
2001 2001 プール付属棟改修工事 ¥1,284,150
2001 2001 プール給水管漏水改修工事 設備・屋上防水 ¥2,247,000
2001 2001 排水施設撤去工事 ¥81,900
2001 2001 インターネット用ケーブル布設工事 ¥283,500
2001 2001 体育館床塗替工事 ¥3,255,000
2001 2001 外部便所及び放送室改修工事 外壁設備 ¥525,000
2001 2001 窓格子設置工事 ¥193,200
2001 2001 階段室窓格子設置工事 ¥71,400
2001 2002 非常通報設備設置工事 設備 ¥269,062
2002 2002 プールフェンス改修工事他 ¥2,835,000
2002 2002 特別教室換気扇ｳｪｻﾞｰｶﾊﾞｰ取替及びプール機械室外壁改修工事 外壁 ¥890,400
2002 2002 プール循環機設備改修工事 設備 ¥108,360
2002 2002 ２階便所漏水改修工事 設備・屋上防水 ¥577,500
2002 2002 体育館ギャラリー等床貼替工事 ¥745,500
2002 2002 プール排水弁改修工事 ¥288,750
2002 2003 正門右側フェンス改修工事 ¥2,070,600
2003 2003 体育館便所改修工事 設備 ¥1,207,500
2003 2003 遊具整備工事 ¥296,870
2003 2003 ２期校舎鋼製非常扉改修工事 ¥299,040
2003 2003 ベランダ手摺等塗装工事 ¥1,155,000
2003 2003 排水施設改良工事 ¥630,000
2003 2003 遊具整備工事 ¥176,000
2003 2003 ３期校舎塔屋東側外壁塗装改修工事 外壁 ¥210,000
2003 2004 給食室等給水設備改修工事 設備 ¥3,472,350
2004 2004 外部倉庫改修工事 外壁 ¥1,522,500
2004 2004 非常口扉取替え工事 ¥240,240
2004 2004 プールオーバーフロー部改修工事 ¥292,950
2004 2004 正門門柱補修工事 ¥244,000
2004 2005 ３期４期校舎廊下照明器具改修工事 ¥567,000
2004 2005 ランチルーム等ガラスシール修繕 ¥277,200
2004 2004 用務主事室等給水改修工事 設備 ¥261,975
2005 2005 消防設備修繕 設備 ¥41,790
2005 2005 プール循環濾過機改修工事 ¥122,500
2005 2005 プール槽他塗替工事 ¥1,239,000
2005 2005 遊具維持工事 ¥655,666
2005 2006 音楽室空調機設置工事 設備 ¥2,368,275
2005 2005 便所排水管漏水修繕 設備・屋上防水 ¥288,750
2005 2006 北門擁壁改修工事 ¥3,752,700
2005 2005 配膳室床改修工事 ¥196,350
2006 2006 正門横擁壁改修工事 ¥4,230,450
2006 2006 １期校舎南側埋設消火管漏水修繕 屋上防水 ¥129,570
2006 2006 遊具整備工事 ¥1,163,190
2006 2006 階段室転落防止柵設置工事 ¥399,000
2006 2007 小･中学校焼却炉撤去工事　　　　　　　　　 ¥568,500
2006 2006 理科室流し改修工事 ¥1,680,000
2006 2006 分電盤改修工事 ¥2,205,000
2006 2006 防犯カメラ設置工事 ¥1,485,683
2006 2006 印刷室床貼替工事 ¥106,050
2007 2007 普通教室照明器具改修工事 ¥388,550
2007 2007 職員室他コンセント増設工事 ¥392,700
2007 2007 昇降口壁面等雨漏り防止工事 屋上防水 ¥399,000
2007 2007 プログラムタイマー取替工事 ¥327,600
2007 2007 校庭放送設備改修工事 設備 ¥240,450
2008 2008 プールサイド改修工事 ¥1,737,750
2008 2008 バルコニー手すり塗装工事 ¥787,500
2008 2008 体育館放送設備移設工事 設備 ¥397,950
2008 2008 学級増に伴う照明器具改修工事 ¥396,900
2009 2009 放送設備改修工事 設備 ¥1,722,000
2009 2009 第五小学校外１校落下防止手すり設置工事 ¥1,731,450
2009 2009 理科準備室換気扇設置工事 ¥140,700
2009 2009 給食室フード設置工事 ¥1,207,500
2009 2009 第五小学校外１校学級増に伴う教室整備工事 ¥4,305,000
2009 2009 地上波デジタル放送受信設備改修工事 設備 ¥22,059,450
2009 2009 図書室他空調機設置工事 設備 ¥2,054,850
2011 2012 防音及びﾄｲﾚ改修　　建築 内装・外壁・設備 ¥222,663,000
2011 2012 防音及びﾄｲﾚ改修　　空調 設備 ¥111,363,000
2011 2012 防音及びﾄｲﾚ改修　　衛生 設備 ¥39,430,650
2011
2011
2012 防音及びﾄｲﾚ改修　　電気 設備 ¥49,532,700
2012 粉末消火設備設置工事（給食室屋上） 設備 ¥385,350
開始年 終了年 工事件名 工事分類 金額
1995 1995 身障者便所改修工事 設備 ¥1,648 0
1995 1995 校舎改造衛生設備工事（１年度） 設備 ¥23,6 0
1995 1995 校舎改造工事（１年度） ¥113,300,000
1995 1995 舎改造電気設備 （１年度） ¥8,446,000
1995 1995 体育館照明器具改修工事 ¥6,386,000
1995 1995 漏水改修工事 屋上防水 ¥2,235,100
1996 1996 石油倉庫移設工事 ¥1,854,000
内 d: 壁ヒビ
内 a: 壁ヒビ
内 b: 壁ヒビ
内 c: 壁ヒビ
内 m: 壁ヒビ
内 l: 壁ヒビ
内 k: 壁ヒビ
内 n: 梁・壁ヒビ
内 i: 壁ヒビ
内 o: 梁ヒビ
内 h: 壁ヒビ
内 j: 床ヒビ
内 e: 壁ヒビ
内 g: 壁ヒビ
内 f: 壁ヒビ
外 a: コンクリートヒビ
外 b: 壁ヒビ
内 f: 壁ヒビ
外 a: コンクリートヒビ 外壁補修跡 外壁の様子
屋上防水の様子 排水溝の状態
内 c: 壁ヒビ
内 g: 壁ヒビ 内 k: 壁ヒビ
内 b: 壁ヒビ 内 d: 壁ヒビ
2000 2000 施設耐震補強電気設備工事 設備 ¥4,200,000
2000 2000 電話設備修繕 設備 ¥227,850
2000 2000 非常放送バッテリー改修工事 ¥210,000
2000 2001 家庭科室給湯器他改修工事 ¥451,500
2001 2001 消防設備改修工事 設備 ¥146,700
2001 2001 学校管理用パソコン整備他に伴う電源工事 ¥187,090
2001 2001 昇降口外流し排水管改修工事 ¥70,560
2001 2001 職員室他照明器具改修工事（ＰＣＢ） ¥1,102,500
2001 2001 施設遊具改修等工事 ¥259,411
2001 2001 プール付属棟改修工事 ¥1,284,150
2001 2001 プール給水管漏水改修工事 設備・屋上防水 ¥2,247,000
2001 2001 排水施設撤去工事 ¥81,900
2001 2001 インターネット用ケーブル布設工事 ¥283,500
2001 2001 体育館床塗替工事 ¥3,255,000
2001 2001 外部便所及び放送室改修工事 外壁設備 ¥525,000
2001 2001 窓格子設置工事 ¥193,200
2001 2001 階段室窓格子設置工事 ¥71,400
2001 2002 非常通報設備設置工事 設備 ¥269,062
2002 2002 プールフェンス改修工事他 ¥2,835,000
2002 2002 特別教室換気扇ｳｪｻﾞｰｶﾊﾞｰ取替及びプール機械室外壁改修工事 外壁 ¥890,400
2002 2002 プール循環機設備改修工事 設備 ¥108,360
2002 2002 ２階便所漏水改修工事 設備・屋上防水 ¥577,500
2002 2002 体育館ギャラリー等床貼替工事 ¥745,500
2002 2002 プール排水弁改修工事 ¥288,750
2002 2003 正門右側フェンス改修工事 ¥2,070,600
2003 2003 体育館便所改修工事 設備 ¥1,207,500
2003 2003 遊具整備工事 ¥296,870
2003 2003 ２期校舎鋼製非常扉改修工事 ¥299,040
2003 2003 ベランダ手摺等塗装工事 ¥1,155,000
2003 2003 排水施設改良工事 ¥630,000
2003 2003 遊具整備工事 ¥176,000
2003 2003 ３期校舎塔屋東側外壁塗装改修工事 外壁 ¥210,000
2003 2004 給食室等給水設備改修工事 設備 ¥3,472,350
2004 2004 外部倉庫改修工事 外壁 ¥1,522,500
2004 2004 非常口扉取替え工事 ¥240,240
2004 2004 プールオーバーフロー部改修工事 ¥292,950
2004 2004 正門門柱補修工事 ¥244,000
2004 2005 ３期４期校舎廊下照明器具改修工事 ¥567,000
2004 2005 ランチルーム等ガラスシール修繕 ¥277,200
2004 2004 用務主事室等給水改修工事 設備 ¥261,975
2005 2005 消防設備修繕 設備 ¥41,790
2005 2005 プール循環濾過機改修工事 ¥122,500
2005 2005 プール槽他塗替工事 ¥1,239,000
2005 2005 遊具維持工事 ¥655,666
2005 2006 音楽室空調機設置工事 設備 ¥2,368,275
2005 2005 便所排水管漏水修繕 設備・屋上防水 ¥288,750
2005 2006 北門擁壁改修工事 ¥3,752,700
2005 2005 配膳室床改修工事 ¥196,350
2006 2006 正門横擁壁改修工事 ¥4,230,450
2006 2006 １期校舎南側埋設消火管漏水修繕 屋上防水 ¥129,570
2006 2006 遊具整備工事 ¥1,163,190
2006 2006 階段室転落防止柵設置工事 ¥399,000
2006 2007 小･中学校焼却炉撤去工事　　　　　　　　　 ¥568,500
2006 2006 理科室流し改修工事 ¥1,680,000
2006 2006 分電盤改修工事 ¥2,205,000
2006 2006 防犯カメラ設置工事 ¥1,485,683
2006 2006 印刷室床貼替工事 ¥106,050
2007 2007 普通教室照明器具改修工事 ¥388,550
2007 2007 職員室他コンセント増設工事 ¥392,700
2007 2007 昇降口壁面等雨漏り防止工事 屋上防水 ¥399,000
2007 2007 プログラムタイマー取替工事 ¥327,600
2007 2007 校庭放送設備改修工事 設備 ¥240,450
2008 2008 プールサイド改修工事 ¥1,737,750
2008 2008 バルコニー手すり塗装工事 ¥787,500
2008 2008 体育館放送設備移設工事 設備 ¥397,950
2008 2008 学級増に伴う照明器具改修工事 ¥396,900
2009 2009 放送設備改修工事 設備 ¥1,722,000
2009 2009 第五小学校外１校落下防止手すり設置工事 ¥1,731,450
2009 2009 理科準備室換気扇設置工事 ¥140,700
2009 2009 給食室フード設置工事 ¥1,207,500
2009 2009 第五小学校外１校学級増に伴う教室整備工事 ¥4,305,000
2009 2009 地上波デジタル放送受信設備改修工事 設備 ¥22,059,450
2009 2009 図書室他空調機設置工事 設備 ¥2,054,850
2011 2012 防音及びﾄｲﾚ改修　　建築 内装・外壁・設備 ¥222,663,000
2011 2012 防音及びﾄｲﾚ改修　　空調 設備 ¥111,363,000
2011 2012 防音及びﾄｲﾚ改修　　衛生 設備 ¥39,430,650
2011
2011
2012 防音及びﾄｲﾚ改修　　電気 設備 ¥49,532,700
2012 粉末消火設備設置工事（給食室屋上） 設備 ¥385,350
開始年 終了年 工事件名 工事分類 金額
1995 1995 身障者便所改修工事 設備 ¥1,648,000
1995 1995 校舎改造衛生設備工事（１年度） 設備 ¥23,690,000
1995 1995 校舎改造工事（１年度） ¥113,300,000
1995 1995 校舎改造電気設備工事（１年度） 設備 ¥8,446,000
1995 1995 体育館照明器具改修工事 6 386 0
1995 1995 漏水改修工事 屋上防水 ¥2,235,100
1996 1996 石油倉庫移設工事 ¥1,854,000
ーバルコニ
室準備家庭科室
屋上
廊下
楽音 室準備室
工事履歴
各立面図と外壁の劣化箇所
劣化度の比較結果
各階平面図と劣化箇所
外壁の劣化状況
内装の劣化状況
屋上防水の劣化状況
施設概要 各部位の劣化状況
名称
竣工年
延床面積
機能
町田第三小学校
1966 年
5926 ㎡
学校教育機能
外観写真
東棟南側立面図
東棟北側立面図
東棟東側立面図
東棟西側立面図
西棟南側立面図
西棟北側立面図
西棟東側立面図
西棟西側立面図
１階平面図
３階平面図
２階平面図
屋上平面図
内観写真
　工事履歴による劣化度　現地調査による劣化度
外壁① 部分的 内装① 全体的 無し １年
外壁② 無し 内装② 無し 全体的 １年
外壁③ 無し 内装③ 全体的 － １年
外壁④ 無し 内装④ － 無し １年
内装⑤ 部分的
屋上防水①
屋上防水②
屋上防水③
屋上防水④
屋上防水⑤ 無し
劣化度 36% ※劣化度の算出方法は本論を参照 劣化度 51%
最近の外壁改修を行ってからの経年数
最近の内装改修を行ってからの経年数
最近の設備改修を行ってからの経年数
最近の屋上防水改修を行ってからの経年数
※劣化度の算出方法は本論
各項目は劣化度調査シートを参照
開始年 終了年 工事件名 工事分類 金額
1995 1995 身障者便所改修工事 設備 ¥1,648,000
1995 1995 校舎改造衛生設備工事（１年度） 設備 ¥23,690,000
1995 1995 校舎改造工事（１年度） ¥113,300,000
1995 1995 校舎改造電気設備工事（１年度） 設備 ¥8,446,000
1995 1995 体育館照明器具改修工事 ¥6,386,000
1995 1995 漏水改修工事 屋上防水 ¥2,235,100
1996 1996 石油倉庫移設工事 ¥1,854,000
2004 2004 受水槽内部補強金具修繕 内装 ¥115,500
2004 2004 視聴覚室床塗装他工事 ¥126,000
2004 2004 体育館ワイヤレス設備改修工事 設備 ¥189,000
2004 2004 プール循環濾過機用スラリータンク修繕 ¥53,550
2004 2004 遊具維持工事 ¥331,625
2004 2004 遊具危険箇所撤去工事 ¥126,000
2005 2005 学級増に伴う照明器具等改修工事 ¥149,520
2005 2005 給食休憩室用ルームエアコン修繕 ¥75,600
2005 2005 校庭排水改良工事 ¥84,000
2005 2005 プール循環濾過機改修工事 ¥122,500
2005 2005 テレビブースター取替工事 ¥118,650
2005 2005 プールサイド腰壁他改修工事 ¥857,850
2005 2005 こよし橋門インターホン設置工事 ¥394,800
2005 2005 手すり設置工事 ¥1,449,000
2005 2005 普通教室扇風機及びインターホン設置工事 ¥270,900
2005 2006 便所改修工事 設備 ¥2,394,000
2005 2006 東校舎便所換気扇設置他工事 設備 ¥397,950
2006 2006 屋上給水管改修工事 設備 ¥3,517,500
2006 2006 北側法面遊具撤去工事 ¥365,400
2006 2006 ３階便所間仕切り補修工事 設備 ¥126,000
2006 2006 学級増に伴う教室整備工事 ¥3,045,000
2006 2006 プール循環濾過機改修工事 ¥107,500
2006 2006 音楽室空調機設置工事 設備 ¥1,101,450
2006 2006 施設耐震補強電気設備工事（１年度） 設備 ¥2,908,500
2006 2006 施設耐震補工事（１年度） ¥51,786,000
2006 2006 ベランダモルタル撤去修繕 ¥79,800
2006 2007 小･中学校焼却炉撤去工事　　　　　　　　　 ¥568,500
2006 2006 プール排水桝吸い込み防止金物取付工事 ¥32,550
2006 2006 防犯カメラ設置工事 ¥1,485,683
2006 2006 １階女子便所大便器改修工事 設備 ¥235,450
2006 2007 金網柵等改修工事 ¥5,174,400
2006 2006 普通教室換気扇取付他工事 ¥319,200
2007 2007 学級増に伴う照明器具改修他工事 ¥307,650
2007 2007 2・3階配膳室外壁雨漏り改修工事 外壁・屋上防水 ¥388,080
2007 2007 学級増に伴う教室整備工事 ¥172,620
2007 2007 キュービクル塗装修繕 ¥79,800
2007 2007 体育館女子便所和便器交換修繕 設備 ¥87,150
2007 2007 用務主事室空調機交換工事 設備 ¥197,400
2007 2008 施設耐震補強工事(2年度) ¥61,513,200
2007 2008 施設耐震補強電気設備工事(2年度) 設備 ¥4,195,800
2007 2007 保健室ガス配管修繕 ¥117,600
2007 2007 案内板設置工事 ¥399,000
2007 2007 通路舗装工事 ¥399,000
2007 2007 非常放送設備内基板他修繕 設備 ¥97,650
2008 2008 西校舎トイレ改修工事 設備 ¥3,084,900
2008 2008 プログラムタイマー取替工事 ¥355,950
2008 2008 和室空調機改修工事 設備 ¥334,635
2008 2008 渡り廊下アスベスト飛散防止対策工事 ¥267,750
2008 2008 信号待避所等改修工事 ¥3,253,950
2008 2008 渡り廊下アスベスト撤去工事 ¥6,457,500
2008 2008 分電盤改修工事 ¥2,732,100
2008 2008 消防ポンプ類補修工事 ¥399,000
2008 2008 学級増に伴う照明器具改修工事 ¥394,800
2008 2008 学級増に伴う教室整備工事 ¥261,450
2009 2009 特別支援教育支援員モデル校整備工事 ¥2,278,080
2009 2009 西側校舎放送用配線取替他工事 ¥308,700
2009 2009 管理棟校舎２、３階便所改修工事 設備 ¥2,843,568
2009 2009 渡り廊下棟他屋上防水改修工事 屋上防水 ¥1,869,000
2009 2009 管理棟・西校舎出入口扉改修工事 ¥199 8
2009 2009 第三小学校外４校遊具整備工事 ¥6 885 9
2009 2009 図書室空調機設置工事 設備 ¥1,560,000
2009 2009 学級増に伴う教室整備電気工事 ¥871,500
2009 2009 地上波デジタル放送受信設備改修工事 設備 ¥22,059,450
2010 2010 プール流量計設置 ¥2,625,000
2010 2010 屋上雨漏り補修工事 外壁・屋上防水 ¥399,000
2010 2010 普通教室照明器具改修 ¥1,764,000
2010 2010 体育館扉等補修工事 ¥399,924
2011 2011 ﾌﾟｰﾙ排水改修　（下水接続） ¥4,412,100
2011 2011 教室床塗替え ¥3,402,000
2011 2011 屋上防水補修工事 屋上防水 ¥44,100
2011 2011 雨水配管改修工事 屋上防水 ¥350,700
2011 2011 学級増に伴う照明器具増設工事 ¥84,840
2012 2012 体育館横広場整地工事 ¥2,097,900
2012 2012 外灯改修及びｽﾋﾟｰｶｰ増設工事 ¥1,092,000
2012 2013 防音及びトイレ改修工事 内装・外壁・設備 ¥180,495,000
2012 2013 防音及びトイレ改修給配水設備工事 設備 ¥43,816,500
2012 2013 防音及びトイレ改修電気設備工事 設備 ¥42,924,000
2012 2013 防音及びトイレ空気調和設備改修工事 設備 ¥130,137,000
屋 a: 排水溝のつまり
屋 b: 排水溝のつまり
屋 c: 排水溝のつまり
内 b: 壁ヒビ
内 d: 壁ヒビ
内 e: 壁ヒビ 内 h: 壁ヒビ
内 i: 壁ヒビ内 c: 壁ヒビ 内 g: 柱・壁ヒビ
内 a: 壁ヒビ
内 k: 壁ヒビ
内 l: 壁ヒビ
内 m: 梁ヒビ 内 o: 梁ヒビ
内 p: 梁ヒビ 内 q: 梁ヒビ
内 n: 梁ヒビ
内 j: 壁ヒビ
内 f: 柱ヒビ
内 r: 壁ヒビ
外 a: コンクリートヒビ
内 i: 壁ヒビ
外 a: コンクリートヒビ 外壁の様子外壁の様子
屋上防水の様子屋 b: 排水溝のつまり屋 c: 排水溝のつまり
内 d: 壁ヒビ
内 q: 梁ヒビ
内 l: 壁ヒビ
内 l: 壁ヒビ 内 m: 梁ヒビ
2004 2004 受水槽内部補強金具修繕 内装 ¥115,500
2004 2004 視聴覚室床塗装他工事 ¥126,000
2004 2004 体育館ワイヤレス設備改修工事 設備 ¥189,000
2004 2004 プール循環濾過機用スラリータンク修繕 ¥53,550
2004 2004 遊具維持工事 ¥331,625
2004 2004 遊具危険箇所撤去工事 ¥126,000
2005 2005 学級増に伴う照明器具等改修工事 ¥149,520
2005 2005 給食休憩室用ルームエアコン修繕 ¥75,600
2005 2005 校庭排水改良工事 ¥84,000
2005 2005 プール循環濾過機改修工事 ¥122,500
2005 2005 テレビブースター取替工事 ¥118,650
2005 2005 プールサイド腰壁他改修工事 ¥857,850
2005 2005 こよし橋門インターホン設置工事 ¥394,800
2005 2005 手すり設置工事 ¥1,449,000
2005 2005 普通教室扇風機及びインターホン設置工事 ¥270,900
2005 2006 便所改修工事 設備 ¥2,394,000
2005 2006 東校舎便所換気扇設置他工事 設備 ¥397,950
2006 2006 屋上給水管改修工事 設備 ¥3,517,500
2006 2006 北側法面遊具撤去工事 ¥365,400
2006 2006 ３階便所間仕切り補修工事 設備 ¥126,000
2006 2006 学級増に伴う教室整備工事 ¥3,045,000
2006 2006 プール循環濾過機改修工事 ¥107,500
2006 2006 音楽室空調機設置工事 設備 ¥1,101,450
2006 2006 施設耐震補強電気設備工事（１年度） 設備 ¥2,908,500
2006 2006 施設耐震補工事（１年度） ¥51,786,000
2006 2006 ベランダモルタル撤去修繕 ¥79,800
2006 2007 小･中学校焼却炉撤去工事　　　　　　　　　 ¥568,500
2006 2006 プール排水桝吸い込み防止金物取付工事 ¥32,550
2006 2006 防犯カメラ設置工事 ¥1,485,683
2006 2006 １階女子便所大便器改修工事 設備 ¥235,450
2006 2007 金網柵等改修工事 ¥5,174,400
2006 2006 普通教室換気扇取付他工事 ¥319,200
2007 2007 学級増に伴う照明器具改修他工事 ¥307,650
2007 2007 2・3階配膳室外壁雨漏り改修工事 外壁・屋上防水 ¥388,080
2007 2007 学級増に伴う教室整備工事 ¥172,620
2007 2007 キュービクル塗装修繕 ¥79,800
2007 2007 体育館女子便所和便器交換修繕 設備 ¥87,150
2007 2007 用務主事室空調機交換工事 設備 ¥197,400
2007 2008 施設耐震補強工事(2年度) ¥61,513,200
2007 2008 施設耐震補強電気設備工事(2年度) 設備 ¥4,195,800
2007 2007 保健室ガス配管修繕 ¥117,600
2007 2007 案内板設置工事 ¥399,000
2007 2007 通路舗装工事 ¥399,000
2007 2007 非常放送設備内基板他修繕 設備 ¥97,650
2008 2008 西校舎トイレ改修工事 設備 ¥3,084,900
2008 2008 プログラムタイマー取替工事 ¥355,950
2008 2008 和室空調機改修工事 設備 ¥334,635
2008 2008 渡り廊下アスベスト飛散防止対策工事 ¥267,750
2008 2008 信号待避所等改修工事 ¥3,253,950
2008 2008 渡り廊下アスベスト撤去工事 ¥6,457,500
2008 2008 分電盤改修工事 ¥2,732,100
2008 2008 消防ポンプ類補修工事 ¥399,000
2008 2008 学級増に伴う照明器具改修工事 ¥394,800
2008 2008 学級増に伴う教室整備工事 ¥261,450
2009 2009 特別支援教育支援員モデル校整備工事 ¥2,278,080
2009 2009 西側校舎放送用配線取替他工事 ¥308,700
2009 2009 管理棟校舎２、３階便所改修工事 設備 ¥2,843,568
2009 2009 渡り廊下棟他屋上防水改修工事 屋上防水 ¥1,869,000
2009 2009 管理棟・西校舎出入口扉改修工事 ¥199,080
2009 2009 第三小学校外４校遊具整備工事 ¥6,885,900
2009 2009 図書室空調機設置工事 設備 ¥1,560,000
2009 2009 学級増に伴う教室整備電気工事 設備 ¥871,500
2009 2009 地上波デジタル放送受信設備改修工事 設備 ¥22,059,450
2010 2010 プール流量計設置 ¥2,625,000
2010 2010 屋上雨漏り補修工事 外壁・屋上防水 ¥399,000
2010 2010 普通教室照明器具改修 ¥1,764,000
2010 2010 体育館扉等補修工事 ¥399,924
2011 2011 ﾌﾟｰﾙ排水改修　（下水接続） ¥4,412,100
2011 2011 教室床塗替え ¥3,402,000
2011 2011 屋上防水補修工事 屋上防水 ¥44,100
2011 2011 雨水配管改修工事 屋上防水 ¥350,700
2011 2011 学級増に伴う照明器具増設工事 ¥84,840
2012 2012 体育館横広場整地工事 ¥2,097,900
2012 2012 外灯改修及びｽﾋﾟｰｶｰ増設工事 ¥1,092,000
2012 2013 防音及びトイレ改修工事 内装・外壁・設備 ¥180,495,000
2012 2013 防音及びトイレ改修給配水設備工事 設備 ¥43,816,500
2012 2013 防音及びトイレ改修電気設備工事 設備 ¥42,924,000
2012 2013 防音及びトイレ空気調和設備改修工事 設備 ¥130,137,000
開始年 終了年 工事件名 工事分類 金額
1995 1995 身障者便所改修工事 ¥1,648
1995 1995 校舎改造衛生設備工事（１年度） 設備 ¥23,690 00
1995 1995 校舎改造 （１年度） ¥113,300,000
1995 1995 校舎改造電気設備 （１年度） 設備 ¥8,446,000
1995 1995 体育館照明器具改修工事 ¥6,386,000
1995 1995 漏水改修工事 屋上防水 ¥2,235,100
1996 1996 石油倉庫移設工事 ¥1,854,000
アンケート調査関連資料
2014 年 12 月 1日
首都大学東京大学院　都市環境科学研究科　建築学域
建築生産研究室　教授　角田誠
「町田市公共施設マネジメントに関する研究」
のアンケート調査へのご協力のお願い
拝啓
　貴殿におかれましては、ますますご清栄のことお慶び申し上げます。
　全国の自治体において、人口減少による少子高齢化社会に伴い、公共施設の利用需要が大きく変化
していくことが予想されています。これを踏まえて、本年４月には、総務省から公共施設等の総合的
かつ計画的な管理を推進するために「公共施設等総合管理計画」の策定も要請され、今後ますます、
公共施設のマネジメントを行っていくことが重要になってきています。一方で、公共施設を取り巻く
状況は、建物の老朽度・利用状況・立地条件など、様々であり、自治体全体として総合的かつ計画的
な整備方針を決定することが難しくなっております。
　本研究では、公共施設マネジメントの方針を出すために、劣化状況・利用率・立地といった状況を
広域的に把握し、評価することで、より総合的かつ長期的な公共施設の整備プロセスを構築すること
を目的としています。また、町田市未来研究所の「公共施設のあり方」に関する研究として行ってお
ります。
　今回は、各公共施設を管理されている皆様に、施設に関する利用状況・立地状況などに関する考え
をお伺いし、研究で考案された評価結果との整合性を検証したく、今回のアンケート調査を企画いた
しました。日頃より施設に従事している方、もしくは管理している方の施設に対する素直な意見を頂
きたいと考えていますので、どなたにお答えいただいてもかまいません。
　職員の皆様におかれましては、ご多忙の折お手数をおかけすることとは存じますが、趣旨をご理解
の上、何卒よろしく本調査にご協力賜りますようお願い申し上げます。
　尚、調査の内容は別紙のとおりですが、ご回答いただいた内容につきましては、統計的に処理させ
ていただき、ご迷惑をおかけすることは決してございません。
　ご記入いただいたアンケート、2014 年 12 月 26 日までに返答をお願い申し上げます。
　誠に勝手なお願いではございますが、何卒よろしくご協力賜りますよう重ねてお願い申し上げます。
敬具
＜本アンケート調査に関するお問い合わせ＞
　[担当連絡先 ]　首都大学東京　博士前期課程２年　大舘　峻一
〒192-0397　東京都八王子市南大沢 1－1
tel: 090-1216-7456
e-mail: shun.magewappa@gmail.com
「公共施設の機能及び立地に関するアンケート」
以下の問１～問４までの質問にお答えください。
各設問の赤色の枠内に回答の記入もしくは、回答番号を入力してください。
問１ 回答者様について質問です。
１－１ 年代についてお伺いします。
代 ←年代を入力してください
１－２ 施設での勤務年数、または施設の担当になってからの年数についてお伺いします。
年 ←年数を入力してください
問２ 施設の概要についてお伺いします。
２－１ 施設名を記入してください
←施設名を入力してください
２－２ 施設の用途についてあてはまるものを回答してください（複数回答可）。
1.スポーツ施設　2.レクリエーション・観光施設　3.医療施設　4.保健施設　5.障害福祉施設
6.公営住宅　7.高齢者福祉施設　8.産業系施設　9.集会施設　10.学校　11.図書館　12.庁舎等　13.博物館等
14.庁舎等　15.博物館等　16.幼児・児童施設　17.幼保・こども園　18.下水道施設　19.供給処理施設　20.その他
←回答番号入力してください（複数回答可）
問３ 施設の機能（役割や利用者に対するサービス）についてお伺いします。
３－１ 施設内には、問２で答えた用途のためのスペースが十分あると思いますか。
1.そう思う　2.やや思う　3.あまりそう思わない　4.思わない
←回答番号入力を入力してください
３－２ 問２で答えた用途を運営するためのコスト（人件費・物件費・光熱水費等）が適正だと思いますか。
1.そう思う　2.やや思う　3.あまりそう思わない　4.思わない
←回答番号入力を入力してください
問４ 施設の立地についてお伺いします。
４－１ 公共交通機関（バス・電車）で利用しやすい立地にあると思いますか。
1.そう思う　2.やや思う　3.あまりそう思わない　4.思わない
←回答番号入力を入力してください
４－２ 地域住民が利用する施設ですか。
1.はい　2.いいえ
←回答番号入力を入力してください
a. 設問4-2で「はい」と答えた方に質問です。地域住民が利用しやすい位置に立地していると思いますか。
1.そう思う　2.やや思う　3.あまりそう思わない　4.思わない
←回答番号入力を入力してください
b. 設問4-2で「いいえ」と答えた方に質問です。施設の周辺には、住宅地が多いと思いますか。
1.そう思う　2.やや思う　3.あまりそう思わない　4.思わない
←回答番号入力を入力してください
以上でアンケートは終了です。ご協力ありがとうございました。
施設名 機能 年代 勤務歴 ３－１ ３－２ ４－１ ４－２ ４－２a
４－２
b
利用率
点数
運営費用
点数 機能点数 利用率 運営費用 機能評価
集約可能
性点数
交通利便
性点数 立地点数 集約可能性 交通利便性 立地評価
室内プール スポーツ・レクリエーション機能 40 26 2 1 3 1 2 50 100 75 ○ × B（運営改善） 75 50 62.5 ○ × B
青少年施設ひなた村 スポーツ・レクリエーション機能 40 1 2 3 3 1 2 50 50 50 ○ × B（運営改善） 75 50 62.5 × × C
総合体育館 スポーツ・レクリエーション機能 60 1 3 2 1 1 1 75 75 75 ○ ○ A 100 100 100 ○ ○ A
大地沢青少年センター スポーツ・レクリエーション機能 50 0 1 2 4 1 4 25 75 50 ○ ○ A 25 25 25 × × C
市民病院 医療保健機能 20 1 1 2 2 2 1 25 75 50 ○ ○ A 100 75 87.5 ○ ○ A
町田市保健所 医療保健機能 40 2 4 4 4 2 1 100 25 62.5 × × C 100 25 62.5 ○ ○ A
リレーセンターみなみ 環境機能 40 2 2 2 2 2 1 50 75 62.5 ○ × B（運営改善） 100 75 87.5 × ○ B
成瀬クリーンセンター 環境機能 40 1 2 4 2 2 1 50 25 37.5 ○ ○ A 100 75 87.5 ○ ○ A
町田リサイクル文化センター 環境機能 40 2 2 2 4 1 2 50 75 62.5 ○ ○ A 75 25 50 ○ × B
町田市剪定枝資源化センター 環境機能 40 2 2 2 4 2 3 50 75 62.5 ○ × B（運営改善） 50 25 37.5 × × C
鶴見川クリーンセンター 環境機能 60 1年弱 1 3 3 2 2 25 50 37.5 ○ × B（運営改善） 75 50 62.5 × × C
鶴川ポンプ場 環境機能 60 1年弱 1 3 3 2 2 25 50 37.5 ○ ○ A 75 50 62.5 × ○ B
排水浄化センター 環境機能 40 2 1 3 4 2 2 25 50 37.5 ○ × B（運営改善） 75 25 50 ○ × B
資源化施設（ビン･カン） 環境機能 40 2 2 3 4 2 3 50 50 50 ○ × B（運営改善） 50 25 37.5 ○ × B
本町田市営住宅 居住機能 20 1 1 1 1 2 1 25 100 62.5 ○ ○ A 100 100 100 ○ ○ A
国際版画美術館 教育文化機能 20 1 1 1 3 1 2 25 100 62.5 × ○ B（用途改善） 75 50 62.5 ○ × B
博物館 教育文化機能 40 4 4 4 4 1 4 100 25 62.5 × × C 25 25 25 × ○ B
教育センター 行政機能 20 3 2 2 2 2 1 50 75 62.5 × × C 100 75 87.5 ○ × B
南収集事務所 行政機能 60 7 1 4 4 2 1 25 25 25 × × C 100 25 62.5 ○ ○ A
木曽山崎コミュニティセンター 行政機能 50 1 1 3 2 1 1 25 50 37.5 × × C 100 75 87.5 × × C
市庁舎 行政機能 50 2.5 2 1 1 2 1 50 100 75 ○ ○ A 100 100 100 ○ ○ A
土木サービスセンター 行政機能 40 4 1 1 4 2 3 25 100 62.5 × ○ B（用途改善） 50 25 37.5 ○ × B
学校管理センター 行政機能 40 6 1 3 1 2 1 25 50 37.5 × ○ B（用途改善） 100 100 100 × × C
デイサービスあいはら 高齢者支援機能 50 6 2 2 2 1 2 50 75 62.5 ○ ○ A 75 75 75 × × C
デイサービス高ヶ坂 高齢者支援機能 30 5 1 2 2 2 1 25 75 50 ○ ○ A 100 75 87.5 ○ × B
ふれあいいちょう館 高齢者支援機能 60 1 2 3 3 1 3 50 50 50 × × C 50 50 50 × ○ B
ふれあいもみじ館 高齢者支援機能 60 1 2 3 3 1 3 50 50 50 × × C 50 50 50 ○ ○ A
ふれあい桜館 高齢者支援機能 60 0.5 1 2 3 1 2 25 75 50 × × C 75 50 62.5 × × C
わくわくプラザ町田 高齢者支援機能 40 10 3 3 2 1 2 75 50 62.5 × ○ B（用途改善） 75 75 75 ○ ○ A
健康福祉会館 高齢者支援機能 40 5 2 2 2 1 2 50 75 62.5 × × C 75 75 75 ○ ○ A
本町田高齢者在宅サービスセンター 高齢者支援機能 60 6 2 3 4 1 3 50 50 50 ○ ○ A 50 25 37.5 ○ × B
玉川学園高齢者在宅サービスセンター 高齢者支援機能 50 10 2 3 2 1 3 50 50 50 ○ ○ A 50 75 62.5 ○ ○ A
子どもセンターただＯＮ 子育て支援機能 40 1 3 3 2 1 1 75 50 62.5 × ○ B（用途改善） 100 75 87.5 ○ × B
子どもセンターつるっこ 子育て支援機能 50 3 3 3 2 1 1 75 50 62.5 × ○ B（用途改善） 100 75 87.5 × ○ B
子どもセンターばあん 子育て支援機能 40 2 3 3 2 1 2 75 50 62.5 × ○ B（用途改善） 75 75 75 ○ ○ A
子どもセンターぱお 子育て支援機能 40 2 2 2 3 1 3 50 75 62.5 × × C 50 50 50 × × C
つくし野コミ二ティセンター 集会機能 30 4 3 3 1 1 1 75 50 62.5 ○ ○ A 100 100 100 × ○ B
なるせ駅前市民センター 集会機能 20 3 2 2 1 1 1 50 75 62.5 ○ × B（運営改善） 100 100 100 ○ ○ A
玉川学園コミュニティセンター 集会機能 50 3 3 3 1 1 3 75 50 62.5 ○ × B（運営改善） 50 100 75 ○ × B
堺市民センター 集会機能 30 2 1 2 1 1 2 25 75 50 × × C 75 100 87.5 × ○ B
三輪コミュニティセンター 集会機能 30 4 1 2 4 1 3 25 75 50 × ○ B（用途改善） 50 25 37.5 × × C
小山市民センター 集会機能 20 1 2 3 2 1 2 50 50 50 × ○ B（用途改善） 75 75 75 ○ ○ A
成瀬コミュニティセンター 集会機能 30 4 4 4 2 1 1 100 25 62.5 × ○ B（用途改善） 100 75 87.5 ○ ○ A
忠生市民センター 集会機能 40 2 1 3 2 1 1 25 50 37.5 × × C 100 75 87.5 ○ × B
町田市民フォーラム 集会機能 30 1 2 4 1 1 1 50 25 37.5 ○ × B（運営改善） 100 100 100 ○ ○ A
町田市民ホール 集会機能 30 2 1 2 2 1 2 25 75 50 × ○ B（用途改善） 75 75 75 ○ ○ A
鶴川市民センター 集会機能 40 1 3 3 3 1 1 75 50 62.5 ○ × B（運営改善） 100 50 75 × ○ B
鶴川緑の交流館 集会機能 60 2 4 3 1 1 1 100 50 75 × × C 100 100 100 × ○ B
南市民センター 集会機能 40 6 3 3 3 1 3 75 50 62.5 × ○ B（用途改善） 50 50 50 ○ ○ A
木曽森野コミュニティセンター 集会機能 30 4 2 2 3 1 3 50 75 62.5 × ○ B（用途改善） 50 50 50 ○ × B
町田市文化交流ｾﾝﾀｰ 集会機能 20 2 1 1 1 1 1 25 100 62.5 × ○ B（用途改善） 100 100 100 ○ ○ A
ひかり療育園 障がい者支援機能 50 4 1 1 2 1 1 25 100 62.5 ○ × B（運営改善） 100 75 87.5 ○ × B
わさびだ療育園 障がい者支援機能 20 3 2 2 3 2 1 50 75 62.5 ○ × B（運営改善） 100 50 75 ○ ○ A
大賀藕絲館 障がい者支援機能 30 5 1 1 3 1 2 25 100 62.5 ○ × B（運営改善） 75 50 62.5 ○ × B
町田市授産センター 障がい者支援機能 20 2 1 1 2 2 2 25 100 62.5 ○ × B（運営改善） 75 75 75 ○ × B
町田ﾘｽ園 障がい者支援機能 30 3 1 2 1 1 1 25 75 50 ○ ○ A 100 100 100 × × C
すみれ会館 障がい者支援機能 50 3 2 2 3 2 2 50 75 62.5 ○ × B（運営改善） 75 50 62.5 ○ ○ A
忠生市営住宅1号棟 居住機能 20 1 1 1 1 2 1 25 100 62.5 ○ ○ A 100 100 100 ○ × B
木曽市営住宅2号棟 居住機能 20 1 1 1 1 2 1 25 100 62.5 ○ ○ A 100 100 100 ○ × B
森野市営住宅1号棟 居住機能 20 1 1 1 1 2 1 25 100 62.5 ○ ○ A 100 100 100 ○ ○ A
真光寺市営住宅1号棟 居住機能 20 1 1 1 2 2 1 25 100 62.5 ○ ○ A 100 75 87.5 × × C
金森市営住宅1号棟 居住機能 20 1 1 1 1 2 1 25 100 62.5 ○ ○ A 100 100 100 ○ ○ A
梗概
図１　論文構成
図３　劣化度の算出方法文4)5)より作成
図２　品質・機能・立地に対する評価
１．研究概要　
１－１　研究の背景と目的
　戦後の高度経済成長期を経て、日本では大量の公共施設ストックが
整備され、経年とともに修繕・建替の必要性が増加してきた。加えて
自治体の財政状況を考慮すると公共施設の総量を適正にする必要があ
る。これら公共施設ストックを良質な状態で、適正な費用で更新して
いくためにも、公共施設に対して改修・建替・統廃合等の適切な判断
が重要となる。そのためには、他施設の状況を踏まえた複合的な計画
が求められるが、対象となる施設を取り巻く状況は老朽度・利用状況・
立地条件など様々であり、自治体全体として総合的かつ長期的に整備
方針を決めることが困難になっている。さらに、2014 年には総務省か
らの「公共施設等総合管理計画の策定要請」注 1)、加えて同年に国土交
通省から「まちづくりのためのＰＲＥ有効活用ガイドライン」注 2) が発
表され、将来のまちのあり方を見据えた公共施設の再配置を含めた公
共施設マネジメントが急務とされている。以上のような認識から、施
設再配置を考慮した公共施設の総量適正化のための必要データの在り
方とその整備プロセスを構築することが喫緊の課題であるといえる。
　本研究では、自治体の人口変動や財政状況の変化といった将来予測
にもとづき、施設再配置を考慮した段階的・経時的な視点に立った公
共施設の総量適正化プロセスの考え方を示すとともに、実際の自治体
を対象とした検証からその妥当性を明らかにすることを目的とする。
１－２　研究方法と論文構成
　図１に本研究の論文構成を示す。本論文は５章により構成されてい
る。第２章では、これまでの既往研究で取り上げられてきた公共施設
マネジメントの評価方法をもとに、品質・機能・立地に着目した公共
施設群の新たな評価手法を構築する。これら３つの評価の関係性を分
析し、公共施設の総量適正化を行うための施設活用方針を検討する。
第３章では、２章で提示した評価手法から、公共施設の段階的総量適
正化を実現するためのプロセスを構築する。各自治体で実現可能とす
るためプロセスの段階を分け、継続的に公共施設マネジメント業務を
向上させるＰＤＣＡサイクルを示した。また、自治体が事前に収集し
ている情報、及び公開データを用いて公共施設の総量適正化を実現で
きるように整理している。第４章では、２、３章で明らかにした公共
施設の総量適正化のための施設評価とそのプロセスの検証を行う。具
体的な自治体として町田市の公共施設を取り上げ、現地調査及び、施
設管理者を対象にしたアンケート調査により、各評価結果の検証を行っ
ている。また、公共施設の総量適正化を町田市全体で計画し、施設削
減量を確認することでプロセスの妥当性を明らかにする。
２．公共施設群の評価
　既往研究文 1)～ 4) と既存の基準文 5)6) の知見を踏まえ、公共施設に対す
る評価基準を３つに分け、以下のように設定した（図２）。
２－１．品質に対する評価
　品質評価では、建物の耐震性と外壁・内装・屋上防水・設備の状況から、
継続的な利用を行うが、将来的な状況が悪いため、耐用年数超過後
は廃止・移転を検討する。「縮減的複合化利用」は、機能評価が良好
でないことから複合化を行い、一方で将来的な状況も悪いため、耐
用年数超過後は廃止・移転を検討する。「機能停止・移転」は施設の
現在の状況、将来的な状況が悪いため廃止・移転を検討する。
３．公共施設の段階的総量適正化のプロセス
　既往研究文1)～4) 及び、２章で提示した評価手法をもとに、構築した
公共施設の総量適正化を実現するためのプロセスを図５に示す。
（１）準備段階
　公共施設の総量適正化を実現していくために、必要となるデータ
の収集、整理を行う。基本情報として、自治体の人口・財政状況に
関するデータ、住所・竣工年・延床面積といった施設に関する情報
を収集し、国立社会保障・人口問題研究所が公開している情報から
自治体の将来的な人口状況の情報を収集する。また、品質に関する
データとして、耐震性の状況、最近の外壁・内装・屋上防水・設備
に対する工事履歴を把握し、棟ごとに整理を行う。機能に関するデー
タとして、施設の利用状況、総務省基準モデルの公会計から抽出し
た施設運営費用を機能ごとに整理する。立地に関する情報は、国土
交通省が国土数値情報として公開している将来推計人口メッシュ
データ、駅・バス停までの距離を施設ごとに整理を行う。
（２）削減目標面積の決定段階
　自治体の財政状況に見合った施設総量までに削減していくため、
将来的に公共施設に掛けられる費用に合わせて、施設総量の削減目
標面積を決定していく。将来的に公共施設に関わる費用（施設運営
費用・維持更新費用）を推計し文10)、現状として公共施設に掛けてい
る費用との不足分を削減目標とする。次に、公共サービスを保ちな
がら施設を削減するために、機能ごとの削減量を決定する。まず、
人口変動を考慮した適正な施設量を検討していく。現時点での住民
一人当たりの延べ床面積を適正な施設量として、各機能を利用する
年齢区分の将来人口の増減率を掛けて算出する。さらに、施設ごと
の公共施設に関わる費用、及び施設総面積を考慮して、削減目標費
用に到達するように機能ごとの施設の削減量を決定する。
（３）公共施設の評価段階・整備方法検討段階
　公共施設の評価段階では、今後の施設の活用方法を効率的に決定
するために、２章で示した施設評価を行い、判定マトリクスで各施
設の活用方針を判定する。整備方法検討段階では、まず判定した活
用方針をもとに、機能ごとに建替・複合化・廃止・移転を行う施設
を検討し、（２）で決定した機能ごとの削減目標面積まで整備方法を
決定する。次に、廃止・移転による住民提供サービスの低下を考慮
するために、「経時的地域実態マップ」を作成し各地域における主要
な機能の状況、耐用年数、前段階で決定した活用方法から、他施設
との複合的な整備方法の検討を行う。複合的な整備方法検討にあたっ
ては、表４に示す立地のタイプにより検討方法が異なるため留意す
る必要がある文7)8)9)。立地限定型はどこに立地しているかが必要条件
となるため移転が困難な施設、単独施設型、拠点・支所型は同機能
が隣接しないように配置する必要がある施設、分散型は自治体内に
バランスよく配置する必要がある施設となる。さらに、ここまでに
検討してきた整備方法は、自治体全体で見ると複数で、かつ整備期
間が重複することから、決定した施設整備方法を整備期間、及び整
備に含まれる施設の劣化度から再度序列化を行う。これにより、自
継続利用に必要となる改修の度合を判断する。複数棟から構成される
施設もあるため、棟ごとに建物の品質を把握し、施設全体の面積と各
棟の面積を按分して算出する。
（１）耐震性に関する判定
　耐震性の判定は、フローに沿って築年数から新耐震基準を満たして
いるか、耐震補強を実施しているか、及び耐震診断の結果から判断する。
（２）劣化度に関する判定
　参考文献文 4)5) をもとに構築した、劣化度の算出方法を図３に示す。
劣化度は、経年によって進んでいると推察され、外壁・内装・屋上防水・
設備の各部位の改修周期に対する改修実施年からの経年数の割合、及
び耐用年数に対する経年数の割合を合わせて 100％になる算出式とし
ている。また、各部位の改修における概算工事費をもとに、重みづけ
を行っており、劣化度の判定では50％を閾値としている。
　品質に対する評価結果は、以下のようになる（図２－①）。
Ａ：耐震性を満たしており、劣化度に関しても 50％未満であるため、
継続的に建物を使用できる。
Ｂ：耐震性は満たしているが、劣化度が 50％以上であるため、継続的
に建物を使用するには、改修を実施する必要がある。
Ｃ：耐震性を満たしていない、もしくは耐用年数を超過しているため、
継続的に建物を使用するには、大規模な改修を実施する必要がある。
２－２．機能に対する評価
　機能評価では、住民に機能（公共サービス）を十分に提供しているか、
及び適切な費用で機能を運営できているかの判断を行う。その際、複
数機能を提供する施設もあるため、機能ごとに状況を把握する。
（１）利用度に関する判定
　利用度の判定では、機能が余剰に供給されていないかを判断する。
利用度が低い施設は、過剰供給の可能性があるため他の機能との集約
を検討する必要がある。表 1 に示すような事務庁舎・学校・貸館系の
公の施設・貸館系以外の公の施設に分類し利用度を判断した文6）。
（２）施設運営費用に関する判定
　施設運営費用では、施設の機能が適切な費用で運営されているかを
判断する。総務省で提示されている施設の用途分類文 7）をもとに、用途
ごとに施設運営費用の平均値を算出し、それらの比較で評価を行った。
　機能に対する評価結果は、以下のようになる（図２－②）。
Ａ：利用状況・施設運営費用ともに良好であるため、機能を継続的に
利用することが可能である。
Ｂ（運営直し）：利用状況は良好であるが、施設運営費用に問題がある
ため運営方法を見直して継続利用を検討する必要がある。
Ｂ（用途直し）：施設運営費用は良好であるが、利用状況に問題がある
ため複合化等を検討する必要がある。
Ｃ：利用状況・施設運営費用ともに良好でないため、継続的に利用す
るには大幅な改善が必要である。
２－３．立地に対する評価
　立地評価では、将来的な施設周辺の人口変動からみた施設集約の可
能性、及び施設への交通利便性から判断を行う。
（１）施設集約可能性に関する判定
　将来的な施設周辺の人口変動から、今後その立地に対して施設集約
をすることが有効かを判断する。ここでは、施設からの距離１km 圏内
の将来的な人口の密度、及び人口の増減をもとに判定を行う。
（２）交通利便性に関する判定
　交通利便性に関する判定方法を表２に示す。施設から駅・バス停ま
での到達距離にもとづき、交通利便性を判断する。駅到達距離は、全
施設の駅到達距離の平均値を閾値にとり、バス停到達距離は、バス停
までの徒歩圏域 400ｍを閾値として設定した。
　立地に対する評価結果は、以下のようになる（図２－③）。
Ａ：施設集約可能性があり、交通利便性も高いことから今後の継続利用、
４．公共施設の段階的総量適正化プロセスの検証
４－１．公共施設群の評価の検証
４－１－１．品質に対する評価の検証
　品質評価の検証結果を表５に、検証内容を表６に示す。また、表
５の現地調査結果の各部位における番号は、表６の各部位の調査項
目番号に対応している。建基法12条点検の項目を参考に、外壁・内装・
屋上防水の劣化状況を現地調査により確認した。妥当性を確認する
ため、各調査項目を点数化した劣化度指標を作成し、２－１の品質
評価の劣化度と比較を行った。各劣化度の差を見ると最大でも 20pt
後半程度であるため、概ね一致している。最も現地調査における劣
化度が高い南第一小学校では、工事履歴の外壁・内装の改修内容が
部分的であったため、現地では全体的な劣化が多く見られた。この
ことから、今後は改修内容と工事規模を考慮する必要がある。
４－１－２．機能・立地に対する評価の検証
　機能・立地評価の検証内容を表７に、検証結果を表８に示す。各
評価の判定項目に対する施設管理者へのアンケート調査を行い、回
答を４段階で点数化し比較を行った。一致率は、点数が 100 点・75
点で判定が「○」に該当する回答、50 点・25 点で判定が「×」に該
当する回答を評価結果と検証結果が一致しているとし、割合を算出
している。利用度の判定を除いて、一致率 50% 以上の結果が得られ
たことから、評価の概ねの妥当性を確認できた。また、利用度判定
の「○」、及び施設集約可能性判定の「×」では、それぞれ 11% と
29% と低い割合なため、各評価での閾値を再検討する必要がある。
４－２．公共施設の総量適正化プロセスの検証
４－２－１．対象自治体の概要
　ケーススタディの対象となる町田市の概要と将来的な状況を表９
に、公共施設の機能面積の割合を図６に示す。町田市は東京都多摩
地域の南部に位置しており、総人口は 426,336 人、面積は 71.65km²
の自治体である。2050 年の老年人口は 138％に増加、生産年齢人口
と年少人口はそれぞれ 88％と 74％に減少する注3）。また、歳入は、
94％に減少すると予想された。公共施設の機能面積の割合は、小学校・
中学校といった学校教育機能が半数を占めており、次いで、下水道
施設などの環境機能が 15％、行政機能が７％となっていた。
４－２－２．公共施設の総量適正化プロセスのケーススタディ
（１）将来的な財政状況の確認
　図７に町田市の公共施設に関わる費用の推計を示す。現在の公共
施設に関わる費用は維持更新費用 74 億円注4）、施設運営費用 100 億円
の計 174 億円で、2050 年には 163 億円になると推計された。また、
公共施設更新費用試算ソフト注5）から算出した適正な維持更新費用か
ら、実際に必要となる費用は 205 億円となり、将来的には 42 億円の
（４）地域ごとの施設整備方法の決定
　（３）で決めた活用方法をもとに、他の施設の状況を考慮した複合
的な整備の計画を行う。地域ごとに施設の状況を把握しながら行う
ため、一定規模で均等に区分けしている中学校区をもとに分割し検
討した。地区１における経時的地域実態マップを表 12 に、地区１に
おける施設の立地と活用方針をプロットしたものを図８示す。建替
が検討されている施設は、その施設の耐用年数前後５年間に、他施
設が耐用年数を迎える場合は、複合化建替を選択する。また、複合
化が検討されている施設は、大規模改修が必要となる時期を経年後
30 年程度と設定し、改修時において他施設との複合化を実施する整
備方法を決定した。さらに、立地タイプが分散型の機能を有する施
設では、施設の廃止・移転を行うと公共サービスが低下する可能性
があるため、地区内でのバランスを検討する必要がある。そこで、
他施設との複合的な整備方法を決定する際は、施設同士が２km 以内
の範囲にある場合は集約と判断した。それ以外の立地タイプの施設
は中学校区を越えた複合化も計画している。これにより、他の施設
の状況を考慮した単一及び、複合的な整備を計画できる。
（５）町田市全体から見た施設整備方法の序列化
　地区ごとの施設整備方法と町田市全体で整備方法を序列化したもの
を表 13 に、最終的な施設の削減結果を表 14 に示す。整備方法が、各
年度に３つ以上にならないようにし、劣化度が高い施設を含む整備方
法から優先的にするように序列化を行った。これにより、各地区で重
複していた整備方法をどの時期に行うかを決定づけることが可能とな
り、全 47 の整備方法の序列化を計画できた。各年度ごとの計画を実行
すると、2055 年時には、公共施設の総面積が約 14 万㎡削減され、公
共施設に関わる費用は、約22億円の削減が見込まれる結果となった。
５．まとめ
　本研究で得られた成果は、以下のようにまとめられる。
１.品質・機能・立地の情報をそれぞれ棟・機能・施設ごとに整理し、
経時的な視点に立った評価方法を提案した。
不足が予測され不足分の施設量の削減が必要となる。
（２）機能ごとの削減目標面積の決定
　表 10 に機能ごとの削減目標面積を決定したものを示す。まず、現
状の各機能の施設面積に対して、各機能を利用する年齢構成の人口
変動を掛けて最適な施設面積を当てはめることで算出している。人
口変動を考慮した施設面積では、施設に関わる将来的な費用まで削
減できないため、運営費用が大きい施設の削減割合を人口変動割合
より大きくして目標費用まで削減を図った。
（３）機能ごとの建替・複合化・廃止・移転施設の検討
　（２）で、決定した機能ごとの削減目標面積に到達するまで、以下
にしたがって施設の活用方法を決定した。表 11 には、教育文化機能
における活用方法の決定結果を示す。活用方法の決定の仕方は、「①
複合化」は耐用年数を迎えるまで 20 年以上あり、活用方針が「縮減
的複合化利用」「長期的複合化利用 」の施設、「②建替」は 10 年以
内に耐用年数を迎え、活用方針が「長期的継続利用」「長期的複合化
利用」の施設、「③廃止・移転」は①②を満たさず、活用方針が「縮
減的継続利用」「縮減的複合化利用」「機能停止・移転」の施設とした。
２.経年数と外壁・内装・屋上防水・設備に対する最近の改修年を把
握することで、公共施設の劣化度を算出する方法を提案した。
３.公共施設の耐用年数超過後の活用方針を決定し、地域上での位置
関係を把握することで複数施設を同時に整備する検討方法を示した。
４.現状で収集可能なデータを用いて、公共施設総量適正化の第一段
階となる自治体全体での整備計画を示した。
５.公共施設マネジメントを継続的に向上させていく、ＰＤＣＡサイ
クルに対応した段階的施設総量適正化に至るプロセスを示した。　
　今後は、各自治体が施設量の総量削減策を定期的に見直すことで、
将来的な状況に応じて整備計画を修正する必要がある。さらに、検
証段階での住民意見の確認等から、公共施設再編に対する住民のも
つ意識改革を行う形での、継続的な公共施設マネジメント業務が求
められる。これらのマネジメント業務を行うためには、特に全公共
施設の状況と住民意見を把握している組織が重要であり、自治体全
体の施設マネジメントを考慮した個々の施設整備について、自治体
職員と住民の理解を得ながら推進していくことが不可欠である。
及び他の施設の移転受け入れ施設として検討できる。
Ｂ：施設集約可能性があるが交通利便性が低い、もしくは施設集約可
能性がないが交通利便性が高いことから、品質・機能の評価から継続
利用、あるいは廃止・移転を検討する必要がある。
Ｃ：施設集約可能性と交通利便性が低いことから、立地条件の良い場
所への移転もしくは廃止を行う必要がある。
２－４．評価にもとづいた施設の活用方針
　品質・機能・立地の３つの評価を用いることで、施設の現状と将
来的な状況を判断でき、施設の耐用年数超過後の活用方針が検討可
能になった。表３に３つの評価にもとづいた施設の経時的な活用方
針、及び図４に施設の活用方針の判定マトリクスを示す。それぞれ
の活用方針は以下のとおりである。
　「長期的継続利用」は、施設の現在の状況がよいため、継続的な利
用を行い、また将来的な状況もよいため、耐用年数超過後は建替を
検討する。「長期的複合化利用」は、機能評価が良好でないことから
複合化を行うが、将来的な状況がよいため、耐用年数超過後は建替
を検討する。「縮減的継続利用」は、施設の現在の状況がよいため、
治体全体としての長期的かつ経時的な施設再編方法を決定する。
（４）具体的計画段階・実行段階・検証段階
　（３）で序列化を行った優先的に実行が必要な整備計画から、具体
的に計画を行う。経時的地域実態マップでの検討で除外していた公
共施設の位置関係を把握し、統合の可能性についてさらに検討する。
また、周辺の民間施設の状況を確認し、テナントとしての使用の可否、
整備する施設への誘致可能性の有無を検討する。実行段階では計画
を実際に行い、さらに検証段階では実行した計画がどのような結果
をもたらしたかの検証を行う。これらの検証結果を次の計画に活か
し、ここまでの整備計画、評価方法を定期的に見直し、必要データ
を積み重ねることで、より正確な評価結果と整備計画につながる。
　以上のように、公共施設の総量適正化の段階として、「準備段階」「削
減目標面積の決定段階」「公共施設の評価段階」「整備方法検討段階」
「具体的計画段階」「実行段階」「検証段階」と提示した。また、提示
したプロセスは公共施設マネジメント業務を継続的に改善するＰＤ
ＣＡサイクルにあてはまることがわかる。
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表２　交通利便性の判定方法
表１　利用度の判定方法文6)より作成
図４　活用方針の判定マトリクス
表３　評価をもとにした経時的な施設の活用方針
１．研究概要　
１－１　研究の背景と目的
　戦後の高度経済成長期を経て、日本では大量の公共施設ストックが
整備され、経年とともに修繕・建替の必要性が増加してきた。加えて
自治体の財政状況を考慮すると公共施設の総量を適正にする必要があ
る。これら公共施設ストックを良質な状態で、適正な費用で更新して
いくためにも、公共施設に対して改修・建替・統廃合等の適切な判断
が重要となる。そのためには、他施設の状況を踏まえた複合的な計画
が求められるが、対象となる施設を取り巻く状況は老朽度・利用状況・
立地条件など様々であり、自治体全体として総合的かつ長期的に整備
方針を決めることが困難になっている。さらに、2014 年には総務省か
らの「公共施設等総合管理計画の策定要請」注 1)、加えて同年に国土交
通省から「まちづくりのためのＰＲＥ有効活用ガイドライン」注 2) が発
表され、将来のまちのあり方を見据えた公共施設の再配置を含めた公
共施設マネジメントが急務とされている。以上のような認識から、施
設再配置を考慮した公共施設の総量適正化のための必要データの在り
方とその整備プロセスを構築することが喫緊の課題であるといえる。
　本研究では、自治体の人口変動や財政状況の変化といった将来予測
にもとづき、施設再配置を考慮した段階的・経時的な視点に立った公
共施設の総量適正化プロセスの考え方を示すとともに、実際の自治体
を対象とした検証からその妥当性を明らかにすることを目的とする。
１－２　研究方法と論文構成
　図１に本研究の論文構成を示す。本論文は５章により構成されてい
る。第２章では、これまでの既往研究で取り上げられてきた公共施設
マネジメントの評価方法をもとに、品質・機能・立地に着目した公共
施設群の新たな評価手法を構築する。これら３つの評価の関係性を分
析し、公共施設の総量適正化を行うための施設活用方針を検討する。
第３章では、２章で提示した評価手法から、公共施設の段階的総量適
正化を実現するためのプロセスを構築する。各自治体で実現可能とす
るためプロセスの段階を分け、継続的に公共施設マネジメント業務を
向上させるＰＤＣＡサイクルを示した。また、自治体が事前に収集し
ている情報、及び公開データを用いて公共施設の総量適正化を実現で
きるように整理している。第４章では、２、３章で明らかにした公共
施設の総量適正化のための施設評価とそのプロセスの検証を行う。具
体的な自治体として町田市の公共施設を取り上げ、現地調査及び、施
設管理者を対象にしたアンケート調査により、各評価結果の検証を行っ
ている。また、公共施設の総量適正化を町田市全体で計画し、施設削
減量を確認することでプロセスの妥当性を明らかにする。
２．公共施設群の評価
　既往研究文 1)～ 4) と既存の基準文 5)6) の知見を踏まえ、公共施設に対す
る評価基準を３つに分け、以下のように設定した（図２）。
２－１．品質に対する評価
　品質評価では、建物の耐震性と外壁・内装・屋上防水・設備の状況から、
継続的な利用を行うが、将来的な状況が悪いため、耐用年数超過後
は廃止・移転を検討する。「縮減的複合化利用」は、機能評価が良好
でないことから複合化を行い、一方で将来的な状況も悪いため、耐
用年数超過後は廃止・移転を検討する。「機能停止・移転」は施設の
現在の状況、将来的な状況が悪いため廃止・移転を検討する。
３．公共施設の段階的総量適正化のプロセス
　既往研究文1)～4) 及び、２章で提示した評価手法をもとに、構築した
公共施設の総量適正化を実現するためのプロセスを図５に示す。
（１）準備段階
　公共施設の総量適正化を実現していくために、必要となるデータ
の収集、整理を行う。基本情報として、自治体の人口・財政状況に
関するデータ、住所・竣工年・延床面積といった施設に関する情報
を収集し、国立社会保障・人口問題研究所が公開している情報から
自治体の将来的な人口状況の情報を収集する。また、品質に関する
データとして、耐震性の状況、最近の外壁・内装・屋上防水・設備
に対する工事履歴を把握し、棟ごとに整理を行う。機能に関するデー
タとして、施設の利用状況、総務省基準モデルの公会計から抽出し
た施設運営費用を機能ごとに整理する。立地に関する情報は、国土
交通省が国土数値情報として公開している将来推計人口メッシュ
データ、駅・バス停までの距離を施設ごとに整理を行う。
（２）削減目標面積の決定段階
　自治体の財政状況に見合った施設総量までに削減していくため、
将来的に公共施設に掛けられる費用に合わせて、施設総量の削減目
標面積を決定していく。将来的に公共施設に関わる費用（施設運営
費用・維持更新費用）を推計し文10)、現状として公共施設に掛けてい
る費用との不足分を削減目標とする。次に、公共サービスを保ちな
がら施設を削減するために、機能ごとの削減量を決定する。まず、
人口変動を考慮した適正な施設量を検討していく。現時点での住民
一人当たりの延べ床面積を適正な施設量として、各機能を利用する
年齢区分の将来人口の増減率を掛けて算出する。さらに、施設ごと
の公共施設に関わる費用、及び施設総面積を考慮して、削減目標費
用に到達するように機能ごとの施設の削減量を決定する。
（３）公共施設の評価段階・整備方法検討段階
　公共施設の評価段階では、今後の施設の活用方法を効率的に決定
するために、２章で示した施設評価を行い、判定マトリクスで各施
設の活用方針を判定する。整備方法検討段階では、まず判定した活
用方針をもとに、機能ごとに建替・複合化・廃止・移転を行う施設
を検討し、（２）で決定した機能ごとの削減目標面積まで整備方法を
決定する。次に、廃止・移転による住民提供サービスの低下を考慮
するために、「経時的地域実態マップ」を作成し各地域における主要
な機能の状況、耐用年数、前段階で決定した活用方法から、他施設
との複合的な整備方法の検討を行う。複合的な整備方法検討にあたっ
ては、表４に示す立地のタイプにより検討方法が異なるため留意す
る必要がある文7)8)9)。立地限定型はどこに立地しているかが必要条件
となるため移転が困難な施設、単独施設型、拠点・支所型は同機能
が隣接しないように配置する必要がある施設、分散型は自治体内に
バランスよく配置する必要がある施設となる。さらに、ここまでに
検討してきた整備方法は、自治体全体で見ると複数で、かつ整備期
間が重複することから、決定した施設整備方法を整備期間、及び整
備に含まれる施設の劣化度から再度序列化を行う。これにより、自
継続利用に必要となる改修の度合を判断する。複数棟から構成される
施設もあるため、棟ごとに建物の品質を把握し、施設全体の面積と各
棟の面積を按分して算出する。
（１）耐震性に関する判定
　耐震性の判定は、フローに沿って築年数から新耐震基準を満たして
いるか、耐震補強を実施しているか、及び耐震診断の結果から判断する。
（２）劣化度に関する判定
　参考文献文 4)5) をもとに構築した、劣化度の算出方法を図３に示す。
劣化度は、経年によって進んでいると推察され、外壁・内装・屋上防水・
設備の各部位の改修周期に対する改修実施年からの経年数の割合、及
び耐用年数に対する経年数の割合を合わせて 100％になる算出式とし
ている。また、各部位の改修における概算工事費をもとに、重みづけ
を行っており、劣化度の判定では50％を閾値としている。
　品質に対する評価結果は、以下のようになる（図２－①）。
Ａ：耐震性を満たしており、劣化度に関しても 50％未満であるため、
継続的に建物を使用できる。
Ｂ：耐震性は満たしているが、劣化度が 50％以上であるため、継続的
に建物を使用するには、改修を実施する必要がある。
Ｃ：耐震性を満たしていない、もしくは耐用年数を超過しているため、
継続的に建物を使用するには、大規模な改修を実施する必要がある。
２－２．機能に対する評価
　機能評価では、住民に機能（公共サービス）を十分に提供しているか、
及び適切な費用で機能を運営できているかの判断を行う。その際、複
数機能を提供する施設もあるため、機能ごとに状況を把握する。
（１）利用度に関する判定
　利用度の判定では、機能が余剰に供給されていないかを判断する。
利用度が低い施設は、過剰供給の可能性があるため他の機能との集約
を検討する必要がある。表 1 に示すような事務庁舎・学校・貸館系の
公の施設・貸館系以外の公の施設に分類し利用度を判断した文6）。
（２）施設運営費用に関する判定
　施設運営費用では、施設の機能が適切な費用で運営されているかを
判断する。総務省で提示されている施設の用途分類文 7）をもとに、用途
ごとに施設運営費用の平均値を算出し、それらの比較で評価を行った。
　機能に対する評価結果は、以下のようになる（図２－②）。
Ａ：利用状況・施設運営費用ともに良好であるため、機能を継続的に
利用することが可能である。
Ｂ（運営直し）：利用状況は良好であるが、施設運営費用に問題がある
ため運営方法を見直して継続利用を検討する必要がある。
Ｂ（用途直し）：施設運営費用は良好であるが、利用状況に問題がある
ため複合化等を検討する必要がある。
Ｃ：利用状況・施設運営費用ともに良好でないため、継続的に利用す
るには大幅な改善が必要である。
２－３．立地に対する評価
　立地評価では、将来的な施設周辺の人口変動からみた施設集約の可
能性、及び施設への交通利便性から判断を行う。
（１）施設集約可能性に関する判定
　将来的な施設周辺の人口変動から、今後その立地に対して施設集約
をすることが有効かを判断する。ここでは、施設からの距離１km 圏内
の将来的な人口の密度、及び人口の増減をもとに判定を行う。
（２）交通利便性に関する判定
　交通利便性に関する判定方法を表２に示す。施設から駅・バス停ま
での到達距離にもとづき、交通利便性を判断する。駅到達距離は、全
施設の駅到達距離の平均値を閾値にとり、バス停到達距離は、バス停
までの徒歩圏域 400ｍを閾値として設定した。
　立地に対する評価結果は、以下のようになる（図２－③）。
Ａ：施設集約可能性があり、交通利便性も高いことから今後の継続利用、
４．公共施設の段階的総量適正化プロセスの検証
４－１．公共施設群の評価の検証
４－１－１．品質に対する評価の検証
　品質評価の検証結果を表５に、検証内容を表６に示す。また、表
５の現地調査結果の各部位における番号は、表６の各部位の調査項
目番号に対応している。建基法12条点検の項目を参考に、外壁・内装・
屋上防水の劣化状況を現地調査により確認した。妥当性を確認する
ため、各調査項目を点数化した劣化度指標を作成し、２－１の品質
評価の劣化度と比較を行った。各劣化度の差を見ると最大でも 20pt
後半程度であるため、概ね一致している。最も現地調査における劣
化度が高い南第一小学校では、工事履歴の外壁・内装の改修内容が
部分的であったため、現地では全体的な劣化が多く見られた。この
ことから、今後は改修内容と工事規模を考慮する必要がある。
４－１－２．機能・立地に対する評価の検証
　機能・立地評価の検証内容を表７に、検証結果を表８に示す。各
評価の判定項目に対する施設管理者へのアンケート調査を行い、回
答を４段階で点数化し比較を行った。一致率は、点数が 100 点・75
点で判定が「○」に該当する回答、50 点・25 点で判定が「×」に該
当する回答を評価結果と検証結果が一致しているとし、割合を算出
している。利用度の判定を除いて、一致率 50% 以上の結果が得られ
たことから、評価の概ねの妥当性を確認できた。また、利用度判定
の「○」、及び施設集約可能性判定の「×」では、それぞれ 11% と
29% と低い割合なため、各評価での閾値を再検討する必要がある。
４－２．公共施設の総量適正化プロセスの検証
４－２－１．対象自治体の概要
　ケーススタディの対象となる町田市の概要と将来的な状況を表９
に、公共施設の機能面積の割合を図６に示す。町田市は東京都多摩
地域の南部に位置しており、総人口は 426,336 人、面積は 71.65km²
の自治体である。2050 年の老年人口は 138％に増加、生産年齢人口
と年少人口はそれぞれ 88％と 74％に減少する注3）。また、歳入は、
94％に減少すると予想された。公共施設の機能面積の割合は、小学校・
中学校といった学校教育機能が半数を占めており、次いで、下水道
施設などの環境機能が 15％、行政機能が７％となっていた。
４－２－２．公共施設の総量適正化プロセスのケーススタディ
（１）将来的な財政状況の確認
　図７に町田市の公共施設に関わる費用の推計を示す。現在の公共
施設に関わる費用は維持更新費用 74 億円注4）、施設運営費用 100 億円
の計 174 億円で、2050 年には 163 億円になると推計された。また、
公共施設更新費用試算ソフト注5）から算出した適正な維持更新費用か
ら、実際に必要となる費用は 205 億円となり、将来的には 42 億円の
（４）地域ごとの施設整備方法の決定
　（３）で決めた活用方法をもとに、他の施設の状況を考慮した複合
的な整備の計画を行う。地域ごとに施設の状況を把握しながら行う
ため、一定規模で均等に区分けしている中学校区をもとに分割し検
討した。地区１における経時的地域実態マップを表 12 に、地区１に
おける施設の立地と活用方針をプロットしたものを図８示す。建替
が検討されている施設は、その施設の耐用年数前後５年間に、他施
設が耐用年数を迎える場合は、複合化建替を選択する。また、複合
化が検討されている施設は、大規模改修が必要となる時期を経年後
30 年程度と設定し、改修時において他施設との複合化を実施する整
備方法を決定した。さらに、立地タイプが分散型の機能を有する施
設では、施設の廃止・移転を行うと公共サービスが低下する可能性
があるため、地区内でのバランスを検討する必要がある。そこで、
他施設との複合的な整備方法を決定する際は、施設同士が２km 以内
の範囲にある場合は集約と判断した。それ以外の立地タイプの施設
は中学校区を越えた複合化も計画している。これにより、他の施設
の状況を考慮した単一及び、複合的な整備を計画できる。
（５）町田市全体から見た施設整備方法の序列化
　地区ごとの施設整備方法と町田市全体で整備方法を序列化したもの
を表 13 に、最終的な施設の削減結果を表 14 に示す。整備方法が、各
年度に３つ以上にならないようにし、劣化度が高い施設を含む整備方
法から優先的にするように序列化を行った。これにより、各地区で重
複していた整備方法をどの時期に行うかを決定づけることが可能とな
り、全 47 の整備方法の序列化を計画できた。各年度ごとの計画を実行
すると、2055 年時には、公共施設の総面積が約 14 万㎡削減され、公
共施設に関わる費用は、約22億円の削減が見込まれる結果となった。
５．まとめ
　本研究で得られた成果は、以下のようにまとめられる。
１.品質・機能・立地の情報をそれぞれ棟・機能・施設ごとに整理し、
経時的な視点に立った評価方法を提案した。
不足が予測され不足分の施設量の削減が必要となる。
（２）機能ごとの削減目標面積の決定
　表 10 に機能ごとの削減目標面積を決定したものを示す。まず、現
状の各機能の施設面積に対して、各機能を利用する年齢構成の人口
変動を掛けて最適な施設面積を当てはめることで算出している。人
口変動を考慮した施設面積では、施設に関わる将来的な費用まで削
減できないため、運営費用が大きい施設の削減割合を人口変動割合
より大きくして目標費用まで削減を図った。
（３）機能ごとの建替・複合化・廃止・移転施設の検討
　（２）で、決定した機能ごとの削減目標面積に到達するまで、以下
にしたがって施設の活用方法を決定した。表 11 には、教育文化機能
における活用方法の決定結果を示す。活用方法の決定の仕方は、「①
複合化」は耐用年数を迎えるまで 20 年以上あり、活用方針が「縮減
的複合化利用」「長期的複合化利用 」の施設、「②建替」は 10 年以
内に耐用年数を迎え、活用方針が「長期的継続利用」「長期的複合化
利用」の施設、「③廃止・移転」は①②を満たさず、活用方針が「縮
減的継続利用」「縮減的複合化利用」「機能停止・移転」の施設とした。
２.経年数と外壁・内装・屋上防水・設備に対する最近の改修年を把
握することで、公共施設の劣化度を算出する方法を提案した。
３.公共施設の耐用年数超過後の活用方針を決定し、地域上での位置
関係を把握することで複数施設を同時に整備する検討方法を示した。
４.現状で収集可能なデータを用いて、公共施設総量適正化の第一段
階となる自治体全体での整備計画を示した。
５.公共施設マネジメントを継続的に向上させていく、ＰＤＣＡサイ
クルに対応した段階的施設総量適正化に至るプロセスを示した。　
　今後は、各自治体が施設量の総量削減策を定期的に見直すことで、
将来的な状況に応じて整備計画を修正する必要がある。さらに、検
証段階での住民意見の確認等から、公共施設再編に対する住民のも
つ意識改革を行う形での、継続的な公共施設マネジメント業務が求
められる。これらのマネジメント業務を行うためには、特に全公共
施設の状況と住民意見を把握している組織が重要であり、自治体全
体の施設マネジメントを考慮した個々の施設整備について、自治体
職員と住民の理解を得ながら推進していくことが不可欠である。
及び他の施設の移転受け入れ施設として検討できる。
Ｂ：施設集約可能性があるが交通利便性が低い、もしくは施設集約可
能性がないが交通利便性が高いことから、品質・機能の評価から継続
利用、あるいは廃止・移転を検討する必要がある。
Ｃ：施設集約可能性と交通利便性が低いことから、立地条件の良い場
所への移転もしくは廃止を行う必要がある。
２－４．評価にもとづいた施設の活用方針
　品質・機能・立地の３つの評価を用いることで、施設の現状と将
来的な状況を判断でき、施設の耐用年数超過後の活用方針が検討可
能になった。表３に３つの評価にもとづいた施設の経時的な活用方
針、及び図４に施設の活用方針の判定マトリクスを示す。それぞれ
の活用方針は以下のとおりである。
　「長期的継続利用」は、施設の現在の状況がよいため、継続的な利
用を行い、また将来的な状況もよいため、耐用年数超過後は建替を
検討する。「長期的複合化利用」は、機能評価が良好でないことから
複合化を行うが、将来的な状況がよいため、耐用年数超過後は建替
を検討する。「縮減的継続利用」は、施設の現在の状況がよいため、
治体全体としての長期的かつ経時的な施設再編方法を決定する。
（４）具体的計画段階・実行段階・検証段階
　（３）で序列化を行った優先的に実行が必要な整備計画から、具体
的に計画を行う。経時的地域実態マップでの検討で除外していた公
共施設の位置関係を把握し、統合の可能性についてさらに検討する。
また、周辺の民間施設の状況を確認し、テナントとしての使用の可否、
整備する施設への誘致可能性の有無を検討する。実行段階では計画
を実際に行い、さらに検証段階では実行した計画がどのような結果
をもたらしたかの検証を行う。これらの検証結果を次の計画に活か
し、ここまでの整備計画、評価方法を定期的に見直し、必要データ
を積み重ねることで、より正確な評価結果と整備計画につながる。
　以上のように、公共施設の総量適正化の段階として、「準備段階」「削
減目標面積の決定段階」「公共施設の評価段階」「整備方法検討段階」
「具体的計画段階」「実行段階」「検証段階」と提示した。また、提示
したプロセスは公共施設マネジメント業務を継続的に改善するＰＤ
ＣＡサイクルにあてはまることがわかる。
Ｃ Ｂ(用) Ｂ(運) Ａ
Ｂ
Ｂ
Ａ
品質Ａ
立地
機能
長期的継続利用
縮減的継続利用
長期的継続利用
長期的継続利用
縮減的継続利用
長期的継続利用
長期的複合化利用
縮減的複合化利用
長期的複合化利用
長期的複合化利用
縮減的複合化利用
長期的複合化利用
長期的継続利用
縮減的継続利用
長期的継続利用
長期的継続利用
縮減的継続利用
長期的継続利用
長期的複合化利用
縮減的複合化利用
長期的複合化利用
長期的複合化利用
機能停止・移転
縮減的複合化利用
長期的継続利用
機能停止・移転
長期的継続利用
長期的継続利用
機能停止・移転
長期的継続利用
長期的複合化利用
機能停止・移転
機能停止・移転
機能停止・移転
機能停止・移転
機能停止・移転
15㎡/人未満×
15㎡/人以上○
学校設置基準未満×
学校設置基準を満たす○
稼働率50％未満×
稼働率50％以上○
計画を下回る利用状況
（実績/計画が1未満）×
○ 計画通りまたはそれ以上の利用状況（実績/計画が1以上）
事務庁舎
学校
公の施設
（貸館系）
公の施設
（貸館系以外）
職員一人当りの床面積
実際の床面積と学校設置基準による床面積の比
稼働率
年間のべ貸付部屋数÷（貸付対象部屋数×年間開館日数）
利用者数（実績）と利用者数（計画）の比
分類 評価内容 評価基準
維持・改修 更新長期的継続利用
縮減的複合化利用 複合化＋維持・改修
廃止
移転
機能停止・移転
廃止・売却
移転
縮減的継続利用
移転
廃止
維持・改修
活用方針 経時的な活用内容
長期的複合化利用 複合化＋維持・改修 更新
バス停 未満
○
○
○
×
以上
以上
未満
到達距離
到達距離
駅
交通利便性の判定
駅到達距離 自治体内全施設の駅までの到達距離を算出し、その平均値を閾値とする
バス停到達距離徒歩でバス停へ到達することから、徒歩圏域の400ｍを閾値とする
評価基準
図５　公共施設の段階的総量適正化プロセス
表４　公共施設の機能と立地タイプ文7)8)9)より作成
１．研究概要　
１－１　研究の背景と目的
　戦後の高度経済成長期を経て、日本では大量の公共施設ストックが
整備され、経年とともに修繕・建替の必要性が増加してきた。加えて
自治体の財政状況を考慮すると公共施設の総量を適正にする必要があ
る。これら公共施設ストックを良質な状態で、適正な費用で更新して
いくためにも、公共施設に対して改修・建替・統廃合等の適切な判断
が重要となる。そのためには、他施設の状況を踏まえた複合的な計画
が求められるが、対象となる施設を取り巻く状況は老朽度・利用状況・
立地条件など様々であり、自治体全体として総合的かつ長期的に整備
方針を決めることが困難になっている。さらに、2014 年には総務省か
らの「公共施設等総合管理計画の策定要請」注 1)、加えて同年に国土交
通省から「まちづくりのためのＰＲＥ有効活用ガイドライン」注 2) が発
表され、将来のまちのあり方を見据えた公共施設の再配置を含めた公
共施設マネジメントが急務とされている。以上のような認識から、施
設再配置を考慮した公共施設の総量適正化のための必要データの在り
方とその整備プロセスを構築することが喫緊の課題であるといえる。
　本研究では、自治体の人口変動や財政状況の変化といった将来予測
にもとづき、施設再配置を考慮した段階的・経時的な視点に立った公
共施設の総量適正化プロセスの考え方を示すとともに、実際の自治体
を対象とした検証からその妥当性を明らかにすることを目的とする。
１－２　研究方法と論文構成
　図１に本研究の論文構成を示す。本論文は５章により構成されてい
る。第２章では、これまでの既往研究で取り上げられてきた公共施設
マネジメントの評価方法をもとに、品質・機能・立地に着目した公共
施設群の新たな評価手法を構築する。これら３つの評価の関係性を分
析し、公共施設の総量適正化を行うための施設活用方針を検討する。
第３章では、２章で提示した評価手法から、公共施設の段階的総量適
正化を実現するためのプロセスを構築する。各自治体で実現可能とす
るためプロセスの段階を分け、継続的に公共施設マネジメント業務を
向上させるＰＤＣＡサイクルを示した。また、自治体が事前に収集し
ている情報、及び公開データを用いて公共施設の総量適正化を実現で
きるように整理している。第４章では、２、３章で明らかにした公共
施設の総量適正化のための施設評価とそのプロセスの検証を行う。具
体的な自治体として町田市の公共施設を取り上げ、現地調査及び、施
設管理者を対象にしたアンケート調査により、各評価結果の検証を行っ
ている。また、公共施設の総量適正化を町田市全体で計画し、施設削
減量を確認することでプロセスの妥当性を明らかにする。
２．公共施設群の評価
　既往研究文 1)～ 4) と既存の基準文 5)6) の知見を踏まえ、公共施設に対す
る評価基準を３つに分け、以下のように設定した（図２）。
２－１．品質に対する評価
　品質評価では、建物の耐震性と外壁・内装・屋上防水・設備の状況から、
継続的な利用を行うが、将来的な状況が悪いため、耐用年数超過後
は廃止・移転を検討する。「縮減的複合化利用」は、機能評価が良好
でないことから複合化を行い、一方で将来的な状況も悪いため、耐
用年数超過後は廃止・移転を検討する。「機能停止・移転」は施設の
現在の状況、将来的な状況が悪いため廃止・移転を検討する。
３．公共施設の段階的総量適正化のプロセス
　既往研究文1)～4) 及び、２章で提示した評価手法をもとに、構築した
公共施設の総量適正化を実現するためのプロセスを図５に示す。
（１）準備段階
　公共施設の総量適正化を実現していくために、必要となるデータ
の収集、整理を行う。基本情報として、自治体の人口・財政状況に
関するデータ、住所・竣工年・延床面積といった施設に関する情報
を収集し、国立社会保障・人口問題研究所が公開している情報から
自治体の将来的な人口状況の情報を収集する。また、品質に関する
データとして、耐震性の状況、最近の外壁・内装・屋上防水・設備
に対する工事履歴を把握し、棟ごとに整理を行う。機能に関するデー
タとして、施設の利用状況、総務省基準モデルの公会計から抽出し
た施設運営費用を機能ごとに整理する。立地に関する情報は、国土
交通省が国土数値情報として公開している将来推計人口メッシュ
データ、駅・バス停までの距離を施設ごとに整理を行う。
（２）削減目標面積の決定段階
　自治体の財政状況に見合った施設総量までに削減していくため、
将来的に公共施設に掛けられる費用に合わせて、施設総量の削減目
標面積を決定していく。将来的に公共施設に関わる費用（施設運営
費用・維持更新費用）を推計し文10)、現状として公共施設に掛けてい
る費用との不足分を削減目標とする。次に、公共サービスを保ちな
がら施設を削減するために、機能ごとの削減量を決定する。まず、
人口変動を考慮した適正な施設量を検討していく。現時点での住民
一人当たりの延べ床面積を適正な施設量として、各機能を利用する
年齢区分の将来人口の増減率を掛けて算出する。さらに、施設ごと
の公共施設に関わる費用、及び施設総面積を考慮して、削減目標費
用に到達するように機能ごとの施設の削減量を決定する。
（３）公共施設の評価段階・整備方法検討段階
　公共施設の評価段階では、今後の施設の活用方法を効率的に決定
するために、２章で示した施設評価を行い、判定マトリクスで各施
設の活用方針を判定する。整備方法検討段階では、まず判定した活
用方針をもとに、機能ごとに建替・複合化・廃止・移転を行う施設
を検討し、（２）で決定した機能ごとの削減目標面積まで整備方法を
決定する。次に、廃止・移転による住民提供サービスの低下を考慮
するために、「経時的地域実態マップ」を作成し各地域における主要
な機能の状況、耐用年数、前段階で決定した活用方法から、他施設
との複合的な整備方法の検討を行う。複合的な整備方法検討にあたっ
ては、表４に示す立地のタイプにより検討方法が異なるため留意す
る必要がある文7)8)9)。立地限定型はどこに立地しているかが必要条件
となるため移転が困難な施設、単独施設型、拠点・支所型は同機能
が隣接しないように配置する必要がある施設、分散型は自治体内に
バランスよく配置する必要がある施設となる。さらに、ここまでに
検討してきた整備方法は、自治体全体で見ると複数で、かつ整備期
間が重複することから、決定した施設整備方法を整備期間、及び整
備に含まれる施設の劣化度から再度序列化を行う。これにより、自
継続利用に必要となる改修の度合を判断する。複数棟から構成される
施設もあるため、棟ごとに建物の品質を把握し、施設全体の面積と各
棟の面積を按分して算出する。
（１）耐震性に関する判定
　耐震性の判定は、フローに沿って築年数から新耐震基準を満たして
いるか、耐震補強を実施しているか、及び耐震診断の結果から判断する。
（２）劣化度に関する判定
　参考文献文 4)5) をもとに構築した、劣化度の算出方法を図３に示す。
劣化度は、経年によって進んでいると推察され、外壁・内装・屋上防水・
設備の各部位の改修周期に対する改修実施年からの経年数の割合、及
び耐用年数に対する経年数の割合を合わせて 100％になる算出式とし
ている。また、各部位の改修における概算工事費をもとに、重みづけ
を行っており、劣化度の判定では50％を閾値としている。
　品質に対する評価結果は、以下のようになる（図２－①）。
Ａ：耐震性を満たしており、劣化度に関しても 50％未満であるため、
継続的に建物を使用できる。
Ｂ：耐震性は満たしているが、劣化度が 50％以上であるため、継続的
に建物を使用するには、改修を実施する必要がある。
Ｃ：耐震性を満たしていない、もしくは耐用年数を超過しているため、
継続的に建物を使用するには、大規模な改修を実施する必要がある。
２－２．機能に対する評価
　機能評価では、住民に機能（公共サービス）を十分に提供しているか、
及び適切な費用で機能を運営できているかの判断を行う。その際、複
数機能を提供する施設もあるため、機能ごとに状況を把握する。
（１）利用度に関する判定
　利用度の判定では、機能が余剰に供給されていないかを判断する。
利用度が低い施設は、過剰供給の可能性があるため他の機能との集約
を検討する必要がある。表 1 に示すような事務庁舎・学校・貸館系の
公の施設・貸館系以外の公の施設に分類し利用度を判断した文6）。
（２）施設運営費用に関する判定
　施設運営費用では、施設の機能が適切な費用で運営されているかを
判断する。総務省で提示されている施設の用途分類文 7）をもとに、用途
ごとに施設運営費用の平均値を算出し、それらの比較で評価を行った。
　機能に対する評価結果は、以下のようになる（図２－②）。
Ａ：利用状況・施設運営費用ともに良好であるため、機能を継続的に
利用することが可能である。
Ｂ（運営直し）：利用状況は良好であるが、施設運営費用に問題がある
ため運営方法を見直して継続利用を検討する必要がある。
Ｂ（用途直し）：施設運営費用は良好であるが、利用状況に問題がある
ため複合化等を検討する必要がある。
Ｃ：利用状況・施設運営費用ともに良好でないため、継続的に利用す
るには大幅な改善が必要である。
２－３．立地に対する評価
　立地評価では、将来的な施設周辺の人口変動からみた施設集約の可
能性、及び施設への交通利便性から判断を行う。
（１）施設集約可能性に関する判定
　将来的な施設周辺の人口変動から、今後その立地に対して施設集約
をすることが有効かを判断する。ここでは、施設からの距離１km 圏内
の将来的な人口の密度、及び人口の増減をもとに判定を行う。
（２）交通利便性に関する判定
　交通利便性に関する判定方法を表２に示す。施設から駅・バス停ま
での到達距離にもとづき、交通利便性を判断する。駅到達距離は、全
施設の駅到達距離の平均値を閾値にとり、バス停到達距離は、バス停
までの徒歩圏域 400ｍを閾値として設定した。
　立地に対する評価結果は、以下のようになる（図２－③）。
Ａ：施設集約可能性があり、交通利便性も高いことから今後の継続利用、
４．公共施設の段階的総量適正化プロセスの検証
４－１．公共施設群の評価の検証
４－１－１．品質に対する評価の検証
　品質評価の検証結果を表５に、検証内容を表６に示す。また、表
５の現地調査結果の各部位における番号は、表６の各部位の調査項
目番号に対応している。建基法12条点検の項目を参考に、外壁・内装・
屋上防水の劣化状況を現地調査により確認した。妥当性を確認する
ため、各調査項目を点数化した劣化度指標を作成し、２－１の品質
評価の劣化度と比較を行った。各劣化度の差を見ると最大でも 20pt
後半程度であるため、概ね一致している。最も現地調査における劣
化度が高い南第一小学校では、工事履歴の外壁・内装の改修内容が
部分的であったため、現地では全体的な劣化が多く見られた。この
ことから、今後は改修内容と工事規模を考慮する必要がある。
４－１－２．機能・立地に対する評価の検証
　機能・立地評価の検証内容を表７に、検証結果を表８に示す。各
評価の判定項目に対する施設管理者へのアンケート調査を行い、回
答を４段階で点数化し比較を行った。一致率は、点数が 100 点・75
点で判定が「○」に該当する回答、50 点・25 点で判定が「×」に該
当する回答を評価結果と検証結果が一致しているとし、割合を算出
している。利用度の判定を除いて、一致率 50% 以上の結果が得られ
たことから、評価の概ねの妥当性を確認できた。また、利用度判定
の「○」、及び施設集約可能性判定の「×」では、それぞれ 11% と
29% と低い割合なため、各評価での閾値を再検討する必要がある。
４－２．公共施設の総量適正化プロセスの検証
４－２－１．対象自治体の概要
　ケーススタディの対象となる町田市の概要と将来的な状況を表９
に、公共施設の機能面積の割合を図６に示す。町田市は東京都多摩
地域の南部に位置しており、総人口は 426,336 人、面積は 71.65km²
の自治体である。2050 年の老年人口は 138％に増加、生産年齢人口
と年少人口はそれぞれ 88％と 74％に減少する注3）。また、歳入は、
94％に減少すると予想された。公共施設の機能面積の割合は、小学校・
中学校といった学校教育機能が半数を占めており、次いで、下水道
施設などの環境機能が 15％、行政機能が７％となっていた。
４－２－２．公共施設の総量適正化プロセスのケーススタディ
（１）将来的な財政状況の確認
　図７に町田市の公共施設に関わる費用の推計を示す。現在の公共
施設に関わる費用は維持更新費用 74 億円注4）、施設運営費用 100 億円
の計 174 億円で、2050 年には 163 億円になると推計された。また、
公共施設更新費用試算ソフト注5）から算出した適正な維持更新費用か
ら、実際に必要となる費用は 205 億円となり、将来的には 42 億円の
（４）地域ごとの施設整備方法の決定
　（３）で決めた活用方法をもとに、他の施設の状況を考慮した複合
的な整備の計画を行う。地域ごとに施設の状況を把握しながら行う
ため、一定規模で均等に区分けしている中学校区をもとに分割し検
討した。地区１における経時的地域実態マップを表 12 に、地区１に
おける施設の立地と活用方針をプロットしたものを図８示す。建替
が検討されている施設は、その施設の耐用年数前後５年間に、他施
設が耐用年数を迎える場合は、複合化建替を選択する。また、複合
化が検討されている施設は、大規模改修が必要となる時期を経年後
30 年程度と設定し、改修時において他施設との複合化を実施する整
備方法を決定した。さらに、立地タイプが分散型の機能を有する施
設では、施設の廃止・移転を行うと公共サービスが低下する可能性
があるため、地区内でのバランスを検討する必要がある。そこで、
他施設との複合的な整備方法を決定する際は、施設同士が２km 以内
の範囲にある場合は集約と判断した。それ以外の立地タイプの施設
は中学校区を越えた複合化も計画している。これにより、他の施設
の状況を考慮した単一及び、複合的な整備を計画できる。
（５）町田市全体から見た施設整備方法の序列化
　地区ごとの施設整備方法と町田市全体で整備方法を序列化したもの
を表 13 に、最終的な施設の削減結果を表 14 に示す。整備方法が、各
年度に３つ以上にならないようにし、劣化度が高い施設を含む整備方
法から優先的にするように序列化を行った。これにより、各地区で重
複していた整備方法をどの時期に行うかを決定づけることが可能とな
り、全 47 の整備方法の序列化を計画できた。各年度ごとの計画を実行
すると、2055 年時には、公共施設の総面積が約 14 万㎡削減され、公
共施設に関わる費用は、約22億円の削減が見込まれる結果となった。
５．まとめ
　本研究で得られた成果は、以下のようにまとめられる。
１.品質・機能・立地の情報をそれぞれ棟・機能・施設ごとに整理し、
経時的な視点に立った評価方法を提案した。
不足が予測され不足分の施設量の削減が必要となる。
（２）機能ごとの削減目標面積の決定
　表 10 に機能ごとの削減目標面積を決定したものを示す。まず、現
状の各機能の施設面積に対して、各機能を利用する年齢構成の人口
変動を掛けて最適な施設面積を当てはめることで算出している。人
口変動を考慮した施設面積では、施設に関わる将来的な費用まで削
減できないため、運営費用が大きい施設の削減割合を人口変動割合
より大きくして目標費用まで削減を図った。
（３）機能ごとの建替・複合化・廃止・移転施設の検討
　（２）で、決定した機能ごとの削減目標面積に到達するまで、以下
にしたがって施設の活用方法を決定した。表 11 には、教育文化機能
における活用方法の決定結果を示す。活用方法の決定の仕方は、「①
複合化」は耐用年数を迎えるまで 20 年以上あり、活用方針が「縮減
的複合化利用」「長期的複合化利用 」の施設、「②建替」は 10 年以
内に耐用年数を迎え、活用方針が「長期的継続利用」「長期的複合化
利用」の施設、「③廃止・移転」は①②を満たさず、活用方針が「縮
減的継続利用」「縮減的複合化利用」「機能停止・移転」の施設とした。
２.経年数と外壁・内装・屋上防水・設備に対する最近の改修年を把
握することで、公共施設の劣化度を算出する方法を提案した。
３.公共施設の耐用年数超過後の活用方針を決定し、地域上での位置
関係を把握することで複数施設を同時に整備する検討方法を示した。
４.現状で収集可能なデータを用いて、公共施設総量適正化の第一段
階となる自治体全体での整備計画を示した。
５.公共施設マネジメントを継続的に向上させていく、ＰＤＣＡサイ
クルに対応した段階的施設総量適正化に至るプロセスを示した。　
　今後は、各自治体が施設量の総量削減策を定期的に見直すことで、
将来的な状況に応じて整備計画を修正する必要がある。さらに、検
証段階での住民意見の確認等から、公共施設再編に対する住民のも
つ意識改革を行う形での、継続的な公共施設マネジメント業務が求
められる。これらのマネジメント業務を行うためには、特に全公共
施設の状況と住民意見を把握している組織が重要であり、自治体全
体の施設マネジメントを考慮した個々の施設整備について、自治体
職員と住民の理解を得ながら推進していくことが不可欠である。
及び他の施設の移転受け入れ施設として検討できる。
Ｂ：施設集約可能性があるが交通利便性が低い、もしくは施設集約可
能性がないが交通利便性が高いことから、品質・機能の評価から継続
利用、あるいは廃止・移転を検討する必要がある。
Ｃ：施設集約可能性と交通利便性が低いことから、立地条件の良い場
所への移転もしくは廃止を行う必要がある。
２－４．評価にもとづいた施設の活用方針
　品質・機能・立地の３つの評価を用いることで、施設の現状と将
来的な状況を判断でき、施設の耐用年数超過後の活用方針が検討可
能になった。表３に３つの評価にもとづいた施設の経時的な活用方
針、及び図４に施設の活用方針の判定マトリクスを示す。それぞれ
の活用方針は以下のとおりである。
　「長期的継続利用」は、施設の現在の状況がよいため、継続的な利
用を行い、また将来的な状況もよいため、耐用年数超過後は建替を
検討する。「長期的複合化利用」は、機能評価が良好でないことから
複合化を行うが、将来的な状況がよいため、耐用年数超過後は建替
を検討する。「縮減的継続利用」は、施設の現在の状況がよいため、
治体全体としての長期的かつ経時的な施設再編方法を決定する。
（４）具体的計画段階・実行段階・検証段階
　（３）で序列化を行った優先的に実行が必要な整備計画から、具体
的に計画を行う。経時的地域実態マップでの検討で除外していた公
共施設の位置関係を把握し、統合の可能性についてさらに検討する。
また、周辺の民間施設の状況を確認し、テナントとしての使用の可否、
整備する施設への誘致可能性の有無を検討する。実行段階では計画
を実際に行い、さらに検証段階では実行した計画がどのような結果
をもたらしたかの検証を行う。これらの検証結果を次の計画に活か
し、ここまでの整備計画、評価方法を定期的に見直し、必要データ
を積み重ねることで、より正確な評価結果と整備計画につながる。
　以上のように、公共施設の総量適正化の段階として、「準備段階」「削
減目標面積の決定段階」「公共施設の評価段階」「整備方法検討段階」
「具体的計画段階」「実行段階」「検証段階」と提示した。また、提示
したプロセスは公共施設マネジメント業務を継続的に改善するＰＤ
ＣＡサイクルにあてはまることがわかる。
機能 総務省の用途分類立地タイプ 施設の例
行政機能 行政系施設学校教育系施設拠点・支所型 市庁舎・出張所
集会機能 市民文化系施設分散型 コミュニティセンタ ・ー市民ホール
教育文化機能 社会教育系施設単独設置型 図書館・博物館
学校教育機能 学校教育系施設分散型 小学校・中学校
医療保健機能 医療施設保健・福祉施設単独設置型 市民病院・診療所・保健所
居住機能 公営住宅単独設置型 市営住宅
子育て支援機能 子育て支援施設分散型 幼稚園・保育園・児童クラブ
障がい者支援機能 保健・福祉施設分散型 障がい者センター
高齢者支援機能 保健・福祉施設分散型 デイサービス
環境機能 供給処理施設下水道施設単独設置型 クリーンセンター・下水施設
スポーツ
レクリエーション機能
スポーツ
レクリエーション施設
単独設置型
立地限定型
体育館・市民プール
青少年施設
消防機能 行政系施設分散型 消防署・消防倉庫
都市環境良化機能 公園分散型 公園
その他 その他－ 斎場・駐車場・駐輪場
・自治体の人口変動に関するデータ
・自治体の財政状況に関するデータ
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機能ごとの削減目標面積の決定
将来的な財政状況の確認
施設に関わる費用から見た削減目標 人口変動から見た削減目標
計画の実行
判定マトリクスを用いた公共施設の活用方針の決定
実行した計画の評価
機能ごとに施設活用方法の検討
地域ごとの施設整備方法の決定
自治体全体から見た施設整備方法の序列化
建替・複合化施設の検討 廃止・移転施設の検討
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表５　品質評価の検証結果
図７　公共施設に関わる費用から見た削減目標
表９　町田市の概要と将来的な状況予測
表７　機能・立地評価の検証のアンケート項目と回答の点数化
図６　町田市公共施設の機能面積の割合
表８　機能・立地評価の検証結果
表６　品質評価の検証に関する現地調査内容と点数の重みづけ
１．研究概要　
１－１　研究の背景と目的
　戦後の高度経済成長期を経て、日本では大量の公共施設ストックが
整備され、経年とともに修繕・建替の必要性が増加してきた。加えて
自治体の財政状況を考慮すると公共施設の総量を適正にする必要があ
る。これら公共施設ストックを良質な状態で、適正な費用で更新して
いくためにも、公共施設に対して改修・建替・統廃合等の適切な判断
が重要となる。そのためには、他施設の状況を踏まえた複合的な計画
が求められるが、対象となる施設を取り巻く状況は老朽度・利用状況・
立地条件など様々であり、自治体全体として総合的かつ長期的に整備
方針を決めることが困難になっている。さらに、2014 年には総務省か
らの「公共施設等総合管理計画の策定要請」注 1)、加えて同年に国土交
通省から「まちづくりのためのＰＲＥ有効活用ガイドライン」注 2) が発
表され、将来のまちのあり方を見据えた公共施設の再配置を含めた公
共施設マネジメントが急務とされている。以上のような認識から、施
設再配置を考慮した公共施設の総量適正化のための必要データの在り
方とその整備プロセスを構築することが喫緊の課題であるといえる。
　本研究では、自治体の人口変動や財政状況の変化といった将来予測
にもとづき、施設再配置を考慮した段階的・経時的な視点に立った公
共施設の総量適正化プロセスの考え方を示すとともに、実際の自治体
を対象とした検証からその妥当性を明らかにすることを目的とする。
１－２　研究方法と論文構成
　図１に本研究の論文構成を示す。本論文は５章により構成されてい
る。第２章では、これまでの既往研究で取り上げられてきた公共施設
マネジメントの評価方法をもとに、品質・機能・立地に着目した公共
施設群の新たな評価手法を構築する。これら３つの評価の関係性を分
析し、公共施設の総量適正化を行うための施設活用方針を検討する。
第３章では、２章で提示した評価手法から、公共施設の段階的総量適
正化を実現するためのプロセスを構築する。各自治体で実現可能とす
るためプロセスの段階を分け、継続的に公共施設マネジメント業務を
向上させるＰＤＣＡサイクルを示した。また、自治体が事前に収集し
ている情報、及び公開データを用いて公共施設の総量適正化を実現で
きるように整理している。第４章では、２、３章で明らかにした公共
施設の総量適正化のための施設評価とそのプロセスの検証を行う。具
体的な自治体として町田市の公共施設を取り上げ、現地調査及び、施
設管理者を対象にしたアンケート調査により、各評価結果の検証を行っ
ている。また、公共施設の総量適正化を町田市全体で計画し、施設削
減量を確認することでプロセスの妥当性を明らかにする。
２．公共施設群の評価
　既往研究文 1)～ 4) と既存の基準文 5)6) の知見を踏まえ、公共施設に対す
る評価基準を３つに分け、以下のように設定した（図２）。
２－１．品質に対する評価
　品質評価では、建物の耐震性と外壁・内装・屋上防水・設備の状況から、
継続的な利用を行うが、将来的な状況が悪いため、耐用年数超過後
は廃止・移転を検討する。「縮減的複合化利用」は、機能評価が良好
でないことから複合化を行い、一方で将来的な状況も悪いため、耐
用年数超過後は廃止・移転を検討する。「機能停止・移転」は施設の
現在の状況、将来的な状況が悪いため廃止・移転を検討する。
３．公共施設の段階的総量適正化のプロセス
　既往研究文1)～4) 及び、２章で提示した評価手法をもとに、構築した
公共施設の総量適正化を実現するためのプロセスを図５に示す。
（１）準備段階
　公共施設の総量適正化を実現していくために、必要となるデータ
の収集、整理を行う。基本情報として、自治体の人口・財政状況に
関するデータ、住所・竣工年・延床面積といった施設に関する情報
を収集し、国立社会保障・人口問題研究所が公開している情報から
自治体の将来的な人口状況の情報を収集する。また、品質に関する
データとして、耐震性の状況、最近の外壁・内装・屋上防水・設備
に対する工事履歴を把握し、棟ごとに整理を行う。機能に関するデー
タとして、施設の利用状況、総務省基準モデルの公会計から抽出し
た施設運営費用を機能ごとに整理する。立地に関する情報は、国土
交通省が国土数値情報として公開している将来推計人口メッシュ
データ、駅・バス停までの距離を施設ごとに整理を行う。
（２）削減目標面積の決定段階
　自治体の財政状況に見合った施設総量までに削減していくため、
将来的に公共施設に掛けられる費用に合わせて、施設総量の削減目
標面積を決定していく。将来的に公共施設に関わる費用（施設運営
費用・維持更新費用）を推計し文10)、現状として公共施設に掛けてい
る費用との不足分を削減目標とする。次に、公共サービスを保ちな
がら施設を削減するために、機能ごとの削減量を決定する。まず、
人口変動を考慮した適正な施設量を検討していく。現時点での住民
一人当たりの延べ床面積を適正な施設量として、各機能を利用する
年齢区分の将来人口の増減率を掛けて算出する。さらに、施設ごと
の公共施設に関わる費用、及び施設総面積を考慮して、削減目標費
用に到達するように機能ごとの施設の削減量を決定する。
（３）公共施設の評価段階・整備方法検討段階
　公共施設の評価段階では、今後の施設の活用方法を効率的に決定
するために、２章で示した施設評価を行い、判定マトリクスで各施
設の活用方針を判定する。整備方法検討段階では、まず判定した活
用方針をもとに、機能ごとに建替・複合化・廃止・移転を行う施設
を検討し、（２）で決定した機能ごとの削減目標面積まで整備方法を
決定する。次に、廃止・移転による住民提供サービスの低下を考慮
するために、「経時的地域実態マップ」を作成し各地域における主要
な機能の状況、耐用年数、前段階で決定した活用方法から、他施設
との複合的な整備方法の検討を行う。複合的な整備方法検討にあたっ
ては、表４に示す立地のタイプにより検討方法が異なるため留意す
る必要がある文7)8)9)。立地限定型はどこに立地しているかが必要条件
となるため移転が困難な施設、単独施設型、拠点・支所型は同機能
が隣接しないように配置する必要がある施設、分散型は自治体内に
バランスよく配置する必要がある施設となる。さらに、ここまでに
検討してきた整備方法は、自治体全体で見ると複数で、かつ整備期
間が重複することから、決定した施設整備方法を整備期間、及び整
備に含まれる施設の劣化度から再度序列化を行う。これにより、自
継続利用に必要となる改修の度合を判断する。複数棟から構成される
施設もあるため、棟ごとに建物の品質を把握し、施設全体の面積と各
棟の面積を按分して算出する。
（１）耐震性に関する判定
　耐震性の判定は、フローに沿って築年数から新耐震基準を満たして
いるか、耐震補強を実施しているか、及び耐震診断の結果から判断する。
（２）劣化度に関する判定
　参考文献文 4)5) をもとに構築した、劣化度の算出方法を図３に示す。
劣化度は、経年によって進んでいると推察され、外壁・内装・屋上防水・
設備の各部位の改修周期に対する改修実施年からの経年数の割合、及
び耐用年数に対する経年数の割合を合わせて 100％になる算出式とし
ている。また、各部位の改修における概算工事費をもとに、重みづけ
を行っており、劣化度の判定では50％を閾値としている。
　品質に対する評価結果は、以下のようになる（図２－①）。
Ａ：耐震性を満たしており、劣化度に関しても 50％未満であるため、
継続的に建物を使用できる。
Ｂ：耐震性は満たしているが、劣化度が 50％以上であるため、継続的
に建物を使用するには、改修を実施する必要がある。
Ｃ：耐震性を満たしていない、もしくは耐用年数を超過しているため、
継続的に建物を使用するには、大規模な改修を実施する必要がある。
２－２．機能に対する評価
　機能評価では、住民に機能（公共サービス）を十分に提供しているか、
及び適切な費用で機能を運営できているかの判断を行う。その際、複
数機能を提供する施設もあるため、機能ごとに状況を把握する。
（１）利用度に関する判定
　利用度の判定では、機能が余剰に供給されていないかを判断する。
利用度が低い施設は、過剰供給の可能性があるため他の機能との集約
を検討する必要がある。表 1 に示すような事務庁舎・学校・貸館系の
公の施設・貸館系以外の公の施設に分類し利用度を判断した文6）。
（２）施設運営費用に関する判定
　施設運営費用では、施設の機能が適切な費用で運営されているかを
判断する。総務省で提示されている施設の用途分類文 7）をもとに、用途
ごとに施設運営費用の平均値を算出し、それらの比較で評価を行った。
　機能に対する評価結果は、以下のようになる（図２－②）。
Ａ：利用状況・施設運営費用ともに良好であるため、機能を継続的に
利用することが可能である。
Ｂ（運営直し）：利用状況は良好であるが、施設運営費用に問題がある
ため運営方法を見直して継続利用を検討する必要がある。
Ｂ（用途直し）：施設運営費用は良好であるが、利用状況に問題がある
ため複合化等を検討する必要がある。
Ｃ：利用状況・施設運営費用ともに良好でないため、継続的に利用す
るには大幅な改善が必要である。
２－３．立地に対する評価
　立地評価では、将来的な施設周辺の人口変動からみた施設集約の可
能性、及び施設への交通利便性から判断を行う。
（１）施設集約可能性に関する判定
　将来的な施設周辺の人口変動から、今後その立地に対して施設集約
をすることが有効かを判断する。ここでは、施設からの距離１km 圏内
の将来的な人口の密度、及び人口の増減をもとに判定を行う。
（２）交通利便性に関する判定
　交通利便性に関する判定方法を表２に示す。施設から駅・バス停ま
での到達距離にもとづき、交通利便性を判断する。駅到達距離は、全
施設の駅到達距離の平均値を閾値にとり、バス停到達距離は、バス停
までの徒歩圏域 400ｍを閾値として設定した。
　立地に対する評価結果は、以下のようになる（図２－③）。
Ａ：施設集約可能性があり、交通利便性も高いことから今後の継続利用、
４．公共施設の段階的総量適正化プロセスの検証
４－１．公共施設群の評価の検証
４－１－１．品質に対する評価の検証
　品質評価の検証結果を表５に、検証内容を表６に示す。また、表
５の現地調査結果の各部位における番号は、表６の各部位の調査項
目番号に対応している。建基法12条点検の項目を参考に、外壁・内装・
屋上防水の劣化状況を現地調査により確認した。妥当性を確認する
ため、各調査項目を点数化した劣化度指標を作成し、２－１の品質
評価の劣化度と比較を行った。各劣化度の差を見ると最大でも 20pt
後半程度であるため、概ね一致している。最も現地調査における劣
化度が高い南第一小学校では、工事履歴の外壁・内装の改修内容が
部分的であったため、現地では全体的な劣化が多く見られた。この
ことから、今後は改修内容と工事規模を考慮する必要がある。
４－１－２．機能・立地に対する評価の検証
　機能・立地評価の検証内容を表７に、検証結果を表８に示す。各
評価の判定項目に対する施設管理者へのアンケート調査を行い、回
答を４段階で点数化し比較を行った。一致率は、点数が 100 点・75
点で判定が「○」に該当する回答、50 点・25 点で判定が「×」に該
当する回答を評価結果と検証結果が一致しているとし、割合を算出
している。利用度の判定を除いて、一致率 50% 以上の結果が得られ
たことから、評価の概ねの妥当性を確認できた。また、利用度判定
の「○」、及び施設集約可能性判定の「×」では、それぞれ 11% と
29% と低い割合なため、各評価での閾値を再検討する必要がある。
４－２．公共施設の総量適正化プロセスの検証
４－２－１．対象自治体の概要
　ケーススタディの対象となる町田市の概要と将来的な状況を表９
に、公共施設の機能面積の割合を図６に示す。町田市は東京都多摩
地域の南部に位置しており、総人口は 426,336 人、面積は 71.65km²
の自治体である。2050 年の老年人口は 138％に増加、生産年齢人口
と年少人口はそれぞれ 88％と 74％に減少する注3）。また、歳入は、
94％に減少すると予想された。公共施設の機能面積の割合は、小学校・
中学校といった学校教育機能が半数を占めており、次いで、下水道
施設などの環境機能が 15％、行政機能が７％となっていた。
４－２－２．公共施設の総量適正化プロセスのケーススタディ
（１）将来的な財政状況の確認
　図７に町田市の公共施設に関わる費用の推計を示す。現在の公共
施設に関わる費用は維持更新費用 74 億円注4）、施設運営費用 100 億円
の計 174 億円で、2050 年には 163 億円になると推計された。また、
公共施設更新費用試算ソフト注5）から算出した適正な維持更新費用か
ら、実際に必要となる費用は 205 億円となり、将来的には 42 億円の
（４）地域ごとの施設整備方法の決定
　（３）で決めた活用方法をもとに、他の施設の状況を考慮した複合
的な整備の計画を行う。地域ごとに施設の状況を把握しながら行う
ため、一定規模で均等に区分けしている中学校区をもとに分割し検
討した。地区１における経時的地域実態マップを表 12 に、地区１に
おける施設の立地と活用方針をプロットしたものを図８示す。建替
が検討されている施設は、その施設の耐用年数前後５年間に、他施
設が耐用年数を迎える場合は、複合化建替を選択する。また、複合
化が検討されている施設は、大規模改修が必要となる時期を経年後
30 年程度と設定し、改修時において他施設との複合化を実施する整
備方法を決定した。さらに、立地タイプが分散型の機能を有する施
設では、施設の廃止・移転を行うと公共サービスが低下する可能性
があるため、地区内でのバランスを検討する必要がある。そこで、
他施設との複合的な整備方法を決定する際は、施設同士が２km 以内
の範囲にある場合は集約と判断した。それ以外の立地タイプの施設
は中学校区を越えた複合化も計画している。これにより、他の施設
の状況を考慮した単一及び、複合的な整備を計画できる。
（５）町田市全体から見た施設整備方法の序列化
　地区ごとの施設整備方法と町田市全体で整備方法を序列化したもの
を表 13 に、最終的な施設の削減結果を表 14 に示す。整備方法が、各
年度に３つ以上にならないようにし、劣化度が高い施設を含む整備方
法から優先的にするように序列化を行った。これにより、各地区で重
複していた整備方法をどの時期に行うかを決定づけることが可能とな
り、全 47 の整備方法の序列化を計画できた。各年度ごとの計画を実行
すると、2055 年時には、公共施設の総面積が約 14 万㎡削減され、公
共施設に関わる費用は、約22億円の削減が見込まれる結果となった。
５．まとめ
　本研究で得られた成果は、以下のようにまとめられる。
１.品質・機能・立地の情報をそれぞれ棟・機能・施設ごとに整理し、
経時的な視点に立った評価方法を提案した。
不足が予測され不足分の施設量の削減が必要となる。
（２）機能ごとの削減目標面積の決定
　表 10 に機能ごとの削減目標面積を決定したものを示す。まず、現
状の各機能の施設面積に対して、各機能を利用する年齢構成の人口
変動を掛けて最適な施設面積を当てはめることで算出している。人
口変動を考慮した施設面積では、施設に関わる将来的な費用まで削
減できないため、運営費用が大きい施設の削減割合を人口変動割合
より大きくして目標費用まで削減を図った。
（３）機能ごとの建替・複合化・廃止・移転施設の検討
　（２）で、決定した機能ごとの削減目標面積に到達するまで、以下
にしたがって施設の活用方法を決定した。表 11 には、教育文化機能
における活用方法の決定結果を示す。活用方法の決定の仕方は、「①
複合化」は耐用年数を迎えるまで 20 年以上あり、活用方針が「縮減
的複合化利用」「長期的複合化利用 」の施設、「②建替」は 10 年以
内に耐用年数を迎え、活用方針が「長期的継続利用」「長期的複合化
利用」の施設、「③廃止・移転」は①②を満たさず、活用方針が「縮
減的継続利用」「縮減的複合化利用」「機能停止・移転」の施設とした。
２.経年数と外壁・内装・屋上防水・設備に対する最近の改修年を把
握することで、公共施設の劣化度を算出する方法を提案した。
３.公共施設の耐用年数超過後の活用方針を決定し、地域上での位置
関係を把握することで複数施設を同時に整備する検討方法を示した。
４.現状で収集可能なデータを用いて、公共施設総量適正化の第一段
階となる自治体全体での整備計画を示した。
５.公共施設マネジメントを継続的に向上させていく、ＰＤＣＡサイ
クルに対応した段階的施設総量適正化に至るプロセスを示した。　
　今後は、各自治体が施設量の総量削減策を定期的に見直すことで、
将来的な状況に応じて整備計画を修正する必要がある。さらに、検
証段階での住民意見の確認等から、公共施設再編に対する住民のも
つ意識改革を行う形での、継続的な公共施設マネジメント業務が求
められる。これらのマネジメント業務を行うためには、特に全公共
施設の状況と住民意見を把握している組織が重要であり、自治体全
体の施設マネジメントを考慮した個々の施設整備について、自治体
職員と住民の理解を得ながら推進していくことが不可欠である。
及び他の施設の移転受け入れ施設として検討できる。
Ｂ：施設集約可能性があるが交通利便性が低い、もしくは施設集約可
能性がないが交通利便性が高いことから、品質・機能の評価から継続
利用、あるいは廃止・移転を検討する必要がある。
Ｃ：施設集約可能性と交通利便性が低いことから、立地条件の良い場
所への移転もしくは廃止を行う必要がある。
２－４．評価にもとづいた施設の活用方針
　品質・機能・立地の３つの評価を用いることで、施設の現状と将
来的な状況を判断でき、施設の耐用年数超過後の活用方針が検討可
能になった。表３に３つの評価にもとづいた施設の経時的な活用方
針、及び図４に施設の活用方針の判定マトリクスを示す。それぞれ
の活用方針は以下のとおりである。
　「長期的継続利用」は、施設の現在の状況がよいため、継続的な利
用を行い、また将来的な状況もよいため、耐用年数超過後は建替を
検討する。「長期的複合化利用」は、機能評価が良好でないことから
複合化を行うが、将来的な状況がよいため、耐用年数超過後は建替
を検討する。「縮減的継続利用」は、施設の現在の状況がよいため、
治体全体としての長期的かつ経時的な施設再編方法を決定する。
（４）具体的計画段階・実行段階・検証段階
　（３）で序列化を行った優先的に実行が必要な整備計画から、具体
的に計画を行う。経時的地域実態マップでの検討で除外していた公
共施設の位置関係を把握し、統合の可能性についてさらに検討する。
また、周辺の民間施設の状況を確認し、テナントとしての使用の可否、
整備する施設への誘致可能性の有無を検討する。実行段階では計画
を実際に行い、さらに検証段階では実行した計画がどのような結果
をもたらしたかの検証を行う。これらの検証結果を次の計画に活か
し、ここまでの整備計画、評価方法を定期的に見直し、必要データ
を積み重ねることで、より正確な評価結果と整備計画につながる。
　以上のように、公共施設の総量適正化の段階として、「準備段階」「削
減目標面積の決定段階」「公共施設の評価段階」「整備方法検討段階」
「具体的計画段階」「実行段階」「検証段階」と提示した。また、提示
したプロセスは公共施設マネジメント業務を継続的に改善するＰＤ
ＣＡサイクルにあてはまることがわかる。
※躯体に影響がある劣化を１点、安全面に影響する劣化を0.75点、その他の劣化を0.5点とした
面積 人口密度
71.65km² 5,980人/km²
項目 2014年 2050年 変動割合
総人口 426,336人 418,798人 98%
老年 57,569人 144,423人 138%
生産年齢 264,406人 231,977人 88%
年少 104,361人 42,398人 74%
項目 過去5年平均 2050年 変動割合
歳入 1371億0596万円 1288億5694万円 94%
歳出 1318億6774万円 1288億5694万円 98%
自治体名
財
政
人
口
構
成
町田市
維持更新費用
施設運営費用
０
80億円
160億円
240億円
実際に必要となる費用（約 205 億）
2012年
約 174 億
約 100 億
約 74 億
2050年の
適正な施設費用
約 163 億
適正な
維持更新費用
削減後の
運営費用
2050年
約 163 億
約 94 億
約 69 億
約 42 億円の不足
行政
7% 集会
5%
教育文化
2%
学校教育
46%
医療保健
5%
居住
4%
子育て支援
2%
障がい者支援
2%
高齢者支援
2%
環境
15%
スポーツ
レクリエーション
5%
消防
0%
都市環境良化
1%
その他
4%
総延床面積
97万9419㎡
全施設数
342施設（   　）
部位 点数重み
外壁躯体に異常はないか（構造別にひび割れ、欠損、錆等がないか） 1
外装仕上げ材に剥落等や著しい白華、ひび割れ、浮き、錆、変形等はないか 1
吹付け等の塗料仕上げ部分に浮き、剥落等はないか 1
目地、シーリング材にひび割れ等はないか 0.75
天井、壁、床の仕上げ材に浮き、たわみ、損傷、剥落等はないか 0.5
階段に歩行上支障があるひび割れ、腐食等や手すり、滑り止めに損傷はないか 0.75
室内躯体に異常はないか（天井・床・壁の劣化） 1
躯体が鉄骨造の場合は、耐火被覆の剥がれ等により鉄骨が露出していないか 1
防火設備（防火戸、シャッター、ダンパー等）の本体と枠に変形、損傷はないか 0.75
屋上床面に歩行上危険なひび割れ、反りや目地部の欠落や防水層等の膨れ等はないか 1
排水溝に著しいひび割れ、浮きやゴミ溜まり、植生等はないか 0.5
屋根ふき材に割れ、変形、腐食等がないか 1
屋上回りのﾊ ﾗﾟﾍ ｯﾟﾄの立ち上がり面や笠木に著しいひび割れ、白華や破損はないか 1
①
②
③
④
①
②
③
④
⑤
①
②
③
④
⑤ 屋上やバルコニーに設置された手摺り・タラップに腐食はないか 0.75
調査項目
屋
上
防
水
内
装
外
壁
有効回答数63事例
質問項目対応する評価
機能のためのスペースが十分あると思うか
機能を運営するための費用（人件費・物件費
・光熱水費等）が適正だと思うか
地域住民が利用しやすい位置に立地している
と思うか（地域住民が利用する施設に対して）
施設の周辺には、住宅地が多いと思うか
（地域住民が利用しない施設に対して）
バス・電車で利用しやすいと思うか
利用度の判定
施設運営費用
の判定
交通利便性の判定
施設集約可能性
の判定
機能
立地
回答番号 点数
1.そう思う
2.やや思う
3.あまり
　思わない
4.思わない
※但し、利用度の質問
　のみ点数逆転
100
75
50
25
つくし野ｺﾐﾆﾃｨｾﾝﾀｰ 集会 1003 32 部 全 － 全 全 無 部 － 部 全 全 － 全 無 70% 615年以上 620年以上 56% 14pt
なるせ駅前市民ｾﾝﾀｰ 集会・行政 2076 18 無 部 － 部 全 無 全 － 無 全 無 － 部 無 40% 15年以上 18 1818 62% -22pt
南市民ｾﾝﾀｰ 集会・行政 2117 27 － 部 無 無 全 無 無 － 無 部 無 － 部 － 23% 53 48 38% -15pt
堺市民ｾﾝﾀｰ 2863 31 無 部 － 部 全 無 全 － 無 無 無 無 無 無 26% 20年以上9 2 2 55% -29pt集会・高齢者支援行政・教育文化
ふれあいもみじ館 高齢者支援 607 40 無 無 無 － 全 無 部 － － 無 無 － 無 無 18% 2 2 2 2 45% -27pt
子どもｾﾝﾀｰばあん 子育て支援 1338 15 全 全 部 無 部 無 全 － 部 全 全 － 部 無 65% 215年以上 1515 43% 22pt
南第一小学校 学校教育 6653 48 全 全 全 全 全 無 全 － 無 全 全 － 全 無 77% 43 24 56% 21pt
町田第五小学校 学校教育 6041 47 部 部 無 無 全 無 全 － 無 無 無 － 無 無 28% 2 2 2 2 52% -24pt
町田第三小学校 学校教育 5926 48 部 無 無 無 全 無 全 － 部 無 全 － 無 無 36% 1 1 1 1 51% -14pt
外壁 内装 屋上防水 設備機能施設名
各劣化度
の差築年数施設面積（㎡）
最近の改修からの経年数
品質に対する評価の結果現地調査の結果施設概要
劣化度劣化度屋上防水内装外壁 ③ ④ ⑤② ③ ④ ⑤ ① ②① ② ③ ④ ①
点数 ○ ×
利用度の判定
○ ×
施設運営費用の判定
○ ×
施設集約可能性の判定
○ ×
交通利便性の判定
一致率 35% 56% 63% 61%
11% 67% 61% 52% 80% 29% 69% 53%
100
75
50
25
0
4
15
16
4
5
7
11
10
10
11
2
4
10
11
4
21
12
8
0
9
6
4
2
11
11
7
3
5
9
8
8
無：劣化箇所無し　部：部分的に劣化　全：全体的に劣化　－：該当する箇所無し※改修を行っていない場合は施設築年数を反映、色の濃淡は劣化状況に対応
表10　機能ごとの削減目標面積の決定
表11　教育文化機能における施設活用方法の決定
表12　地区１における経時的地域実態マップ
図８　地区１における公共施設の立地と活用方針
１．研究概要　
１－１　研究の背景と目的
　戦後の高度経済成長期を経て、日本では大量の公共施設ストックが
整備され、経年とともに修繕・建替の必要性が増加してきた。加えて
自治体の財政状況を考慮すると公共施設の総量を適正にする必要があ
る。これら公共施設ストックを良質な状態で、適正な費用で更新して
いくためにも、公共施設に対して改修・建替・統廃合等の適切な判断
が重要となる。そのためには、他施設の状況を踏まえた複合的な計画
が求められるが、対象となる施設を取り巻く状況は老朽度・利用状況・
立地条件など様々であり、自治体全体として総合的かつ長期的に整備
方針を決めることが困難になっている。さらに、2014 年には総務省か
らの「公共施設等総合管理計画の策定要請」注 1)、加えて同年に国土交
通省から「まちづくりのためのＰＲＥ有効活用ガイドライン」注 2) が発
表され、将来のまちのあり方を見据えた公共施設の再配置を含めた公
共施設マネジメントが急務とされている。以上のような認識から、施
設再配置を考慮した公共施設の総量適正化のための必要データの在り
方とその整備プロセスを構築することが喫緊の課題であるといえる。
　本研究では、自治体の人口変動や財政状況の変化といった将来予測
にもとづき、施設再配置を考慮した段階的・経時的な視点に立った公
共施設の総量適正化プロセスの考え方を示すとともに、実際の自治体
を対象とした検証からその妥当性を明らかにすることを目的とする。
１－２　研究方法と論文構成
　図１に本研究の論文構成を示す。本論文は５章により構成されてい
る。第２章では、これまでの既往研究で取り上げられてきた公共施設
マネジメントの評価方法をもとに、品質・機能・立地に着目した公共
施設群の新たな評価手法を構築する。これら３つの評価の関係性を分
析し、公共施設の総量適正化を行うための施設活用方針を検討する。
第３章では、２章で提示した評価手法から、公共施設の段階的総量適
正化を実現するためのプロセスを構築する。各自治体で実現可能とす
るためプロセスの段階を分け、継続的に公共施設マネジメント業務を
向上させるＰＤＣＡサイクルを示した。また、自治体が事前に収集し
ている情報、及び公開データを用いて公共施設の総量適正化を実現で
きるように整理している。第４章では、２、３章で明らかにした公共
施設の総量適正化のための施設評価とそのプロセスの検証を行う。具
体的な自治体として町田市の公共施設を取り上げ、現地調査及び、施
設管理者を対象にしたアンケート調査により、各評価結果の検証を行っ
ている。また、公共施設の総量適正化を町田市全体で計画し、施設削
減量を確認することでプロセスの妥当性を明らかにする。
２．公共施設群の評価
　既往研究文 1)～ 4) と既存の基準文 5)6) の知見を踏まえ、公共施設に対す
る評価基準を３つに分け、以下のように設定した（図２）。
２－１．品質に対する評価
　品質評価では、建物の耐震性と外壁・内装・屋上防水・設備の状況から、
継続的な利用を行うが、将来的な状況が悪いため、耐用年数超過後
は廃止・移転を検討する。「縮減的複合化利用」は、機能評価が良好
でないことから複合化を行い、一方で将来的な状況も悪いため、耐
用年数超過後は廃止・移転を検討する。「機能停止・移転」は施設の
現在の状況、将来的な状況が悪いため廃止・移転を検討する。
３．公共施設の段階的総量適正化のプロセス
　既往研究文1)～4) 及び、２章で提示した評価手法をもとに、構築した
公共施設の総量適正化を実現するためのプロセスを図５に示す。
（１）準備段階
　公共施設の総量適正化を実現していくために、必要となるデータ
の収集、整理を行う。基本情報として、自治体の人口・財政状況に
関するデータ、住所・竣工年・延床面積といった施設に関する情報
を収集し、国立社会保障・人口問題研究所が公開している情報から
自治体の将来的な人口状況の情報を収集する。また、品質に関する
データとして、耐震性の状況、最近の外壁・内装・屋上防水・設備
に対する工事履歴を把握し、棟ごとに整理を行う。機能に関するデー
タとして、施設の利用状況、総務省基準モデルの公会計から抽出し
た施設運営費用を機能ごとに整理する。立地に関する情報は、国土
交通省が国土数値情報として公開している将来推計人口メッシュ
データ、駅・バス停までの距離を施設ごとに整理を行う。
（２）削減目標面積の決定段階
　自治体の財政状況に見合った施設総量までに削減していくため、
将来的に公共施設に掛けられる費用に合わせて、施設総量の削減目
標面積を決定していく。将来的に公共施設に関わる費用（施設運営
費用・維持更新費用）を推計し文10)、現状として公共施設に掛けてい
る費用との不足分を削減目標とする。次に、公共サービスを保ちな
がら施設を削減するために、機能ごとの削減量を決定する。まず、
人口変動を考慮した適正な施設量を検討していく。現時点での住民
一人当たりの延べ床面積を適正な施設量として、各機能を利用する
年齢区分の将来人口の増減率を掛けて算出する。さらに、施設ごと
の公共施設に関わる費用、及び施設総面積を考慮して、削減目標費
用に到達するように機能ごとの施設の削減量を決定する。
（３）公共施設の評価段階・整備方法検討段階
　公共施設の評価段階では、今後の施設の活用方法を効率的に決定
するために、２章で示した施設評価を行い、判定マトリクスで各施
設の活用方針を判定する。整備方法検討段階では、まず判定した活
用方針をもとに、機能ごとに建替・複合化・廃止・移転を行う施設
を検討し、（２）で決定した機能ごとの削減目標面積まで整備方法を
決定する。次に、廃止・移転による住民提供サービスの低下を考慮
するために、「経時的地域実態マップ」を作成し各地域における主要
な機能の状況、耐用年数、前段階で決定した活用方法から、他施設
との複合的な整備方法の検討を行う。複合的な整備方法検討にあたっ
ては、表４に示す立地のタイプにより検討方法が異なるため留意す
る必要がある文7)8)9)。立地限定型はどこに立地しているかが必要条件
となるため移転が困難な施設、単独施設型、拠点・支所型は同機能
が隣接しないように配置する必要がある施設、分散型は自治体内に
バランスよく配置する必要がある施設となる。さらに、ここまでに
検討してきた整備方法は、自治体全体で見ると複数で、かつ整備期
間が重複することから、決定した施設整備方法を整備期間、及び整
備に含まれる施設の劣化度から再度序列化を行う。これにより、自
継続利用に必要となる改修の度合を判断する。複数棟から構成される
施設もあるため、棟ごとに建物の品質を把握し、施設全体の面積と各
棟の面積を按分して算出する。
（１）耐震性に関する判定
　耐震性の判定は、フローに沿って築年数から新耐震基準を満たして
いるか、耐震補強を実施しているか、及び耐震診断の結果から判断する。
（２）劣化度に関する判定
　参考文献文 4)5) をもとに構築した、劣化度の算出方法を図３に示す。
劣化度は、経年によって進んでいると推察され、外壁・内装・屋上防水・
設備の各部位の改修周期に対する改修実施年からの経年数の割合、及
び耐用年数に対する経年数の割合を合わせて 100％になる算出式とし
ている。また、各部位の改修における概算工事費をもとに、重みづけ
を行っており、劣化度の判定では50％を閾値としている。
　品質に対する評価結果は、以下のようになる（図２－①）。
Ａ：耐震性を満たしており、劣化度に関しても 50％未満であるため、
継続的に建物を使用できる。
Ｂ：耐震性は満たしているが、劣化度が 50％以上であるため、継続的
に建物を使用するには、改修を実施する必要がある。
Ｃ：耐震性を満たしていない、もしくは耐用年数を超過しているため、
継続的に建物を使用するには、大規模な改修を実施する必要がある。
２－２．機能に対する評価
　機能評価では、住民に機能（公共サービス）を十分に提供しているか、
及び適切な費用で機能を運営できているかの判断を行う。その際、複
数機能を提供する施設もあるため、機能ごとに状況を把握する。
（１）利用度に関する判定
　利用度の判定では、機能が余剰に供給されていないかを判断する。
利用度が低い施設は、過剰供給の可能性があるため他の機能との集約
を検討する必要がある。表 1 に示すような事務庁舎・学校・貸館系の
公の施設・貸館系以外の公の施設に分類し利用度を判断した文6）。
（２）施設運営費用に関する判定
　施設運営費用では、施設の機能が適切な費用で運営されているかを
判断する。総務省で提示されている施設の用途分類文 7）をもとに、用途
ごとに施設運営費用の平均値を算出し、それらの比較で評価を行った。
　機能に対する評価結果は、以下のようになる（図２－②）。
Ａ：利用状況・施設運営費用ともに良好であるため、機能を継続的に
利用することが可能である。
Ｂ（運営直し）：利用状況は良好であるが、施設運営費用に問題がある
ため運営方法を見直して継続利用を検討する必要がある。
Ｂ（用途直し）：施設運営費用は良好であるが、利用状況に問題がある
ため複合化等を検討する必要がある。
Ｃ：利用状況・施設運営費用ともに良好でないため、継続的に利用す
るには大幅な改善が必要である。
２－３．立地に対する評価
　立地評価では、将来的な施設周辺の人口変動からみた施設集約の可
能性、及び施設への交通利便性から判断を行う。
（１）施設集約可能性に関する判定
　将来的な施設周辺の人口変動から、今後その立地に対して施設集約
をすることが有効かを判断する。ここでは、施設からの距離１km 圏内
の将来的な人口の密度、及び人口の増減をもとに判定を行う。
（２）交通利便性に関する判定
　交通利便性に関する判定方法を表２に示す。施設から駅・バス停ま
での到達距離にもとづき、交通利便性を判断する。駅到達距離は、全
施設の駅到達距離の平均値を閾値にとり、バス停到達距離は、バス停
までの徒歩圏域 400ｍを閾値として設定した。
　立地に対する評価結果は、以下のようになる（図２－③）。
Ａ：施設集約可能性があり、交通利便性も高いことから今後の継続利用、
４．公共施設の段階的総量適正化プロセスの検証
４－１．公共施設群の評価の検証
４－１－１．品質に対する評価の検証
　品質評価の検証結果を表５に、検証内容を表６に示す。また、表
５の現地調査結果の各部位における番号は、表６の各部位の調査項
目番号に対応している。建基法12条点検の項目を参考に、外壁・内装・
屋上防水の劣化状況を現地調査により確認した。妥当性を確認する
ため、各調査項目を点数化した劣化度指標を作成し、２－１の品質
評価の劣化度と比較を行った。各劣化度の差を見ると最大でも 20pt
後半程度であるため、概ね一致している。最も現地調査における劣
化度が高い南第一小学校では、工事履歴の外壁・内装の改修内容が
部分的であったため、現地では全体的な劣化が多く見られた。この
ことから、今後は改修内容と工事規模を考慮する必要がある。
４－１－２．機能・立地に対する評価の検証
　機能・立地評価の検証内容を表７に、検証結果を表８に示す。各
評価の判定項目に対する施設管理者へのアンケート調査を行い、回
答を４段階で点数化し比較を行った。一致率は、点数が 100 点・75
点で判定が「○」に該当する回答、50 点・25 点で判定が「×」に該
当する回答を評価結果と検証結果が一致しているとし、割合を算出
している。利用度の判定を除いて、一致率 50% 以上の結果が得られ
たことから、評価の概ねの妥当性を確認できた。また、利用度判定
の「○」、及び施設集約可能性判定の「×」では、それぞれ 11% と
29% と低い割合なため、各評価での閾値を再検討する必要がある。
４－２．公共施設の総量適正化プロセスの検証
４－２－１．対象自治体の概要
　ケーススタディの対象となる町田市の概要と将来的な状況を表９
に、公共施設の機能面積の割合を図６に示す。町田市は東京都多摩
地域の南部に位置しており、総人口は 426,336 人、面積は 71.65km²
の自治体である。2050 年の老年人口は 138％に増加、生産年齢人口
と年少人口はそれぞれ 88％と 74％に減少する注3）。また、歳入は、
94％に減少すると予想された。公共施設の機能面積の割合は、小学校・
中学校といった学校教育機能が半数を占めており、次いで、下水道
施設などの環境機能が 15％、行政機能が７％となっていた。
４－２－２．公共施設の総量適正化プロセスのケーススタディ
（１）将来的な財政状況の確認
　図７に町田市の公共施設に関わる費用の推計を示す。現在の公共
施設に関わる費用は維持更新費用 74 億円注4）、施設運営費用 100 億円
の計 174 億円で、2050 年には 163 億円になると推計された。また、
公共施設更新費用試算ソフト注5）から算出した適正な維持更新費用か
ら、実際に必要となる費用は 205 億円となり、将来的には 42 億円の
（４）地域ごとの施設整備方法の決定
　（３）で決めた活用方法をもとに、他の施設の状況を考慮した複合
的な整備の計画を行う。地域ごとに施設の状況を把握しながら行う
ため、一定規模で均等に区分けしている中学校区をもとに分割し検
討した。地区１における経時的地域実態マップを表 12 に、地区１に
おける施設の立地と活用方針をプロットしたものを図８示す。建替
が検討されている施設は、その施設の耐用年数前後５年間に、他施
設が耐用年数を迎える場合は、複合化建替を選択する。また、複合
化が検討されている施設は、大規模改修が必要となる時期を経年後
30 年程度と設定し、改修時において他施設との複合化を実施する整
備方法を決定した。さらに、立地タイプが分散型の機能を有する施
設では、施設の廃止・移転を行うと公共サービスが低下する可能性
があるため、地区内でのバランスを検討する必要がある。そこで、
他施設との複合的な整備方法を決定する際は、施設同士が２km 以内
の範囲にある場合は集約と判断した。それ以外の立地タイプの施設
は中学校区を越えた複合化も計画している。これにより、他の施設
の状況を考慮した単一及び、複合的な整備を計画できる。
（５）町田市全体から見た施設整備方法の序列化
　地区ごとの施設整備方法と町田市全体で整備方法を序列化したもの
を表 13 に、最終的な施設の削減結果を表 14 に示す。整備方法が、各
年度に３つ以上にならないようにし、劣化度が高い施設を含む整備方
法から優先的にするように序列化を行った。これにより、各地区で重
複していた整備方法をどの時期に行うかを決定づけることが可能とな
り、全 47 の整備方法の序列化を計画できた。各年度ごとの計画を実行
すると、2055 年時には、公共施設の総面積が約 14 万㎡削減され、公
共施設に関わる費用は、約22億円の削減が見込まれる結果となった。
５．まとめ
　本研究で得られた成果は、以下のようにまとめられる。
１.品質・機能・立地の情報をそれぞれ棟・機能・施設ごとに整理し、
経時的な視点に立った評価方法を提案した。
不足が予測され不足分の施設量の削減が必要となる。
（２）機能ごとの削減目標面積の決定
　表 10 に機能ごとの削減目標面積を決定したものを示す。まず、現
状の各機能の施設面積に対して、各機能を利用する年齢構成の人口
変動を掛けて最適な施設面積を当てはめることで算出している。人
口変動を考慮した施設面積では、施設に関わる将来的な費用まで削
減できないため、運営費用が大きい施設の削減割合を人口変動割合
より大きくして目標費用まで削減を図った。
（３）機能ごとの建替・複合化・廃止・移転施設の検討
　（２）で、決定した機能ごとの削減目標面積に到達するまで、以下
にしたがって施設の活用方法を決定した。表 11 には、教育文化機能
における活用方法の決定結果を示す。活用方法の決定の仕方は、「①
複合化」は耐用年数を迎えるまで 20 年以上あり、活用方針が「縮減
的複合化利用」「長期的複合化利用 」の施設、「②建替」は 10 年以
内に耐用年数を迎え、活用方針が「長期的継続利用」「長期的複合化
利用」の施設、「③廃止・移転」は①②を満たさず、活用方針が「縮
減的継続利用」「縮減的複合化利用」「機能停止・移転」の施設とした。
２.経年数と外壁・内装・屋上防水・設備に対する最近の改修年を把
握することで、公共施設の劣化度を算出する方法を提案した。
３.公共施設の耐用年数超過後の活用方針を決定し、地域上での位置
関係を把握することで複数施設を同時に整備する検討方法を示した。
４.現状で収集可能なデータを用いて、公共施設総量適正化の第一段
階となる自治体全体での整備計画を示した。
５.公共施設マネジメントを継続的に向上させていく、ＰＤＣＡサイ
クルに対応した段階的施設総量適正化に至るプロセスを示した。　
　今後は、各自治体が施設量の総量削減策を定期的に見直すことで、
将来的な状況に応じて整備計画を修正する必要がある。さらに、検
証段階での住民意見の確認等から、公共施設再編に対する住民のも
つ意識改革を行う形での、継続的な公共施設マネジメント業務が求
められる。これらのマネジメント業務を行うためには、特に全公共
施設の状況と住民意見を把握している組織が重要であり、自治体全
体の施設マネジメントを考慮した個々の施設整備について、自治体
職員と住民の理解を得ながら推進していくことが不可欠である。
及び他の施設の移転受け入れ施設として検討できる。
Ｂ：施設集約可能性があるが交通利便性が低い、もしくは施設集約可
能性がないが交通利便性が高いことから、品質・機能の評価から継続
利用、あるいは廃止・移転を検討する必要がある。
Ｃ：施設集約可能性と交通利便性が低いことから、立地条件の良い場
所への移転もしくは廃止を行う必要がある。
２－４．評価にもとづいた施設の活用方針
　品質・機能・立地の３つの評価を用いることで、施設の現状と将
来的な状況を判断でき、施設の耐用年数超過後の活用方針が検討可
能になった。表３に３つの評価にもとづいた施設の経時的な活用方
針、及び図４に施設の活用方針の判定マトリクスを示す。それぞれ
の活用方針は以下のとおりである。
　「長期的継続利用」は、施設の現在の状況がよいため、継続的な利
用を行い、また将来的な状況もよいため、耐用年数超過後は建替を
検討する。「長期的複合化利用」は、機能評価が良好でないことから
複合化を行うが、将来的な状況がよいため、耐用年数超過後は建替
を検討する。「縮減的継続利用」は、施設の現在の状況がよいため、
治体全体としての長期的かつ経時的な施設再編方法を決定する。
（４）具体的計画段階・実行段階・検証段階
　（３）で序列化を行った優先的に実行が必要な整備計画から、具体
的に計画を行う。経時的地域実態マップでの検討で除外していた公
共施設の位置関係を把握し、統合の可能性についてさらに検討する。
また、周辺の民間施設の状況を確認し、テナントとしての使用の可否、
整備する施設への誘致可能性の有無を検討する。実行段階では計画
を実際に行い、さらに検証段階では実行した計画がどのような結果
をもたらしたかの検証を行う。これらの検証結果を次の計画に活か
し、ここまでの整備計画、評価方法を定期的に見直し、必要データ
を積み重ねることで、より正確な評価結果と整備計画につながる。
　以上のように、公共施設の総量適正化の段階として、「準備段階」「削
減目標面積の決定段階」「公共施設の評価段階」「整備方法検討段階」
「具体的計画段階」「実行段階」「検証段階」と提示した。また、提示
したプロセスは公共施設マネジメント業務を継続的に改善するＰＤ
ＣＡサイクルにあてはまることがわかる。
耐用年数
超過年度 行 集 教 学 子 高 ス・居・障 行 集 教 学 子 高 ス・居・障 行 集 教 学 子 高 ス・居・障 行 集 教 学 子 高 ス・居・障
武蔵岡中学校地区 堺中学校地区 小山中学校地区 小山田中学校地区 施設 方針
複合化建替
複合化建替
複合化改修
縮小建替
複合化建替
縮小建替
複合化建替
まちだ
市民大学
2014 堺中 建替堺中武蔵岡中大戸小
2015 武蔵岡中大戸小
2016 武蔵岡中大戸小
2017 武蔵岡中大戸小
2018 武蔵岡中大戸小
2019 相原小 建替相原小武蔵岡中大戸小
2020 武蔵岡中大戸小
2021 武蔵岡中大戸小
2022 武蔵岡中大戸小
2023 武蔵岡中大戸小
2024 武蔵岡中大戸小
小山小2026
上小山田
ｾﾝﾀｰ2027
2028
2029
小山田小 廃止・移転小山田小2030
2031
こうさぎ
保育園2032
武蔵岡中・大戸小
堺市民ｾﾝﾀｰ
廃止・移転
廃止・移転
小山田中
小山田南小
廃止・移転
廃止・移転
武蔵岡中武蔵岡中
大戸小
堺市民
ｾﾝﾀｰ
堺市民
ｾﾝﾀｰ
堺市民
ｾﾝﾀｰ
堺市民
ｾﾝﾀｰ2033
小山田中
小山田南小2034
2035
2036
2037
2038
2039
ﾎｰﾑはるかぜ
大賀藕絲館2040
土木ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ 複合化大地沢
青少年ｾﾝﾀｰ
土木
ｻ ﾋｰ ｽﾞｾﾝﾀｰ
考古
資料室2041
2042
2043
ふれあい桜館 廃止・移転町田ゆめ
工房
ふれあい
桜館2044
小山市民ｾﾝﾀｰ 複合化小山市民
ｾﾝﾀｰ
小山市民
ｾﾝﾀｰ2045
2047 武蔵岡中大戸小
2048 武蔵岡中大戸小
2049 武蔵岡中大戸小
2050 武蔵岡中大戸小
2051 武蔵岡中大戸小
2052 武蔵岡中大戸小
2053 武蔵岡中大戸小
2054 武蔵岡中大戸小
ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽあいはら 廃止・移転ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ
あいはら
小山ヶ丘
小
小山ヶ丘
学童2055
武蔵岡中
大戸小
小山田
学童2056
武蔵岡中
大戸小
2057 武蔵岡中大戸小
小山学童2058 武蔵岡中大戸小
子どもｾﾝﾀｰぱお 複合化子ども
ｾﾝﾀｰぱお2059
武蔵岡中
大戸小
小山中央
小
小山中央
学童2060
武蔵岡中
大戸小
2061 武蔵岡中大戸小
小山中2062 武蔵岡中大戸小
現在の費用
（円）
行政機能
集会機能
教育文化機能
学校教育機能（小学）
学校教育機能（中学）
医療保健機能
居住機能
子育て支援機能
障がい者支援機能
高齢者支援機能
環境機能
スポーツ・レクリエーション機能
消防機能
都市環境良化機能
その他
261,777,042
1,571,781,525
1,435,787,443
550,721,258
294,339,058
41,084,866
77,815,799
1,748,929,806
990,466,760
161,602,900
2,018,740,685
838,071,000
未把握
未把握
133,422
10,570,000,000
20,561,251,564
人口変動による
削減割合
98%
98%
98%
74%
74%
98%
98%
74%
98%
138%
98%
98%
98%
98%
98%
88%
－
施設面積
削減割合
90%
70%
70%
70%
70%
100%
90%
70%
100%
130%
90%
90%
100%
100%
90%
81%
－
削減後費用
（円）
235,599,338
1,100,247,067
1,005,051,210
385,504,881
206,037,341
41,084,866
70,034,219
1,224,250,864
990,466,760
210,083,770
1,816,866,617
754,263,900
未把握
未把握
120,080
8,544,023,205
16,583,634,117
削減目標面積
（㎡）
-6303
-14873
-7331
-82002
-49004
0
-3499
-6488
0
6248
-14813
-5099
0
0
-4563
-187727
-187727
維持更新費用（一部除く）
費用の項目
合計
施設運営費用
相原駅
多摩境駅
小山田中学校区堺中学校区
武蔵岡中学校区 小山中学校区
堺中
小山中
相原小
大戸小
小山小
小山学童
小山田中
武蔵岡中
小山田小
大賀藕絲館
小山田学童
小山田南小
小山ヶ丘小
小山中央小
考古資料室
ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑはるかぜ
ふれあい桜館
町田ゆめ工房
小山ヶ丘学童
小山中央学童
こうさぎ保育園
まちだ市民大学
堺市民ｾﾝﾀｰ
上小山田ｾﾝﾀｰ
小山市民ｾﾝﾀｰ
子どもｾﾝﾀｰぱお
大地沢青少年ｾﾝﾀｰ
土木ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ
ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽあいはら
km
0 0.5 1.51 2 3 4
地区２
地区４
地区５
地区１
地区３
長期的継続利用
長期的複合化利用
縮減的継続利用 その他
縮減的複合化利用
機能停止・移転
施設規模
～ 2000 ㎡
2001 ㎡～ 5000 ㎡
5001 ㎡～ 8000 ㎡
8001 ㎡～
耐用年数
超過年度 行 集 教 学 子 高 ス・居・障 行 集 教 学 子 高 ス・居・障 行 集 教 学 子 高 ス・居・障 行 集 教 学 子 高 ス・居・障
武蔵岡中学校地区 堺中学校地区 小山中学校地区 小山田中学校地区 施設 方針
複合化建替
複合化建替
複合化改修
複合化改修
複合化建替
縮小建替
複合化建替
まちだ
市民大学
2014 堺中 建替堺中武蔵岡中大戸小
2015 武蔵岡中大戸小
2016 武蔵岡中大戸小
2017 武蔵岡中大戸小
2018 武蔵岡中大戸小
2019 相原小 建替相原小武蔵岡中大戸小
2020 武蔵岡中大戸小
21
22
23
24
25
小山小26
上小山田
ｾﾝﾀｰ7
8
9
小山田小 廃止・移転小山田小30
31
こうさぎ
保育園2032
武蔵岡中
大戸小
武蔵岡中・大戸小
堺市民ｾﾝﾀｰ
廃止・移転
廃止・移転
武蔵岡中武蔵岡中
大戸小
堺市民
ｾﾝﾀｰ
堺市民
ｾﾝﾀｰ
堺市民
ｾﾝﾀｰ
堺市民
ｾﾝﾀｰ33
武蔵岡中
大戸小
小山田中
小山田南小34
武蔵岡中
大戸小
35 武蔵岡中大戸小
36 武蔵岡中大戸小
7 武蔵岡中大戸小
8 武蔵岡中大戸小
9 武蔵岡中大戸小
ﾎｰﾑはるかぜ
大賀藕絲館40
武蔵岡中
大戸小
土木ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ 複合化大地沢
青少年ｾﾝﾀｰ
土木
ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ
考古
資料室41
武蔵岡中
大戸小
42 武蔵岡中大戸小
43 武蔵岡中大戸小
ふれあい桜館 廃止・移転町田ゆめ
工房
ふれあい
桜館44
武蔵岡中
大戸小
小山市民ｾﾝﾀｰ 複合化小山市民
ｾﾝﾀｰ
小山市民
ｾﾝﾀｰ45
武蔵岡中
大戸小
46 武蔵岡中大戸小
7 武蔵岡中大戸小
8 武蔵岡中大戸小
9 武蔵岡中大戸小
50 武蔵岡中大戸小
51 武蔵岡中大戸小
52 武蔵岡中大戸小
54
ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽあいはら 廃止・移転ﾃ ｲﾞｻ ﾋｰﾞ ｽ
あいはら 小山ヶ丘小
小山ヶ丘
学童55
小山田
学童56
7
小山学童8
子どもｾﾝﾀｰぱお 複合化子ども
ｾﾝﾀｰぱお9
小山中央
小
小山中央
学童60
61
小山中62
耐用年数
超過年度 行 集 教 学 子 高 ス・居・障 行 集 教 学 子 高 ス・居・障 行 集 教 学 子 高 ス・居・障 行 集 教 学 子 高 ス・居・障
武蔵岡中学校地区 堺中学校地区 小山中学校地区 小山田中学校地区 施設名 活用方法
縮小建替
縮小建替
複合化建替
複合化改修
複合化改修
複合化建替
縮小建替
縮小建替
複合化建替
まちだ
市民大学
4 堺中堺中
15
16
17
18
19 相原小 建替相原小
20
1
2
3
4
25
小山小26
上小山田
ｾﾝﾀｰ27
28
29
小山田小 廃止・移転小山田小0
1
こうさぎ
保育園2
武蔵岡中・大戸小
堺市民ｾﾝﾀｰ
廃止・移転
廃止・移転
武蔵岡中武蔵岡中
大戸小
堺市民
ｾﾝﾀｰ
堺市民
ｾﾝﾀｰ
堺市民
ｾﾝﾀｰ
堺市民
ｾﾝﾀｰ3
小山田中
小山田南小4
35
36
37
38
39
ﾎｰﾑはるかぜ
大賀藕絲館0
土木ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ 複合化大地沢
青少年ｾﾝﾀｰ
土木
ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ
考古
資料室2041
武蔵岡中
大戸小
2
3
ふれあい桜館 廃止・移転町田ゆめ
工房
ふれあい
桜館4
小山市民ｾﾝﾀｰ 複合化小山市民
ｾﾝﾀｰ
小山市民
ｾﾝﾀｰ45
46
47
48
49
0
1
2
3
4
ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽあいはら 廃止・移転ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ
あいはら
小山ヶ丘
小
小山ヶ丘
学童55
小山田
学童56
57
小山学童2058 武蔵岡中大戸小
子どもｾﾝﾀｰぱお 複合化子ども
ｾﾝﾀｰぱお2059
武蔵岡中
大戸小
小山中央
小
小山中央
学童2060
武蔵岡中
大戸小
2061 武蔵岡中大戸小
小山中2062 武蔵岡中大戸小
活用方法
②建替
③廃止・移転
③廃止・移転
－
①複合化
①複合化
①複合化
施設名
さるびあ図書館
博物館
町田市市民文学館
自由民権資料館
国際版画美術館
中央図書館
金森図書館
延床面積
1318
1410
2156
911
7840
5262
1500
竣工年
1972
1973
1978
1986
1986
1990
2000
劣化度
63%
76%
79%
67%
65%
63%
32%
残存年
8
9
14
22
22
26
36
活用方針
長期的複合化利用
縮減的複合化利用
長期的継続利用
縮減的継続利用
長期的複合化利用
長期的複合化利用
長期的複合化利用
拡大建替
複合化改修
複合施設分散型の機能
行：行政機能
集：集会機能
教：教育文化機能
学：学校教育機能
ス：スポーツ・レクリエーション機能
居：居住機能
子：子育て支援機能
高：高齢者支援機能
障：障がい者支援機能
表13　施設整備方針の序列化
表14　施設の削減結果
１．研究概要　
１－１　研究の背景と目的
　戦後の高度経済成長期を経て、日本では大量の公共施設ストックが
整備され、経年とともに修繕・建替の必要性が増加してきた。加えて
自治体の財政状況を考慮すると公共施設の総量を適正にする必要があ
る。これら公共施設ストックを良質な状態で、適正な費用で更新して
いくためにも、公共施設に対して改修・建替・統廃合等の適切な判断
が重要となる。そのためには、他施設の状況を踏まえた複合的な計画
が求められるが、対象となる施設を取り巻く状況は老朽度・利用状況・
立地条件など様々であり、自治体全体として総合的かつ長期的に整備
方針を決めることが困難になっている。さらに、2014 年には総務省か
らの「公共施設等総合管理計画の策定要請」注 1)、加えて同年に国土交
通省から「まちづくりのためのＰＲＥ有効活用ガイドライン」注 2) が発
表され、将来のまちのあり方を見据えた公共施設の再配置を含めた公
共施設マネジメントが急務とされている。以上のような認識から、施
設再配置を考慮した公共施設の総量適正化のための必要データの在り
方とその整備プロセスを構築することが喫緊の課題であるといえる。
　本研究では、自治体の人口変動や財政状況の変化といった将来予測
にもとづき、施設再配置を考慮した段階的・経時的な視点に立った公
共施設の総量適正化プロセスの考え方を示すとともに、実際の自治体
を対象とした検証からその妥当性を明らかにすることを目的とする。
１－２　研究方法と論文構成
　図１に本研究の論文構成を示す。本論文は５章により構成されてい
る。第２章では、これまでの既往研究で取り上げられてきた公共施設
マネジメントの評価方法をもとに、品質・機能・立地に着目した公共
施設群の新たな評価手法を構築する。これら３つの評価の関係性を分
析し、公共施設の総量適正化を行うための施設活用方針を検討する。
第３章では、２章で提示した評価手法から、公共施設の段階的総量適
正化を実現するためのプロセスを構築する。各自治体で実現可能とす
るためプロセスの段階を分け、継続的に公共施設マネジメント業務を
向上させるＰＤＣＡサイクルを示した。また、自治体が事前に収集し
ている情報、及び公開データを用いて公共施設の総量適正化を実現で
きるように整理している。第４章では、２、３章で明らかにした公共
施設の総量適正化のための施設評価とそのプロセスの検証を行う。具
体的な自治体として町田市の公共施設を取り上げ、現地調査及び、施
設管理者を対象にしたアンケート調査により、各評価結果の検証を行っ
ている。また、公共施設の総量適正化を町田市全体で計画し、施設削
減量を確認することでプロセスの妥当性を明らかにする。
２．公共施設群の評価
　既往研究文 1)～ 4) と既存の基準文 5)6) の知見を踏まえ、公共施設に対す
る評価基準を３つに分け、以下のように設定した（図２）。
２－１．品質に対する評価
　品質評価では、建物の耐震性と外壁・内装・屋上防水・設備の状況から、
継続的な利用を行うが、将来的な状況が悪いため、耐用年数超過後
は廃止・移転を検討する。「縮減的複合化利用」は、機能評価が良好
でないことから複合化を行い、一方で将来的な状況も悪いため、耐
用年数超過後は廃止・移転を検討する。「機能停止・移転」は施設の
現在の状況、将来的な状況が悪いため廃止・移転を検討する。
３．公共施設の段階的総量適正化のプロセス
　既往研究文1)～4) 及び、２章で提示した評価手法をもとに、構築した
公共施設の総量適正化を実現するためのプロセスを図５に示す。
（１）準備段階
　公共施設の総量適正化を実現していくために、必要となるデータ
の収集、整理を行う。基本情報として、自治体の人口・財政状況に
関するデータ、住所・竣工年・延床面積といった施設に関する情報
を収集し、国立社会保障・人口問題研究所が公開している情報から
自治体の将来的な人口状況の情報を収集する。また、品質に関する
データとして、耐震性の状況、最近の外壁・内装・屋上防水・設備
に対する工事履歴を把握し、棟ごとに整理を行う。機能に関するデー
タとして、施設の利用状況、総務省基準モデルの公会計から抽出し
た施設運営費用を機能ごとに整理する。立地に関する情報は、国土
交通省が国土数値情報として公開している将来推計人口メッシュ
データ、駅・バス停までの距離を施設ごとに整理を行う。
（２）削減目標面積の決定段階
　自治体の財政状況に見合った施設総量までに削減していくため、
将来的に公共施設に掛けられる費用に合わせて、施設総量の削減目
標面積を決定していく。将来的に公共施設に関わる費用（施設運営
費用・維持更新費用）を推計し文10)、現状として公共施設に掛けてい
る費用との不足分を削減目標とする。次に、公共サービスを保ちな
がら施設を削減するために、機能ごとの削減量を決定する。まず、
人口変動を考慮した適正な施設量を検討していく。現時点での住民
一人当たりの延べ床面積を適正な施設量として、各機能を利用する
年齢区分の将来人口の増減率を掛けて算出する。さらに、施設ごと
の公共施設に関わる費用、及び施設総面積を考慮して、削減目標費
用に到達するように機能ごとの施設の削減量を決定する。
（３）公共施設の評価段階・整備方法検討段階
　公共施設の評価段階では、今後の施設の活用方法を効率的に決定
するために、２章で示した施設評価を行い、判定マトリクスで各施
設の活用方針を判定する。整備方法検討段階では、まず判定した活
用方針をもとに、機能ごとに建替・複合化・廃止・移転を行う施設
を検討し、（２）で決定した機能ごとの削減目標面積まで整備方法を
決定する。次に、廃止・移転による住民提供サービスの低下を考慮
するために、「経時的地域実態マップ」を作成し各地域における主要
な機能の状況、耐用年数、前段階で決定した活用方法から、他施設
との複合的な整備方法の検討を行う。複合的な整備方法検討にあたっ
ては、表４に示す立地のタイプにより検討方法が異なるため留意す
る必要がある文7)8)9)。立地限定型はどこに立地しているかが必要条件
となるため移転が困難な施設、単独施設型、拠点・支所型は同機能
が隣接しないように配置する必要がある施設、分散型は自治体内に
バランスよく配置する必要がある施設となる。さらに、ここまでに
検討してきた整備方法は、自治体全体で見ると複数で、かつ整備期
間が重複することから、決定した施設整備方法を整備期間、及び整
備に含まれる施設の劣化度から再度序列化を行う。これにより、自
継続利用に必要となる改修の度合を判断する。複数棟から構成される
施設もあるため、棟ごとに建物の品質を把握し、施設全体の面積と各
棟の面積を按分して算出する。
（１）耐震性に関する判定
　耐震性の判定は、フローに沿って築年数から新耐震基準を満たして
いるか、耐震補強を実施しているか、及び耐震診断の結果から判断する。
（２）劣化度に関する判定
　参考文献文 4)5) をもとに構築した、劣化度の算出方法を図３に示す。
劣化度は、経年によって進んでいると推察され、外壁・内装・屋上防水・
設備の各部位の改修周期に対する改修実施年からの経年数の割合、及
び耐用年数に対する経年数の割合を合わせて 100％になる算出式とし
ている。また、各部位の改修における概算工事費をもとに、重みづけ
を行っており、劣化度の判定では50％を閾値としている。
　品質に対する評価結果は、以下のようになる（図２－①）。
Ａ：耐震性を満たしており、劣化度に関しても 50％未満であるため、
継続的に建物を使用できる。
Ｂ：耐震性は満たしているが、劣化度が 50％以上であるため、継続的
に建物を使用するには、改修を実施する必要がある。
Ｃ：耐震性を満たしていない、もしくは耐用年数を超過しているため、
継続的に建物を使用するには、大規模な改修を実施する必要がある。
２－２．機能に対する評価
　機能評価では、住民に機能（公共サービス）を十分に提供しているか、
及び適切な費用で機能を運営できているかの判断を行う。その際、複
数機能を提供する施設もあるため、機能ごとに状況を把握する。
（１）利用度に関する判定
　利用度の判定では、機能が余剰に供給されていないかを判断する。
利用度が低い施設は、過剰供給の可能性があるため他の機能との集約
を検討する必要がある。表 1 に示すような事務庁舎・学校・貸館系の
公の施設・貸館系以外の公の施設に分類し利用度を判断した文6）。
（２）施設運営費用に関する判定
　施設運営費用では、施設の機能が適切な費用で運営されているかを
判断する。総務省で提示されている施設の用途分類文 7）をもとに、用途
ごとに施設運営費用の平均値を算出し、それらの比較で評価を行った。
　機能に対する評価結果は、以下のようになる（図２－②）。
Ａ：利用状況・施設運営費用ともに良好であるため、機能を継続的に
利用することが可能である。
Ｂ（運営直し）：利用状況は良好であるが、施設運営費用に問題がある
ため運営方法を見直して継続利用を検討する必要がある。
Ｂ（用途直し）：施設運営費用は良好であるが、利用状況に問題がある
ため複合化等を検討する必要がある。
Ｃ：利用状況・施設運営費用ともに良好でないため、継続的に利用す
るには大幅な改善が必要である。
２－３．立地に対する評価
　立地評価では、将来的な施設周辺の人口変動からみた施設集約の可
能性、及び施設への交通利便性から判断を行う。
（１）施設集約可能性に関する判定
　将来的な施設周辺の人口変動から、今後その立地に対して施設集約
をすることが有効かを判断する。ここでは、施設からの距離１km 圏内
の将来的な人口の密度、及び人口の増減をもとに判定を行う。
（２）交通利便性に関する判定
　交通利便性に関する判定方法を表２に示す。施設から駅・バス停ま
での到達距離にもとづき、交通利便性を判断する。駅到達距離は、全
施設の駅到達距離の平均値を閾値にとり、バス停到達距離は、バス停
までの徒歩圏域 400ｍを閾値として設定した。
　立地に対する評価結果は、以下のようになる（図２－③）。
Ａ：施設集約可能性があり、交通利便性も高いことから今後の継続利用、
４．公共施設の段階的総量適正化プロセスの検証
４－１．公共施設群の評価の検証
４－１－１．品質に対する評価の検証
　品質評価の検証結果を表５に、検証内容を表６に示す。また、表
５の現地調査結果の各部位における番号は、表６の各部位の調査項
目番号に対応している。建基法12条点検の項目を参考に、外壁・内装・
屋上防水の劣化状況を現地調査により確認した。妥当性を確認する
ため、各調査項目を点数化した劣化度指標を作成し、２－１の品質
評価の劣化度と比較を行った。各劣化度の差を見ると最大でも 20pt
後半程度であるため、概ね一致している。最も現地調査における劣
化度が高い南第一小学校では、工事履歴の外壁・内装の改修内容が
部分的であったため、現地では全体的な劣化が多く見られた。この
ことから、今後は改修内容と工事規模を考慮する必要がある。
４－１－２．機能・立地に対する評価の検証
　機能・立地評価の検証内容を表７に、検証結果を表８に示す。各
評価の判定項目に対する施設管理者へのアンケート調査を行い、回
答を４段階で点数化し比較を行った。一致率は、点数が 100 点・75
点で判定が「○」に該当する回答、50 点・25 点で判定が「×」に該
当する回答を評価結果と検証結果が一致しているとし、割合を算出
している。利用度の判定を除いて、一致率 50% 以上の結果が得られ
たことから、評価の概ねの妥当性を確認できた。また、利用度判定
の「○」、及び施設集約可能性判定の「×」では、それぞれ 11% と
29% と低い割合なため、各評価での閾値を再検討する必要がある。
４－２．公共施設の総量適正化プロセスの検証
４－２－１．対象自治体の概要
　ケーススタディの対象となる町田市の概要と将来的な状況を表９
に、公共施設の機能面積の割合を図６に示す。町田市は東京都多摩
地域の南部に位置しており、総人口は 426,336 人、面積は 71.65km²
の自治体である。2050 年の老年人口は 138％に増加、生産年齢人口
と年少人口はそれぞれ 88％と 74％に減少する注3）。また、歳入は、
94％に減少すると予想された。公共施設の機能面積の割合は、小学校・
中学校といった学校教育機能が半数を占めており、次いで、下水道
施設などの環境機能が 15％、行政機能が７％となっていた。
４－２－２．公共施設の総量適正化プロセスのケーススタディ
（１）将来的な財政状況の確認
　図７に町田市の公共施設に関わる費用の推計を示す。現在の公共
施設に関わる費用は維持更新費用 74 億円注4）、施設運営費用 100 億円
の計 174 億円で、2050 年には 163 億円になると推計された。また、
公共施設更新費用試算ソフト注5）から算出した適正な維持更新費用か
ら、実際に必要となる費用は 205 億円となり、将来的には 42 億円の
（４）地域ごとの施設整備方法の決定
　（３）で決めた活用方法をもとに、他の施設の状況を考慮した複合
的な整備の計画を行う。地域ごとに施設の状況を把握しながら行う
ため、一定規模で均等に区分けしている中学校区をもとに分割し検
討した。地区１における経時的地域実態マップを表 12 に、地区１に
おける施設の立地と活用方針をプロットしたものを図８示す。建替
が検討されている施設は、その施設の耐用年数前後５年間に、他施
設が耐用年数を迎える場合は、複合化建替を選択する。また、複合
化が検討されている施設は、大規模改修が必要となる時期を経年後
30 年程度と設定し、改修時において他施設との複合化を実施する整
備方法を決定した。さらに、立地タイプが分散型の機能を有する施
設では、施設の廃止・移転を行うと公共サービスが低下する可能性
があるため、地区内でのバランスを検討する必要がある。そこで、
他施設との複合的な整備方法を決定する際は、施設同士が２km 以内
の範囲にある場合は集約と判断した。それ以外の立地タイプの施設
は中学校区を越えた複合化も計画している。これにより、他の施設
の状況を考慮した単一及び、複合的な整備を計画できる。
（５）町田市全体から見た施設整備方法の序列化
　地区ごとの施設整備方法と町田市全体で整備方法を序列化したもの
を表 13 に、最終的な施設の削減結果を表 14 に示す。整備方法が、各
年度に３つ以上にならないようにし、劣化度が高い施設を含む整備方
法から優先的にするように序列化を行った。これにより、各地区で重
複していた整備方法をどの時期に行うかを決定づけることが可能とな
り、全 47 の整備方法の序列化を計画できた。各年度ごとの計画を実行
すると、2055 年時には、公共施設の総面積が約 14 万㎡削減され、公
共施設に関わる費用は、約22億円の削減が見込まれる結果となった。
５．まとめ
　本研究で得られた成果は、以下のようにまとめられる。
１.品質・機能・立地の情報をそれぞれ棟・機能・施設ごとに整理し、
経時的な視点に立った評価方法を提案した。
不足が予測され不足分の施設量の削減が必要となる。
（２）機能ごとの削減目標面積の決定
　表 10 に機能ごとの削減目標面積を決定したものを示す。まず、現
状の各機能の施設面積に対して、各機能を利用する年齢構成の人口
変動を掛けて最適な施設面積を当てはめることで算出している。人
口変動を考慮した施設面積では、施設に関わる将来的な費用まで削
減できないため、運営費用が大きい施設の削減割合を人口変動割合
より大きくして目標費用まで削減を図った。
（３）機能ごとの建替・複合化・廃止・移転施設の検討
　（２）で、決定した機能ごとの削減目標面積に到達するまで、以下
にしたがって施設の活用方法を決定した。表 11 には、教育文化機能
における活用方法の決定結果を示す。活用方法の決定の仕方は、「①
複合化」は耐用年数を迎えるまで 20 年以上あり、活用方針が「縮減
的複合化利用」「長期的複合化利用 」の施設、「②建替」は 10 年以
内に耐用年数を迎え、活用方針が「長期的継続利用」「長期的複合化
利用」の施設、「③廃止・移転」は①②を満たさず、活用方針が「縮
減的継続利用」「縮減的複合化利用」「機能停止・移転」の施設とした。
２.経年数と外壁・内装・屋上防水・設備に対する最近の改修年を把
握することで、公共施設の劣化度を算出する方法を提案した。
３.公共施設の耐用年数超過後の活用方針を決定し、地域上での位置
関係を把握することで複数施設を同時に整備する検討方法を示した。
４.現状で収集可能なデータを用いて、公共施設総量適正化の第一段
階となる自治体全体での整備計画を示した。
５.公共施設マネジメントを継続的に向上させていく、ＰＤＣＡサイ
クルに対応した段階的施設総量適正化に至るプロセスを示した。　
　今後は、各自治体が施設量の総量削減策を定期的に見直すことで、
将来的な状況に応じて整備計画を修正する必要がある。さらに、検
証段階での住民意見の確認等から、公共施設再編に対する住民のも
つ意識改革を行う形での、継続的な公共施設マネジメント業務が求
められる。これらのマネジメント業務を行うためには、特に全公共
施設の状況と住民意見を把握している組織が重要であり、自治体全
体の施設マネジメントを考慮した個々の施設整備について、自治体
職員と住民の理解を得ながら推進していくことが不可欠である。
及び他の施設の移転受け入れ施設として検討できる。
Ｂ：施設集約可能性があるが交通利便性が低い、もしくは施設集約可
能性がないが交通利便性が高いことから、品質・機能の評価から継続
利用、あるいは廃止・移転を検討する必要がある。
Ｃ：施設集約可能性と交通利便性が低いことから、立地条件の良い場
所への移転もしくは廃止を行う必要がある。
２－４．評価にもとづいた施設の活用方針
　品質・機能・立地の３つの評価を用いることで、施設の現状と将
来的な状況を判断でき、施設の耐用年数超過後の活用方針が検討可
能になった。表３に３つの評価にもとづいた施設の経時的な活用方
針、及び図４に施設の活用方針の判定マトリクスを示す。それぞれ
の活用方針は以下のとおりである。
　「長期的継続利用」は、施設の現在の状況がよいため、継続的な利
用を行い、また将来的な状況もよいため、耐用年数超過後は建替を
検討する。「長期的複合化利用」は、機能評価が良好でないことから
複合化を行うが、将来的な状況がよいため、耐用年数超過後は建替
を検討する。「縮減的継続利用」は、施設の現在の状況がよいため、
治体全体としての長期的かつ経時的な施設再編方法を決定する。
（４）具体的計画段階・実行段階・検証段階
　（３）で序列化を行った優先的に実行が必要な整備計画から、具体
的に計画を行う。経時的地域実態マップでの検討で除外していた公
共施設の位置関係を把握し、統合の可能性についてさらに検討する。
また、周辺の民間施設の状況を確認し、テナントとしての使用の可否、
整備する施設への誘致可能性の有無を検討する。実行段階では計画
を実際に行い、さらに検証段階では実行した計画がどのような結果
をもたらしたかの検証を行う。これらの検証結果を次の計画に活か
し、ここまでの整備計画、評価方法を定期的に見直し、必要データ
を積み重ねることで、より正確な評価結果と整備計画につながる。
　以上のように、公共施設の総量適正化の段階として、「準備段階」「削
減目標面積の決定段階」「公共施設の評価段階」「整備方法検討段階」
「具体的計画段階」「実行段階」「検証段階」と提示した。また、提示
したプロセスは公共施設マネジメント業務を継続的に改善するＰＤ
ＣＡサイクルにあてはまることがわかる。
2014年に総務省から発表され、人口変動と厳しい財政状況を踏まえ、長期的な視点を持った公共施設の更
新・統廃合・長寿命化に関する総合的な管理計画を求めたもの。
2014年に国土交通省から発表され、持続可能な都市を実現し、健康・快適な生活を確保するために、将来の
まちの在り方を見据えた公共施設の再配置を行うためのガイドライン。
町田市の人口統計及び、国立社会保障・人口問題研究所の将来的な人口統計より算出。
維持更新費用は、施設建設などにより年度ごとにばらつきがあるため、2012年までの過去11年間平均となる。
総務省らが開発、自治体が保有する公共施設の将来的に掛かる維持更新費用を算出することができる。
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1g 複合化建替
小山田中 55 7346
小山田南
小 39 7701
1f 複合化建替
武蔵岡中
大戸小
54 4885
52 6229
1e 複合化改修
こうさぎ
保育園
堺市民
ｾﾝﾀｰ
48 694
55 2863
子ども
ｾﾝﾀｰぱお 18 1179
1d 縮小建替
小山田小 47 5796
1c 複合化改修
上小山田
ｾﾝﾀｰ
土木
ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ
- 218
57 2126
相原小 60 6908
1b 縮小建替
1a 縮小建替
堺中 68 6783
341
340
337
336
336
333
332
331
326
325
322
320
319
317
315
314
313
312
310
308
306
305
303
-
303
-
300
297
296
-
-
-
-
-
-
-
-
293
293
縮小建替
複合化建替
移転
移転
複合化改修
複合化改修
改修
縮小建替
縮小建替
複合化改修
建替
複合化改修
建替
複合化建替
建替
複合化建替
複合化改修
建替
複合化建替
縮小建替
縮小建替
年度
33
32
1
36
37
38
39
0
1
42
2043
2044
35
34
0
29
28
27
26
25
24
23
22
1
0
19
18
17
14
15
16
46
2048
2049
2050
2051
2052
2053
2054
2055
整備方法 整備方法整備面積 整備面積
序列化
複合化建替
複合化建替
複合化改修
縮小建替
縮小建替
縮小建替
縮小建替
複合化建替
複合化建替
複合化建替
縮小建替
廃止
廃止
廃止
複合化建替
番号
1f
2f
2g
2a
3g
1b
e
3j
4b
2b
3c
4e
4f
5d
5e
4c
5c
1g 複合化建替
07 7
0
5475
4229
10672
483
0
14188
838
7128
6026
4i 70 6
0
10287
5075
7780
10533
4503
1373
番号
1i
1h
2l
2j
3k
1a
1d
1c
e
2d
2c
2h
2i
3a
b
3d
i
3h
4a
4d
4j
5a
4g
5b
3e
4h
3f
4k
4748
8006
5471
11474
4375
9715
6447
52
109 7
10 40
16993
9837
580
6714
066
7373
637
1991
331
0
10579
2877
9219
5226
2374
4266
0
779
施設数
地区３
整備方法
3j 複合化改修
子どもｾﾝﾀｰ
ただ ON
ｺﾐｾﾝ
忠生
4 1564
- 397
3i 移転
木曽中 55 7486
3h 複合化改修
授産
ｾﾝﾀｰ
49 612
45 1563
忠生住宅
集会所
3g 廃止
山崎小 39 6109
3f 複合化建替
七国山小 - 6926
48 2105木曽山崎ｺﾐｾﾝ
3e 複合化建替
木曽山崎
図書館 - 321
48 7978山崎中
3d 複合化建替
忠生第三小
木曽境川小
56 6357
44 6407
学校管理
ｾﾝﾀｰ 62 8953
3c 縮小建替
忠生中 60 10183
3b 縮小建替
町田第三中69 6250
a
忠生小
教育
ｾﾝﾀｰ
55 7508
63 6910
地区２
整備方法
2l 移転
真光寺住宅
1,2,3 号棟 35 7202
2i 複合化改修
自由民権
資料館
鶴川中
61 911
31 12259
2h 複合化改修
鶴川市民
ｾﾝﾀｰ
子どもｾﾝﾀｰ
つるっこ
50 2610
32 1499
2g 縮小建替
金井中 42 6433
2f 複合化建替
三輪小
鶴川
図書
58 5751
- 1000
2e 複合化建替
ふれあい
いちょう
大蔵小
47 720
50 7272
2d 複合化建替
鶴川第二小
鶴川第二中
53 7220
56 8408
2c 縮小建替
鶴川第四小56 7449
b 縮小
鶴川第三小55 7821
2a 廃止
鶴川第一小61 5366
地区５
整備方法
5e 複合化建替
南成瀬小
南成瀬中
46 6932
46 7764
5c
第三
ふれあい
もみじ館
48 5783
45 607
5d 複合化建替
小川小
52 4930
48 6530
45 8809
つくし野小
つくし野中
5b 複合化建替
成瀬ｺﾐｾﾝ
成瀬台小
67 1929
57 7281
5a 複合化建替
南第一小
南第四小
56 6653
65 6332
南中 59 9117
地区４
整備方法
4k 縮小建替
町田ﾘｽ園 57 637
4j 複合化改修
ｻﾝ町田旭
体育館
すみれ
会館
46 7754
47 3618
4i 複合化改修
文化交流
ｾﾝﾀｰ
市民
文学館
49 7866
73 2156
4h 複合化建替
南大谷小
南大谷中
55 6083
52 7371
玉川学園
ｺﾐｾﾝ 60 595
4g 複合化建替
薬師中
藤の台小
48 7332
50 6653
ﾌｫﾄｻﾛﾝ - 286
博物館 76 1410
4e 廃止
本町田東小52 6459
4f 建替
せりがや
会館
町田第二中
- 1000
65 7696
4d 複合化建替
町田第一小
町田第四小
63 6295
53 6266
さるびあ
図書館 60 1318
4c 縮小建替
町田第五小52 6041
4b 複合化建替
町田第一中
町田第三小
65 9484
51 5926
a
町田第二小
町田第六小
60 5072
63 6365
地区１
整備方法
1i 縮小建替
ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ
あいはら 32 599
1h 複合化建替
ﾎｰﾑ
はるかぜ
大賀
藕絲館
- 153
56 1064
ふれあい
桜館 59 2824
考古
資料室 - 482
1g 複合化建替
小山田中 55 7346
小山田南小 39 7701
1f 複合化建替
武蔵岡中
大戸小
54 4885
52 6229
1e 複合化改修
こうさぎ
保育園
堺市民
ｾﾝﾀｰ
48 694
55 2863
子ども
ｾﾝﾀｰぱお 18 1179
1d 縮小建替
小山田小 47 5796
1c 複合化改修
上小山田
ｾﾝﾀｰ
土木
ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ
- 218
57 2126
相原小 60 6908
1b 縮 建替
1a 縮小建替
堺中 68 6783
41
40
37
36
36
33
32
31
26
25
22
20
19
17
16
315
14
313
1
308
30
305
303
303
300
297
296
-
-
-
-
-
-
-
293
-
-
293
3k 複合化改修
山崎
保育園
ひかり
療育園
0 1204
32 1532
番号 整備方法
施設名 劣化度 面積
整備実行期間2j複合化改修
鶴川学童
鶴川緑
の交流館
- 141
7 5954
2k 移転
真光寺住宅
1,2,3 号棟 35 7202
1i 拡大建替
ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ
あいはら 32 599
